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1.  概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年 6 月 28

日原子力規制委員会規則第 6号） （以下「技術基準規則」という。）」第 12条及び第 54条並び

に「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」に適合する設計とする

ため，Ⅵ-1-1-9「発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書」のうちⅥ-1-1-9-3「溢水評価条

件の設定」にて耐震性を有することから溢水源として設定しないとしたＢ，Ｃクラス機器（以下

「Ｂ，Ｃクラス機器」という。）及びＣクラス機器で工事計画の基本設計方針に示す浸水防護施

設の主要設備リストに記載のない浸水防護施設（以下「溢水防護に係る施設」という。）が，基

準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性を有することを確認するための耐震計算方針について

説明するものである。Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に係る施設への基準地震動Ｓｓによる地震

力に対する耐震性の要求は，技術基準規則の第 5条及び 50条の対象ではない。 

Ｂ，Ｃクラス機器の具体的な計算の方法及び結果はⅥ-2-別添 2-2「溢水源としないＢ，Ｃクラ

ス機器の耐震性についての計算書」に，溢水防護に係る施設のうち大型タンク遮断弁，燃料プー

ル冷却系弁，循環水ポンプ出口弁，復水器水室出入口弁，被水防護カバー及び通水扉の具体的な

計算の方法及び結果はⅥ-2-別添 2-5「大型タンク遮断弁の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-別

添 2-4「燃料プール冷却系弁の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-別添 2-6「循環水ポンプ出口弁

及び復水器水室出入口弁の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-別添 2-7「被水防護カバーの耐震性

についての計算書」及びⅥ-2-別添 2-3「通水扉の耐震性についての計算書」に示すとともに，動

的地震力の水平 2方向及び鉛直方向の組合せに対する各設備の影響評価結果はⅥ-2-別添 2-8「溢

水防護に係る施設の水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果」に示す。 

また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，止水性の維持を期待する床ドレン逆止弁及び貫通

部止水処置の耐震性については，評価対象が同一であるⅥ-2-10-2-10「床ドレン逆止弁の耐震性

についての計算書」及びⅥ-2-10-2-15「貫通部止水処置の耐震性についての計算書」に示す。 

循環水系隔離システムの漏えい検知器の耐震性については，タービン補機海水系隔離システム

における復水器エリアの漏えい検知器と同一のものを使用するため，Ⅵ-2-10-2-12「タービン補

機海水系隔離システムの耐震性についての計算書」に示す。 

なお，主要設備リストに記載する浸水防護に係る浸水防護施設となる水密扉，堰，防水板及び

防水壁の基本方針書をⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示し，その耐震性についての計算書を

Ⅵ-2-10-2-9「水密扉の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-10-2-13「堰の耐震性についての計算書」，

Ⅵ-2-10-2-14「防水板の耐震性についての計算書」及びⅥ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての

計算書」に示す。 

 

2.  耐震評価の基本方針 

耐震評価は，「2.1 評価対象施設」に示す評価対象施設を対象として，「3.1 荷重及び荷重

の組合せ」で示す基準地震動Ｓｓによる地震力と組み合わすべき他の荷重による組合せ荷重によ

る応力又は荷重（以下「応力等」という。）が，「3.2 許容限界」で示す許容限界内にあること
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を「4. 耐震評価方法」に示す評価方法を使用し，「5. 適用規格・基準等」で示す適用規格を

用いて確認する。 

Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に係る施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その機

能を維持又は保持できる設計とすることを踏まえ，水平 2方向及び鉛直方向地震力を適切に組み

合わせて実施する。影響評価方法は「4.4 水平 2方向及び鉛直方向地震力の考慮」に示す。 

 

2.1  評価対象施設 

評価対象施設は，Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に係る施設（Ⅵ-2-10-2「浸水防護施設の耐

震性に関する説明書」で評価する浸水防護施設を除く。以下同じ。）を対象とする。 

2.1.1  Ｂ，Ｃクラス機器 

Ⅵ-1-1-9-3「溢水評価条件の設定」にて溢水源となり得る流体を内包する機器のうち，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して溢水源として想定しないＢ，Ｃクラス機器を評価対

象施設とする。 

評価対象施設のうち機器・配管系であるポンプ，熱交換器等，配管，弁及び支持構造物の

構造は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」にて示す各構造を踏まえ，応答性

状を適切に評価することで適用する地震力に対して構造強度を有する構造とする。 

また，評価対象施設のうち土木構造物は，矩形又は円筒形の鉄筋コンクリート構造物であ

ることを踏まえ，基準地震動Ｓｓに対して構造強度を有する構造とする。 

 

2.1.2 溢水防護に係る施設 

溢水防護に関する施設の構造計画を表 2－1～8に示す。 
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表 2－1 構造計画（大型タンク遮断弁） 

（復水貯蔵タンク，補助復水貯蔵タンク） 

配置図 

 

原子炉建物 EL 10300 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

空気式作動式

ゲート弁 

 

 

弁体を含む弁

本体，弁体を空

気にて駆動す

る駆動部で構

成する。 

復水輸送系及

び制御棒駆動

水圧系配管に

固定される。 

配管について

は，床面に支持

構造物にて固

定する。 

 

 

 

 

  

：復水輸送系 遮断弁

：制御棒駆動水圧系 遮断弁

弁設置位置図

Ａ－Ａ断面図

弁本体

弁体

駆動部

A

A 配管支持構造物

復水輸送系
配管
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表 2－2 構造計画（大型タンク遮断弁） 

（ろ過水タンク） 

配置図 

 

 

       タービン建物 EL 5500          廃棄物処理建物 EL12300 

 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

空気式作

動式ボー

ル弁 

 

 

弁 体 を 含

む弁本体，

弁 体 を 空

気 に て 駆

動 す る 駆

動 部 で 構

成する。 

消 火 系 配

管 に 固 定

される。 

配 管 に つ

いては，床

面 に 支 持

構 造 物 に

て 固 定 す

る。 

 

 

 

 

  

配管支持構造物

消火系配管
弁本体

弁体

駆動部

弁設置位置図

Ａ

Ａ

Ａ－Ａ断面図
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表 2－3 構造計画（大型タンク遮断弁） 

（純水タンク） 

配置図 

 

タービン建物 EL 20600 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

空気式作動式 

ゲート弁 

弁体を含む弁本

体，弁体を空気

にて駆動する駆

動 部 で 構 成 す

る。 

補給水系配管

に固定される。 

配管について

は，床面に支持

構造物にて固

定する。 

 

 

 

 

  

弁設置位置図

配管支持構造物

弁本体

弁体

駆動部

Ａ－Ａ断面図

補給水系

配管

Ａ

Ａ
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表 2－4 構造計画（燃料プール冷却系弁） 

配置図 

 

 

入口弁                 バイパス弁 

原子炉建物 EL 30500           原子炉建物 EL 34800  

 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

入口弁 

電動ゲート弁 

 

バイパス弁 

電動グローブ

弁 

弁体を含む弁

本体，弁体を電

動にて駆動す

る駆動部で構

成する。 

燃料プール冷

却系配管に固

定される。 

配管について

は，床面に支持

構造物にて固

定する。 

 

  

配管支持構造物

燃料プール

冷却系配管

弁設置位置図

駆動部

弁本体

Ａ－Ａ断面図

弁体

Ａ

Ａ
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表 2－5 構造計画（循環水ポンプ出口弁） 

配置図 

取水槽 EL 1100 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

電動バタフラ

イ弁 

弁体を含む弁

本体，弁体を電

動にて駆動す

る駆動部で構

成する。 

循環水系配管

及び支持構造

物に固定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

循環水系配管

Ａ

Ａ

駆動部

弁本体

弁体

Ａ－Ａ断面

弁設置位置図

支持構造物
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表 2－6 構造計画（復水器水室出入口弁） 

配置図 

 

 

タービン建物 EL 2000 

 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

電動バタフラ

イ弁 

弁体を含む弁

本体，弁体を電

動にて駆動す

る駆動部で構

成する。 

循環水系配管

に固定する。 

 

 

  

：復水器水室入口弁

：復水器水室出口弁

循環水系配管 ＡＡ

弁体

弁本体

駆動部

伸縮継手

弁設置位置図

Ａ－Ａ断面図
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表 2－7 構造計画（被水防護カバー） 

配置図

 

原子炉建物 EL 8800 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

壁掛け鋼製収

納盤 

鋼製の収納盤

で構成する。 

壁に基礎ボル

ト（ケミカルア

ンカ）により固

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

収納盤 

 

 

 

 

  

ＡＡ

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 
A－A断面 
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表 2－8 構造計画（通水扉） 

配置図 

 

原子炉建物 EL 23800             原子炉建物 EL 15300 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

通水扉 鋼製扉に小扉

が内蔵された

構造とする。 

建物構造体と

一体となった

扉枠により支

持される構造

とする。内蔵

する小扉は，

丁番により鋼

製扉に固定す

ることで支持

される構造と

する。 
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3. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界 

Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に係る施設の耐震評価に用いる荷重及び荷重の組合せを，「3.1

荷重及び荷重の組合せ」に，許容限界を「3.2 許容限界」に示す。 

 

3.1 荷重及び荷重の組合せ 

3.1.1 荷重の種類 

応力評価に用いる荷重は，溢水起因の荷重と組み合わせない＊ため，以下の荷重を用い

る。 

(1) 機器・配管系 

a． 常時作用する荷重（Ｄ） 

常時作用する荷重は，持続的に生じる荷重であり，自重とする。 

b． 内圧荷重（ＰＤ） 

内圧荷重は，当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重とする。 

c． 機械的荷重（ＭＤ） 

当該設備に設計上定められた機械的荷重 

d． 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力とする。 

(2) 土木構造物及び建物・構築物 

a． 固定荷重（Ｇ） 

躯体自重等を考慮する。 

b． 積載荷重（Ｐ） 

積雪荷重，風荷重等を考慮する。 

c． 基準地震動Ｓｓによる地震力（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる地震力を考慮する。 

 

3.1.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，溢水起因の荷重と組み合わせない＊ため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」の「3.1 構造強度上の制限」に示す機器・配管系，土木構造物又は建物・構築物の荷

重の組合せを踏まえて設定する。 

 

注記＊：地震起因により発生する溢水は，地震後に作用するため，地震荷重と組み合わ

せない。なお，Ⅵ-1-1-9-3「溢水評価条件の設定」にて溢水源として設定する想

定破損による溢水及び消火水の放水による溢水の荷重は，地震起因による溢水

と重畳しない。 
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 3.2 許容限界 

3.2.1 Ｂ，Ｃクラス機器 

Ｂ，Ｃクラス機器の許容限界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対する耐震性を有し，

機器の破損により溢水源とならない設計とするため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示す機器・配管系又は土木構造物の許容限界を基本とする。 

 

3.2.2 溢水防護に係る施設 

溢水防護に係る施設の許容限界は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」に

て設定している施設ごとの構造強度設計上の性能目標及び設計方針を踏まえて，評価部位

ごとに，地震時及び地震後に機能維持が可能となるように設定する。 

溢水防護に係る施設ごとの許容限界の詳細は，各計算書で評価部位の損傷モードを踏ま

え評価項目を選定し定める。 

 

(1) 大型タンク遮断弁 

大型タンク遮断弁の許容限界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，地震後の閉止す

る機能の維持を考慮して弁本体，弁を支持する管及び支持構造物が上記機能を維持可能な

構造強度を有する設計とするため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示している各機器

の許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を準用する。 

 

(2) 燃料プール冷却系弁 

燃料プール冷却系弁の許容限界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，地震後の開閉

する機能の維持を考慮して弁本体，弁を支持する管及び支持構造物が上記機能を維持可能

な構造強度を有する設計とするため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示している各機

器の許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を準用する。 

 

(3) 循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出入口弁 

循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出入口弁の許容限界は，基準地震動Ｓｓによる地震

力に対し，地震後の閉止する機能の維持を考慮して弁本体，弁を支持する管及び支持構造

物が上記機能を維持可能な構造強度を有する設計とするため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に示している各機器の許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を準用する。 

 

(4) 被水防護カバー 

被水防護カバーの許容限界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，地震後の防水機能

の維持を考慮して，主要な構造部材が上記機能を維持可能な構造強度を有する設計とする

ため，被水防護カバーを固定する基礎ボルトはⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示して

いる「その他の支持構造物」の許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を準用する。 

 

(5) 通水扉 

通水扉の許容限界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，地震後の排水機能の維持を
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考慮して，主要な構造部材が上記機能を維持可能な構造強度を有する設計とするため，Ⅵ

-2-1-9「機能維持の基本方針」に示している「津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視

設備 (b) 建物・構築物」の許容限界を準用する。 

 

4. 耐震評価方法 

Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に係る施設の耐震評価は「4.1 地震応答解析」，「4.2 耐震

評価」及び「4.3 機能維持評価」に従って実施する。 

 

4.1 地震応答解析 

Ｂ，Ｃクラス機器の地震応答解析は「4.1.1 入力地震動」に示す入力地震動，「4.1.2 解

析方法及び解析モデル」に示す解析方法及び「4.1.3 設計用減衰定数」に示す減衰定数を用い

て実施する。 

図 4－1にＢ，Ｃクラス機器の地震応答解析の手順を示す。 
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図 4－1 Ｂ，Ｃクラス機器の地震応答解析の手順 

 

 

 

  

Ｂ，Ｃクラスの設備 
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4.1.1 入力地震動 

Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に係る施設の地震応答解析に用いる入力地震動は，機器・

配管系はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」，土木構造物及び建物・構築物

はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.1.2 解析方法及び解析モデル 

動的解析による地震力の算定にあたっては，地震応答解析手法の適用性及び適用限界を

考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，剛

性等，各種物性値は，適切な規格・基準，あるいは実験等の結果に基づき設定する。 

(1) 機器・配管系 

機器の解析にあたっては，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切に

表現できるよう 1質点系，多質点系モデル等に置換し，定式化された評価式を用いた解析

法（一般機器等）又は，設計用床応答スペクトルを用いたスペクトルモーダル解析法によ

り応答を求める。 

剛性の高い機器は，その機器の設置床面の最大応答加速度の 1.2倍の加速度を震度とし

て作用させて地震力を算出する。 

配管系については，多質点系モデルに置換し，設計用床応答スペクトルを用いたスペク

トルモーダル解析法により応答を求める。 

なお，動的解析に用いる地震力は材料物性のばらつき等を適切に考慮する。 

 

a. 解析方法 

・定式化された評価式を用いた解析法（一般機器等） 

・スペクトルモーダル解析法 

 

b. 解析モデル 

代表的な機器・配管系の解析モデルを以下に示す。耐震評価に用いる寸法は，公称値を

使用する。 

(a) 一般機器 

ポンプ，熱交換器等の一般の機器は，機器本体及び支持構造物の剛性をそれぞれ考

慮し，原則として重心位置に質量を集中させた 1質点系にモデル化する。 

 

(b) 配管 

配管は 3次元多質点はりモデルに置換する。 
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(2) 土木構造物  

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等を

考慮の上，適切な解析法を選定するとともに，各構造物に応じた適切な解析条件を設定す

る。地震応答解析は，地盤と構造物の相互作用を考慮できる手法とし，地盤及び構造物の

地震時における非線形挙動の有無や程度に応じて，線形，等価線形，非線形解析のいずれ

かにて行う。地震応答解析に用いる材料定数については，材料物性のばらつき等による変

動が土木構造物の振動性状や応答性状に及ぼす影響を検討し，材料物性のばらつき等を適

切に考慮する。 

 

(3) 建物・構築物 

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等を

考慮の上，適切な解析法を選定するとともに，建物・構築物に応じた適切な解析条件を設

定する。 

また，原則として，建物・構築物の地震応答解析及び床応答スペクトルの策定は，線形

解析及び非線形解析に適用可能な時刻歴応答解析法による。 

建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれらの形状，構造特性

等を十分考慮して評価し，集中質点系等に置換した解析モデルを設定する。 

地震応答解析に用いる材料定数については，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。 

通水扉は剛構造とすることにより，建物・構築物の地震応答解析による加速度を震度と

して作用させて地震力を算定する。 
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4.1.3 設計用減衰定数 

機器・配管系の地震応答解析に用いる減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」

に設定している，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991追補版」（以

下「ＪＥＡＧ４６０１-1991追補版」という。）に記載されている減衰定数を設備の種類，

構造等により適切に選定するとともに，試験等で妥当性が確認された値も用いる。具体的

には表 4－1に示す値を用いる。 

地盤と土木構造物の連成系地震応答解析モデルの減衰定数については，地中構造物とし

ての特徴，同モデルの振動特性を考慮して適切に設定する。 

  

 

表 4－1 減衰定数 

(1) 機器・配管系 

設備 
減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

溶接構造物 1.0 1.0＊1 

ボルト及びリベット構造物 2.0 2.0＊1 

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 1.0＊1 

配管系 0.5～3.0＊2，＊3 0.5～3.0＊1，＊2，＊3 

注記＊1：既往の研究等において，設備の地震入力方向の依存性や減衰特性について検討され妥当性

が確認された値 

＊2：既往の研究等において，試験及び解析等により妥当性が評価されている値 

＊3：具体的な適用条件を「(2) 配管系の減衰定数」に示す。 

 

（参考文献） 

電力共通研究「機器・配管系に対する合理的耐震評価法の研究（H12～H13）」 

電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法に関する研究（H7～H10）」 
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(2) 配管系の減衰定数 

配管区分＊1，＊2 
減衰定数＊3 (％) 

保温材無 保温材有＊4 

Ⅰ 

スナッバ及び架構レストレイント支持主体の配管で， 

その支持具（スナッバ及び架構レストレイント）数が 4個以

上のもの 

2.0 3.0＊5 

Ⅱ 

スナッバ，架構レストレイント，ロッドレストレイント，ハ

ンガ等を有する配管系でその支持具（アンカ及びＵボルトを

除く）数が 4個以上であり，配管区分Ⅰに属さないもの 

1.0 2.0＊5 

Ⅲ 
Ｕボルトを有する配管系で，架構で水平配管の自重を受ける

Ｕボルトの数が 4個以上のもの 
2.0＊5 3.0＊5 

Ⅳ 配管区分Ⅰ，Ⅱ及びⅢに属さないもの 0.5 1.5＊5 

注記＊1：支持具の種類及び数は，アンカからアンカまでの独立した振動系について算定する。 

＊2：支持具の算定は，当該支持点を同一方向に複数の支持具で分配して支持する場合には支持

具数は 1個として扱い，同一支持点を複数の支持具で 2方向に支持する場合は 2個として

取扱うものとする。 

＊3：水平方向及び鉛直方向の減衰定数は同じ値を使用 

＊4：保温材有の減衰定数は，無機多孔質保温材による付加減衰定数として 1.0％を考慮したも

のである。金属保温材による付加減衰定数は，配管全長に対する金属保温材の使用割合が

40％以下の場合 1.0％を適用するが，金属保温材使用割合が 40％を超える場合は 0.5％と

する。 

＊5：ＪＥＡＧ４６０１-1991追補版で規定されている配管系の減衰定数に，既往の研究等にお

いて妥当性が確認された値を反映 

 

（参考文献） 

電力共通研究「機器・配管系に対する合理的耐震評価法の研究（H12～H13）」 

電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法に関する研究（H7～H10）」 
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4.2 耐震評価 

Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に係る施設の耐震評価は，「3.1 荷重及び荷重の組合せ」に

て示す荷重の組合せに対して，「4.1 地震応答解析」で示した地震応答解析により発生応力を

算出し，「3.2 許容限界」にて設定している許容限界内にあることを確認する。機器・配管系

及び建物・構築物の評価手法は，定式化された評価式を用いた解析法又はスペクトルモーダル

解析法により，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987」（以下「ＪＥＡＧ

４６０１-1987」という。）に基づき実施することを基本とする。土木構造物の評価手法は，時

刻歴応答解析法，ＦＥＭ等を用いた応力解析により，ＪＥＡＧ４６０１-1987 に基づき実施す

ることを基本とする。 

 

4.2.1 耐震評価方法 

Ⅵ-2-別添 2-2「溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-

別添 2-5「大型タンク遮断弁の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-別添 2-4「燃料プール冷

却系弁の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-別添 2-6「循環水ポンプ出口弁及び復水器水室

出入口弁の耐震性についての計算書」，Ⅵ-2-別添 2-7「被水防護カバーの耐震性について

の計算書」及びⅥ-2-別添 2-3「通水扉の耐震性についての計算書」の評価方法について示

す。 

 

(1) Ｂ，Ｃクラス機器 

評価対象施設のうち機器・配管系については，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法」にて示す評価方法及びＪＥＡＧ４６０１-1987 に準拠した評価方法により評価を行

う。なお，評価式が示されない機器については，ＪＥＡＧ４６０１-1987 に準拠した評価

方法及び機械工学便覧に示される一般式を用いた評価を行う。 

評価対象施設のうち土木構造物については，時刻歴応答解析法，ＦＥＭ等を用いた応力

解析により，各構造物に応じて適切な評価方法により評価を行う。 

 

(2) 被水防護カバー 

評価対象の被水防護カバーについては，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」にて示す評価方法に基づき評

価を行う。 

 

(3) 大型タンク遮断弁，燃料プール冷却系弁，循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出入口弁 

評価対象の大型タンク遮断弁，燃料プール冷却系弁，循環水ポンプ出口弁及び復水器水

室出入口弁については，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-6 管の

耐震性についての計算書作成の基本方針」にて示す評価方法に基づき評価を行う。 

 

(4) 通水扉 

評価対象の通水扉については，日本建築学会の設計規準に準拠した評価方法により評価

を行う。 
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4.3 機能維持評価 

Ｂ，Ｃクラス機器の溢水防護設計上の構造強度に係る機能維持の方針は，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」を準用する。 

溢水防護に係る施設の溢水防護設計上の構造強度に係る機能維持の動的機能の維持及び止水

性の維持に係る耐震計算の方針は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制

限」及び「4.1 動的機能維持」を準用する。 

 

4.3.1 動的機能の維持 

地震後に動的機能が要求される機器については，Ⅵ-1-1-9「発電用原子炉施設の溢水防

護に関する説明書」のうちⅥ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」にて設定して

いる設備ごとの耐震設計上の性能目標を踏まえ，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作

成方針」に基づき設定した機能維持評価用加速度が，機能確認済加速度以下であることに

より確認する。なお，弁については，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過す

る場合は，詳細評価を実施し，機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ計

算応力が許容応力以下であることを確認する。 

なお，通水扉については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，構造強度を確保する

ことで，排水機能が維持できる設計とする。 

 

(1) 大型タンク遮断弁 

大型タンク遮断弁は，地震後においても，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，機能

維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。 

機能確認済加速度には，同型式の弁の加振試験において，動的機能の健全性を確認した

弁の加速度を適用する。 

 

(2) 燃料プール冷却系弁 

燃料プール冷却系弁は，地震後においても，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，機

能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。 

機能確認済加速度には，同型式の弁の加振試験において，動的機能の健全性を確認した

弁の加速度を適用する。 

 

(3) 循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出入口弁 

循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出入口弁は，地震後においても，基準地震動Ｓｓに

よる地震力に対して，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを確認す

る。 

機能確認済加速度には，同型式の弁の加振試験において，動的機能の健全性を確認した

弁の加速度を適用する。 

 

 



 

21 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
2-
1 
R0
 

 4.4 水平2方向及び鉛直方向地震力の考慮 

Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に係る施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し

て耐震性を有することを確認している。今回，新たに水平 2方向及び鉛直方向の組合せによる

耐震設計に係る技術基準が制定されたことから，これら設備についても水平 2方向及び鉛直方

向の組合せによる影響を評価する。 

影響評価については，Ⅵ-2-1-8「水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価

方針」の「4.1 建物・構築物」，「4.2 機器・配管系」又は「4.3 屋外重要土木構造物等」

の評価方針及び評価方法に基づき行う。 
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5. 適用規格・基準等  

適用する規格，基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991追補版（（社）日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ ＳＮＣ１－2005/2007 

（（社）日本機械学会，2005/2007） 

(5) 機械工学便覧（（社）日本機械学会） 

(6) 建築基準法・同施行令 

(7) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定） 

(8) 日本産業規格（ＪＩＳ）

(9) 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，1991一部改定） 

(10) 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2010） 

(11) 鋼構造接合設計指針（（社）日本建築学会，2012） 

(12) コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002年制定） 

(13) 道路橋示方書（Ⅰ共通編・IV下部構造編）・同解説 

（（社）日本道路協会，平成 14年 3月） 

(14) 道路橋示方書（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14年 3月） 

(15) 水道施設耐震工法指針・解説（（社）日本水道協会，1997年版） 

(16) グラウンドアンカー設計・施工基準，同解説（（社）地盤工学会，2012） 

 

 



Ⅵ-2-別添 3 可搬型重大事故等対処設備の耐震性に関する説明書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
別

添
3
 
R
0
 



 

S
2

 補
 Ⅵ

-2
-別

添
3

-1
 R

0
 

Ⅵ-2-別添 3-1 可搬型重大事故等対処設備の耐震計算の方針 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」

という。）」第 54条及び第 76条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則の解釈」に適合する設計とするため，Ⅵ-1-1-7「安全設備及び重大事故等対処設備

が使用される条件の下における健全性に関する説明書」（以下「Ⅵ-1-1-7」という。）の別添 2「可

搬型重大事故等対処設備の設計方針」（以下「Ⅵ-1-1-7-別添 2」という。）にて設定する耐震重要

度分類及び重大事故等対処施設の設備の分類に該当しない設備である可搬型重大事故等対処設備

が，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性を有することを確認するための耐震計算方針に

ついて説明するものである。 

なお，可搬型重大事故等対処設備への基準地震動Ｓｓによる地震力に対する耐震性の要求は，

技術基準規則の第 5条及び第 50条の対象ではない。 

可搬型重大事故等対処設備の加振試験等に使用する保管場所の入力地震動は，Ⅵ-2-別添 3-2

「可搬型重大事故等対処設備の保管エリア等における入力地震動」に，車両型設備の具体的な計

算の方法及び結果は，Ⅵ-2-別添 3-3「可搬型重大事故等対処設備のうち車両型設備の耐震性につ

いての計算書」に，ボンベ設備の具体的な計算の方法及び結果は，Ⅵ-2-別添 3-4「可搬型重大事

故等対処設備のうちボンベ設備の耐震性についての計算書」に，可搬型空気浄化設備の具体的な

計算の方法及び結果は，Ⅵ-2-別添 3-5「可搬型重大事故等対処設備のうち可搬型空気浄化設備の

耐震性についての計算書」に，その他設備の具体的な計算の方法及び結果は，Ⅵ-2-別添 3-6「可

搬型重大事故等対処設備のうちその他設備の耐震性についての計算書」に示すとともに，動的地

震力の水平２方向及び鉛直方向の組合せに対する各設備の影響評価結果については，Ⅵ-2-別添

3-7「可搬型重大事故等対処設備の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結

果」に示す。 
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2. 耐震評価の基本方針 

可搬型重大事故等対処設備の耐震評価は，「2.1 評価対象設備」に示す評価対象設備を対象と

して，構造強度評価，転倒評価及び機能維持評価を実施して，地震後において重大事故等に対処

するための機能を損なわないこと，及び車両型設備の支持機能及び移動機能が損なわれないこと

を確認する。 

また，波及的影響評価を実施し，当該設備がすべり及び傾くことによる波及的影響を防止する

必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する。 

可搬型重大事故等対処設備は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその機能を維持できる設

計とすることを踏まえ，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価が必要な設備

は，水平２方向及び鉛直方向地震力を適切に組み合わせて評価を実施する。影響評価方法は「4.5 

水平２方向及び鉛直方向地震力の考慮」に示す。 

 

2.1 評価対象設備 

評価対象設備は，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「3. 設備分類」に設定している車両型設備，ボンベ設

備,可搬型空気浄化設備及びその他設備を対象とし，表 2－1に示す。また，評価を要しない可

搬型重大事故等対処設備についても併せて示す。 

Ⅵ-1-1-7-別添 2にて設定している対象設備の構造計画を表 2－2に示す。 

 

2.2 評価方針 

可搬型重大事故等対処設備の耐震評価は，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「3. 設備分類」に設定してい

る車両型設備，ボンベ設備，可搬型空気浄化設備及びその他設備の分類ごとに定める構造強度

評価，転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評価並びに水平２方向及び鉛直方向地震力の考

慮に従って実施する。 

可搬型重大事故等対処設備の耐震評価の評価部位は，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「4.2 性能目標」

で設定している設備ごとの構造強度上の性能目標を踏まえて，表 2－3に示すとおり設定する。 

 

(1) 車両型設備 

a. 構造強度評価 

車両型設備の構造強度評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「6.3(1)b.(a) 構造強度」

にて設定している評価方針に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，車両に積載し

ているポンプ，発電機，内燃機関等の支持部の取付ボルト及びコンテナ取付ボルトが，塑

性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルにとどまって破断延性限界に十

分な余裕を有することを，計算により確認する。ここで，車両型設備に求められる主たる

機能を担うポンプ，発電機，内燃機関等の支持部の取付ボルトを直接支持構造物，この直

接支持構造物を支持するコンテナの取付ボルトを間接支持構造物とする。 

その評価方法は，「4.1(2) 構造強度評価」に示すとおり，加振試験にて得られる応答加

速度を用いて，車両に積載しているポンプ，発電機，内燃機関等の支持部の取付ボルト及

びコンテナ取付ボルトの評価を行う。評価に当たっては，実機における車両型設備の応答
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の不確実さを考慮し，加振試験で測定された評価部位頂部の応答加速度を用いる。 

 

b. 転倒評価 

車両型設備の転倒評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「6.3(1)b.(b) 転倒」にて設定

している評価方針に基づき，ポンプ，発電機，内燃機関等の機器を積載している車両型設

備全体は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，保管場所の地表面の最大応答加速度が，

加振試験により転倒しないことを確認した加振台の最大加速度以下であることにより確認

する。 

その評価方法は「4.1(3) 転倒評価」に示すとおり加振試験により転倒しないことを確

認する。 

 

c. 機能維持評価 

車両型設備の支持機能，移動機能，動的及び電気的機能維持評価については，Ⅵ-1-1-7-

別添 2の「6.3(1)b.(c) 機能維持」にて設定している評価方針に基づき，車両部は，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対し，保管場所の地表面の最大応答加速度が，加振試験により

積載物の支持機能及び車両型設備としての自走，牽引等による移動機能を維持できること

を確認した加振台の最大加速度以下であることにより確認する。 

また，車両に積載しているポンプ，発電機，内燃機関等は，基準地震動Ｓｓによる地震

力に対し，保管場所の地表面の最大応答加速度が，加振試験により，ポンプの送水機能，

発電機の発電機能，内燃機関の駆動機能等の動的及び電気的機能を維持できることを確認

した加振台の最大加速度以下であることにより確認する。 

それらの評価方法は「4.1(4) 機能維持評価」に示すとおり，加振試験により機能が維

持できることを確認する。 

 

d. 波及的影響評価 

車両型設備の波及的影響評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2 の「6.3(1)b.(d) 波及的影

響」にて設定している評価方針に基づき，車両型設備はサスペンションのようなばね構造

を有するため設備に生じる地震荷重により傾きが生じること，またタイヤが固定されてい

ないためすべりを生じることから，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，当該設備による

波及的影響を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認す

る。具体的には，各設備のすべり及び傾きによる設備頂部の変位量が，Ⅵ-2-別添 3-3「可

搬型重大事故等対処設備のうち車両型設備の耐震性についての計算書」にて設定する離隔

距離未満であることにより確認する。 

その評価方法は，「4.1(5) 波及的影響評価」に示すとおり，加振試験により確認した車

両型設備頂部の変位量を基に評価を行う。 
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(2) ボンベ設備 

a. 構造強度評価 

ボンベ設備の構造強度評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「6.3(2)b.(a) 構造強度」

にて設定している評価方針に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，ボンベを収納

するボンベラック及びこれを床又は壁に固定する溶接部が，塑性ひずみが生じる場合であ

っても，その量が微小なレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有することを，

計算により確認する。また，これを満足することで，転倒しないことを確認する。 

その評価方法は，「4.2(2) 構造強度評価」に示すとおり，固有値解析により算出する固

有周期及び地震による荷重を用いて，ボンベラック及びこれを床又は壁に固定する溶接部

の評価を行う。 

 

b. 波及的影響評価 

ボンベ設備の波及的影響評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2 の「6.3(2)b.(c) 波及的影

響」にて設定している評価方針に基づき実施する。基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，

ボンベを収納するボンベラック，これを床又は壁に固定する溶接部が，塑性ひずみが生じ

る場合であっても，その量が微小なレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有す

ることを，計算により確認することで，波及的影響を及ぼさないことを確認する。 

 

(3) 可搬型空気浄化設備 

a. 構造強度評価 

可搬型空気浄化設備の構造強度評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「6.3.(3)b.(a) 構

造強度」にて設定している評価方針に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力及び風荷重に

対し，固縛装置，送風機及び原動機の取付ボルトが，塑性ひずみが生じる場合であっても，

その量が微小なレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有することを，計算によ

り確認する。また，これを満足することで，転倒しないことを確認する。 

その評価方法は，「4.3(2) 構造強度評価」に示すとおり，固有値解析により算出する

固有周期及び地震による荷重を用いて固縛装置等の評価を行う。 

 

b. 機能維持評価 

可搬型空気浄化設備の機能維持評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「6.3.(3)b.(c) 機

能維持」にて設定している評価方針に基づき，送風機及び原動機は，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対し，緊急時対策所を換気する送風機の送風機能及び原動機の駆動機能の動的

及び電気的機能を保持できることを，保管場所の地表面の最大加速度が，Ⅵ-2-1-9「機能

維持の基本方針」の表 4-1に記載の機能確認済加速度以下であることにより確認する。 

その評価方法は，「4.3(3) 機能維持評価」に示すとおり，固有値解析により算出した固

有周期及び，保管場所の地表面の最大応答加速度を用いて評価を行う。 
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c. 波及的影響評価 

可搬型空気浄化設備の波及的影響評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2 の「6.3.(3)b.(d) 

波及的影響」にて設定している評価方針に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力及び風荷

重に対し，可搬型空気浄化フィルタユニット及び可搬型空気浄化送風機を地面に固縛する

固縛装置が，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルにとどまって破

断延性限界に十分な余裕を有することを，計算により確認することで，波及的影響を及ぼ

さないことを確認する。 

 

(4) その他設備 

a. 構造強度評価 

その他設備の構造強度評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「6.3(4)b.(a) 構造強度」

にて設定している評価方針に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，スリング等が

支持機能を喪失しないことを，「b. 転倒評価」，「c. 機能維持評価」及び「d. 波及的影

響評価」により確認する。 

 

b. 転倒評価 

その他設備の転倒評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「6.3(4)b.(b) 転倒」にて設定

している評価方針に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，保管場所における設置

床又は地表面の最大応答加速度が，加振試験により転倒を防止するためのスリング等の健

全性を確認した加振台の最大加速度以下であることを確認する。 

その評価方法は，「4.4(3) 転倒評価」に示すとおり，加振試験によりスリング等が健全

であることを確認する。 

 

c. 機能維持評価 

その他設備の機能維持評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「6.3(4)b.(c) 機能維持」

にて設定している評価方針に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，保管場所にお

ける設置床又は地表面の最大応答加速度が，加振試験により計測機能，給電機能等の動的

及び電気的機能並びにスリング等の支持機能を維持できることを確認した加振台の最大加

速度以下であることを確認する。 

その評価方法は，「4.4(4) 機能維持評価」に示すとおり，加振試験により機能が維持で

きることを確認する。 

 

d. 波及的影響評価 

その他設備の波及的影響評価については，Ⅵ-1-1-7-別添 2 の「6.3(4)b.(d) 波及的影

響」にて設定している評価方針に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，床，壁，

架台等に固定するスリング等が健全であることを加振試験により確認することで，波及的

影響を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する。 

その他設備に使用しているスリング等は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，対象設
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備の重心高さを考慮してスリング等の設置位置を設定するとともに，保管場所における設

置床又は地表面の最大応答加速度によりスリング等が受ける荷重に対して十分な裕度を持

たせて選定を行う。スリング等の支持機能については，保管状態を模擬した加振試験によ

り確認する。 

 

以上を踏まえ，以降では，可搬型重大事故等対処設備の耐震計算に用いる荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界について，「3. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」に示し，車両型設

備，ボンベ設備，可搬型空気浄化設備及びその他設備の分類ごとの耐震評価方法を評価項目ご

とに「4. 耐震評価方法」に示す。  
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表 2－1 可搬型重大事故等対処設備（1/4） 

Ⅵ-1-1-7別添 2の分類 設備名称 
Ⅵ-2-別添 3での記載箇所 

又は評価を要しない理由 

車両型設備 

ホイールローダ 
重心が低く，地震により転倒せ

ず，機能喪失しない。 

大量送水車 別添 3-3 

移動式代替熱交換設備 別添 3-3 

可搬型ストレーナ 
地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

可搬式窒素供給装置 別添 3-3 

大型送水ポンプ車（原子炉補機冷

却系用） 
別添 3-3 

大型送水ポンプ車（原子炉建物放

水設備用） 
別添 3-3 

放水砲 
重心が低く，地震により転倒せ

ず，機能喪失しない。 

高圧発電機車（タイプⅠ） 別添 3-3 

高圧発電機車（タイプⅡ） 別添 3-3 

タンクローリ（タイプⅠ） 別添 3-3 

タンクローリ（タイプⅡ） 別添 3-3 

緊急時対策所用発電機 別添 3-3 

第１ベントフィルタ出口水素濃

度 
別添 3-3 

ボンベ設備 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 別添 3-4 

中央制御室待避室正圧化装置（空

気ボンベ） 
別添 3-4 

空気ボンベ加圧設備（空気ボン

ベ） 
別添 3-4 

可搬型空気浄化設備 

緊急時対策所空気浄化フィルタ

ユニット 
別添 3-5 

緊急時対策所空気浄化送風機 別添 3-5 
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表 2－1 可搬型重大事故等対処設備（2/4） 

Ⅵ-1-1-7別添 2の分類 設備名称 
Ⅵ-2-別添 3での記載箇所 

又は評価を要しない理由 

その他設備 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池 別添 3-6 

大量送水車入口ライン取水用 

10m ホース 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

大量送水車入口ライン取水用 

10m 吸水管 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

大量送水車入口ライン取水用 10m

ホース 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

大量送水車出口ライン送水用 

50m，10m，5m，1m ホース 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

大量送水車出口ライン送水用 

20m，5m，2m，1m ホース 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

大量送水車出口ライン送水用 

20m ホース 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

大量送水車出口ライン送水用 

10m ホース 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

可搬型スプレイノズル 
地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

大型送水ポンプ車入口ライン取

水用 20m，5m，1m ホース 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

大型送水ポンプ車出口ライン送

水用 50m，5m，2m ホース 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

大型送水ポンプ車出口ライン送

水用 15m ホース 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

大型送水ポンプ車出口ライン送

水用 10m，5m ホース 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

大型送水ポンプ車出口ライン送

水用 1m ホース 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 

移動式代替熱交換設備入口ライ

ン戻り用 5mホース 

地震による転倒に対し，機能喪失

しない。 
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表 2－1 可搬型重大事故等対処設備（3/4） 

Ⅵ-1-1-7別添 2の分類 設備名称 
Ⅵ-2-別添 3での記載箇所 

又は評価を要しない理由 

その他設備 

移動式代替熱交換設備出口ライ

ン供給用 5mホース 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

可搬式窒素供給装置用 10mホース 
地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

可搬式窒素供給装置用 20mホース 
地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

可搬式窒素供給装置用 2mホース 
地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

放射性物質吸着材 
地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

シルトフェンス 
地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

小型船舶 別添 3-6 

泡消火薬剤容器 

航空機燃料火災時に使用するも

のであり，耐震性は要求されな

い。 

タンクローリ給油用 20m，7mホー

ス 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

タンクローリ送油用 20mホース 
地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

タンクローリ給油用 7mホース 
地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

可搬型計測器 別添 3-6 

プラントパラメータ監視装置（中

央制御室待避室） 
別添 3-6 

酸素濃度計 別添 3-6 

二酸化炭素濃度計 別添 3-6 

ＬＥＤライト（三脚タイプ） 別添 3-6 

可搬式モニタリングポスト 別添 3-6 

データ表示装置（可搬式モニタリ

ングポスト用） 
別添 3-6 

可搬式ダスト・よう素サンプラ 別添 3-6 
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表 2－1 可搬型重大事故等対処設備（4/4） 

Ⅵ-1-1-7別添 2の分類 設備名称 
Ⅵ-2-別添 3での記載箇所 

又は評価を要しない理由 

その他設備 

ＮａＩシンチレーションサーベ

イメータ 
別添 3-6 

ＧＭ汚染サーベイメータ 別添 3-6 

可搬式気象観測装置 別添 3-6 

データ表示装置（可搬式気象観測

装置用） 
別添 3-6 

電離箱サーベイメータ 別添 3-6 

α・β線サーベイメータ 別添 3-6 

窒素ガスボンベ連結管～窒素ガ

スボンベ連結管接続口 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

空気供給装置連結管 
地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

空気ボンベ加圧設備空気ボンベ

連結管～空気ボンベ加圧設備空

気ボンベ連結管接続口 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

空気ボンベ加圧設備空気ボンベ

連結管接続口～フレキシブルチ

ューブ接続口（上流側） 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

空気ボンベ加圧設備用 1.5m フレ

キシブルチューブ 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

フレキシブルチューブ接続口（下

流側）～建物加圧空気配管接続口

（上流側） 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

空気ボンベ加圧設備用 2.3m フレ

キシブルホース 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

緊急時対策所空気浄化装置用

2.5m，1.5m可搬型ダクト 

地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

可搬式エリア放射線モニタ 別添 3-6 

可搬ケーブル 
地震による転倒に対し，機能喪

失しない。 

有線式通信設備 別添 3-6 

無線通信設備（携帯型） 別添 3-6 

衛星電話設備（携帯型） 別添 3-6 
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表 2－2 可搬型重大事故等対処設備の構造計画（1/4） 

設備分類 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

【位置】 

屋内の可搬型重大事故等対処設備は，Ⅵ-1-1-7 の要求を満たす耐震性を有する保管場所とし

て，原子炉建物，廃棄物処理建物，制御室建物，緊急時対策所に保管する設計とする。 

屋外の可搬型重大事故等対処設備は，Ⅵ-1-1-7の要求を満たす地盤安定性を有する保管場所と

して，第１保管エリア，第２保管エリア，第３保管エリア及び第４保管エリアに保管する設計と

する。 

車両型設備 

サスペンションを有

し，地震に対する影響

を軽減できる構造であ

るとともに，早期の重

大事故等への対処を考

慮し，自走，牽引等に

て移動できる構造と

し，車両，ポンプ，発

電機，内燃機関等によ

り構成する。 

ポンプ，発電機，内燃

機関等は，コンテナに

直接支持構造物である

取付ボルトにて固定す

る。ポンプ，発電機，

内燃機関等を収納した

コンテナは，間接支持

構造物であるトラック

に積載し取付ボルトに

より固定し，保管場所

に固定せずに保管す

る。 

図 2－1 

ボンベ設備 

（ボンベラック） 

図 2－2 

図 2－3 

ボンベラックは，溶接

にて組み立てたフレー

ムにボンベを固定する

構造である。 

ボンベラックは，壁又

は床面に設定したアン

カプレートに溶接にて

固定する。 

（ボンベカードル） 

図 2－4 

ボンベカードルは，ボ

ンベ（空気ボンベ）を

固定するボンベカード

ル及びこれを支持する

取付架台により構成す

る。 

ボンベカードルは，取

付架台に取付ボルトに

て固定し，取付架台は

埋込金物に溶接にて固

定する。 
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表 2－2 可搬型重大事故等対処設備の構造計画（2/4） 

設備分類 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

可搬型空気浄化設備 

（緊急時対策所空気浄化フィルタユニット） 

図 2－5 

緊急時対策所空気浄化

フィルタユニット及び

これを支持する固縛装

置（機器固縛金具，ア

イプレート及びシャッ

クル）により構成す

る。 

緊急時対策所空気浄化

フィルタユニットは機

器本体と設置用フレー

ムの間を固縛装置（機

器固縛金具，アイプレ

ート及びシャックル）

にて固縛する。 

（緊急時対策所空気浄化送風機） 

図 2－6 

緊急時対策所空気浄化

送風機（原動機及び送

風機）及びこれを支持

する固縛装置（機器固

縛金具，アイプレート

及びシャックル）によ

り構成する。 

緊急時対策所空気浄化

送風機は機器本体と設

置用フレームの間を固

縛装置（機器固縛金

具，アイプレート及び

シャックル）にて固縛

する。 

原動機は送風機に原動

機取付ボルトで固定

し，送風機は送風機取

付ボルトで緊急時対策

所空気浄化送風機に固

定する。 
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表 2－2 可搬型重大事故等対処設備の構造計画（3/4） 

設備分類 
計画の概要 説明図 

主体構造 支持構造 支持構造 

その他設備 

（収納箱拘束保管：ＧＭ汚染サーベイメータの

例） 

図 2－7 

ＧＭ汚染サーベイメー

タ及びこれを収納する

収納箱で構成する。 

緩衝材を内装した収納

箱にＧＭ汚染サーベイ

メータを収納し，スリ

ングを用いて固縛す

る。スリングは床にボ

ルトで固定する。 

（コンテナ内拘束保管：可搬式モニタリングポ

ストの例） 

図 2－8 

可搬式モニタリングポ

スト及びこれを収納す

るコンテナで構成す

る。 

可搬式モニタリングポ

ストは，コンテナ内に

その保管箱をスリング

で固縛する。スリング

は，コンテナにボルト

で固定する。コンテナ

は，地表面にボルトで

固定して保管する。 

 

  



 

14 

S
2

 補
 Ⅵ

-2
-別

添
3

-1
 R

0
 

表 2－2 可搬型重大事故等対処設備の構造計画（4/4） 

設備分類 
計画の概要 説明図 

主体構造 支持構造 支持構造 

その他設備 

（架台拘束保管：小型船舶の例） 

図 2－9 

小型船舶及び専用架台

で構成する。 

小型船舶はスリングで

専用架台に固縛し，ス

リングは地表面にボル

トで固定する。専用架

台は地表面にボルトで

固定する。 

（本体拘束保管：主蒸気逃がし安全弁用蓄電池

の例） 

図 2-10 

主蒸気逃がし安全弁用

蓄電池で構成する。 

主蒸気逃がし安全弁用

蓄電池は，固定金具に

取付ボルトで固定し，

固定金具は床に基礎ボ

ルトで固定する。 

（ラック固縛保管：有線式通信設備の例） 

図 2-11 

有線式通信設備及びそ

れを収納する計装ラッ

クで構成する。 

有線式通信設備は，計

装ラックにラッシング

ベルトで固縛し，計装

ラックはチャンネルベ

ースにラック取付ボル

トで固定する。チャン

ネルベースは，床に基

礎ボルトで固定する。 
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表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（1/12） 

設備名称 設備 
評価部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物 

タンクローリ 

（タイプⅠ） 

車両型

設備 

タンク取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 
― 

タンクローリは，燃料を内包し輸送できる圧力容器であり，十分

な強度を有した設計である。保管状態は，タンクが空の状態であ

り，地震時に考慮すべき荷重は，タンクの転倒モーメントであり，

当該モーメントはタンク取付ボルトに掛かることからタンク取付

ボルトを評価対象とする。また，ＪＥＡＧ４６０１-1991において

剛構造のポンプは，構造強度評価対象が取付ボルト，基礎ボルトが

評価対象となる旨が規定されている。ポンプは，内圧に耐える肉厚

構造の設計となっていることから，当該設備はＪＥＡＧ４６０１-

1991 に記載されているポンプと同等の構造とみなすことができる

ため，評価対象はポンプの取付ボルトとする。 

タンクローリ 

（タイプⅡ） 

車両型

設備 

タンク取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 
― 

タンクローリは，燃料を内包し輸送できる圧力容器であり，十分

な強度を有した設計である。保管状態は，タンクが空の状態であ

り，地震時に考慮すべき荷重は，タンクの転倒モーメントであり，

当該モーメントはタンク取付ボルトに掛かることからタンク取付

ボルトを評価対象とする。また，ＪＥＡＧ４６０１-1991において

剛構造のポンプは，構造強度評価対象が取付ボルト，基礎ボルトが

評価対象となる旨が規定されている。ポンプは，内圧に耐える肉厚

構造の設計となっていることから，当該設備はＪＥＡＧ４６０１-

1991 に記載されているポンプと同等の構造とみなすことができる

ため，評価対象はポンプの取付ボルトとする。 
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表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（2/12） 

設備名称 設備 
評価部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物 

大量送水車 
車両型

設備 

ポンプ取付ボルト 

発電機取付ボルト 
コンテナ取付ボルト 

ポンプ及び発電機は，ＪＥＡＧ４６０１-1991において構造強

度評価対象が取付ボルト及び基礎ボルトが評価対象となる旨が規

定されている。ポンプは，内圧に耐える肉厚構造の設計となって

おり，剛構造であり，発電機は，重量の大きな固定子，回転子を

支持するケーシングからなる剛構造であることから当該設備はＪ

ＥＡＧ４６０１-1991に記載されているポンプ及び発電機と同等

の構造とみなすことができるため評価対象は，ポンプ及び発電機

取付ボルトとする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であ

り，支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレ

ーム，コンテナ台板及びコンテナ取付ボルトのうち断面積の小さ

なコンテナ取付ボルトを評価対象とする。 
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表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（3/12） 

設備名称 設備 
評価部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物 

高圧発電機車 

（タイプⅠ） 

車両型

設備 

発電機取付ボルト 

内燃機関取付ボルト 
コンテナ取付ボルト 

発電機及び内燃機関については，非常用電源設備としてＪＥＡ

Ｇ４６０１-1991において発電機等は剛構造であり構造強度評価

対象は基礎ボルトが評価対象となる旨が規定されている。発電機

は，重量の大きな固定子，回転子を支持するケーシングからなる

剛構造であり，内燃機関は，シリンダブロックが内圧に耐える肉

厚構造の設計であり剛構造であることから当該設備はＪＥＡＧ４

６０１-1991に記載されている発電機や内燃機関と同等の構造と

みなすことができるため，評価対象は発電機，内燃機関取付ボル

トを対象とする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であ

り，支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレ

ーム，コンテナ台板，コンテナ取付ボルトのうち断面積の小さな

コンテナ取付ボルトを評価対象とする。 
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表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（4/12） 

設備名称 設備 
評価部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物 

高圧発電機車 

（タイプⅡ） 

車両型

設備 

発電機取付ボルト 

内燃機関取付ボルト 
コンテナ取付ボルト 

発電機及び内燃機関については，非常用電源設備としてＪＥＡ

Ｇ４６０１-1991において発電機等は剛構造であり構造強度評価

対象は基礎ボルトが評価対象となる旨が規定されている。発電機

は，重量の大きな固定子，回転子を支持するケーシングからなる

剛構造であり，内燃機関は，シリンダブロックが内圧に耐える肉

厚構造の設計であり剛構造であることから当該設備はＪＥＡＧ４

６０１-1991に記載されている発電機や内燃機関と同等の構造と

みなすことができるため，評価対象は発電機，内燃機関取付ボル

トを対象とする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であ

り，支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレ

ーム，コンテナ台板，コンテナ取付ボルトのうち断面積の小さな

コンテナ取付ボルトを評価対象とする。 
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表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（5/12） 

設備名称 設備 
評価部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物 

移動式代替 

熱交換設備 

車両型

設備 

熱交換器取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 
コンテナ取付ボルト 

熱交換器は十分な強度を有して設計しているため，地震時に考

慮すべき荷重は，熱交換器の転倒モーメントであり，当該モーメ

ントは熱交換器取付ボルトに掛かることから熱交換器取付ボルト

を評価対象とする。 

ポンプは，ＪＥＡＧ４６０１-1991において剛構造のポンプ

は，構造強度評価対象が取付ボルト，基礎ボルトが評価対象とな

る旨が規定されている。ポンプは，内圧に耐える肉厚構造の設計

となっており，剛構造であることから，当該設備はＪＥＡＧ４６

０１-1991に記載されているポンプと同等の構造とみなすことが

できるため評価対象は，ポンプ取付ボルトとする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であり，

支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレー

ム，コンテナ台板及びコンテナ取付ボルトのうち断面積の小さな

コンテナ取付ボルトを評価対象とする。 
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表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（6/12） 

設備名称 設備 
評価部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物 

大型送水ポンプ車 

（原子炉補機冷却

系用） 

車両型

設備 

ポンプ取付ボルト 

内燃機関取付ボルト 
コンテナ取付ボルト 

ポンプ及び内燃機関は，ＪＥＡＧ４６０１-1991において剛構造

のポンプ及び内燃機関は，構造強度評価対象が取付ボルト，基礎ボ

ルトが評価対象となる旨が規定されている。ポンプ及び内燃機関

は，内圧に耐える肉厚構造の設計となっており，剛構造であること

から，当該設備はＪＥＡＧ４６０１-1991に記載されているポンプ

及び内燃機関と同等の構造とみなすことができるため，評価対象

はポンプ及び内燃機関取付ボルトとする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であり，

支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレー

ム，コンテナ台板及びコンテナ取付ボルトのうち断面積の小さな

コンテナ取付ボルトを評価対象とする。 
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表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（7/12） 

設備名称 設備 
評価部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物 

大型送水ポンプ車

（原子炉建物放水

設備用） 

車両型

設備 

ポンプ取付ボルト 

内燃機関取付ボルト 
コンテナ取付ボルト 

ポンプ及び内燃機関は，ＪＥＡＧ４６０１-1991において剛構造

のポンプ及び内燃機関は，構造強度評価対象が取付ボルト，基礎ボ

ルトが評価対象となる旨が規定されている。ポンプ及び内燃機関

は，内圧に耐える肉厚構造の設計となっており，剛構造であること

から，当該設備はＪＥＡＧ４６０１-1991に記載されているポンプ

及び内燃機関と同等の構造とみなすことができるため，評価対象

はポンプ及び内燃機関取付ボルトとする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であり，

支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレー

ム，コンテナ台板及びコンテナ取付ボルトのうち断面積の小さな

コンテナ取付ボルトを評価対象とする。 

  



 

 

S
2

 
補

 Ⅵ
-2

-別
添

3
-1

 R
0

 

S2 補 Ⅵ-2-別添 3-1 R0 

22
 

 

表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（8/12） 

設備名称 設備 
評価部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物 

可搬式窒素 

供給装置 

車両型

設備 

窒素ガス発生装置取付 

ボルト 

空気圧縮機取付ボルト 

昇圧機取付ボルト 

発電機取付ボルト 

コンテナ取付ボルト 

窒素ガス発生装置，空気圧縮機及び昇圧機は十分な強度を有し

て設計しているため，地震時に考慮すべき荷重は，窒素ガス発生

装置，空気圧縮機及び昇圧機の転倒モーメントであり，当該モー

メントは窒素ガス発生装置，空気圧縮機及び昇圧機取付ボルトに

掛かることから窒素ガス発生装置，空気圧縮機及び昇圧機取付ボ

ルトを評価対象とする。 

発電機は，ＪＥＡＧ４６０１-1991において剛構造の発電機

は，構造強度評価対象が取付ボルト及び基礎ボルトが評価対象と

なる旨が規定されている。剛構造であり，発電機は，重量の大き

な固定子，回転子を支持するケーシングからなる剛構造であるこ

とから当該設備はＪＥＡＧ４６０１-1991に記載されている発電

機と同等の構造とみなすことができるため評価対象は，発電機取

付ボルトとする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であり，

支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレー

ム，コンテナ台板及びコンテナ取付ボルトのうち断面積の小さな

コンテナ取付ボルトを評価対象とする。 
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表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（9/12） 

設備名称 設備 
評価部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物 

緊急時対策所用 

発電機 

車両型

設備 

発電機／内燃機関取付 

ボルト 
コンテナ取付ボルト 

発電機及び内燃機関は，ＪＥＡＧ４６０１-1991において剛構造

の発電機及び内燃機関は，構造強度評価対象が取付ボルト及び基

礎ボルトが評価対象となる旨が規定されている。発電機は，重量の

大きな固定子，回転子を支持するケーシングからなる剛構造であ

り，内燃機関は，シリンダブロックが内圧に耐える肉厚構造の設計

であり剛構造であることから，当該設備はＪＥＡＧ４６０１-1991

に記載されている発電機及び内燃機関と同等の構造とみなすこと

ができるため，評価対象は発電機及び内燃機関取付ボルトとする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であり，

支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレー

ム，コンテナ台板及びコンテナ取付ボルトのうち断面積の小さな

コンテナ取付ボルトを評価対象とする。 

 

  



 

 

S
2

 
補

 Ⅵ
-2

-別
添

3
-1

 R
0

 

S2 補 Ⅵ-2-別添 3-1 R0 

24
 

表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（10/12） 

設備名称 設備 
評価部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物 

第１ベントフィ

ルタ出口水素濃

度 

車両型

設備 

分析計ラック取付 

ボルト 

サンプルポンプラック

取付ボルト 

チラーユニット取付 

ボルト 

制御盤取付ボルト 

コンテナ取付ボルト 

分析計ラック，サンプルポンプラック，チラーユニット及び制

御盤は十分な強度を有して設計しているため，地震時に考慮すべ

き荷重は，各分析計ラック，サンプルポンプラック，チラーユニ

ット及び制御盤の転倒モーメントであり，当該モーメントは分析

計ラック，サンプルポンプラック，チラーユニット及び制御盤取

付ボルトに掛かることから分析計ラック，サンプルポンプラッ

ク，チラーユニット及び制御盤取付ボルトを評価対象とする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であり，

支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレー

ム，コンテナ台板及びコンテナ取付ボルトのうち断面積の小さな

コンテナ取付ボルトを評価対象とする。 
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表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（11/12） 

設備名称 設備 評価部位 選定理由 

逃がし安全弁用窒

素ガスボンベ 
ボンベ設備 

ボンベラック 

溶接部 

ボンベについては，高圧ガス保安法の規格に基づいた設計がなさせてお

り，Ⅵ-3-1-6「重大事故等クラス３機器の強度計算の基本方針」に基づき，

重大事故等クラス３機器として強度評価を実施しており，十分な強度を有

していることから，ボンベを壁に固定している支持構造物であるボンベラ

ック及びボンベラックを据え付けるアンカープレートの溶接部を評価対

象とする。 

中央制御室待避室

正圧化装置（空気ボ

ンベ） 

ボンベ設備 
ボンベラック 

溶接部 

ボンベについては，高圧ガス保安法の規格に基づいた設計がなさせてお

り，Ⅵ-3-1-6「重大事故等クラス３機器の強度計算の基本方針」に基づき，

重大事故等クラス３機器として強度評価を実施しており，十分な強度を有

していることから，ボンベを床又は壁に固定している支持構造物であるボ

ンベラック及びボンベラックを据え付けるアンカープレートの溶接部を

評価対象とする。 

空気ボンベ加圧設

備（空気ボンベ） 
ボンベ設備 

ボンベカードル 

取付架台 

取付ボルト 

ボンベについては，高圧ガス保安法の規格に基づいた設計がなさせてお

り，Ⅵ-3-1-6「重大事故等クラス３機器の強度計算の基本方針」に基づき，

重大事故等クラス３機器として強度評価を実施しており，十分な強度を有

していることから，ボンベを床に固定している支持構造物であるボンベカ

ードル及びボンベカードルを据え付ける取付架台及び取付ボルトを評価

対象とする。 

  



 

 

S
2

 
補

 Ⅵ
-2

-別
添

3
-1

 R
0

 

S2 補 Ⅵ-2-別添 3-1 R0 

26
 

表 2－3 可搬型重大事故等対処設備 構造強度評価部位（12/12） 

設備名称 設備 評価部位 選定理由 

緊急時対策所空気

浄化フィルタユニ

ット 

可搬型空気浄化設備 固縛装置 

緊急時対策所空気浄化フィルタユニットは，固有値解析により，剛構造

であること及び十分な強度を有することを確認した上で，支持構造物であ

る固縛装置を評価対象とする。 

緊急時対策所空気

浄化送風機 
可搬型空気浄化設備 

固縛装置 

送風機取付ボルト 

原動機取付ボルト 

緊急時対策所空気浄化送風機は，固有値解析により，剛構造であること

及び十分な強度を有することを確認した上で，支持構造物である固縛装

置，送風機取付ボルト及び原動機取付ボルトを評価対象とする。 
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図 2－1 車両型設備 

  

ポンプ 内燃機関

ポンプ取付ボルト

（直接支持構造物）

コンテナ取付ボルト

（間接支持構造物）
内燃機関取付ボルト

（直接支持構造物）
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図 2－2 ボンベ設備（床固定型） 

 

 

 

 

図 2－3 ボンベ設備（壁固定型） 
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図 2－4 ボンベ設備（ボンベカードル） 
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図 2－5 緊急時対策所空気浄化フィルタユニット 

図 2－6 緊急時対策所空気浄化送風機 
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図 2－7 その他設備（収納箱拘束保管） 

図 2－8 その他設備（コンテナ内拘束保管） 
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図 2－9 その他設備（架台拘束保管） 

 

 

 

 

図 2－10 その他設備（本体拘束保管） 

 

 

 



 

33 

S
2

 補
 Ⅵ

-2
-別

添
3

-1
 R

0
 

 

図 2－11 その他設備（ラック固縛保管） 

  

 



 

34 

S
2

 補
 Ⅵ

-2
-別

添
3

-1
 R

0
 

3. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界 

可搬型重大事故等対処設備の耐震計算に用いる荷重及び荷重の組合せを，以下の「3.1 荷重及

び荷重の組合せ」に，許容限界を「3.2 許容限界」に示す。 

 

3.1 荷重及び荷重の組合せ 

可搬型重大事故等対処設備のうち，屋外に保管している設備の自然現象の考慮については，

Ⅵ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書」に設定する荷重

及び荷重の組合せを用いる。 

荷重及び荷重の組合せは，重大事故等起因の荷重は発生しないため，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「6.2 

荷重及び荷重の組合せ」に従い，保管状態における荷重を考慮し設定する。 

地震と組み合わせるべき荷重としては，積雪荷重及び風荷重が挙げられる。地震と組み合わ

せる荷重の設定に当たっては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の図 3－1耐震計算における風

荷重及び積雪荷重の設定フローに基づき設定する。 

積雪については，除雪にて対応することで無視できる。 

風荷重について，車両型設備は，風を一面に受ける構造と違い，風は隙間を吹き抜けやすい

構造となっており，また，車両型設備には内燃機関や発電機等の重量物が積載され重量が大き

いことから，風荷重については無視できる。車両型設備以外の可搬型重大事故等対処設備につ

いて，建物，構築物及び屋外設置の機器に比べ，風による受圧面積が相対的に小さいものにつ

いては，風荷重を無視するが，無視できないものについては，風荷重を考慮する。 

 

3.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-1-1-7-別添 2の「4.2 性能目標」で設定している設備ごとの構造強度上の

性能目標のとおり，評価部位ごとに設定する。 

「3.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを含めた，設備ごとの

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3－1～表 3－5のとおりとする。 

各設備の許容限界の詳細は，各計算書にて評価部位の損傷モードを考慮し，評価項目を選定

し，評価項目ごとに定める。 

直接支持構造物の評価については，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に規定されているその他の

支持構造物の評価に従った評価を実施する。また，車両型設備の間接支持構造物としてのボル

トの評価については，直接支持構造物の評価に準じた評価を行う。 
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(1) 車両型設備 

a. 構造強度評価 

車両型設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震後において，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所に保管し，炉心等へ冷却水

を送水する機能を有するポンプ，必要な負荷へ給電するために発電する機能を有する発電

機，これらの駆動源となる内燃機関等の機器を車両に取付ボルトで固定し，主要な構造部

材が送水機能，発電機能，駆動機能等を維持可能な構造強度を有する設計とする。 

そのため，車両型設備は，「2.2(1)a. 構造強度評価」に設定している評価方針を踏まえ，

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 を適用し，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に設定している

許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界として設定する。 

 

b. 転倒評価 

車両型設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震時において，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所に保管し，炉心等へ冷却水

を送水する機能を有するポンプ，必要な負荷へ給電するために発電する機能を有する発電

機，これらの駆動源となる内燃機関等を車両に取付ボルトで固定し，車両型設備全体が安

定性を有し，転倒しない設計とする。 

そのため，車両型設備は，「2.2(1)b. 転倒評価」に設定している評価方針を踏まえ，加

振試験にて転倒しないことを許容限界として設定する。 

 

c. 機能維持評価 

車両型設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震後において，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所に保管し，車両に積載して

いるポンプ等の炉心等へ冷却水を送水する機能，必要な負荷へ給電するために発電する機

能，これらの駆動源となる内燃機関等の動的及び電気的機能を維持できる設計とする。 

また，車両型設備は，地震後において，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，車両積載

物から受ける荷重を支持する機能及び車両型設備としての自走，牽引等による移動機能を

維持できる設計とする。 

そのため，車両型設備は，「2.2(1)c. 機能維持評価」に設定している評価方針を踏まえ，

加振試験により支持機能，移動機能，動的及び電気的機能が維持できることを許容限界と

して設定する。 

 

d. 波及的影響評価 

車両型設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，基準地震動Ｓｓによる地震力

に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所の地面に固定せずに保管し，車両型設備全体

が安定性を有し，主要な構造部材が送水機能，発電機能，支持機能等を維持可能な構造強

度を有し，当該設備のすべり及び傾きにより，当該設備による波及的影響を防止する必要

がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないよう離隔距離を確保し，保管する設計と



 

36 

S
2

 補
 Ⅵ

-2
-別

添
3

-1
 R

0
 

する。 

そのため，車両型設備は，「2.2(1)d. 波及的影響評価」に設定している評価方針を踏ま

え，他の設備との接触，衝突等の相互干渉による破損等を引き起こし，機能喪失する等の

波及的影響を及ぼさないよう，車両型設備の加振試験にて確認した車両型設備の最大変位

量を基に設定した離隔距離を，許容限界として設定する。 

また，離隔距離に関しては，実際の設備配置の運用上の管理値として必要であるため，

保安規定に離隔距離を基に必要な設備間隔を定め，管理を行う。 

 

(2) ボンベ設備 

a. 構造強度評価 

ボンベ設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震後において，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，ボンベラックに収納し，ボンベラックを耐震性を有する建物内

又は地盤安定性を有する屋外の保管場所の壁又は床に溶接で固定して保管する。 

主要な構造部材は，窒素又は空気供給機能を維持可能かつ転倒しないよう，構造強度を

有する設計とする。 

そのため，ボンベ設備は，「2.2(2)a. 構造強度評価」に設定している評価方針を踏まえ，

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 を適用し，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に設定している

許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界として設定する。 

 

b. 波及的影響評価 

ボンベ設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震時において，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，ボンベラックに収納し，ボンベラックを耐震性を有する建物内

又は地盤安定性を有する屋外の保管場所の壁又は床に溶接で固定することで，当該設備に

よる波及的影響を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないよう，構

造強度を有する設計とする。 

そのため，ボンベ設備は，「2.2(2)b. 波及的影響評価」に設定している評価方針を踏ま

え，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984を適用し，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に設定してい

る許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界として設定する。 
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(3) 可搬型空気浄化設備 

a. 構造強度評価 

可搬型空気浄化設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震後において，基

準地震動Ｓｓによる地震力に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所に保管し，緊急時

対策所空気浄化フィルタユニット及び緊急時対策所空気浄化送風機を固縛装置にて固縛し，

主要な構造部材が換気機能を保持可能かつ転倒しないよう，構造強度を有する設計とする。 

そのため，可搬型空気浄化設備は，「2.2(3)a. 構造強度評価」に設定している評価方針

としていることを踏まえ，以下の許容限界を設定する。 

(a) Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に設定している，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 を適

用し，許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とすること。 

(b) 計算により算出する荷重が荷重試験で確認した許容荷重以下とすることを許容限界と

して設定する。 

 

b. 機能維持評価 

可搬型空気浄化設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震後において，基

準地震動Ｓｓによる地震力に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所に保管し，緊急時

対策所を換気する送風機及びその駆動源となる原動機の動的及び電気的機能を維持できる

設計とする。 

そのため，可搬型空気浄化設備は，「2.2(3)b. 機能維持評価」に設定している評価方針

としていることを踏まえ，保管場所の地表面の最大応答加速度がⅥ-2-1-9「機能維持の基

本方針」の表 4－1に記載の機能確認済加速度以下とすることを許容限界として設定する。 

 

c. 波及的影響評価 

可搬型空気浄化設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震時において，基

準地震動Ｓｓによる地震力に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所の地面に保管し，

緊急時対策所空気浄化フィルタユニット及び緊急時対策所空気浄化送風機を固縛装置にて

固縛して設置することで，当該設備による波及的影響を防止する必要がある他の設備に対

して波及的影響を及ぼさないよう，構造強度を有する設計とする。 

そのため，可搬型空気浄化設備は，「2.2(3)c. 波及的影響評価」に設定している評価方

針としていることを踏まえ，以下の許容限界を設定する。 

(a) Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に設定している，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 を適

用し，許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とする。 

(b) 計算により算出する荷重が荷重試験で確認した許容荷重以下とすることを許容限界と

して設定する。 
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(4) その他設備 

a. 構造強度評価 

その他設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震時において，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，耐震性を有する建物内又は地盤安定性を有する屋外の保管場所

に保管し，設備を固縛するスリング等が支持機能を喪失しない設計とする。 

そのため，その他設備は，「2.2(4)a. 構造強度評価」に設定している評価方針を踏まえ，

「b. 転倒評価」，「c. 機能維持評価」及び「d. 波及的影響評価」に示す許容限界を設

定する。 

 

b. 転倒評価 

その他設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震時において，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，耐震性を有する建物内又は地盤安定性を有する屋外の保管場所

に保管し，スリング等で固縛することで，機器本体が安定性を有し，転倒しない設計とす

る。 

そのため，その他設備は，「2.2(4)b. 転倒評価」に設定している評価方針を踏まえ，加

振試験にて転倒しないことを許容限界として設定する。 

 

c. 機能維持評価 

その他設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震後において，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，耐震性を有する建物内又は地盤安定性を有する屋外の保管場所

に保管し，スリング等で固縛することで，主要な構造部材が水位，圧力等を計測する機能，

必要な負荷へ給電するための給電機能等の支持機能，動的及び電気的機能を維持できる設

計とする。 

そのため，その他設備は，「2.2(4)c. 機能維持評価」に設定している評価方針を踏まえ，

加振試験により支持機能，動的及び電気的機能が維持できることを許容限界として設定す

る。 

 

d. 波及的影響評価 

その他設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震時において，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し，耐震性を有する建物内又は地盤安定性を有する屋外の保管場所

に保管し，スリング等で固縛することで，機器本体が安定性を有し，当該設備による波及

的影響を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさない設計とする。 

そのため，その他設備は，「2.2(4)d. 波及的影響評価」に設定している評価方針を踏ま

え，加振試験にてスリング等の支持機能が維持できることを許容限界として設定する。 

なお，離隔距離に関しては，実際の設備配置の運用上の管理値として必要であるため，

保安規定に離隔距離を基に必要な設備間隔を定め，管理を行う。 
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表 3－1 設備ごとの荷重の組合せ及び許容限界 

設備名称 荷重の組合せ 評価部位 
機能損傷モード 

許容限界 
応力等の状態 限界状態 

車両設備 Ｄ＋Ｓｓ 
支持部の取付ボルト 

（表 3－2） 
引張り，せん断，組合せ 部材の降伏 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984を適

用し，許容応力状態ⅣＡＳの許容

応力以下とする。 

ボンベ設備 Ｄ＋Ｓｓ 

ボンベラック 

（表 3－3） 
組合せ 部材の降伏 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984を適

用し，許容応力状態ⅣＡＳの許容

応力以下とする。 
溶接部 

（表 3－4） 
せん断 部材の降伏 

可搬型空気

浄化設備 

Ｄ＋Ｓｓ＋Ｗｗ 
固縛装置 

（表 3－5） 
引張り，せん断，組合せ 部材の降伏 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984を適

用し，許容応力状態ⅣＡＳの許容

応力以下とする。 Ｄ＋Ｓｓ 
送風機及び原動機の取付ボルト 

（表 3－2） 
引張り，せん断，組合せ 部材の降伏 

Ｄ＋Ｓｓ＋Ｗｗ シャックル 引張荷重 部材の降伏 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984に準

じて，許容応力状態ⅣＡＳに応じ

た許容応力と等価な荷重とする。 
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表 3－2 支持部の取付ボルトの許容限界 

評価部位 荷重の組合せ 許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次応力 

引張り＊3 せん断＊3 

取付ボルト Ｄ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
⚹ 1.5・ｆｓ

⚹ 

注記＊1：ｆｔ
⚹,ｆｓ

⚹は，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3121.1(1)a.本文中Ｓｙを 1.2・Ｓｙ

と読み替えて算出した値（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3133）。ただし，Ｓｙ及び

0.7・Ｓｕのいずれか小さい方の値とする。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補-1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

＊3：ボルトにせん断力が作用する場合，組合せ評価を実施する。その際の許容引張応力 ƒｔｓ

は，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3133に基づき，ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb，

ƒｔｏ]とする。ここで，ƒｔｏは 1.5・ｆｔ
⚹とする。 

なお，ƒｔｓは引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力をいい，ƒｔｏは引

張力のみを受けるボルトの許容引張応力をいう。 

 

表 3－3 ボンベラックの許容限界 

評価部位 荷重の組合せ 許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次応力 

組合せ 

ボンベラック Ｄ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
⚹ 

注記＊1：ｆｔ
⚹は，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3121.1(1)a.本文中Ｓｙを 1.2・Ｓｙと読み

替えて算出した値（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3121.3）。ただし，Ｓｙ及び 0.7・

Ｓｕのいずれか小さい方の値とする。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補-1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

 

表 3－4 溶接部の許容限界 

評価部位 荷重の組合せ 許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次応力 

せん断 

溶接部 Ｄ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ｆｓ
⚹ 

注記＊1：ｆｓ
⚹は，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3121.1(1)a.本文中Ｓｙを 1.2・Ｓｙと読み

替えて算出した値（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3121.3）。ただし，Ｓｙ及び 0.7・

Ｓｕのいずれか小さい方の値とする。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補-1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 
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表 3－5 固縛装置の許容限界 

評価部位 荷重の組合せ 許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次応力 

引張り＊3 せん断＊3 

固縛装置 Ｄ＋Ｓｓ＋Ｗｗ ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
⚹ 1.5・ｆｓ

⚹ 

注記＊1：ｆｔ
⚹,ｆｓ

⚹は，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3121.1(1)a.本文中Ｓｙを 1.2・Ｓｙと

読み替えて算出した値（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3133）。ただし，Ｓｙ及び 0.7

Ｓｕのいずれか小さい方の値とする。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１・補-1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

＊3：ボルトにせん断力が作用する場合，組合せ評価を実施する。その際の許容引張応力 ƒｔｓ

は，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3133に基づき，ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb，

ƒｔｏ]とする。ここで，ƒｔｏは 1.5・ｆｔ
⚹とする。 

なお，ƒｔｓは引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力をいい，ƒｔｏは引張

力のみを受けるボルトの許容引張応力をいう。 
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4. 耐震評価方法 

可搬型重大事故等対処設備の耐震評価は，車両型設備，ボンベ設備，可搬型空気浄化設備及び

その他設備の分類ごとに評価方法が異なることから，以下の「4.1 車両型設備」，「4.2 ボンベ

設備」，「4.3 可搬型空気浄化設備」及び「4.4 その他設備」のそれぞれに示す「固有値解析」，

「加振試験」，「構造強度評価」，「転倒評価」，「機能維持評価」及び「波及的影響評価」に従って

実施する。 

 

4.1 車両型設備 

車両型設備においては，重大事故等に対処するための機能を維持するために，構造強度評価，

転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評価を実施する。 

車両型設備の耐震評価フローを図 4－1に示す。 

 

 

図 4－1 車両型設備の耐震評価フロー 

  

入力地震動の算定 

4.1(1) 

加振試験 

設計用加速度 

4.1(2) 

構造強度評価 

4.1(3) 

転倒評価 

4.1(4) 

機能維持評価 

・動的及び電気的機能 

・支持機能及び移動機能 

基準地震動Ｓｓ 

4.1(5) 

波及的影響評価 
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(1) 加振試験 

a. 基本方針 

車両型設備においては，重大事故等に対処するための機能を維持するために，車両全体

として安定性を有し，転倒しないこと，主要な構造部材が必要な構造強度を有すること及

び支持機能，移動機能，動的及び電気的機能が維持できること並びに当該設備による波及

的影響を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを加振試験の

結果を踏まえて評価することから，以下の「b. 入力地震動」に示す入力地震動を用いて，

「(3) 転倒評価」，「(4) 機能維持評価」及び「(5)波及的影響評価」に示す方法により加

振試験を行う。 

 

b. 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-別添 3-2「可搬型重大事故等対処設備の保管エリア等における入力

地震動」に示す，各保管場所の保管エリアごとに算定した入力地震動を用いる。 

 

(2) 構造強度評価 

a. 直接支持構造物 

車両型設備の直接支持構造物の構造強度評価は，以下に示す「(a) 直接支持構造物の計

算式」に従って，評価部位について，ＪＥＡＧ４６０１-1987 に規定されているポンプ等

の取付ボルトの評価方法を用いて発生応力を算出し，許容応力以下であることを確認する。 

評価については，実機における車両型設備の応答の不確実さを考慮し，加速度が大きく

なる加振試験で測定された評価部位頂部の加速度を設計用水平加速度及び設計用鉛直加速

度として設定し，構造強度評価を行う。 

構造強度評価に使用する記号を表 4－1に，計算モデル例を図 4－2～図 4－10に示す。 

取付ボルト①については，タンクローリ(タイプⅠ)及びタンクローリ(タイプⅡ)のポン

プ及びタンク並びに大量送水車のポンプ以外の評価部位について適用し，取付ボルト②に

ついては，タンクローリ(タイプⅠ)及びタンクローリ(タイプⅡ)のポンプに適用し，取付

ボルト③及び④については，大量送水車のポンプに適用し，タンクローリ取付ボルト⑤及

び⑥については，タンクローリ(タイプⅠ)及びタンクローリ(タイプⅡ)のタンクに適用す

る。 

また，転倒方向は，図 4－2～図 4－10 における軸直角方向及び軸方向について検討し，

計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

なお，式 4.9～式 4.12及び式 4.14～式 4.22については，垂直ボルトの発生応力を計算

する際には，斜めボルトも垂直ボルトとして扱い，斜めボルトの発生応力を計算する際に

は，垂直ボルトも斜めボルトとして扱うとともに，取付角度は全てのボルトで同様である

ものとして計算する。 
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表 4－1 構造強度評価に使用する記号 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 取付ボルトの軸断面積 mm2 

ａＨ 設計用水平加速度 m/s2 

ａＰ 回転体振動による加速度 m/s2 

ａＶ 設計用鉛直加速度 m/s2 

ｇ 重力加速度 m/s2 

ｈ 据付面から重心位置までの高さ mm 

Ｌ 重心位置と取付ボルト間の水平方向距離 mm 

ℓｉ 
支点としている取付ボルトより評価に用いる取付ボルトまでの距離（ｉ

は転倒支点から距離の長い順に番号取りをする。） 
mm 

ｍ 機器の保管時質量 kg 

ＭＰ 回転体回転により働くモーメント N･mm 

Ｎｉ 引張力又はせん断力の作用する取付ボルトの本数 － 

ｎ 取付ボルトの総本数 － 

θｉ 設備に対する取付ボルトの角度 ° 

σｂ 取付ボルトの最大引張応力 MPa 

σ1 タンクローリの垂直ボルトに働く引張応力 MPa 

σ2 タンクローリの斜めボルトに働く引張応力 MPa 

σ3 タンクローリの斜めボルトに働く引張応力 MPa 

τｂ 取付ボルトの最大せん断応力 MPa 

τ1 タンクローリの垂直ボルトに働くせん断応力 MPa 

τ2 タンクローリの斜めボルトに働くせん断応力 MPa 

τ3 タンクローリの斜めボルトに働くせん断応力 MPa 
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図 4－2 直接支持構造物の計算モデル例（1/2） 

（取付ボルト① 軸直角方向転倒-1 （ｇ－ａＶ－ａＰ）≧0の場合） 

 

 

 

図 4－2 直接支持構造物の計算モデル例（2/2） 

（取付ボルト① 軸直角方向転倒-2 （ｇ－ａＶ－ａＰ）＜0の場合） 
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図 4－3 直接支持構造物の計算モデル例（1/2） 

（取付ボルト① 軸方向転倒-1 （ｇ－ａＶ－ａＰ）≧0 の場合） 

 

 

 

 

図 4－3 直接支持構造物の計算モデル例（2/2） 

（取付ボルト① 軸方向転倒-2 （ｇ－ａＶ－ａＰ）＜0 の場合） 
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図 4－4 直接支持構造物の計算モデル例 

（取付ボルト② 軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

図 4－5 直接支持構造物の計算モデル例 

（取付ボルト② 軸方向転倒） 
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図 4－6 直接支持構造物の計算モデル例 

(取付ボルト③ 大量送水車ポンプ取付ボルト（横付）) 

 

 

 

 

図 4－7 直接支持構造物の計算モデル例 

(取付ボルト④ 大量送水車ポンプ取付ボルト（垂直）) 
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図 4－8 直接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト⑤ 軸直角方向転倒-1 (ｇ－ａＶ)≧0の場合) 

 

 

 

 

図 4－8 直接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト⑤ 軸直角方向転倒-2 (ｇ－ａＶ)＜0の場合) 
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図 4－9 直接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト⑥ 軸方向転倒（垂直ボルト転倒支点）-1 (ｇ－ａＶ)≧0の場合) 

 

 

図 4－9 直接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト⑥ 軸方向転倒（垂直ボルト転倒支点）-2 (ｇ－ａＶ)＜0の場合) 
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図 4－10 直接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト⑥ 軸方向転倒（斜めボルト転倒支点）-1 (ｇ－ａＶ)≧0の場合) 

 

 

図 4－10 直接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト⑥ 軸方向転倒（斜めボルト転倒支点）-2 (ｇ－ａＶ)＜0の場合 
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(a) 直接支持構造物の計算式 

イ. 図 4－2及び図 4－3の場合の引張応力 

なお，図 4－3の場合のボルトについては，回転体回転により働くモーメントは作用

しない。 

σｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)・ｈ＋ＭＰ－ｍ・(ｇ－ａＶ－ａＰ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 

････（4.1） 

 

ロ. 図 4－2及び図 4－3の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)

ｎ・Ａｂ

 ･･･････････････････････････････････････････（4.2） 

 

ハ. 図 4－4の場合のせん断応力 

(イ) 荷重によるせん断応力 

τｂ＝
ｍ・√(ａＨ＋ａＰ)

2
＋(ｇ＋ａＶ＋ａＰ)

2

ｎ・Ａｂ

 ････････････････････････（4.3） 

 

(ロ) モーメントによるせん断応力 

τｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)・ｈ＋ＭＰ＋ｍ・(ｇ＋ａＶ＋ａＰ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 

････（4.4） 

 

ニ. 図 4－5の場合の引張応力 

σｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)

∑ Ｎｉｉ＝1 ・Ａｂ

 ････････････････････････････････････････････（4.5） 

 

ホ. 図 4－5の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)・ｈ＋ｍ・(ｇ＋ａＶ＋ａＰ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 

････（4.6） 
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ヘ. 図 4－6の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・√（ａＨ＋ａＰ）

2
＋(ｇ＋ａＶ＋ａＰ)

2

ｎ・Ａｂ

 ･･･････････････････････（4.7） 

 

ト. 図 4－7の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)

ｎ・Ａｂ

 ････････････････････････････････････････････（4.8） 

 

チ. 図 4－8の場合の引張応力 

(イ) 垂直ボルトの引張応力 

σ1＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ｎｉ・Ａｂ・ℓｉ
 ･･････････････････････････････（4.9） 

 

(ロ) 斜めボルトの引張応力 

σ2＝σ3＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ｎｉ・Ａｂ・ℓｉ
・cosθｉ ････････････････（4.10） 

 

リ. 図 4－8の場合のせん断応力 

(イ) 垂直ボルトのせん断応力 

τ1＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

 ････････････････････････････････････････････････････（4.11） 

 

(ロ) 斜めボルトのせん断応力 

τ2＝τ3＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ｎｉ・Ａｂ・ℓｉ
・sinθｉ＋

ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

 ･･････（4.12） 

 

ヌ. 図 4－9の場合の引張応力 

(イ) 垂直ボルトの引張応力 

σ1＝0（転倒支点のため，引張応力は発生しない） ･･････････････････（4.13） 

 

(ロ) 斜めボルトの引張応力 

σ2＝σ3＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ1

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

・cosθｉ 

＋
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・sinθｉ 

････（4.14） 
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ル. 図 4－9の場合のせん断応力 

(イ) 垂直ボルトのせん断応力 

τ1＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

 ････････････････････････････････････････････････････（4.15） 

 

(ロ) 斜めボルトのせん断応力 

τ2＝τ3＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ1

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

・sinθｉ 

＋
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・cosθｉ 

････（4.16） 

 

ヲ. 図 4－10の場合の引張応力 

(イ) 垂直ボルトの引張応力 

σ1＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ1

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 ････････････（4.17） 

 

(ロ) 斜めボルトの引張応力 

σ2＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ1

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

・cosθ2 

＋
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・sinθ2 

････（4.18） 

 

(ハ) 斜めボルト（転倒支点）の引張応力 

σ3＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・sinθ3 ････････････････････････････････････････････（4.19） 
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ワ. 図 4－10の場合のせん断応力 

(イ) 垂直ボルトのせん断応力 

τ1＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

 ･････････････････････････････････････････････････････（4.20） 

 

(ロ) 斜めボルトのせん断応力 

τ2＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ1

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

・sinθ2 

＋
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・cosθ2 

････（4.21） 

 

(ハ) 斜めボルト（転倒支点）のせん断応力 

τ3＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・cosθ3 ････････････････････････････････････････････（4.22） 
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b. 間接支持構造物 

車両型設備の間接支持構造物の構造強度評価は，「(a) 間接支持構造物の計算式」に従

って，評価部位について，ＪＥＡＧ４６０１-1987 に規定されているポンプ等の取付ボル

トの評価方法を用いて発生応力を算出し，許容応力以下であることを確認する。 

評価については，実機における車両型設備の応答の不確実さを考慮し，加速度が大きく

なる加振試験で測定された評価部位頂部の加速度を設計用水平加速度及び設計用鉛直加速

度として設定し，構造強度評価を行う。 

構造強度評価に使用する記号を表 4－2 に，計算モデル例を図 4－11～図 4－14 に示す。 

なお，取付ボルト①については，大量送水車及び可搬式窒素供給装置のコンテナ以外の

評価部位について適用し，取付ボルト②については，大量送水車及び可搬式窒素供給装置

のコンテナに適用する。なお，第１ベントフィルタ出口水素濃度のコンテナについては，

取付ボルト①及び取付ボルト②を適用する。 

また，転倒方向は，図 4－11～図 4－14における軸直角方向及び軸方向について検討し，

計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 
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表 4－2 構造強度評価に使用する記号 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 取付ボルトの軸断面積 mm2 

ａＨ 設計用水平加速度 m/s2 

ａＶ 設計用鉛直加速度 m/s2 

ｇ 重力加速度 m/s2 

ｈ 据付面から重心位置までの高さ mm 

Ｌ 重心位置と取付ボルト間の水平方向距離 mm 

ℓｉ 
支点としている取付ボルトより評価に用いる取付ボルトまでの距離（ｉ

は転倒支点から距離の長い順に番号取りをする。） 
mm 

ｍ 機器の保管時質量 kg 

ＭＰ 回転体回転により働くモーメント N･mm 

Ｎｉ 引張力又はせん断力の作用する取付ボルトの本数 － 

ｎ 取付ボルトの総本数 － 

σｂ 取付ボルトの最大引張応力 MPa 

τｂ 取付ボルトの最大せん断応力 MPa 
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図 4－11 間接支持構造物の計算モデル例（1/2） 

（取付ボルト① 軸直角方向転倒-1 （ｇ－ａＶ）≧0 の場合） 

 

 

 

 
図 4－11 間接支持構造物の計算モデル例（2/2） 

（取付ボルト① 軸直角方向転倒-2 （ｇ－ａＶ）＜0 の場合） 
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図 4－12 間接支持構造物の計算モデル例（1/2） 

（取付ボルト① 軸方向転倒-1 （ｇ－ａＶ）≧0の場合） 

 

 

 

 

図 4－12 間接支持構造物の計算モデル例（2/2） 

（取付ボルト① 軸方向転倒-2 （ｇ－ａＶ）＜0の場合） 
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図 4－13 間接支持構造物の計算モデル例（1/2） 

（取付ボルト② 軸直角方向転倒-1 （ｇ－ａＶ）≧0 の場合） 

 

 

 

 
図 4－13 間接支持構造物の計算モデル例（2/2） 

（取付ボルト② 軸直角方向転倒-2 （ｇ－ａＶ）＜0 の場合） 
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図 4－14 間接支持構造物の計算モデル例（1/2） 

（取付ボルト② 軸方向転倒-1 （ｇ－ａＶ）≧0の場合） 

 

 

 

 
図 4－14 間接支持構造物の計算モデル例（2/2） 

（取付ボルト② 軸方向転倒-2 （ｇ－ａＶ）＜0の場合） 
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(a) 間接支持構造物の計算式 

イ. 図 4－11及び図 4－12の場合の引張応力 

σｂ＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 ･･･････････（4.23） 

 

ロ. 図 4－11及び図 4－12の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

 ･･････････････････････････････････････････････････（4.24） 

 

ハ. 図 4－13の場合の引張応力 

σｂ＝
ｍ・ａＨ

∑ Ｎｉｉ＝1 ・Ａｂ

 ･･･････････････････････････････････････････（4.25） 

 

ニ. 図 4－13の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 ･･･････････（4.26） 

 

ホ. 図 4－14の場合のせん断応力 

(イ) 荷重によるせん断応力 

τｂ＝
ｍ・√ａＨ

2
＋(ｇ－ａＶ)

2

ｎ・Ａｂ

 ･････････････････････････････････････（4.27） 

 

(ロ) モーメントによるせん断応力 

τｂ＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 ･･･････････（4.28） 
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(3) 転倒評価 

車両型設備は，実際の保管状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.1(1)b. 入力地震動」

を基に作成した入力地震動によるランダム波加振試験を行い，試験後に転倒していないこと

を確認する。 

転倒評価は，当該設備設置地表面での最大応答加速度が，加振試験により転倒しないこと

を確認した加振台の最大加速度以下であることにより確認する。 

 

(4) 機能維持評価 

車両型設備は，実際の保管状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.1(1)b. 入力地震動」

を基に作成した入力地震動によるランダム波加振試験を行い，試験後に支持機能，移動機能，

動的及び電気的機能が維持されていることを確認する。加振試験については，ＪＥＡＧ４６

０１-1991に基づき実施する。 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，当該設備設置地表面での最大応答加速度が，地震力

に伴う浮上りを考慮しても，加振試験により車両部の支持機能及び車両型設備としての自走，

牽引等による移動機能を維持できることを確認した加振台の最大加速度以下であることによ

り確認する。 

また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，当該設備設置地表面での最大応答加速度が，

地震力による浮上りを考慮しても，加振試験により，ポンプの送水機能，発電機の発電機能，

内燃機関の駆動機能等の動的及び電気的機能を維持できることを確認した加振台の最大加速

度以下であることにより確認する。 

 

(5) 波及的影響評価 

車両型設備は，実際の保管状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.1(1)b. 入力地震動」

を基に作成した入力地震動によるランダム波加振試験を行い，加振試験にて確認した車両型

設備の最大変位量が，当該設備による波及的影響を防止する必要がある他の設備との離隔距

離未満であることにより確認する。 

地震時における各設備のすべり量の算出については「a. すべり量」に，地震時における

各設備の傾きによる変位量の算出については「b. 傾きによる変位量」に，最大変位量の算

出については「c. 最大変位量」に示す。 

 

a. すべり量 

すべり量については，加振試験の結果を基に設定する。 

加振試験によるすべり量については，各設備の加振試験により確認したすべり量を使用

する。 

 

b. 傾きによる変位量 

傾きによる変位量については，各設備の加振試験により確認した傾き角を用いて算出す

る。 
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また，波及的影響として評価すべき傾きによる変位量を表した図を図 4－15に示し，使

用する記号を表 4－3に示す。 

傾きによる変位量については，以下の関係式により示される。 

Ｘ＝ｈ・sinθ ･･････････････････････････････････････････････････（4.29） 

 

表 4－3 波及的影響評価に使用する記号 

記号 単位 記号の説明 

ｈ mm 設備高さ 

Ｘ mm 傾きによる変位量 

θ ° 傾き角 

 

 

図 4－15 傾きによる変位量の算出図 

 

c. 最大変位量 

「a. すべり量」にて設定したすべり量と，「b. 傾きによる変位量」により算出される傾

きによる変位量を加算した値を最大変位量と定義し，最大変位量が「3.2 許容限界」にて

設定した離隔距離未満であることを波及的影響評価として確認する。 
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4.2 ボンベ設備 

ボンベ設備においては，重大事故等に対処するための機能を維持するために，構造強度評価

及び波及的影響評価を実施する。 

ボンベ設備の耐震評価フローを図 4－16に示す。 

 

 

図 4－16 ボンベ設備の耐震評価フロー 

 

(1) 固有値解析 

a. 基本方針 

ボンベ設備においては，重大事故等に対処するための機能を維持するために，主要な構

造部材が必要な構造強度を有すること及び当該設備による波及的影響を防止する必要があ

る他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを，固有値解析の結果を踏まえて評価す

ることから，以下の「b. 解析方法及び解析モデル」に示す解析方法及び解析モデルを用

いて，固有値解析を行う。 

 

b. 解析方法及び解析モデル 

(a) ボンベラックを構成する鋼材をシェル要素及びはり要素としてモデル化した 3 次元

FEMモデルによる固有値解析を実施する。 

(b) 拘束条件として，ボンベラックは，溶接により X,Y,Zの 3方向を固定として設定する。 

  

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

4.2(1) 固有値解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

4.2(2) 

構造強度評価 

4.2(3) 

波及的影響評価 
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(c) ボンベ本体は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して転倒しないことを目的としたボ

ンベラックに，固定ボルト及び固定板にて固定され収納されている。ここで，ボンベ

本体は高圧ガス適用品であり，一般的な圧力容器に比べ，高い耐圧強度を有すること

から，はるかに剛性が高いものであるが，解析上，断面性状を考慮したはり要素とし

てモデル化する。 

(d) 各ボンベからヘッダー又は配管への連絡管は，接続を容易にするため可とう性を持つ

形状としていること，地震時にはボンベとヘッダー又は配管の相対変位は微小である

ことから，地震時の変位を十分吸収できるものである。 

(e) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用する。 

なお，解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5-16「計算機プログラ

ム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

(f) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

(2) 構造強度評価 

ボンベ設備は，「2.2 評価方針」で設定した評価部位について，評価部位に作用する応力

が許容限界を満足することを確認する。 

 

a. 設計用地震力 

基準地震動Ｓsによる地震力は，Ⅵ-2-1-7｢設計用床応答スペクトルの作成方針｣及びⅥ-

2-別添 3-2｢可搬型重大事故等対処設備の保管エリア等における入力地震動｣に基づき設定

する。 

 

b. ボンベ設備の計算式 

(a) 溶接支持構造（壁固定型） 

構造強度評価に使用する記号を表 4－4 に，計算モデル例を図 4－17 及び図 4－18 に

示す。 

また，転倒方向は，図 4－17及び図 4－18における正面方向及び側面方向について検

討し，計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 
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表 4－4 構造強度評価に使用する記号 

記号 記号の説明 単位 

ＡＷ 溶接部の有効断面積（1箇所当たり） mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ＦＷ 取付面に対し前後方向に作用する最大せん断力 N 

ＦＷ1 取付面に対し平行方向に作用するせん断力 N 

ＦＷ2 取付面に対し前後方向に作用するせん断力（正面方向転倒） N 

ＦＷ3 取付面に対し前後方向に作用するせん断力（側面方向転倒） N 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

ｈ 取付面から重心までの距離 mm 

ＬＷ1 溶接長（1箇所当たり） mm 

ℓ1 重心と下側溶接部間の距離 mm 

ℓ2 上側溶接部と下側溶接部中心間の距離 mm 

ℓ3 左側溶接部と右側溶接部中心間の距離 mm 

ｍ ボンベ設備の質量 kg 

ｎ 溶接箇所数 ― 

ｎＨＷ1 
水平方向地震により取付面に対し前後方向のせん断力を受けると

して期待する溶接箇所数 
― 

ｎＶＷ1 
鉛直方向地震により取付面に対し前後方向のせん断力を受けると

して期待する溶接箇所数 
― 

Ｓ 溶接部の脚長 mm 

σ はり要素の組合せ応力 MPa 

σａ はり要素の軸応力 MPa 

σｂ はり要素の曲げ応力 MPa 

σｓ シェル要素の組合せ応力 MPa 

σｘ シェル要素のＸ方向応力 MPa 

σｙ シェル要素のＹ方向応力 MPa 

τ はり要素のせん断応力 MPa 

τＷ 溶接部に生じる最大せん断応力 MPa 

τＷ3 取付面に対し平行方向に作用するせん断応力 MPa 

τＷ4 取付面に対し前後方向に作用するせん断応力 MPa 

τｘｙ シェル要素のせん断応力 MPa 
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図 4－17 計算モデル例（正面方向転倒） 

 

 

 

図 4－18 計算モデル例（側面方向転倒） 
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イ. ボンベラック（はり要素） 

ボンベラックのうち，はり要素の組合せ応力を以下のとおり計算する。 

σ＝√(σａ＋σｂ)
2
＋3・τ

2
 ･････････････････････････････････････（4.30） 

 

ロ. ボンベラック（シェル要素） 

ボンベラックのうち，シェル要素の組合せ応力を以下のとおり計算する。 

σｓ＝√σｘ
2＋σｙ

2－σｘ・σｙ＋3・τｘｙ
2
 ･･･････････････････････（4.31） 

 

ハ. 溶接部 

溶接部の応力を以下のとおり計算する。 

・ボンベラック取付面に対し平行方向に作用するせん断応力 

ボンベラック取付面に対し平行方向に作用するせん断力は全溶接部で受けるもの

として計算する。 

 

ボンベラック取付面に対し平行方向に作用するせん断力（ＦＷ1） 

ＦＷ1＝√(ｍ・ＣＨ・ｇ)
2

＋(ｍ・(1＋Ｃｖ)・ｇ)
2

 ････････････････（4.32） 

 

ボンベラック取付面に対し平行方向に作用するせん断応力（τＷ1） 

τＷ3＝
Ｆｗ1

ｎ・Ａｗ

 ･･････････････････････････････････････････････（4.33） 

 

・ボンベラック取付面に対し前後方向に作用するせん断応力 

溶接部に対する力は最も厳しい条件として，図 4－17 及び図 4－18で最外列の溶

接部を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の溶接部で受けるものとして計

算する。 

 

計算モデル図 4－17に示す正面方向転倒の場合のせん断力（ＦＷ2） 

ＦＷ2＝
ｍ・(1＋Ｃｖ)・ｈ・ｇ

ｎＶＷ1・ℓ2
＋

ｍ・ＣＨ・ｈ・ｇ

ｎＨＷ1・ℓ3
 ･･･････････････（4.34） 

 

計算モデル図 4－18に示す側面方向転倒の場合のせん断力（ＦＷ3） 

ＦＷ3＝
ｍ・(1＋Ｃｖ)・ｈ・ｇ＋ｍ・ＣＨ・ℓ1・ｇ

ｎＶＷ1・ℓ2
 ･･･････････････（4.35） 
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ボンベラック取付面に対し前後方向に作用するせん断力 

ＦＷ＝Ｍａｘ(ＦＷ2，ＦＷ3) ･････････････････････････････････････（4.36） 

 

ボンベラック取付面に対し前後方向に作用するせん断応力（τＷ2） 

τＷ4＝
ＦＷ

ＡＷ

 ･････････････････････････････････････････････････（4.37） 

 

ここで，せん断を受ける溶接部の有効断面積ＡＷは， 

Ａｗ＝(Ｓ／√2)×ＬＷ ･････････････････････････････････････････（4.38） 

 

・溶接部の応力 

τＷ＝Ｍａｘ(τＷ3，τＷ4) ･････････････････････････････････････（4.39） 
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(b) 溶接支持構造（床固定型） 

構造強度評価に使用する記号を表 4－5 に，計算モデル例を図 4－19 及び図 4－22 に

示す。 

また，転倒方向は，図 4－19及び図 4－22における短辺方向及び長辺方向について検

討し，計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

表 4－5 構造強度評価に使用する記号 

記号 記号の説明 単位 

ＡＨＷ 水平方向せん断力を受ける溶接部の有効断面積（全箇所当たり） mm2 

ＡＶＷ 鉛直方向せん断力を受ける溶接部の有効断面積（1箇所当たり） mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ＦＨＷ 溶接部に作用する水平方向せん断力 N 

ＦＶＷ 溶接部に作用する鉛直方向せん断力 N 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

ｈ 取付面から重心までの距離 mm 

ＬＷ 溶接長（1箇所当たり） mm 

ℓ1 重心と溶接部間の水平方向距離＊ mm 

ℓ2 重心と溶接部間の水平方向距離＊ mm 

ｍ ボンベ設備の質量 kg 

ｎ 溶接箇所数 ― 

ｎＶＷ 評価上鉛直方向せん断力を受けるとして期待する溶接箇所数 ― 

Ｓ 溶接部の脚長 mm 

σ はり要素の組合せ応力 MPa 

σａ はり要素の軸応力 MPa 

σｂ はり要素の曲げ応力 MPa 

τ はり要素のせん断応力 MPa 

τＷ 溶接部に生じる最大せん断応力 MPa 

τＷ1 溶接部に生じる水平方向せん断応力 MPa 

τＷ2 溶接部に生じる鉛直方向せん断応力 MPa 

注記＊：ℓ1≦ℓ2 
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図 4－19 計算モデル例（1/2） 

（短辺方向転倒－1 （1－ＣＶ）≧0の場合） 

 

 

 

 

図 4－20 計算モデル例（2/2） 

（短辺方向転倒－2 （1－ＣＶ）＜0の場合） 
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図 4－21 計算モデル例（1/2） 

（長辺方向転倒－1 （1－ＣＶ）≧0の場合） 

 

 

 

 

図 4－22 計算モデル例（2/2） 

（長辺方向転倒－2 （1－ＣＶ）＜0の場合） 
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イ. ボンベラック（はり要素） 

ボンベラックのうち，はり要素の組合せ応力を以下のとおり計算する。 

σ＝√(σａ＋σｂ)
2
＋3・τ

2
 ･････････････････････････････････････（4.40） 

 

ロ. 溶接部 

溶接部の応力を以下のとおり計算する。 

溶接部に対する水平方向せん断力は全溶接部で受けるものとして計算する。 

 

水平方向せん断力（ＦＨＷ） 

ＦＨＷ＝ＣＨ・ｍ・ｇ ･･････････････････････････････････････････（4.41） 

 

水平方向せん断応力（τＷ1） 

τＷ1＝
ＦＨＷ

ｎ・ＡＨＷ

 ･････････････････････････････････････････････（4.42） 

 

溶接部に対する力は最も厳しい条件として，図 4－19～4－22 で最外列の溶接部

を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の溶接部で受けるものとして計算す

る。 

 

・図 4－19及び図 4－21の場合の水平方向せん断応力 

ＦＶＷ＝
ｍ・ＣＨ・ｇ・ｈ－ｍ・(1＋Ｃｖ)・ｇ・ℓ1

ｎＶＷ・（ℓ1＋ℓ2）
 ･･･････････････（4.43） 

 

・図 4－20及び図 4－22の場合の鉛直方向せん断応力 

ＦＶＷ＝
ｍ・ＣＨ・ｇ・ｈ－ｍ・(1＋Ｃｖ)・ｇ・ℓ2

ｎＶＷ・（ℓ1＋ℓ2）
 ･･･････････････（4.44） 

 

鉛直方向せん断応力（τＷ2） 

τＷ2＝
ＦＷ

ＡＶＷ

 ･････････････････････････････････････････････････（4.45） 

 

ここで，せん断を受ける溶接部の有効断面積ＡＨＷ，ＡＶＷは， 

ＡＨＷ＝(Ｓ／√2)×Ｌｗ ･･･････････････････････････････････････（4.46） 

 

ＡＶＷ＝(Ｓ／√2)×Ｌｗ ･･･････････････････････････････････････（4.47） 
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・溶接部の応力 

τＷ＝Ｍａｘ(τＷ1，τＷ2) ･････････････････････････････････････（4.48） 

 

(3) 波及的影響評価 

ボンベ設備は，「2.2 評価方針」で設定した評価部位について，評価部位に作用する応力

等が許容限界を満足することを確認することで，当該設備による波及的影響を防止する必要

がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する。 

  



 

76 

S
2

 補
 Ⅵ

-2
-別

添
3

-1
 R

0
 

4.3 可搬型空気浄化設備 

可搬型空気浄化設備においては，重大事故等に対処するための機能を維持するために，構造

強度評価，機能維持評価及び波及的影響評価を実施する。 

可搬型空気浄化設備の評価フローを図 4－23に示す。 

 

 

図 4-23 可搬型空気浄化設備の評価フロー 
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(1) 固有値解析 

可搬型空気浄化設備は，複雑な形状であることを踏まえ、代表的な振動モードを適切に表

現できるようモデル化し，固有振動数を算出する。 

(a) 固有振動数及び荷重を求めるため，緊急時対策所空気浄化フィルタユニット及び緊急時

対策所空気浄化送風機をはり要素及びシェル要素によりモデル化し，3次元 FEM解析を

行う。 

(b) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2008.0.0」を使用し，固有値及び荷重

を求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

Ⅵ-5-26「計算機プログラム（解析コード）の概要・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。 

(c) 拘束条件として，緊急時対策所空気浄化フィルタユニット及び緊急時対策所空気浄化送

風機は地面と固縛装置で固定することにより，X，Y，Zの 3方向の固定として設定する。 

(d) 解析に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(e) 解析モデルの固有値解析により，固有振動数を計算する。 

 

(2) 構造強度評価 

可搬型空気浄化設備は，「2.2 評価方針」で設定した評価部位について，評価部位に作用

する応力等が許容限界を満足することを確認する。 

 

a. 設計用地震力 

基準地震動Ｓsによる地震力は，Ⅵ-2-1-7｢設計用床応答スペクトルの作成方針｣又はⅥ-

2-別添 3-2｢可搬型重大事故等対処設備の保管エリア等における入力地震動｣に基づき設定

する。 

 

b. 可搬型空気浄化設備の計算式 

構造強度評価に使用する記号を表 4－6 に，計算モデル例を図 4－24～図 4－26 に示す。 
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表 4－6 構造強度評価に使用する記号（1/2） 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 機器固縛金具ボルト部の断面積 mm2 

Ａｂ1 送風機取付ボルト断面積 mm2 

Ａｂ2 原動機取付ボルト断面積 mm2 

ＡＬ シャックルの許容荷重 N 

ＡＳ 機器固縛金具及びアイプレートの最小断面積 mm2 

ａＰ 回転体振動による加速度 m/s2 

ＢＳ アイプレート溶接部断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ 機器固縛金具ボルトの呼び径 mm 

ｄ1 送風機取付ボルトの呼び径 mm 

ｄ2 原動機取付ボルトの呼び径 mm 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 機器固縛金具取付高さ mm 

Ｈ 機器の重心高さ mm 

Ｈ1 送風機の重心高さ mm 

Ｈ2 原動機の重心高さ mm 

ℓ1 送風機のボルト間距離 mm 

ℓ2 送風機の転倒支点から重心までの距離 mm 

ℓ3 原動機のボルト間距離 mm 

ℓ4 原動機の転倒支点から重心までの距離 mm 

ＬＷ 荷重点からアイプレート固定部までの距離 mm 

Ｌ1 転倒支点から重心までの距離（正面方向転倒） mm 

Ｌ2 転倒支点から固縛位置までの距離（正面方向転倒） mm 

Ｌ3 転倒支点から重心までの距離（側面方向転倒） mm 

Ｌ4 転倒支点から固縛位置までの距離（側面方向転倒） mm 

ｍ 機器の質量 kg 

ｍ1 送風機の質量 kg 

ｍ2 原動機の質量 kg 

ｎ1 送風機取付ボルト評価部位本数 ― 

ｎ2 原動機取付ボルト評価部位本数 ― 
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表 4－6 構造強度評価に使用する記号（2/2） 

記号 記号の説明 単位 

Ｎ1 送風機取付ボルト評価部位総本数 ― 

Ｎ2 原動機取付ボルト評価部位総本数 ― 

Ｓｙｄ 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表8に定める値 
MPa 

Ｓｙｔ 
試験温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に

定める値 
MPa 

ＴＬ 
設計・建設規格 SSB-3210に定める荷重試験により支持構造物が

破損するおそれのある荷重 
N 

ＴＳ 固縛材に発生する張力 N 

ＴＳ1 固縛材に発生する張力（正面方向転倒） N 

ＴＳ2 固縛材に発生する張力（側面方向転倒） N 

ＷＷ 風による水平荷重 N 

ｚＨ 荷重の作用する固縛材の数 ― 

Ｚ アイプレート溶接部の断面係数 mm3 

σｂ 機器固縛金具ボルト部に生じる引張応力 MPa 

σｂ1 送風機取付ボルト部に生じる引張応力 MPa 

σｂ2 原動機取付ボルト部に生じる引張応力 MPa 

σｂｔ 機器固縛金具及びアイプレートに生じる引張応力 MPa 

σ1 アイプレート溶接部に生じる引張応力 MPa 

σ2 アイプレート溶接部に生じる曲げ応力 MPa 

τｂ1 送風機取付ボルト部に生じるせん断応力 MPa 

τｂ2 原動機取付ボルト部に生じるせん断応力 MPa 

τｂt 機器固縛金具及びアイプレートに生じるせん断応力 MPa 

τ1 アイプレート溶接部に生じるせん断応力 MPa 

τＷ アイプレート溶接部に生じる組合せ応力 MPa 

θ 水平方向の機器固縛金具張角 ° 
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図 4－24 計算モデル（緊急時対策所空気浄化フィルタユニットの機器固縛金具） 

 

 

 

 

 

図 4－25 計算モデル（緊急時対策所空気浄化送風機の機器固縛金具） 
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図 4－26 計算モデル(送風機取付ボルト) 

 

 

 

 

 

図 4－27 計算モデル(原動機取付ボルト) 

  

  

  

送風機取付ボルト 
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(a) 機器固縛金具 

イ. 緊急時対策所空気浄化フィルタユニット 

地震及び風荷重ＷＷを受けた際に生じる機器の転倒モーメントによって生じる張力

ＴＳ1及びＴＳ2を以下のとおり計算する。 

ＴＳ1＝
ｍ・√2・ｇ・ＣＨ・Ｈ＋ＷＷ・Ｈ－ｍ・Ｌ1・ｇ・(1－ＣＶ)

ｚＨ(ｈ・cosθ＋Ｌ2・sinθ)
 

････（4.49） 

ＴＳ2＝
ｍ・√2・ｇ・ＣＨ・Ｈ＋ＷＷ・Ｈ－ｍ・Ｌ3・ｇ・(1－ＣＶ)

ｚＨ(ｈ・cosθ＋Ｌ4・sinθ)
 

････（4.50） 

評価にはＴＳ1とＴＳ2を比較し数値が大きいものをＴＳとして使用する。 

 

機器固縛金具のボルト部に対する引張応力σｂを以下のとおり計算する。 

σｂ＝
ＴＳ

Ａｂ

 ･･････････････････････････････････････････････････（4.51） 

 

ここで，機器固縛金具のボルト部の断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ

2
 ･･･････････････････････････････････････････････（4.52） 

 

また，機器固縛金具部の最小断面積Ａｓより，引張応力 σｂｔ及びせん断応力τｂｔ

を以下のとおり計算する。 

 

引張応力 

σｂｔ＝
ＴＳ

ＡＳ

 ･･････････････････････････････････････････････････（4.53） 

 

せん断応力 

τｂｔ＝
ＴＳ

ＡＳ

 ･･････････････････････････････････････････････････（4.54） 
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ロ. 緊急時対策所空気浄化送風機 

地震及び風荷重ＷＷを受けた際に生じる機器の転倒モーメントによって生じる張力

ＴＳ１及びＴＳ２を以下のとおり計算する。 

ＴＳ1＝
ｍ・(√2・ｇ・ＣＨ＋ａＰ）・Ｈ＋ＷＷ・Ｈ－ｍ・Ｌ1・(ｇ・(1－ＣＶ)－ａＰ)

ｚＨ(ｈ・cosθ＋Ｌ2・sinθ)
 

････（4.55） 

ＴＳ2＝
ｍ・(√2・ｇ・ＣＨ＋ａＰ）・Ｈ＋ＷＷ・Ｈ－ｍ・Ｌ3・(ｇ・(1－ＣＶ)－ａＰ)

ｚＨ(ｈ・cosθ＋Ｌ4・sinθ)
 

････（4.56） 

評価にはＴＳ１とＴＳ２を比較し数値が大きいものをＴＳとして使用する。 

 

機器固縛金具のボルト部に対する引張応力σｂを以下のとおり計算する。 

σｂ＝
ＴＳ

Ａｂ

 ･･････････････････････････････････････････････････（4.57） 

 

ここで，機器固縛金具のボルト部の断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ

2
 ･･･････････････････････････････････････････････（4.58） 

 

また，機器固縛金具部の最小断面積Ａｓより，引張応力 σｂｔ及びせん断応力τｂｔ

を以下のとおり計算する。 

 

引張応力 

σｂｔ＝
ＴＳ

ＡＳ

 ･･････････････････････････････････････････････････（4.59） 

 

せん断応力 

τｂｔ＝
ＴＳ

ＡＳ

 ･･････････････････････････････････････････････････（4.60） 
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(b) アイプレート及びアイプレート溶接部 

イ. アイプレート 

アイプレートの最小断面積Ａｓより，引張応力 σｂｔ及びせん断応力τｂｔを以下の

とおり計算する。 

 

引張応力 

σｂｔ＝
ＴＳ

ＡＳ

 ･･････････････････････････････････････････････････（4.61） 

 

せん断応力 

τｂｔ＝
ＴＳ

ＡＳ

 ･･････････････････････････････････････････････････（4.62） 

 

ロ. アイプレート溶接部 

アイプレート（溶接部）のせん断面積Ｂｓより，引張応力σ1及びせん断応力τ1を

以下のとおり計算する。 

 

引張応力 

σ1＝
ＴＳ

ＢＳ

 ･････････････････････････････････････････････････････（4.63） 

 

せん断応力 

τ1＝
ＴＳ

ＢＳ

 ･････････････････････････････････････････････････････（4.64） 

 

アイプレート（溶接部）の荷重点からアイプレート固定部までの距離ＬＷ及びアイ

プレート（溶接部）の断面係数Ｚより，曲げ応力σ2を以下のとおり計算する。 

 

曲げ応力 

σ2＝
ＴＳ・ＬＷ

Ｚ
 ･･･････････････････････････････････････････････（4.65） 

 

アイプレート（溶接部）に生じる組合せ応力τＷを以下のとおり計算する。 

τｗ＝√(σ1＋σ2)
2
＋3・τ1

2
 ･･･････････････････････････････････（4.66） 
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(c) 送風機取付ボルトの計算方法 

地震を受けた際に機器に生じる転倒モーメントによって，送風機取付ボルト(1本当た

り)に生じる引張応力σｂ1及びせん断応力τｂ1を以下のとおり計算する。 

引張応力 

σｂ1＝
ｍ1・（√2・ｇ・ＣＨ＋ａＰ）・Ｈ1－ｍ1・（ｇ・(1－ＣＶ）－ａＰ）・ℓ2

ｎ1・Ａｂ1・ℓ1
 

････（4.67） 

 

ここで，送風機取付ボルトの軸断面積Ａｂ1は次式により求める。 

Ａｂ1＝
π

4
・ｄ1

2
 ･･････････････････････････････････････････････････（4.68） 

 

せん断応力 

τｂ1＝
ｍ1・（√2・ｇ・ＣＨ＋ａＰ)

Ｎ1・Ａｂ1

 ･････････････････････････････････（4.69） 

 

(d) 原動機取付ボルトの計算方法 

地震を受けた際に機器に生じる転倒モーメントによって，原動機取付ボルト(1本当た

り)に生じる引張応力σｂ2及びせん断応力τｂ2を以下のとおり計算する。 

 

引張応力 

σｂ2＝
ｍ2・(√2・ｇ・ＣＨ＋ａＰ)・Ｈ2－ｍ2・（ｇ・(1－ＣＶ)－ａＰ)・ℓ4

ｎ2・Ａｂ2・ℓ3
 

････（4.70） 

 

ここで，原動機取付ボルトの軸断面積Ａｂ2は次式により求める。 

Ａｂ2＝
π

4
・ｄ2

2
 ･･････････････････････････････････････････････････（4.71） 

 

せん断応力 

τｂ2＝
ｍ2・(√2・ｇ・ＣＨ＋ａＰ)

Ｎ2・Ａｂ2

 ･･････････････････････････････････（4.72） 
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(e) シャックルの計算方法 

シャックルの許容荷重ＡＬは以下のとおり算出され，シャックルに掛かる荷重より許

容荷重ＡＬが大きいことを確認する。 

 

許容荷重 

ＡＬ＝
0.6・ＴＬ・0.9・Ｓｙｄ

Ｓｙｔ

 ･･････････････････････････････････････（4.73） 

 

(3) 機能維持評価 

可搬型空気浄化設備は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，緊急時対策所を換気する送

風機の送風機能及び原動機の駆動機能の動的及び電気的機能を保持できることを，可搬型空

気浄化設備の固有振動数から応答加速度を求め，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の表 4－1

に記載の機能確認済加速度以下であることにより確認する。 

 

(4) 波及的影響評価 

可搬型空気浄化設備は，「2.2 評価方針」で設定した評価部位について，評価部位に作用

する応力等が許容限界を満足することを確認することで，当該設備による波及的影響を防止

する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する。 
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4.4 その他設備 

その他設備においては，重大事故等に対処するための機能を維持するために，構造強度評価，

転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評価を実施する。 

その他設備の耐震評価フローを図�4－28�に示す。 

図 4－28 その他設備の耐震評価フロー 

4.4(3) 

転倒評価 

4.4(4) 

機能維持評価 

・動的及び電気的

機能 

4.4(5) 

波及的影響評価 

4.4(1) 

加振試験 

入力地震動の算定 

基準地震動Ｓｓ 
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(1) 加振試験

a. 基本方針

その他設備においては，重大事故等に対処するための機能を維持するために，機器全体

として安定性を有し，転倒しないこと，支持機能，動的及び電気的機能が維持できること

及び当該設備による波及的影響を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼ

さないことを加振試験の結果を踏まえて評価することから，以下の「b. 入力地震動」に

示す入力地震動を用いて，「(2) 構造強度評価」，「(3) 転倒評価」，「(4) 機能維持評価」

及び「(5)波及的影響評価」に示す方法により加振試験を行う。 

b. 入力地震動

入力地震動は，Ⅵ-2-1-7「設計用スペクトルの作成方針」及びⅥ-2-別添 3-2「可搬型重

大事故等対処設備の保管エリア等における入力地震動」に示す，各保管場所の保管エリア

ごとに算定した入力地震動を用いる。 

(2) 構造強度評価

その他設備は，実際の保管状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.4(1)b. 入力地震

動」を基に作成した入力地震動によるランダム波又は正弦波加振試験を行い，「(3) 転倒

評価」，「(4) 機能維持評価」及び「(5) 波及的影響評価」を満足することを確認するこ

とで，スリング等が支持機能を喪失しないことを確認する。 

(3) 転倒評価

その他設備は，実際の保管状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.4(1)b. 入力地震動」

を基に作成した入力地震動によるランダム波又は正弦波加振試験を行い，試験後に転倒して

いないことを確認する。 

転倒評価は，当該設備保管場所の設置床又は地表面での最大応答加速度が，加振試験によ

り転倒しないことを確認した加振台の最大加速度以下であることにより確認する。 

(4) 機能維持評価

その他設備は，実際の保管状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.4(1)b. 入力地震動」

を基に作成した入力地震動によるランダム波又は正弦波加振試験を行い，試験後に支持機能，

動的及び電気的機能が維持されることを確認する。加振試験については，ＪＥＡＧ４６０１

-1991に基づき実施する。

機能維持評価は，当該設備保管場所の設置床又は地表面での最大応答加速度が，加振試験

により計測，給電等の機能を維持できることを確認した加振台の最大加速度以下であること

により確認する。 
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(5) 波及的影響評価 

その他設備は，実際の保管状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.4(1)b. 入力地震動」

を基に作成した入力地震動によるランダム波又は正弦波加振試験を行い，波及的影響を防止

する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する。 

波及的影響評価は，当該設備保管場所の設置床又は地表面の最大応答加速度が，加振試験

により転倒を防止するためのスリング等の健全性を確認した加振台の最大加速度以下である

ことにより確認する。 

 

4.5 水平２方向及び鉛直方向地震力の考慮 

動的地震力の水平２方向及び鉛直方向の組合せが可搬型重大事故等対処設備の有する耐震性

に及ぼす影響については，Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評

価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針に基づき評価を行う。 

評価内容及び評価結果は，Ⅵ-2-別添 3-7「可搬型重大事故等対処設備の水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せに関する影響評価結果」に示す。 

 

5. 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（（社）

日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007） 
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Ⅵ-2-別添 3-2 可搬型重大事故等対処設備の保管エリア等における入力

地震動 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算の方針」に示すとおり，可搬

型重大事故等対処設備の保管場所に保管する可搬型重大事故等対処設備について，その加振応答

解析等に際して必要となる入力地震動を求めるために行う，基準地震動Ｓｓを基にした各保管場

所の地盤の地震応答解析について説明するものである。 

なお，原子炉建物，制御室建物，廃棄物処理建物及び緊急時対策所については，Ⅵ-2-1-7「設

計用床応答スペクトルの作成方針」に示す。 

本資料には可搬型重大事故等対処設備保管場所の地表面における加速度時刻歴波形及び加速度

応答スペクトルを示す。 

 

 

 

 

 

 

2. 可搬型重大事故等対処設備の保管場所 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所は，位置的分散を考慮し，以下に示す 4地点とする。可

搬型重大事故等対処設備の保管場所の位置図を図 2－1に示す。 

 

・第１保管エリア 

・第２保管エリア 

・第３保管エリア 

・第４保管エリア 

  



 

2 

 

S
2
 
補
 Ⅵ

－
2
－
別
添

3
－
2 
R
0
 

 

 

 

 

 

 

 

  

第
１
保
管
エ
リ
ア

第
２
保
管
エ
リ
ア

第
４
保
管
エ
リ
ア

第
３
保
管
エ
リ
ア

図
2
－
1
 
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
保
管
場
所
 
位
置
図
 



 

3 

 

S
2
 
補
 Ⅵ

－
2
－
別
添

3
－
2 
R
0
 

3. 保管場所における入力地震動の算定 

3.1 保管場所における入力地震動の算定方針 

保管場所における入力地震動は，水平方向及び鉛直方向に対して，解放基盤表面で定義され

る基準地震動Ｓｓを基に，各保管場所での地盤条件を考慮し，地盤の地震応答解析により評価

する。基準地震動ＳｓはⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に

よる。 

解放基盤表面から地震応答解析モデル入力位置（EL-215m）までの引戻しは，応答計算を解析

コ－ド「ＳＨＡＫＥ」，「ＴＤＡＰⅢ」により行うものとする。なお，解析コ－ドの検証，妥当

性確認等の概要については，Ⅵ-5-4「計算機プログラム（解析コ－ド）の概要・ＳＨＡＫＥ」

及びⅥ-5-5「計算機プログラム（解析コ－ド）の概要・ＴＤＡＰⅢ」に示す。 

保管場所における入力地震動の算定フロ－を図 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 入力地震動の算定フロ－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

始 

解析条件の設定 

（解析用物性値・基準地震動Ｓｓ・解放基盤表面） 

 

地盤モデルの作成 

入力地震動の算定 
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3.2 解析条件の設定 

(1) 解析用物性値 

保管場所における地震応答解析に用いる地盤の解析用物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性

能に係る基本方針」に基づき設定する。 

地震応答解析に用いる地盤の解析用物性値を表 3－1～表 3－3 に，解析用物性値の設定根

拠を表 3－4～表 3－5に示す。 
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注記 ＊１：社団法人日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針」（JEAG4601－2015）を参考に設定
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そ
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注記 ＊１：原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（社団法人土木学会，1992 年・2005 年）を参考に設定
＊２：設計用地盤定数の決め方-岩盤編-（社団法人地盤工学会，2007 年）を参考に設定
＊３：原子力発電所の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価技術〈技術資料〉（社団法人土木学会，2009 年）を参考に設定
＊４：港湾の施設の技術上の基準・同解説（公益社団法人日本港湾協会，2018 年）を参考に設定
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(2) 基準地震動Ｓｓ 

保管場所における地震応答解析に用いる基準地震動Ｓｓは，Ⅵ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及

び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に基づき，水平方向及び鉛直方向に対して，解放基盤

表面で定義される基準地震動Ｓｓを用いる。 
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3.3 地震応答解析モデルの作成 

地震応答解析モデルは，各保管場所において周辺の地質構造を考慮し作成する。第２保管エ

リアは輪谷貯水槽（西 1／西 2）上に設定されており，地盤及び構造物をモデル化する。地震応

答解析モデルの作成位置を図 3－2に，地震応答解析モデルを図 3－3～図 3－6に示す。 

 

図 3－2 地震応答解析モデル作成位置 

  

第１保管エリア

第２保管エリア

第４保管エリア

第３保管エリア

第３保管エリアモデル作成位置

第１保管エリアモデル作成位置

第４保管エリアモデル作成位置（投影）

第２保管エリアモデル作成位置
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図 3－3 一次元地震応答解析モデル 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（第１保管エリア）） 

  

第２層

第３層

第４層

第６層

EL

EL

EL

EL

EL

標高 
（EL m） 
速度層区分 

P 波速度 
Vp (m/s) 

S 波速度 
Vs (m/s) 

単位体積 
重量 

γ(kN/m3) 

動 
ﾎﾟｱｿﾝ比 

νd 

減衰 
定数 

h 

+50      

第 2 層 2,100 900 23.0 0.388 

0.03 

+11     

第 3 層 3,600 1,600 24.5 0.377 

-16     

第 4 層 4,000 1,950 24.5 0.344 

-75     

第 6 層 4,950 2,350 27.9 0.355 

-215     

第 6 層 4,950 2,350 27.9 0.355 
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（短辺方向断面） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（第２保管エリア）） 

標高 
（EL m） 
速度層区分 

P 波速度 
Vp (m/s) 

S 波速度 
Vs (m/s) 

単位体積 
重量 

γ(kN/m3) 

動 
ﾎﾟｱｿﾝ比 

νd 

減衰 
定数 

h 

+44      

第 2 層 2,100 900 23.0 0.388 

0.03 

+20     

第 3 層 3,600 1,600 24.5 0.377 

-6     

第 4 層 4,000 1,950 24.5 0.344 

-26     

第 5 層 4,050 2,000 26.0 0.339 

-121     

第 6 層 

       -215 
4,950 2,350 27.9 0.355 

第 6 層 

        

 

4,950 2,350 27.9 0.355 
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（長辺方向断面） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（第２保管エリア）） 

 

 

 

 

 

  

標高 
（EL m） 
速度層区分 

P 波速度 
Vp (m/s) 

S 波速度 
Vs (m/s) 

単位体積 
重量 

γ(kN/m3) 

動 
ﾎﾟｱｿﾝ比 

νd 

減衰 
定数 

h 

+44      

第 2 層 2,100 900 23.0 0.388 

0.03 

+20     

第 3 層 3,600 1,600 24.5 0.377 

-6     

第 4 層 4,000 1,950 24.5 0.344 

-26     

第 5 層 4,050 2,000 26.0 0.339 

-121     

第 6 層 

       -215 
4,950 2,350 27.9 0.355 

第 6 層 

        

 

4,950 2,350 27.9 0.355 
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図 3－5 一次元地震応答解析モデル 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（第３保管エリア）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 一次元地震応答解析モデル 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（第４保管エリア）） 

  

標高 
（EL m） 
速度層区分 

P 波速度 
Vp (m/s) 

S 波速度 
Vs (m/s) 

単位体積 
重量 

γ(kN/m3) 

動 
ﾎﾟｱｿﾝ比 

νd 

減衰 
定数 

h 

+25      

第 2 層 2,100 900 23.0 0.388 

0.03 

+24     

第 3 層 3,600 1,600 24.5 0.377 

-124     

第 4 層 4,000 1,950 24.5 0.344 

-157     

第 5 層 4,050 2,000 26.0 0.339 

-215     

第 5 層 4,050 2,000 26.0 0.339 

 

標高 
（EL m） 
速度層区分 

P 波速度 
Vp (m/s) 

S 波速度 
Vs (m/s) 

単位体積 
重量 

γ(kN/m3) 

動 
ﾎﾟｱｿﾝ比 

νd 

減衰 
定数 

h 

+8.5      

第 3 層 3,600 1,600 24.5 0.377 

0.03 

-126     

第 4 層 4,000 1,950 24.5 0.344 

-156     

第 5 層 4,050 2,000 26.0 0.339 

-215     

第 5 層 4,050 2,000 26.0 0.339 
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3.4 地震応答解析に用いる地震動 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを一次元波

動論により地震応答解析モデルの底面位置で評価したものを用いる。 

入力地震動算定の概念図を図 3－7 に示す。入力地震動の算定には，解析コ－ド「ＳＨＡＫ

Ｅ」，「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。 

 

 

図 3－7 地震応答解析に用いる地震動算定の概念図 

  

解放基盤モデル 地震応答解析モデル

地震応答解析

地表面

一次元波動論
による応答計算

解放基盤表面

EL-215m

EL-10m

反射波 入射波

基準地震動Ss

EL-215m

F0(=E0)

E0

F E 2E

地震動
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3.5 地震応答解析における解析ケ－ス 

保管場所における入力地震動の算定においては，地盤物性のばらつきの影響を考慮するため，

表 3－6に示す解析ケ－スを設定する。 

保管場所には主として岩盤が分布し，これらの地盤が地震時に保管場所における入力地震動

に影響を与えると判断されることから，これらの物性のばらつきについて影響を確認する。 

 

表3－6 解析ケ－ス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

解析ケ－ス 
材料物性 

（E0 ：ヤング係数） 

地盤物性 

（Gd：動せん断弾性係数 ） 

ケ－ス① 

基本ケ－ス 

設計基準強度 

平均値 

ケ－ス② 平均値＋1σ 

ケ－ス③ 平均値－1σ 
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4. 加速度応答スペクトルの算定 

保管場所における入力地震動の解析ケ－スより，最大応答加速度と加速度応答スペクトルを整

理する。 

なお，本資料では，表3－6に示す解析ケ－スのうち「基本ケ－ス」の算定結果を示す。 
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4.1 保管場所の最大応答加速度 

第１保管エリアの最大応答加速度（基本ケ－ス）を表4－1に，第２保管エリアの最大応答加

速度（基本ケ－ス）を表4－2に，第３保管エリアの最大応答加速度（基本ケ－ス）を表4－3に，

第４保管エリアの最大応答加速度（基本ケ－ス）を表4－4に示す。 

 

表 4－1 最大応答加速度（絶対値）（第１保管エリア） 

検討用 

地震動 

Ｓｓ－D Ｓｓ－F1 Ｓｓ－F2 Ｓｓ－N1 Ｓｓ－N2 

EW  NS EW  NS EW  NS 

水平方向 

(cm/s2) 
1,020 788 616 931 744 804 723 707 

鉛直方向 

(cm/s2) 
707 407 522 447 646 

 

表 4－2 最大応答加速度（絶対値）（第２保管エリア） 

検討用 

地震動 

Ｓｓ－D Ｓｓ－F1 Ｓｓ－F2 

 

Ｓｓ－N1 Ｓｓ－N2 

EW  NS 

水平方向 

(cm/s2) 
930 649＊1 968＊1 1225 886 677 

鉛直方向 

(cm/s2) 
1055 607＊2 808＊2 536 696 797 

注記＊１：EW 

＊２：NS 

 

表 4－3 最大応答加速度（絶対値）（第３保管エリア） 

検討用 

地震動 

Ｓｓ－D Ｓｓ－F1 Ｓｓ－F2 Ｓｓ－N1 Ｓｓ－N2 

EW  NS EW  NS EW  NS 

水平方向 

(cm/s2) 
713 484 475 645 467 579 464 464 

鉛直方向 

(cm/s2) 
452 268 349 262 399 
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表 4－4 最大応答加速度（絶対値）（第４保管エリア） 

検討用 

地震動 

Ｓｓ－D Ｓｓ－F1 Ｓｓ－F2 Ｓｓ－N1 Ｓｓ－N2 

EW  NS EW  NS EW  NS 

水平方向 

(cm/s2) 
726 495 482 662 468 583 461 465 

鉛直方向 

(cm/s2) 
465 286 360 273 405 
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4.2 可搬型重大事故等対処設備の保管場所（第１保管エリア） 

一次元地震応答解析により算定した可搬型重大事故等対処設備の保管場所（第１保管エリア）

の地表面における加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトルを図 4－1～図 4－13に示す。 
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図 4－1(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－1(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第１保管エリア）  
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図 4－2(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－2(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第１保管エリア）  
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図 4－3(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（NS）方向：Ｓｓ－F1） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－3(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（NS）方向：Ｓｓ－F1） 

（第１保管エリア）  
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図 4－4(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（EW）方向：Ｓｓ－F1） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－4(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（EW）方向：Ｓｓ－F1） 

（第１保管エリア）  
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図 4－5(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－5(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第１保管エリア）  
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図 4－6(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（NS）方向：Ｓｓ－F2） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－6(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（NS）方向：Ｓｓ－F2） 

（第１保管エリア）  
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図 4－7(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（EW）方向：Ｓｓ－F2） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－7(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（EW）方向：Ｓｓ－F2） 

（第１保管エリア）  
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図 4－8(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－8(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第１保管エリア）  
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図 4－9(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－9(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第１保管エリア）  
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図 4－10(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－10(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第１保管エリア）  

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m/
s
2 )

周期 (s)

減衰定数1%

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m/
s
2 )

周期 (s)

減衰定数8%

cm/s2 (7.61 s)MAX=447

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 5 10 15 20

加
速

度
(c
m/
s
2 )

時刻 (s)



 

32 

 

S
2
 
補
 Ⅵ

－
2
－
別
添

3
－
2 
R
0
 

 

 

 

 

 

 

図 4－11(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（NS）方向：Ｓｓ－N2） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－11(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（NS）方向：Ｓｓ－N2） 

（第１保管エリア）  
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図 4－12(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（EW）方向：Ｓｓ－N2） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－12(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（EW）方向：Ｓｓ－N2） 

（第１保管エリア）  

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m/
s
2 )

周期 (s)

減衰定数1%

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m/
s
2 )

周期 (s)

減衰定数8%

cm/s2 (25.96 s)MAX=-723

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
(c
m/
s
2 )

時刻 (s)



 

34 

 

S
2
 
補
 Ⅵ

－
2
－
別
添

3
－
2 
R
0
 

 

 

 

 

 

 

図 4－13(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第１保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

 

図 4－13(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第１保管エリア）  
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4.3 可搬型重大事故等対処設備の保管場所（第２保管エリア） 

二次元ＦＥＭ解析により算定した可搬型重大事故等対処設備の保管場所（第２保管エリア）の

地表面における加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトルを図 4－14～図 4－33に示す。 
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図 4－14(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第２保管エリア（短辺方向）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－14(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第２保管エリア（短辺方向））  
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図 4－15(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第２保管エリア（短辺方向）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－15(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第２保管エリア（短辺方向））  
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図 4－16(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－F1） 

（第２保管エリア（短辺方向）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－16(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－F1） 

（第２保管エリア（短辺方向））  
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図 4－17(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第２保管エリア（短辺方向）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－17(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第２保管エリア（短辺方向））  
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図 4－18(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－F2） 

（第２保管エリア（短辺方向）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－18(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－F2） 

（第２保管エリア（短辺方向））  
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図 4－19(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第２保管エリア（短辺方向）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－19(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第２保管エリア（短辺方向））  
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図 4－20(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第２保管エリア（短辺方向）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－20(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第２保管エリア（短辺方向））  
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図 4－21(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第２保管エリア（短辺方向）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－21(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第２保管エリア（短辺方向））  
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図 4－22(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（短辺方向））（1/2）  
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図 4－22(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（短辺方向））（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－22(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（短辺方向））  
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図 4－23(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（短辺方向））（1/2）  
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図 4－23(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（短辺方向））（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－23(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（短辺方向））  
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図 4－24(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第２保管エリア（長辺方向））（1/2）  
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図 4－24(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第２保管エリア（長辺方向））（2/2）  
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図 4－24(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第２保管エリア（長辺方向）） 
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図 4－25(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第２保管エリア（長辺方向））（1/2）  
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図 4－25(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第２保管エリア（長辺方向））（2/2）  
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図 4－25(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第２保管エリア（長辺方向）） 
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図 4－26(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－F1） 

（第２保管エリア（長辺方向））（1/2）  
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図 4－26(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－F1） 

（第２保管エリア（長辺方向））（2/2）  

cm/s2 (8.22 s)MAX=-503

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速
度

(c
m/
s
2 )

時刻 (s)

cm/s2 (8.21 s)MAX=-524

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速

度
(c
m/
s
2 )

時刻 (s)

cm/s2 (8.21 s)MAX=-551

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速

度
(c
m/
s
2 )

時刻 (s)

cm/s2 (8.21 s)MAX=-552

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速
度

(c
m/
s
2 )

時刻 (s)



 

56 

 

S
2
 
補
 Ⅵ

－
2
－
別
添

3
－
2 
R
0
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－26(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－F1） 

（第２保管エリア（長辺方向）） 
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図 4－27(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第２保管エリア（長辺方向））（1/2）  
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図 4－27(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第２保管エリア（長辺方向））（2/2）  
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図 4－27(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第２保管エリア（長辺方向）） 
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図 4－28(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－F2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（1/2）  

cm/s2 (13.83 s)MAX=-487

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速

度
(c
m/
s
2 )

時刻 (s)

cm/s2 (15.68 s)MAX=475

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速

度
(c
m/
s
2 )

時刻 (s)

cm/s2 (15.68 s)MAX=456

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速

度
(c
m/
s
2 )

時刻 (s)

cm/s2 (15.41 s)MAX=-468

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速

度
(c
m/
s
2 )

時刻 (s)



 

61 

 

S
2
 
補
 Ⅵ

－
2
－
別
添

3
－
2 
R
0
 

Ｓｓ－F2，節点番号 5604 

 

 

 

 

 

 

 

Ｓｓ－F2，節点番号 6455 

 

 

 

 

 

 

 

Ｓｓ－F2，節点番号 7214 

 

 

 

 

 

 

 

Ｓｓ－F2，節点番号 7572 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－28(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－F2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（2/2）  
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図 4－28(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－F2） 

（第２保管エリア（長辺方向）） 
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図 4－29(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（1/2）  
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図 4－29(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（2/2） 
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図 4－29(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第２保管エリア（長辺方向）） 
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図 4－30(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第２保管エリア（長辺方向））（1/2） 
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Ｓｓ－N1，節点番号 5604 

Ｓｓ－N1，節点番号 6455 

Ｓｓ－N1，節点番号 7214 

Ｓｓ－N1，節点番号 7572 

図 4－30(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第２保管エリア（長辺方向））（2/2） 
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図 4－30(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第２保管エリア（長辺方向）） 
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Ｓｓ－N1，節点番号 2197 

Ｓｓ－N1，節点番号 2650 

Ｓｓ－N1，節点番号 3510 

Ｓｓ－N1，節点番号 4425 

図 4－31(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第２保管エリア（長辺方向））（1/2） 
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Ｓｓ－N1，節点番号 5604 

Ｓｓ－N1，節点番号 6455 

Ｓｓ－N1，節点番号 7214 

Ｓｓ－N1，節点番号 7572 

図 4－31(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第２保管エリア（長辺方向））（2/2） 
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図 4－31(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第２保管エリア（長辺方向）） 
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Ｓｓ－N2(NS)，節点番号 2197 

Ｓｓ－N2(NS)，節点番号 2650 

Ｓｓ－N2(NS)，節点番号 3510 

Ｓｓ－N2(NS)，節点番号 4425 

図 4－32(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（1/4） 
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Ｓｓ－N2(NS)，節点番号 5604 

Ｓｓ－N2(NS)，節点番号 6455 

Ｓｓ－N2(NS)，節点番号 7214 

Ｓｓ－N2(NS)，節点番号 7572 

図 4－32(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（2/4） 
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Ｓｓ－N2(EW)，節点番号 2197 

Ｓｓ－N2(EW)，節点番号 2650 

Ｓｓ－N2(EW)，節点番号 3510 

Ｓｓ－N2(EW)，節点番号 4425 

図 4－32(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（3/4） 
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Ｓｓ－N2(EW)，節点番号 5604 

Ｓｓ－N2(EW)，節点番号 6455 

Ｓｓ－N2(EW)，節点番号 7214 

Ｓｓ－N2(EW)，節点番号 7572 

図 4－32(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（4/4） 
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図 4－32(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（長辺方向）） 
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図 4－33(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（1/4）  
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Ｓｓ－N2(NS)，節点番号 5604 
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図 4－33(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（2/4）  
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図 4－33(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（3/4）  
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Ｓｓ－N2(EW)，節点番号 5604 
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図 4－33(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（長辺方向））（4/4）  
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図 4－33(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第２保管エリア（長辺方向）） 
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4.4 可搬型重大事故等対処設備の保管場所（第３保管エリア） 

一次元地震応答解析により算定した可搬型重大事故等対処設備の保管場所（第３保管エリア）

の地表面における加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトルを図 4－34～図 4－46に示す。 
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図 4－34(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第３保管エリア） 

図 4－34(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第３保管エリア） 
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図 4－35(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第３保管エリア） 

図 4－35(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第３保管エリア） 
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図 4－36(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（NS）方向：Ｓｓ－F1） 

（第３保管エリア） 

図 4－36(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（NS）方向：Ｓｓ－F1） 

（第３保管エリア） 
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図 4－37(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（EW）方向：Ｓｓ－F1） 

（第３保管エリア） 

図 4－37(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（EW）方向：Ｓｓ－F1） 

（第３保管エリア） 
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図 4－38(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第３保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－38(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第３保管エリア） 
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図 4－39(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（NS）方向：Ｓｓ－F2） 

（第３保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－39(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（NS）方向：Ｓｓ－F2） 

（第３保管エリア） 
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図 4－40(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（EW）方向：Ｓｓ－F2） 

（第３保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－40(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（EW）方向：Ｓｓ－F2） 

（第３保管エリア） 
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図 4－41(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第３保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－41(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第３保管エリア） 
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図 4－42(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第３保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－42(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第３保管エリア） 
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図 4－43(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第３保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－43(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第３保管エリア） 

  

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m/
s
2 )

周期 (s)

減衰定数8%

cm/s2 (7.56 s)MAX=-262

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 5 10 15 20

加
速
度

(c
m/
s
2 )

時刻 (s)



 

93 

 

S
2
 
補
 Ⅵ

－
2
－
別
添

3
－
2 
R
0
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－44(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（NS）方向：Ｓｓ－N2） 

（第３保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－44(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（NS）方向：Ｓｓ－N2） 

（第３保管エリア） 
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図 4－45(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（EW）方向：Ｓｓ－N2） 

（第３保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－45(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（EW）方向：Ｓｓ－N2） 

（第３保管エリア） 
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図 4－46(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第３保管エリア） 

図 4－46(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第３保管エリア） 
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4.5 可搬型重大事故等対処設備の保管場所（第４保管エリア） 

一次元地震応答解析により算定した可搬型重大事故等対処設備の保管場所（第４保管エリア）

の地表面における加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトルを図 4－47～図 4－59に示す。 
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図 4－47(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第４保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

図 4－47(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－D） 

（第４保管エリア）  
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図 4－48(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第４保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

図 4－48(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－D） 

（第４保管エリア）  
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図 4－49(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（NS）方向：Ｓｓ－F1） 

（第４保管エリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%） 

図 4－49(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（NS）方向：Ｓｓ－F1） 

（第４保管エリア）  
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図 4－50(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（EW）方向：Ｓｓ－F1） 

（第４保管エリア） 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%）

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%）

図 4－50(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（EW）方向：Ｓｓ－F1） 

（第４保管エリア） 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m/
s
2 )

周期 (s)

減衰定数1%

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m/
s
2 )

周期 (s)

減衰定数8%

cm/s2 (8.11 s)MAX=495

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速
度

(c
m/
s
2 )

時刻 (s)



101 

S
2
 
補

 Ⅵ
－
2
－
別
添

3
－
2 
R
0
 

図 4－51(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第４保管エリア） 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%）

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%）

図 4－51(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－F1） 

（第４保管エリア） 
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図 4－52(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（NS）方向：Ｓｓ－F2） 

（第４保管エリア） 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%）

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%）

図 4－52(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（NS）方向：Ｓｓ－F2） 

（第４保管エリア） 
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図 4－53(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（EW）方向：Ｓｓ－F2） 

（第４保管エリア） 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%）

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%）

図 4－53(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（EW）方向：Ｓｓ－F2） 

（第４保管エリア） 
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図 4－54(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第４保管エリア） 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%）

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%）

図 4－54(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－F2） 

（第４保管エリア） 
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図 4－55(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第４保管エリア） 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%）

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%）

図 4－55(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平方向：Ｓｓ－N1） 

（第４保管エリア） 
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図 4－56(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第４保管エリア） 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%）

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%）

図 4－56(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－N1） 

（第４保管エリア） 
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図 4－57(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（NS）方向：Ｓｓ－N2） 

（第４保管エリア） 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%）

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%）

図 4－57(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（NS）方向：Ｓｓ－N2） 

（第４保管エリア） 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m/
s
2 )

周期 (s)

減衰定数1%

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m/
s
2 )

周期 (s)

減衰定数8%

cm/s2 (24.96 s)MAX=-465

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 10 20 30 40 50 60

加
速
度

(c
m/
s
2 )

時刻 (s)



108 

S
2
 
補

 Ⅵ
－
2
－
別
添

3
－
2 
R
0
 

 

図 4－58(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（水平（EW）方向：Ｓｓ－N2） 

（第４保管エリア） 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%）

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%）

図 4－58(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（水平（EW）方向：Ｓｓ－N2） 

（第４保管エリア） 
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図 4－59(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第４保管エリア） 

(a) 加速度応答スペクトル（減衰定数 1%）

(b) 加速度応答スペクトル（減衰定数 8%）

図 4－59(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（鉛直方向：Ｓｓ－N2） 

（第４保管エリア） 
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Ⅵ-2-別添 3-3 可搬型重大事故等対処設備のうち車両型設備の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算の方針」(以下「別添 3－1」

という。)に示すとおり，可搬型重大事故等対処設備のうち車両型設備が地震後において，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対し，十分な構造強度及び機能維持を有するとともに，当該設備による

波及的影響を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを説明するもの

である。その耐震評価は，加振試験，構造強度評価，転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評

価により行う。 

 

2. 基本方針 

別添 3－1の「2. 耐震評価の基本方針」に示す構造計画のとおり，車両型設備の「2.1 配置」

及び「2.2 構造概要」を示す。 

 

2.1 配置 

車両型設備は，別添 3－1の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとおり，第１保管エ

リア，第２保管エリア，第３保管エリア及び第４保管エリアに分散して保管する。これらの保

管場所を図 2－1に示す。 
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図 2－1 車両型設備の保管場所位置図 
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2.2 構造概要 

車両型設備の構造は，別添 3－1の「2.1 評価対象設備」に示す構造計画としており，車両型

設備の構造計画を表 2－1に，車両型設備の構造図を図 2－2～図 2－12に示す。 

表 2－1 車両型設備の構造計画(1/3) 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

タンクローリ

（タイプⅠ）

サスペンションを有し，自

走にて移動できる構造*と

し，車両，タンク及びポン

プにより構成する。 

タンク及びポンプは，トラックの

荷台に直接支持構造物である取付

ボルトにて固定し，保管場所に固

定せずに保管する。 

図 2－2 

タンクローリ

（タイプⅡ）

サスペンションを有し，自

走にて移動できる構造*と

し，車両，タンク及びポン

プにより構成する。 

タンク及びポンプは，トラックの

荷台に直接支持構造物である取付

ボルトにて固定し，保管場所に固

定せずに保管する。 

図 2－3 

大量送水車 

サスペンションを有し，自

走にて移動できる構造*と

し，車両，ポンプ及び発電

機により構成する。 

ポンプ及び発電機は，コンテナに

直接支持構造物である取付ボルト

にて固定する。ポンプ及び発電機

を収納したコンテナは，間接支持

構造物であるトラックに積載し取

付ボルトにより固定し，保管場所

に固定せずに保管する。 

図 2－4 

高圧発電機車 

（タイプⅠ）

サスペンションを有し，自

走にて移動できる構造*と

し，車両，発電機及び内燃

機関により構成する。 

発電機及び内燃機関は，コンテナ

に直接支持構造物である取付ボル

トにて固定する。発電機及び内燃

機関を収納したコンテナは，間接

支持構造物であるトラックに積載

し取付ボルトにより固定し，保管

場所に固定せずに保管する。 

図 2－5 

高圧発電機車 

（タイプⅡ）

サスペンションを有し，自

走にて移動できる構造*と

し，車両，発電機及び内燃

機関により構成する。 

発電機及び内燃機関は，コンテナ

に直接支持構造物である取付ボル

トにて固定する。発電機及び内燃

機関を収納したコンテナは，間接

支持構造物であるトラックに積載

し取付ボルトにより固定し，保管

場所に固定せずに保管する。 

図 2－6 

注記＊：早期の重大事故等への対処を考慮し移動機能を有するとともに，地震に対する影響を軽減

できる構造として，サスペンションを有している。 
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表 2－1 車両型設備の構造計画(2/3) 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

移動式代替熱交

換設備 

サスペンションを有し，ト

ラクタにて連結したトレ

ーラを牽引して移動でき

る構造*とし，車両，熱交換

器及びポンプにより構成

する。 

熱交換器及びポンプは，コンテナ

に直接支持構造物である取付ボル

トにて固定する。熱交換器及びポ

ンプを収納したコンテナは，間接

支持構造物であるトレーラに積載

し，取付ボルトにより固定し，保

管場所に固定せずに保管する。 

図 2－7 

大型送水ポンプ

車（原子炉補機代

替冷却系用） 

サスペンションを有し，自

走にて移動できる構造*と

し，車両，ポンプ及び内燃

機関により構成する。 

ポンプ及び内燃機関はコンテナに

直接支持構造物である取付ボルト

にて固定する。ポンプ及び内燃機

関を収納したコンテナは，間接支

持構造物であるトラックに積載し

取付ボルトにより固定し，保管場

所に固定せずに保管する。 

図 2－8 

大型送水ポンプ

車（原子炉建物放

水設備用） 

サスペンションを有し，自

走にて移動できる構造*と

し，車両，ポンプ及び内燃

機関により構成する。 

ポンプ及び内燃機関はコンテナに

直接支持構造物である取付ボルト

にて固定する。ポンプ及び内燃機

関を収納したコンテナは，間接支

持構造物であるトラックに積載し

取付ボルトにより固定し，保管場

所に固定せずに保管する。 

図 2－9 

可搬式窒素供給

装置 

サスペンションを有し，自

走にて移動できる構造*と

し，車両，窒素ガス発生装

置，空気圧縮機，昇圧機及

び発電機により構成する。 

窒素ガス発生装置，空気圧縮機，

昇圧機及び発電機は，コンテナに

直接支持構造物である取付ボルト

にて固定する。窒素ガス発生装置，

空気圧縮機，昇圧機及び発電機を

収納したコンテナは，間接支持構

造物であるトラックに積載し取付

ボルトにより固定し，保管場所に

固定せず保管する。 

図 2－10 

注記＊：早期の重大事故等への対処を考慮し移動機能を有するとともに，地震に対する影響を軽減

できる構造として，サスペンションを有している。 
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表 2－1 車両型設備の構造計画(3/3) 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

緊急時対策所用

発電機 

サスペンションを有し，自

走にて移動できる構造*と

し，車両，発電機及び内燃機

関により構成する。 

発電機及び内燃機関は，コンテナ

に直接支持構造物である取付ボル

トにて固定する。発電機及び内燃

機関を収納したコンテナは，間接

支持構造物であるトラックに積載

し取付ボルトにより固定し，保管

場所に固定せずに保管する。 

図 2－11 

第１ベントフィ

ルタ出口水素濃

度 

サスペンションを有し，自

走にて移動できる構造*と

し，車両，分析計ラック，ポ

ンプラック，チラーユニッ

ト及び制御盤により構成す

る。 

分析計ラック，ポンプラック，チ

ラーユニット及び制御盤は，コン

テナに直接支持構造物である取付

ボルトにて固定する。分析計ラッ

ク，ポンプラック，チラーユニッ

ト及び制御盤を収納したコンテナ

は間接支持構造物であるトラック

に搭載し取付ボルトにより固定

し，保管場所に固定せずに保管す

る。 

図 2－12 

注記＊：早期の重大事故等への対処を考慮し移動機能を有するとともに，地震に対する影響を軽減 

できる構造として，サスペンションを有している。 
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図 2－2 タンクローリ（タイプⅠ）の構造図(単位:㎜) 

図 2－3 タンクローリ（タイプⅡ）の構造図(単位:㎜) 
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図 2－4 大量送水車の構造図(単位:mm) 

図 2－5 高圧発電機車（タイプⅠ）の構造図(単位:mm) 
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図 2－6 高圧発電機車（タイプⅡ）の構造図(単位:mm) 

図 2－7 移動式代替熱交換設備の構造図(単位:mm) 
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図 2－8 大型送水ポンプ車（原子炉補機代替冷却系用）の 

構造図(単位:㎜) 

図 2－9 大型送水ポンプ車（原子炉建物放水設備用）の 

構造図(単位:㎜) 
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図 2－10 可搬式窒素供給装置の構造図(単位:㎜) 

 

 

 

 

図 2－11 緊急時対策所用発電機の構造図(単位:㎜) 
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図 2－12 第１ベントフィルタ出口水素濃度の構造図(単位:㎜) 
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2.3 固縛装置 

保管場所のうち第３保管エリアに保管するタンクローリ，大量送水車及び高圧発電機車は，

竜巻襲来時に飛散し，波及的影響を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼす

ことを防止するため，固縛装置を設置する。固縛装置は，「連結材」と連結材を固定するための

「固定材(基礎部含む)」から構成される。図 2－13に固縛装置の構造概要を示す。 

「連結材」は，車両型設備を胴巻きにする胴巻きロープ（高強度繊維ロープ）と固定材との取

り合いとなるサイドロープ（ナイロン製ロープ）で構成されている。サイドロープは，車両型

設備の特徴であるサスペンションの耐震性(振動抑制効果)を損なわないよう余長を持たせて

いる。「固定材」は，ベースプレートとロータリーアイボルトで構成され，「基礎部」は固定材

と基礎を定着する接着系アンカーボルト及び基礎で構成されている。 

なお，固縛装置を車両型設備に設置する場合，地震時の車両型設備の移動等の挙動により固

縛装置が作用して，車両型設備の重大事故等に対処するために必要な機能に影響を与えること

のないように，以下の設計とする。 

・固縛装置の余長を十分に設けることにより地震時に作用させない設計とする。ここで，十

分な余長とは，地震に伴う車両型設備のすべり及び傾きによる変位が生じた場合でも，固

縛装置が展張せず，また，固定材にタイヤが干渉しない余長のことを示す。 

固縛装置は，竜巻対策として設置することを目的としており，その設計方針，構造計画等の

詳細については，Ⅵ-1-1-3-3「竜巻への配慮に関する説明書」に，竜巻対策としての固縛装置

の強度計算の基本方針については，Ⅵ-3-別添 1-3「固縛装置の強度計算の方針」に，固縛装

置の連結材(ロープ)の余長，固縛装置の強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 1-15

「固縛装置の強度計算書」に示す。 

 

 

図 2－13 固縛装置の構造概要 
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2.4 評価方針 

車両型設備の評価方針を以下に示し，評価方法の一覧を表 2－2に，耐震評価フローを図 2－

14に示す。 

 

(1) 構造強度評価 

車両型設備は，別添 3－1の「2.2(1) 車両型設備」にて設定した構造強度評価の方針に従い，

直接支持構造物及び間接支持構造物に対する構造強度評価を実施する。 

車両型設備の構造強度評価は，「3. 加振試験」にて得られた評価部位頂部の加速度を用い，

「4. 構造強度評価」に示す方法により，車両型設備の評価部位に作用する応力が許容限界を満

足することを確認する。確認結果を「9. 評価結果」に示す。 

別添 3－1 の「2.2 評価方針」に示す評価部位のうち直接支持構造物としての取付ボルトの

構造強度評価については，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に規定されているその他の支持構造物

の評価に従い実施する。間接支持構造物としての取付ボルトについては，直接支持構造物の構

造強度評価に準じて実施する。 

 

(2) 転倒評価 

車両型設備は，別添 3－1の「2.2(1) 車両型設備」にて設定した転倒評価の方針に従い，転

倒評価を実施する。 

車両型設備の転倒評価は，「5. 転倒評価」に示す方法により，「3. 加振試験」における加振

試験を行い，車両型設備が転倒していないことを確認し，保管場所の地表面の最大応答加速度

と，加振試験により転倒しないことを確認した加振台の最大加速度との比較を行い，許容限界

を満足することを確認する。確認結果を「9. 評価結果」に示す。 

 

 (3) 機能維持評価 

車両型設備は，別添 3－1の「2.2(1) 車両型設備」にて設定した機能維持評価の方針に従い，

支持機能，移動機能，動的及び電気的機能維持評価を実施する。 

車両型設備の機能維持評価は，「6. 機能維持評価」に示す方法により，「3. 加振試験」にお

ける加振試験にて，加振試験後に支持機能及び移動機能，並びにポンプの送水機能，発電機の

発電機能，内燃機関の駆動機能等の動的及び電気的機能を維持できることを確認し，保管場所

の地表面の最大応答加速度と，加振試験により支持機能，移動機能，動的及び電気的機能を維

持できることを確認した加振台の最大加速度との比較を行い，許容限界を満足することを確認

する。確認結果を「9. 評価結果」に示す。 

 

(4) 波及的影響評価 

車両型設備は，別添 3－1の「2.2(1) 車両型設備」にて設定した波及的影響評価の方針に従

い，波及的影響評価を実施する。 

車両型設備の波及的影響評価は，「7. 波及的影響評価」に示す方法により，「3. 加振試験」

における加振試験にて確認した車両型設備のすべり及び傾きによる最大変位量が，許容限界を



 

14 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
3-
3 
R0
 

 

 
満足することを確認する。確認結果を「9. 評価結果」に示す。 
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図 2－14 車両型設備の耐震評価フロー 
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表 2－2 車両型設備の評価方法 

設備名称 車両種別 設備種別 
構造強度評価 

転倒評価 
機能維持 

評価 

波及的影響

評価 直接支持構造物 間接支持構造物 

タンクローリ 

（タイプⅠ） 
トラック タンクローリ 加振試験＋応力計算 ― 加振試験 加振試験 加振試験 

タンクローリ 

（タイプⅡ） 
トラック タンクローリ 加振試験＋応力計算 ― 加振試験 加振試験 加振試験 

大量送水車 トラック ポンプ車 加振試験＋応力計算 加振試験＋応力計算 加振試験 加振試験 加振試験 

高圧発電機車 

（タイプⅠ） 
トラック 発電機車 加振試験＋応力計算 加振試験＋応力計算 加振試験 加振試験 加振試験 

高圧発電機車 

（タイプⅡ） 
トラック 発電機車 加振試験＋応力計算 加振試験＋応力計算 加振試験 加振試験 加振試験 

移動式代替熱交換設備 
トラクタ・

トレーラ 
熱交換器車 加振試験＋応力計算 加振試験＋応力計算 加振試験 加振試験 加振試験 

大型送水ポンプ車（原子

炉補機代替冷却系用） 
トラック ポンプ車 加振試験＋応力計算 加振試験＋応力計算 加振試験 加振試験 加振試験 

大型送水ポンプ車（原子

炉建物放水設備用） 
トラック ポンプ車 加振試験＋応力計算 加振試験＋応力計算 加振試験 加振試験 加振試験 

可搬式窒素供給装置 トラック 
窒素供給 

装置車 
加振試験+応力計算 加振試験+応力計算 加振試験 加振試験 加振試験 

緊急時対策所用発電機 トラック 発電機車 加振試験＋応力計算 加振試験＋応力計算 加振試験 加振試験 加振試験 

第１ベントフィルタ出口

水素濃度 
トラック 水素分析車 加振試験＋応力計算 加振試験＋応力計算 加振試験 加振試験 加振試験 
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2.5 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984((社)日本電気協会)  

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987((社)日本電気協会) 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版((社)日本電気協会) 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格((社)日本機械学会，2005/2007) 
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3. 加振試験 

3.1 基本方針 

別添 3－1の「4.1(1) 加振試験」にて設定した基本方針に従い，加振試験を実施する。 

加振試験は，以下の「3.2 入力地震動」に示す入力地震動を用いて，「3.3 試験方法」に示す

方法により，「4. 構造強度評価」に用いる評価部位頂部の最大応答加速度，「5. 転倒評価」に

用いる転倒の有無，「6. 機能維持評価」に用いる加振台の最大加速度及び「7. 波及的影響評

価」に用いる車両型設備の最大変位量を求める。 

 

3.2 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-別添 3-2「可搬型重大事故等対処設備の保管エリア等における入力地震

動」に示す，第１保管エリア，第２保管エリア，第３保管エリア及び第４保管エリアの基準地

震動Ｓｓ（Ｄ，Ｆ１，Ｆ２，Ｎ１，Ｎ２）に基づき作成する設計用床応答スペクトルをおおむ

ね上回るよう作成したランダム波とする。 

加振試験の入力地震動は，保管場所における入力地震動を各対象設備の固有周期帯において

上回り，かつ周期全体としておおむね上回るように設定する。 

 

3.3 試験方法 

車両型設備を実際の保管状態を模擬した状態で加振台に設置し，「3.2 入力地震動」に示すラ

ンダム波を入力地震動として加振試験を行い，評価部位頂部の最大応答加速度，加振試験後に

転倒していないこと，加振台の最大加速度及び車両型設備の最大変位量を確認する。 

また，加振試験は水平方向と鉛直方向の同時入力で行う。 

・加振波 ：「3.2 入力地震動」にて設定したランダム波 

・加振方向：「水平（走行軸方向）＋鉛直」及び「水平（走行軸直角方向）＋鉛直」（２軸加

振）又は「水平（走行軸方向）＋水平（走行軸直角方向）+鉛直」（３軸加振） 

加振波の最大加速度と振動台の制限加速度の関係上，２軸加振及び３軸加振の使い分けを行

うこととし，タンクローリ（タイプⅠ），タンクローリ（タイプⅡ），移動式代替熱交換設備及

び緊急時対策所発電機については２軸加振を実施し，その他の車両型設備については，３軸加

振を実施する。 

 

3.4 試験結果 

加振試験により得られた結果を表 3－1に示す。 
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表 3－1 加振試験結果(1/3) 

設備名称 評価部位 

評価部位頂部の最大応答加速度

（×9.8m/s2） 転倒の 

有無 

加振台の最大 

加速度 

（×9.8m/s2） 

車両型設備の最大変位量 

（mm） 

水平（走行軸方向／

走行軸直角方向） 
鉛直 水平 鉛直 

走行軸 

方向 

走行軸直角

方向 

タンクローリ 

（タイプⅠ） 

タンク取付ボルト 2.31／5.00 4.00 
無 1.15 1.35 2580 1224 

ポンプ取付ボルト 1.48／3.28 4.87 

タンクローリ 

（タイプⅡ） 

タンク取付ボルト 1.41／2.53 1.59 
無 1.56 1.03 2390 1469 

ポンプ取付ボルト 0.95／1.65 1.55 

大量送水車 

（第１，第３及び第

４保管エリア） 

ポンプ取付ボルト 1.06／0.89 1.36 

無 1.42 0.94 410 965 発電機取付ボルト 1.18／1.85 1.30 

コンテナ取付ボルト 1.08／2.09 2.73 

大量送水車 

（第２保管エリア） 

ポンプ取付ボルト 1.05／1.29 1.96 

無 1.49 1.12 410 1205 発電機取付ボルト 1.53／1.69 2.31 

コンテナ取付ボルト 1.26／2.43 3.51 

高圧発電機車 

（タイプⅠ） 

発電機／内燃機関取付ボルト 0.92／3.08 1.0 
無 1.49 1.09 230 738 

コンテナ取付ボルト 0.92／3.08 1.0 

高圧発電機車 

（タイプⅡ） 

発電機／内燃機関取付ボルト 0.53／1.49 1.10 
無 1.49 1.09 60 892 

コンテナ取付ボルト 2.46／2.89 3.22 
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表 3－1 加振試験結果(2/3) 

設備名称 評価部位 

評価部位頂部の最大応答加速度 

（×9.8m/s2） 転倒の 

有無 

加振台の最大 

加速度 

（×9.8m/s2） 

車両型設備の最大変位量 

（mm） 

水平（走行軸方向／

走行軸直角方向） 
鉛直 水平 鉛直 

走行軸 

方向 

走行軸直角

方向 

移動式代替熱交換設

備 

熱交換器取付ボルト 0.97／1.03 1.64 

無 1.51 0.95 510 1921 ポンプ取付ボルト 2.26／3.78 1.55 

コンテナ取付ボルト 0.77／1.52 1.10 

大型送水ポンプ車

（原子炉補機代替冷

却系用） 

ポンプ取付ボルト 0.76／0.85 1.14 

無 1.50 1.05 190 730 内燃機関取付ボルト 1.22／2.17 1.29 

コンテナ取付ボルト 0.54／2.17 1.29 

大型送水ポンプ車

（原子炉建物放水設

備用） 

ポンプ取付ボルト 0.76／0.85 1.14 

無 1.50 1.05 190 730 内燃機関取付ボルト 1.22／2.17 1.29 

コンテナ取付ボルト 0.54／2.17 1.29 

可搬式窒素供給装置 

窒素ガス発生装置取付ボルト 1.03／1.71 0.99 

無 1.48 1.05 0 857 

空気圧縮機取付ボルト 1.06／1.20 1.22 

昇圧機取付ボルト 1.40／1.59 1.22 

発電機取付ボルト 0.96／1.77 1.49 

コンテナ取付ボルト 1.05／2.38 1.91 
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表 3－1 加振試験結果(3/3) 

設備名称 評価部位 

評価部位頂部の最大応答加速度 

（×9.8m/s2） 転倒の 

有無 

加振台の最大 

加速度 

（×9.8m/s2） 

車両型設備の最大変位量 

（mm） 

水平（走行軸方向／走

行軸直角方向） 
鉛直 水平 鉛直 

走行軸 

方向 

走行軸直角

方向 

緊急時対策所用発電

機 

発電機／内燃機関取付ボルト 0.96／1.72 1.18 
無 1.52 1.02 1570 2015 

コンテナ取付ボルト 1.36／1.84 1.60 

第１ベントフィルタ

出口水素濃度 

分析計ラック取付ボルト 0.77／1.21 2.58 

無 1.48 1.05 270 951 

サンプルポンプラック取付 

ボルト 
0.85／1.49 1.27 

チラーユニット取付ボルト 1.30／1.59 1.88 

制御盤取付ボルト 0.78／1.43 2.21 

コンテナ取付ボルト 0.77／1.21 2.58 
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4. 構造強度評価 

4.1 基本方針 

車両型設備の構造強度評価は，別添 3－1 の「2.2 評価方針」で設定した評価方針に

従って，構造強度評価を実施する。 

車両型設備の構造強度評価は，「4.2 評価部位」に示す評価部位が，「4.3 荷重及び

荷重の組合せ」に示す荷重及び荷重の組合せに対し，「4.4 許容限界」に示す許容応力

を満足することを，「4.5 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

4.2 評価部位 

車両型設備の評価部位は，別添 3－1 の「2.2 評価方針」で設定した評価部位に従っ

て設定する。評価部位を表 4－1 に示す。 
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表 4－1 車両型設備の直接支持構造物及び間接支持構造物評価部位 

設備名称 
評価部位 

図 
直接支持構造物 間接支持構造物 

タンクローリ 

（タイプⅠ） 

タンク取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 
― 図 2－2 

タンクローリ 

（タイプⅡ） 

タンク取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 
― 図 2－3 

大量送水車 
ポンプ取付ボルト 

発電機取付ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 
図 2－4 

高圧発電機車 

（タイプⅠ） 

発電機／内燃機関 

取付ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 
図 2－5 

高圧発電機車 

（タイプⅡ） 
発電機／内燃機関取付ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 
図 2－6 

移動式代替熱交換設備 
熱交換器取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 
図 2－7 

大型送水ポンプ車（原

子炉補機代替冷却系

用） 

ポンプ取付ボルト 

内燃機関取付ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 
図 2－8 

大型送水ポンプ車（原

子炉建物放水設備用） 

ポンプ取付ボルト 

内燃機関取付ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 
図 2－9 

可搬式窒素供給装置 

窒素ガス発生装置取付ボルト 

空気圧縮機取付ボルト 

昇圧機取付ボルト 

発電機取付ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 
図 2－10 

緊急時対策所用発電機 発電機／内燃機関取付ボルト 
コンテナ取付 

ボルト 
図 2－11 

第１ベントフィルタ出

口水素濃度 

分析計ラック取付ボルト 

サンプルポンプラック取付ボルト 

チラーユニット取付ボルト 

制御盤取付ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 
図 2－12 
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4.3 荷重及び荷重の組合せ 

車両型設備の構造強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，別添 3－1 の「3.1 荷

重及び荷重の組合せ」で設定した荷重及び荷重の組合せを用いる。 

車両型設備の構造強度評価に用いる荷重の組合せを表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 荷重の組合せ 

設備名称 評価部位 荷重の組合せ 

車両型設備 取付ボルト Ｄ＋Ｓｓ 

 

4.4 許容限界 

車両型設備の直接支持構造物及び間接支持構造物の許容限界は，「4.2 評価部位」に

て設定した評価部位の破断延性限界を考慮し，別添 3－1 の「3.2 許容限界」で設定し

た許容限界に従い，許容応力状態ⅣＡＳの許容応力とする。 

評価部位の許容限界を表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 取付ボルトの許容限界 

評価部位 荷重の組合せ 許容応力状態 

許容限界*１,*２ 

一次応力 

引張り*３ せん断*３ 

取付ボルト Ｄ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
* 1.5・ｆs

* 

注記＊１：ｆｔ
*，ｆｓ

*は，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3121.1(1)a.本文中Ｓｙ  

を 1.2・Ｓｙと読み替えて算出した値（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-

3133）。ただし，Ｓｙ及び 0.7・Ｓｕのいずれか小さい方の値とする。 

＊２：ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設   

定する。 

   ＊３：ボルトにせん断力が作用する場合，組合せ評価を実施する。その際の許容引 

張応力ｆｔｓは，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007 SSB-3133 に基づき，ｆｔｓ 

＝Min[1.4・ｆｔｏ－1.6・τｂ，ｆｔｏ]とする。ここで，ｆｔｏは 1.5・ｆｔ
＊と 

する。 

なお，ｆｔｓは引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力をい

い，ｆｔｏは引張力のみを受けるボルトの許容引張応力をいう。 
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4.5 評価方法 

車両型設備の直接支持構造物及び間接支持構造物の構造強度評価は，別添 3－1 の

「4.1(2) 構造強度評価」で設定した計算式に従って，評価部位について，ＪＥＡＧ４６

０１-1987 に規定されているポンプ等の取付ボルトの評価方法を用いて発生応力を算出

し，許容応力以下であることを確認する。 

評価については，表 3－1 に示す加振試験で測定された評価部位頂部の加速度を設計

用加速度とし，発生応力を算出し，構造強度評価を行う。 

 

(1) 評価に使用する記号及び計算モデルの説明 

構造強度評価に使用する記号を表 4－4に，計算モデル例を図 4－1～図 4－13に示す。 

取付ボルト①については，タンクローリ（タイプⅠ），タンクローリ（タイプⅡ）及び

大量送水車のポンプ以外の評価部位について適用し，取付ボルト②については，タンク

ローリ（タイプⅠ），タンクローリ（タイプⅡ）に適用し，取付ボルト③及び④について

は，大量送水車のポンプに適用する。 

また，取付ボルト⑤については，大量送水車及び可搬式窒素供給装置のコンテナ並び   

にタンクローリ（タイプⅠ）及びタンクローリ（タイプⅡ）のタンク以外の評価部位に

ついて適用し，取付ボルト⑥については，大量送水車，可搬式窒素供給装置のコンテナ

に適用し，取付ボルト⑦については，タンクローリ（タイプⅠ）及びタンクローリ（タ

イプⅡ）のタンクに適用する。なお，第１ベントフィルタ出口水素濃度のコンテナにつ

いては，取付ボルト⑤及び取付ボルト⑥を適用する。 

なお，式 4.15～式 4.18 及び式 4.20～式 4.28 については，垂直ボルトの発生応力を

計算する際には，斜めボルトも垂直ボルトとして扱い，斜めボルトの発生応力を計算す

る際には，垂直ボルトも斜めボルトとして扱うとともに，取付角度は全てのボルトで同

様であるものとして計算する。 
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表 4－4 構造強度評価に使用する記号 

記号 単位 記号の説明 

Ａｂ mm2 取付ボルトの軸断面積 

ａＨ m/s2 設計用水平加速度 

ａＰ m/s2 回転体振動による加速度 

ａＶ m/s2 設計用鉛直加速度 

ｇ m/s2 重力加速度 

ｈ mm 据付面から重心位置までの高さ 

Ｌ mm 重心位置と取付ボルト間の水平方向距離 

ℓｉ mm 
支点としている取付ボルトより評価に用いる取付ボルトまでの距

離（ｉは転倒支点から距離の長い順に番号取りをする。） 

ｍ kg 機器の保管時質量 

ＭＰ N･mm 回転体回転により働くモーメント 

Ｎｉ － 引張力又はせん断力の作用する取付ボルトの本数 

ｎ － 取付ボルトの総本数 

θ ° 設備に対する取付ボルトの角度 

σｂ MPa 取付ボルトの最大引張応力 

σ1 MPa タンクローリの垂直ボルトに働く引張応力 

σ2 MPa タンクローリの斜めボルトに働く引張応力 

σ3 MPa タンクローリの斜めボルトに働く引張応力 

τｂ MPa 取付ボルトの最大せん断応力 

τ1 MPa タンクローリの垂直ボルトに働くせん断応力 

τ2 MPa タンクローリの斜めボルトに働くせん断応力 

τ3 MPa タンクローリの斜めボルトに働くせん断応力 

 

  



 

27 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
3-
3 
R0
 

 

 
 

 

図 4－1 直接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト①軸直角方向転倒－１(ｇ-ａＶ-ａＰ)≧０の場合) 

 

 

 

図 4－1 直接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト①軸直角方向転倒－２(ｇ-ａＶ-ａＰ)＜０の場合) 
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図 4－2 直接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト①軸方向転倒－１(ｇ-ａＶ-ａＰ)≧０の場合) 

 

 

図 4－2 直接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト①軸方向転倒－２(ｇ-ａＶ-ａＰ)＜０の場合) 
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図 4－3 直接支持構造物の計算モデル例 

(取付ボルト②軸直角方向転倒) 

 

 

 

図 4－4 直接支持構造物の計算モデル例 

(取付ボルト②軸方向転倒) 
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図 4－5 直接支持構造物の計算モデル例 

(取付ボルト③ 大量送水車ポンプ取付ボルト（横付）) 

 

 

 

 

図 4－6 直接支持構造物の計算モデル例 

(取付ボルト④ 大量送水車ポンプ取付ボルト（垂直）) 
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図 4－7 間接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト⑤軸直角方向転倒－１(ｇ-ａＶ)≧０の場合) 

 

 

 

図 4－7 間接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト⑤軸直角方向転倒－２(ｇ-ａＶ)＜０の場合) 
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図 4－8 間接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト⑤軸方向転倒－１(ｇ-ａＶ)≧０の場合) 

 

 

 

図 4－8 間接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト⑤軸方向転倒－２(ｇ-ａＶ)＜０の場合) 
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図 4－9 間接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト⑥軸直角方向転倒－１(ｇ-ａＶ)≧０の場合) 

 

 

 

図 4－9 間接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト⑥軸直角方向転倒－２(ｇ-ａＶ)＜０の場合) 
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図 4－10 間接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト⑥軸方向転倒－１(ｇ-ａＶ)≧０の場合) 

 

 

 

図 4－10 間接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト⑥軸方向転倒－２(ｇ-ａＶ)＜０の場合) 
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図 4－11 間接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト⑦軸直角方向転倒－１(ｇ-ａＶ)≧０の場合) 

 

 

 

図 4－11 間接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト⑦軸直角方向転倒－２(ｇ-ａＶ)＜０の場合) 
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図 4－12 間接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト⑦軸方向転倒（垂直ボルト転倒支点）－１(ｇ-ａＶ)≧０の場合) 

 

 

 

図 4－12 間接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト⑦軸方向転倒（垂直ボルト転倒支点）－２(ｇ-ａＶ)＜０の場合) 
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図 4－13 間接支持構造物の計算モデル例(1/2) 

(取付ボルト⑦軸方向転倒（斜めボルト転倒支点）－１(ｇ-ａＶ)≧０の場合) 

 

 

 

図 4－13 間接支持構造物の計算モデル例(2/2) 

(取付ボルト⑦軸方向転倒（斜めボルト転倒支点）－２(ｇ-ａＶ)＜０の場合) 
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a. 直接支持構造物の計算式 

(a) 図 4－1及び図 4－2の場合の引張応力 

なお，図 4－2の場合のボルトについては，回転体回転により働くモーメントは作用し

ない。 

σｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)・ｈ＋ＭＰ－ｍ・(ｇ－ａＶ－ａＰ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 

････（4.1） 

 

(b) 図 4－1及び図 4－2の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)

ｎ・Ａｂ

 ･･･････････････････････････････････････････（4.2） 

 

(c) 図 4－3の場合のせん断応力 

イ. 荷重によるせん断応力 

τｂ＝
ｍ・√(ａＨ＋ａＰ)

2
＋(ｇ＋ａＶ＋ａＰ)

2

ｎ・Ａｂ

 ････････････････････････（4.3） 

 

ロ. モーメントによるせん断応力 

τｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)・ｈ＋ＭＰ＋ｍ・(ｇ＋ａＶ＋ａＰ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 

････（4.4） 

 

(d) 図 4－4の場合の引張応力 

σｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)

∑ Ｎｉｉ＝1 ・Ａｂ

 ････････････････････････････････････････････（4.5） 

 

(e) 図 4－4の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)・ｈ＋ｍ・(ｇ＋ａＶ＋ａＰ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 

････（4.6） 

 

 

 

 



 

39 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
3-
3 
R0
 

 

 
(f) 図 4－5の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・√（ａＨ＋ａＰ）

2
＋(ｇ＋ａＶ＋ａＰ)

2

ｎ・Ａｂ

 ･･･････････････････････（4.7） 

 

(g) 図 4－6の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・(ａＨ＋ａＰ)

ｎ・Ａｂ

 ････････････････････････････････････････････（4.8） 

 

b. 間接支持構造物の計算式 

(a) 図 4－7及び図 4－8の場合の引張応力 

σｂ＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 ････････････（4.9） 

 

(b) 図 4－7及び図 4－8の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

 ･･････････････････････････････････････････････････（4.10） 

 

(c) 図 4－9の場合の引張応力 

σｂ＝
ｍ・ａＨ

∑ Ｎｉｉ＝1 ・Ａｂ

 ･･･････････････････････････････････････････（4.11） 

 

(d) 図 4－9の場合のせん断応力 

τｂ＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 ･･･････････（4.12） 

 

(e) 図 4－10の場合のせん断応力 

イ. 荷重によるせん断応力 

τｂ＝
ｍ・√ａＨ

2
＋(ｇ－ａＶ)

2

ｎ・Ａｂ

 ･････････････････････････････････････（4.13） 

 

ロ. モーメントによるせん断応力 

τｂ＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ１

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 ･･･････････（4.14） 
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(f) 図 4－11の場合の引張応力 

イ. 垂直ボルトの引張応力 

σ1＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ｎｉ・Ａｂ・ℓｉ
 ･････････････････････････････（4.15） 

 

ロ. 斜めボルトの引張応力 

σ2＝σ3＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ｎｉ・Ａｂ・ℓｉ
・cosθｉ ････････････････（4.16） 

 

 (g) 図 4－11の場合のせん断応力 

イ. 垂直ボルトのせん断応力 

τ1＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

 ････････････････････････････････････････････････････（4.17） 

 

ロ. 斜めボルトのせん断応力 

τ2＝τ3＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ｎｉ・Ａｂ・ℓｉ
・sinθｉ＋

ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

 ･･････（4.18） 

 

(h) 図 4－12の場合の引張応力 

イ. 垂直ボルトの引張応力 

σ1＝0（転倒支点のため，引張応力は発生しない） ･･････････････････（4.19） 

 

ロ. 斜めボルトの引張応力 

σ2＝σ3＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ1

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

・cosθｉ 

＋
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・sinθｉ 

････（4.20） 

 

(i) 図 4－12の場合のせん断応力 

イ. 垂直ボルトのせん断応力 

τ1＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

 ････････････････････････････････････････････････････（4.21） 
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ロ. 斜めボルトのせん断応力 

τ2＝τ3＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ1

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

・sinθｉ 

＋
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・cosθｉ 

････（4.22） 

 

 (j) 図 4－13の場合の引張応力 

イ. 垂直ボルトの引張応力 

σ1＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ1

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

 ････････････（4.23） 

 

ロ. 斜めボルトの引張応力 

σ2＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ1

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

・cosθ2 

＋
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・sinθ2 

････（4.24） 

 

ハ. 斜めボルト（転倒支点）の引張応力 

σ3＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・sinθ3 ････････････････････････････････････････････（4.25） 

 

(k) 図 4－13の場合のせん断応力 

イ. 垂直ボルトのせん断応力 

τ1＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

 ･････････････････････････････････････････････････････（4.26） 

 

ロ. 斜めボルトのせん断応力 

τ2＝
ｍ・ａＨ・ｈ－ｍ・(ｇ－ａＶ)・Ｌ

Ａｂ

・
ℓ1

∑ Ｎｉ・ℓｉ
2

ｉ＝1

・sinθ2 

＋
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・cosθ2 

････（4.27） 
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ハ. 斜めボルト（転倒支点）のせん断応力 

τ3＝
ｍ・ａＨ

ｎ・Ａｂ

・cosθ3 ････････････････････････････････････････････（4.28） 
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5. 転倒評価 

5.1 基本方針 

車両型設備は，別添 3－1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，転倒評価を実

施する。 

車両型設備の転倒評価は，「5.2 評価部位」に示す評価部位が，「5.3 許容限界」に示す許容

限界を満足することを，「5.4 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

5.2 評価部位 

転倒評価の評価部位は，別添 3－1の「3.2 許容限界」にて設定したとおり，地震後に転倒

していないことが要求される車両型設備全体とする。 

 

5.3 許容限界 

許容限界は，「5.2 評価部位」にて設定した評価部位の保管場所の地表面の最大応答加速度

が，加振試験により転倒しないことを確認した加振台の最大加速度以下であることとする。 

 

5.4 評価方法 

車両型設備の転倒評価は，別添 3－1の「4.1(3) 転倒評価」にて設定した評価方法に従い，

保管場所の地表面の最大応答加速度と，「3. 加振試験」における加振試験にて転倒しないこと

を確認した加振台の最大加速度との比較を行い，水平方向と鉛直方向の比較結果がそれぞれ許

容限界以下であることを確認する。 
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6. 機能維持評価 

6.1 基本方針 

車両型設備は，別添 3－1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，機能維持評価

を実施する。 

車両型設備の機能維持評価は，「6.2 評価部位」に示す評価部位が，「6.3 許容限界」に示す

許容限界を満足することを，「6.4 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

6.2 評価部位 

機能維持評価の評価部位は，別添 3－1の「2.2 評価方針」に示す確認方法を踏まえて，地

震後に支持機能及び移動機能の維持が必要な車両部並びに動的及び電気的機能の維持が必要な

車両に積載しているポンプ，発電機及び内燃機関等とする。 

 

6.3 許容限界 

許容限界は，「6.2 評価部位」にて設定した評価部位の保管場所の地表面の最大応答加速度

が，加振試験により支持機能，移動機能，動的及び電気的機能が維持されることを確認した加

振台の最大加速度以下であることとする。 

 

6.4 評価方法 

車両型設備の機能維持評価は，別添 3－1の「4.1(4) 機能維持評価」にて設定した評価方法

に従い，保管場所の地表面の最大応答加速度と，「3. 加振試験」における加振試験にて得られ

た，表 6－1に示す機能維持確認項目を確認した加振台の最大加速度との比較を行い，水平方

向と鉛直方向の比較結果がそれぞれ許容限界以下であることを確認する。 
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表 6－1 車両型設備の機能維持確認項目(1/2) 

設備名称 機能維持確認項目 

タンクローリ（タイプⅠ） 

重大事故等時に軽油タンクから対象設備（高圧発電機車，大型送水ポンプ車，大量送水車，可搬式窒素供給装置

及び緊急時対策所用発電機）へ必要となる容量の燃料油を輸送できること。また，保管場所から設置場所までの

自走機能を有すること。 

タンクローリ（タイプⅡ） 

重大事故等時に軽油タンクから対象設備（高圧発電機車，大型送水ポンプ車，大量送水車，可搬式窒素供給装置

及び緊急時対策所用発電機）へ必要となる容量の燃料油を輸送できること。また，保管場所から設置場所までの

自走機能を有すること。 

大量送水車 

重大事故等時に屋外から原子炉格納容器及び原子炉建物へ注水できる容量及び揚程を有すること。また，保管場

所から設置場所までの自走機能を有すること。 

高圧発電機車（タイプⅠ） 

重大事故等時の全交流動力電源喪失時に所要の負荷に給電するための容量を有すること。また，保管場所から設

置場所までの自走機能を有すること。 

高圧発電機車（タイプⅡ） 

重大事故等時の全交流動力電源喪失時に所要の負荷に給電するための容量を有すること。また，保管場所から設

置場所までの自走機能を有すること。 

移動式代替熱交換設備 

重大事故等時に原子炉補機冷却系統から残留熱除去系統へ冷却に必要となる容量・揚程の冷却水供給の確保及び

熱交換ができること。また，保管場所から設置場所までの自走機能を有すること。 
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表 6－1 車両型設備の機能維持確認項目(2/2) 

設備名称 機能維持確認項目 

大型送水ポンプ車（原子炉補機

代替冷却系用） 

重大事故等時に原子炉格納容器の減圧及び除熱並びに使用済燃料プールの除熱を行うために必要な容量及び揚程

を有すること。また，保管場所から設置場所までの自走機能を有すること。 

 

大型送水ポンプ車（原子炉建物

放水設備用） 

重大事故等時に大気への放射性物質の拡散抑制及び航空機燃料火災への泡消火を行うために必要な容量及び揚程

を有すること。また，保管場所から設置場所までの自走機能を有すること。 

可搬式窒素供給装置 

重大事故等時に水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための機能を有する。また，保管場所から設置

場所までの自走機能を有すること。 

緊急時対策所用発電機 

重大事故等時の全交流動力電源喪失時に緊急時対策所に給電するための容量を有すること。また，保管場所から

設置場所までの自走機能を有すること。 

第１ベントフィルタ出口水素濃

度 

重大事故等時に第１ベントフィルタ装置の出口水素濃度を計測できること。また，保管場所から設置場所までの

自走機能を有すること。 
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7. 波及的影響評価 

7.1 基本方針 

車両型設備は，別添 3－1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，当該設備によ

る波及的影響を防止する必要がある他の設備への波及的影響評価を実施する。 

車両型設備の波及的影響評価は，「7.2 評価部位」に示す評価部位が，「7.3 許容限界」に示

す許容限界を満足することを，「7.4評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

7.2 評価部位 

波及的影響評価の評価部位は，別添 3－1の「3.2 許容限界」にて設定したとおり，車両型

設備全体とする。 

 

7.3 許容限界 

車両型設備は，「7.2 評価部位」にて設定した評価部位と他の設備との離隔距離について，

車両型設備の加振試験にて確認した最大変位量を基に，１台当たりについて表 7－1の値を許

容限界とする。 

なお，実際の車両型設備の配置に必要となる間隔については，隣り合う設備の離隔距離の合

算値以上とする。 
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表 7－1 加振試験にて確認した最大変位量を基に定めた 1台当たりの離隔距離  

（単位：mm） 

設備名称 保管場所 
離隔距離 

走行軸方向 走行軸直角方向 

タンクローリ（タイプⅠ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

2600 1300 

タンクローリ（タイプⅡ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

2400 1500 

大量送水車 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

500 1000 

第２保管エリア 500 1300 

高圧発電機車（タイプⅠ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

300 800 

高圧発電機車（タイプⅡ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

100 900 

移動式代替熱交換設備 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

600 2000 

大型送水ポンプ車（原子炉

補機代替冷却系用） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

200 800 

大型送水ポンプ車（原子炉

建物放水設備用） 

第３保管エリア 

第４保管エリア 
200 800 

可搬式窒素供給装置 
第１保管エリア 

第４保管エリア 
100 900 

緊急時対策所用発電機 
第１保管エリア 

第４保管エリア 
1600 2100 

第１ベントフィルタ出口水

素濃度 

第１保管エリア 

第４保管エリア 
300 1000 
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7.4 評価方法 

車両型設備の波及的影響評価は，別添 3－1の「4.1(5) 波及的影響評価」にて設定した評価

方法に従い，「3. 加振試験」における加振試験にて得られた，車両型設備のすべり及び傾きに

よる変位量の合算値から求めた車両型設備の最大変位量が，許容限界以下であることを確認す

る。 

地震時における各設備のすべり量の算出については「(1) すべり量」に，地震時における各

設備の傾きによる変位量の算出については「(2) 傾きによる変位量」に，最大変位量の算出に

ついては「(3) 最大変位量」に示す。 

(1) すべり量 

すべり量については，各設備の加振試験により確認したすべり量を使用する。 

(2) 傾きによる変位量 

傾きによる変位量については，各設備の加振試験で得られた傾き角を用いて算出する。 

また，波及的影響として評価すべき傾きによる変位量を表した図を図 7－1に示し，使用す

る記号を表 7－2に示す。 

なお，地震による走行軸方向への傾きはほとんど無視できるため，走行軸方向への傾きによ

る変位量は評価しない。 

傾きによる変位量については，以下の関係式により示される。 

 

Ｘ =ｈ ∙ｓｉｎθ ……………………………………………………………………（7.1） 

 

表 7－2 波及的影響評価に使用する記号 

記号 単位 記号の説明 

ｈ mm 設備高さ 

Ｘ mm 傾きによる変位量 

θ ° 傾き角 
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図 7－1 傾きによる変位量の算出図 

 

(3) 最大変位量 

「(1) すべり量」にて設定したすべり量に，「(2) 傾きによる変位量」により算出される傾

きによる変位量を加算した値を最大変位量と定義し，最大変位量が「7.3 許容限界」にて設定

した離隔距離未満であることを波及的影響評価として確認する。 
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8. 評価条件 

8.1 構造強度評価 

「4. 構造強度評価」に用いる評価条件を表 8－1～表 8－24に示す。 

 

8.2 転倒評価 

車両型設備の転倒評価は，「5. 転倒評価」に示す評価方法に従い，保管場所における地表面

の最大応答加速度が，加振試験により転倒しないことを確認した加振台の最大加速度以下であ

ることにより確認するものであり，転倒しないことを確認するために個別に設定する評価条件

はない。 

比較対象となる保管場所の地表面の最大応答加速度は，評価結果と併せて表 9－3に示す。 

 

8.3 機能維持評価 

車両型設備の機能維持評価は，「6. 機能維持評価」に示す評価方法に従い，保管場所の地表

面の最大応答加速度が，加振試験により積載物から受ける荷重を支持する支持機能及び車両と

しての自走，牽引等による移動機能並びにポンプの送水機能，発電機の発電機能，内燃機関の

駆動機能等の動的及び電気的機能を維持できることを確認した加振台の最大加速度以下である

ことにより確認するものであり，機能維持を確認するために個別に設定する評価条件はない。 

比較対象となる保管場所の地表面の最大応答加速度は，評価結果と併せて表 9－3に示す。 

 

8.4 波及的影響評価 

「7. 波及的影響評価」に用いる評価条件を表 8－25に示す。 
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表 8－1 タンクローリ(タイプⅠ)の評価条件(走行軸方向) 

記号 単位 
評価部位 

タンク取付ボルト ポンプ取付ボルト 

ｍ kg 525 25 

ｈ mm 375 95 

Ａｂ mm2 201.1 113.1 

ｎ ― ６ ４ 

Ｎ１ ― 2 ２ 

Ｎ２ ― 2 ― 

Ｎ３ ― 1 ― 

Ｌ mm 1320 53 

ℓ１ mm 2470 106 

ℓ２ mm 1415 ― 

ℓ３ mm 480 ― 

θ１ ° 0 ― 

θ２ ° 60 ― 

θ３ ° 60 ― 

 

表 8－2 タンクローリ(タイプⅠ)の評価条件(走行軸直角方向) 

記号 単位 
評価部位 

タンク取付ボルト ポンプ取付ボルト 

ｍ kg 525 25 

ｈ mm 375 95 

Ａｂ mm2 201.1 113.1 

ｎ ― ６ ４ 

Ｎ１ ― ３ ２ 

Ｌ mm 375 72.5 

ℓ１ mm 750 145 

θ１ ° 0 ― 

θ２ ° 60 ― 

θ３ ° 60 ― 
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表 8－3 タンクローリ（タイプⅡ）の評価条件(走行軸方向) 

記号 単位 
評価部位 

タンク取付ボルト ポンプ取付ボルト 

ｍ kg 510 25 

ｈ mm 365 95 

Ａｂ mm2 201.1 113.1 

ｎ ― ６ ４ 

Ｎ１ ― ２ ２ 

Ｎ２ ― ２ ― 

Ｌ mm 1090 53 

ℓ１ mm 1950 106 

ℓ２ mm 970 ― 

θ１ ° 0 ― 

θ２ ° 60 ― 

θ３ ° 60 ― 

 

 

表 8－4 タンクローリ（タイプⅡ）の評価条件(走行軸直角方向)  

記号 単位 
評価部位 

タンク取付ボルト ポンプ取付ボルト 

ｍ kg 510 25 

ｈ mm 365 95 

Ａｂ mm2 201.1 113.1 

ｎ ― ６ ４ 

Ｎ１ ― ３ ２ 

Ｌ mm 375 72.5 

ℓ１ mm 750 145 

θ１ ° 0 ― 

θ２ ° 60 ― 

θ３ ° 60 ― 
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表 8－5 大量送水車の評価条件(走行軸方向)(1/2) 

記号 単位 
評価部位 

ポンプ取付ボルト 発電機取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 270 1215 6065 

ｈ mm 26 545 768 

Ａｂ mm2 201.1 153.9 78.54 

ｎ ― ４ ４ 9 

Ｎ１ ― ２ ２ １ 

Ｎ２ ― ― ― ２ 

Ｎ３ ― ― ― １ 

Ｎ４ ― ― ― ２ 

Ｎ５ ― ― ― ２ 

Ｎ６ ― ― ― １ 

Ｎ７ ― ― ― １ 

Ｎ８ ― ― ― １ 

Ｎ９ ― ― ― ２ 

Ｎ10 ― ― ― １ 

Ｎ11 ― ― ― １ 

Ｎ12 ― ― ― １ 

Ｎ13 ― ― ― １ 

Ｎ14 ― ― ― ２ 

Ｎ15 ― ― ― ２ 

Ｎ16 ― ― ― ２ 

Ｎ17 ― ― ― ２ 

Ｎ18 ― ― ― ２ 

Ｎ19 ― ― ― ２ 

Ｎ20 ― ― ― ２ 

Ｎ21 ― ― ― ２ 

Ｎ22 ― ― ― ２ 

Ｎ23 ― ― ― ２ 
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表 8－5 大量送水車の評価条件(走行軸方向)(2/2) 

記号 単位 
評価部位 

ポンプ取付ボルト 発電機取付ボルト コンテナ取付ボルト 

Ｌ mm 200 1090 2545 

ℓ1 mm 45 1965 4085 

ℓ2 mm ― ― 4055 

ℓ3 mm ― ― 4025 

ℓ4 mm ― ― 3355 

ℓ5 mm ― ― 3330 

ℓ6 mm ― ― 2925 

ℓ7 mm ― ― 2892.5 

ℓ8 mm ― ― 2862.5 

ℓ9 mm ― ― 2845 

ℓ10 mm ― ― 2807.5 

ℓ11 mm ― ― 2785 

ℓ12 mm ― ― 2235 

ℓ13 mm ― ― 2175 

ℓ14 mm ― ― 2155 

ℓ15 mm ― ― 1925 

ℓ16 mm ― ― 1755 

ℓ17 mm ― ― 1555 

ℓ18 mm ― ― 1375 

ℓ19 mm ― ― 1325 

ℓ20 mm ― ― 1165 

ℓ21 mm ― ― 905 

ℓ22 mm ― ― 510 

ℓ23 mm ― ― 245 
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表 8－6 大量送水車の評価条件(走行軸直角方向) 

記号 単位 
評価部位 

ポンプ取付ボルト 発電機取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 270 1215 6065 

ｈ mm 120 545 768 

Ａｂ mm2 78.54 153.9 78.54 

ｎ ― ２ ４ 39 

Ｎ１ ― １ ２ 19 

Ｌ mm 70 430 431 

ℓ１ mm 140 850 862 

 

表 8－7 高圧発電機車（タイプⅠ）の評価条件(走行軸方向) 

記号 単位 
評価部位 

発電機／内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 2710 4280 

ｈ mm 1376 1376 

Ａｂ mm2 113.1 201.1 

ｎ ― 20 20 

Ｎ1 ― ４ ４ 

Ｎ2 ― ４ ４ 

Ｎ3 ― ２ ４ 

Ｎ4 ― ２ ４ 

Ｎ5 ― ２ ― 

Ｎ6 ― ２ ― 

Ｌ mm 1998 2782 

ℓ１ mm 1840.5 4265 

ℓ2 mm 1730.5 3315 

ℓ3 mm 1194 2270 

ℓ4 mm 1086 610 

ℓ5 mm 774 ― 

ℓ6 mm 666 ― 
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表 8－8 高圧発電機車（タイプⅠ）の評価条件(走行軸直角方向) 

記号 単位 
評価部位 

発電機／内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 2710 4280 

ｈ mm 1376 1376 

Ａｂ mm2 113.1 201.1 

ｎ ― 20 20 

Ｎ1 ― ２ ５ 

Ｎ2 ― １ ５ 

Ｎ3 ― ４ ５ 

Ｎ4 ― ２ ― 

Ｎ5 ― １ ― 

Ｎ6 ― １ ― 

Ｎ7 ― ２ ― 

Ｎ8 ― ４ ― 

Ｎ9 ― １ ― 

Ｌ mm 418 388 

ℓ1 mm 810 750 

ℓ2 mm 777.5 680 

ℓ3 mm 730 70 

ℓ4 mm 715 ― 

ℓ5 mm 682.5 ― 

ℓ6 mm 127.5 ― 

ℓ7 mm 95 ― 

ℓ8 mm 80 ― 

ℓ9 mm 32.5 ― 
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表 8－9 高圧発電機車（タイプⅡ）の評価条件(走行軸方向) (1/2) 

記号 単位 
評価部位 

発電機／内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 2725 5250 

ｈ mm 1342 1342 

Ａｂ mm2 113.1 113.1 

ｎ ― 16 28 

Ｎ1 ― ４ １ 

Ｎ2 ― ４ １ 

Ｎ3 ― ４ ２ 

Ｎ4 ― ― ２ 

Ｎ5 ― ― ２ 

Ｎ6 ― ― ２ 

Ｎ7 ― ― ２ 

Ｎ8 ― ― ２ 

Ｎ9 ― ― ２ 

Ｎ10 ― ― ２ 

Ｎ11 ― ― ２ 

Ｎ12 ― ― ２ 

Ｎ13 ― ― ２ 

Ｎ14 ― ― ２ 

Ｌ mm 1547 2801.5 

ℓ1 mm 2069.5 4520 

ℓ2 mm 1989.5 4370 

ℓ3 mm 160 4040 

ℓ4 mm ― 3865 

ℓ5 mm ― 3655 

ℓ6 mm ― 3345 

ℓ7 mm ― 3265 

ℓ8 mm ― 3185 

ℓ9 mm ― 2910 

ℓ10 mm ― 2445 
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表 8－9 高圧発電機車（タイプⅡ）の評価条件(走行軸方向) (2/2) 

記号 単位 
評価部位 

発電機／内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ℓ11 mm ― 1415 

ℓ12 mm ― 1335 

ℓ13 mm ― 1255 

ℓ14 mm ― 790 

 

表 8－10 高圧発電機車（タイプⅡ）の評価条件(走行軸直角方向) 

記号 単位 
評価部位 

発電機／内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 2725 5250 

ｈ mm 1342 1342 

Ａｂ mm2 113.1 113.1 

ｎ ― 16 28 

Ｎ1 ― ２ 14 

Ｎ2 ― ２ ― 

Ｎ3 ― ２ ― 

Ｎ4 ― ２ ― 

Ｎ5 ― ２ ― 

Ｎ6 ― ２ ― 

Ｎ7 ― ２ ― 

Ｌ mm 395.5 388 

ℓ1 mm 765 750 

ℓ2 mm 747.5 ― 

ℓ3 mm 685 ― 

ℓ4 mm 667.5 ― 

ℓ5 mm 97.5 ― 

ℓ6 mm 80 ― 

ℓ7 mm 17.5 ― 
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表 8－11 移動式代替熱交換設備の評価条件(走行軸方向)  

記号 単位 
評価部位 

熱交換器取付ボルト ポンプ取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 2430 1260 30431 

ｈ mm 1035 430 1208 

Ａｂ mm2 1018 201.1 314.2 

ｎ ― ９ ４ 18 

Ｎ1 ― １ ２ ２ 

Ｎ2 ― ２ ― ２ 

Ｎ3 ― ２ ― ２ 

Ｎ4 ― ２ ― ２ 

Ｎ5 ― ― ― ２ 

Ｎ6 ― ― ― ２ 

Ｎ7 ― ― ― ２ 

Ｎ8 ― ― ― ２ 

Ｌ mm 596.5 765 5810 

ℓ1 mm 2077 1060 7505 

ℓ2 mm 1193 ― 6590 

ℓ3 mm 923 ― 5400 

ℓ4 mm 270 ― 4500 

ℓ5 mm ― ― 3900 

ℓ6 mm ― ― 3300 

ℓ7 mm ― ― 2390 

ℓ8 mm ― ― 900 
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表 8－12 移動式代替熱交換設備の評価条件(走行軸直角方向) 

記号 単位 
評価部位 

熱交換器取付ボルト ポンプ取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 2430 1260 30431 

ｈ mm 1035 430 1208 

Ａｂ mm2 1018 201.1 314.2 

ｎ ― ９ ４ 18 

Ｎ1 ― ４ ２ ８ 

Ｎ2 ― １ ― １ 

Ｎ3 ― ― ― １ 

Ｌ mm 310 335 726 

ℓ1 mm 620 670 1146 

ℓ2 mm 310 ― 1116 

ℓ3 mm ― ― 30 
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表 8－13 大型送水ポンプ車（原子炉補機代替冷却系用）の評価条件(走行軸方向)  

記号 単位 
評価部位 

ポンプ取付ボルト 内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 900 2600 14000 

ｈ mm 940 703 940 

Ａｂ mm2 572.6 452.4 314.2 

ｎ ― ４ 10 20 

Ｎ1 ― ２ ２ ２ 

Ｎ2 ― ― ４ ２ 

Ｎ3 ― ― ― ２ 

Ｎ4 ― ― ― ２ 

Ｎ5 ― ― ― ２ 

Ｎ6 ― ― ― ２ 

Ｎ7 ― ― ― ２ 

Ｎ8 ― ― ― ２ 

Ｎ9 ― ― ― ２ 

Ｌ mm 290 744 2875 

ℓ1 mm 580 1514 5680 

ℓ2 mm ― 152 5125 

ℓ3 mm ― ― 4570 

ℓ4 mm ― ― 3660 

ℓ5 mm ― ― 3130 

ℓ6 mm ― ― 2590 

ℓ7 mm ― ― 2020 

ℓ8 mm ― ― 965 

ℓ9 mm ― ― 445 
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表 8－14 大型送水ポンプ車（原子炉補機代替冷却系用）の評価条件(走行軸直角方向) 

記号 単位 
評価部位 

ポンプ取付ボルト 内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 900 2600 14000 

ｈ mm 940 703 940 

Ａｂ mm2 572.6 452.4 314.2 

ｎ ― ４ 10 20 

Ｎ1 ― ２ ２ 10 

Ｎ2 ― ― １ ― 

Ｎ3 ― ― ２ ― 

Ｎ4 ― ― ２ ― 

Ｎ5 ― ― １ ― 

Ｌ mm 290 418 567 

ℓ1 mm 580 836 1134 

ℓ2 mm ― 798 ― 

ℓ3 mm ― 776 ― 

ℓ4 mm ― 60 ― 

ℓ5 mm ― 38 ― 
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表 8－15 大型送水ポンプ車（原子炉建物放水設備用）の評価条件(走行軸方向)  

記号 単位 
評価部位 

ポンプ取付ボルト 内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 900 2600 14000 

ｈ mm 940 703 940 

Ａｂ mm2 572.6 452.4 314.2 

ｎ ― ４ 10 20 

Ｎ1 ― ２ ２ ２ 

Ｎ2 ― ― ４ ２ 

Ｎ3 ― ― ― ２ 

Ｎ4 ― ― ― ２ 

Ｎ5 ― ― ― ２ 

Ｎ6 ― ― ― ２ 

Ｎ7 ― ― ― ２ 

Ｎ8 ― ― ― ２ 

Ｎ9 ― ― ― ２ 

Ｌ mm 290 744 2875 

ℓ1 mm 580 1514 5680 

ℓ2 mm ― 152 5125 

ℓ3 mm ― ― 4570 

ℓ4 mm ― ― 3660 

ℓ5 mm ― ― 3130 

ℓ6 mm ― ― 2590 

ℓ7 mm ― ― 2020 

ℓ8 mm ― ― 965 

ℓ9 mm ― ― 445 
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表 8－16 大型送水ポンプ車（原子炉建物放水設備用）の評価条件(走行軸直角方向) 

記号 単位 
評価部位 

ポンプ取付ボルト 内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 900 2600 14000 

ｈ mm 940 703 940 

Ａｂ mm2 572.6 452.4 314.2 

ｎ ― ４ 10 20 

Ｎ1 ― ２ ２ 10 

Ｎ2 ― ― １ ― 

Ｎ3 ― ― ２ ― 

Ｎ4 ― ― ２ ― 

Ｎ5 ― ― １ ― 

Ｌ mm 290 418 567 

ℓ1 mm 580 836 1134 

ℓ2 mm ― 798 ― 

ℓ3 mm ― 776 ― 

ℓ4 mm ― 60 ― 

ℓ5 mm ― 38 ― 
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 表 8－17 可搬式窒素供給装置の評価条件(走行軸方向) 

記号 単位 

評価部位 

窒素ガス発生装

置取付ボルト 

空気圧縮機

取付ボルト 

昇圧機 

取付ボルト 

発電機 

取付ボルト 

コンテナ 

取付ボルト 

ｍ kg 2630 1510 650 3850 13972 

ｈ mm 972 560 406 690 806 

Ａｂ mm2 113.1 314.2 113.1 380.1 153.9 

ｎ ― ４ ４ ４ ８ 24 

Ｎ1 ― ２ ２ ２ ２ ４ 

Ｎ2 ― ― ― ― ２ ４ 

Ｎ3 ― ― ― ― ２ ４ 

Ｎ4 ― ― ― ― ― ４ 

Ｎ5 ― ― ― ― ― ４ 

Ｌ mm 855 485 595 1625 4410 

ℓ1 mm 1710 900 1165 2850 8390 

ℓ2 mm ― ― ― 1900 7940 

ℓ3 mm ― ― ― 950 7070 

ℓ4 mm ― ― ― ― 2740 

ℓ5 mm ― ― ― ― 1620 
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表 8－18 可搬式窒素供給装置の評価条件(走行軸直角方向) 

記号 単位 

評価部位 

窒素ガス発生装

置取付ボルト 

空気圧縮機

取付ボルト 

昇圧機 

取付ボルト 

発電機 

取付ボルト 

コンテナ 

取付ボルト 

ｍ kg 2630 1510 650 3850 13972 

ｈ mm 972 560 406 690 806 

Ａｂ mm2 113.1 314.2 113.1 380.1 153.9 

ｎ ― ４ ４ ４ ８ 24 

Ｎ1 ― ２ ２ ２ ４ ６ 

Ｎ2 ― ― ― ― ― ６ 

Ｎ3 ― ― ― ― ― ６ 

Ｌ mm 780 1055 831 635 435 

ℓ1 mm 1445 2140 1510 1270 870 

ℓ2 mm ― ― ― ― 756 

ℓ3 mm ― ― ― ― 114 

 

 

表 8－19 緊急時対策所用発電機の評価条件(走行軸方向) 

記号 単位 
評価部位 

発電機／内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 1685 4790 

ｈ mm 324.8 920 

Ａｂ mm2 201.1 314.2 

ｎ ― ４ ８ 

Ｎ1 ― ２ ２ 

Ｎ2 ― ― ２ 

Ｎ3 ― ― ２ 

Ｌ mm 782.8 1575 

ℓ1 mm 1106.5 2700 

ℓ2 mm ― 1800 

ℓ3 mm ― 900 
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表 8－20 緊急時対策所用発電機の評価条件(走行軸直角方向) 

記号 単位 
評価部位 

発電機／内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 

ｍ kg 1685 4790 

ｈ mm 324.8 920 

Ａｂ mm2 201.1 314.2 

ｎ ― ４ ８ 

Ｎ1 ― １ ４ 

Ｎ2 ― １ ― 

Ｎ3 ― １ ― 

Ｌ mm 306.7 670 

ℓ1 mm 600 1340 

ℓ2 mm 541 ― 

ℓ3 mm 59 ― 
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表 8－21 第１ベントフィルタ出口水素濃度の評価条件(走行軸方向) 

記号 単位 

評価部位 

分析計ラ

ック取付

ボルト 

サンプルポ

ンプラック

取付ボルト 

チラーユニ

ット取付ボ

ルト

制御盤取付

ボルト 

コンテナ

取付ボルト 

（垂直） 

コンテナ

取付ボルト

（横付） 

ｍ kg 850 330 135 1000 4795 4795 

ｈ mm 650 700 401 850 703 ― 

Ａｂ mm2 113.1 113.1 78.54 113.1 201.1 78.54 

ｎ ― 10 ６ ４ ６ 16 16 

Ｎ1 ― ２ ３ ２ ２ ４ ― 

Ｎ2 ― ２ ― ― ２ ４ ― 

Ｎ3 ― ２ ― ― ― ４ ― 

Ｎ4 ― ２ ― ― ― ― ― 

Ｌ mm 1750 700 461 840 2644 ― 

ℓ1 mm 3000 540 861 1500 5170 ― 

ℓ2 mm 2250 ― ― 750 4130 ― 

ℓ3 mm 1500 ― ― ― 2260 ― 

ℓ4 mm 750 ― ― ― ― ― 
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表 8－22 第１ベントフィルタ出口水素濃度の評価条件(走行軸直角方向) 

記号 単位 

評価部位 

分析計ラック

取付ボルト 

サンプルポン

プラック取付

ボルト 

チラーユニッ

ト取付ボルト 

制御盤取付

ボルト 

コンテナ取付

ボルト 

ｍ kg 850 330 135 1000 4795 

ｈ mm 650 700 401 850 703 

Ａｂ mm2 113.1 113.1 78.54 113.1 201.1 

ｎ ― 10 ６ ４ ６ 16 

Ｎ1 ― ５ ２ ２ ２ ４ 

Ｎ2 ― ― ２ ― ― ４ 

Ｎ3 ― ― ― ― ― ４ 

Ｌ mm 350 800 296 570 1215 

ℓ1 mm 540 1500 576 940 2410 

ℓ2 mm ― 750 ― ― 2316 

ℓ3 mm ― ― ― ― 94 
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表 8－23 使用材料の許容応力評価条件(1/3) 

設備名称 評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓu 

（MPa） 

タンクローリ（タイプⅠ） 

タンク取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 

ポンプ取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 

タンクローリ（タイプⅡ） 

タンク取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 

ポンプ取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 

大量送水車 

ポンプ取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 

発電機取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 

コンテナ取付ボルト SNB21-1 周囲環境温度 40 1030 1140 

高圧発電機車（タイプⅠ） 

発電機機／内燃関取付 

ボルト 
SCM435 周囲環境温度 40 785 930 

コンテナ取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 
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表 8－23 使用材料の許容応力評価条件(2/3) 

設備名称 評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓu 

（MPa） 

高圧発電機車（タイプⅡ） 

発電機／内燃機関 

取付ボルト 

SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 

コンテナ取付ボルト 
S45C 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 345 570 

移動式代替熱交換設備 

熱交換器取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 

ポンプ取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 

コンテナ取付ボルト 
SNB7 

(100mm＜径≦120mm) 
周囲環境温度 40 520 690 

大型送水ポンプ車（原子炉補機

代替冷却系用） 

ポンプ取付ボルト Din931 周囲環境温度 40 660 830 

内燃機関取付ボルト Din933 周囲環境温度 40 660 830 

コンテナ取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 

大型送水ポンプ車（原子炉建物

放水設備用） 

ポンプ取付ボルト Din931 周囲環境温度 40 660 830 

内燃機関取付ボルト Din933 周囲環境温度 40 660 830 

コンテナ取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 
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表 8－23 使用材料の許容応力評価条件(3/3) 

設備名称 評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓu 

（MPa） 

可搬式窒素供給装置 

窒素ガス発生装置 

取付ボルト 
SCM435 周囲環境温度 40 785 930 

空気圧縮機取付ボルト SCM435 周囲環境温度 40 785 930 

昇圧機取付ボルト SCM435 周囲環境温度 40 785 930 

発電機取付ボルト SCM435 周囲環境温度 40 785 930 

コンテナ取付ボルト SCM435 周囲環境温度 40 785 930 

緊急時対策所用発電機 

発電機／内燃機関 

取付ボルト 
SCM435 周囲環境温度 40 785 930 

コンテナ取付ボルト 
SNB7 

(100mm＜径≦120mm) 
周囲環境温度 40 520 690 

第１ベントフィルタ出口水素

濃度 

分析計ラック取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 

サンプルポンプラック取

付ボルト 
SUS304 周囲環境温度 40 205 520 

チラーユニット 

取付ボルト 
SUS304 周囲環境温度 40 205 520 

制御盤取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 

コンテナ取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 
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表 8－24 直接支持構造物及び間接支持構造物の設計用加速度(1/2) 

（×9.8m/s2） 

設備名称 評価部位 

設計用加速度 

水平 

（走行軸方向／走行軸直角方向） 
鉛直 

タンクローリ（タイプⅠ）
タンク取付ボルト 2.78／6.00 4.80 

ポンプ取付ボルト 1.77／3.93 5.84 

タンクローリ（タイプⅡ）
タンク取付ボルト 1.70／3.04 1.91 

ポンプ取付ボルト 1.13／1.98 1.86 

大量送水車（第１，第３及び第４保管エリア） 

ポンプ取付ボルト 1.27／1.07 1.63 

発電機取付ボルト 1.42／2.22 1.56 

コンテナ取付ボルト 1.30／2.51 3.28 

大量送水車（第２保管エリア） 

ポンプ取付ボルト 1.26／1.54 2.35 

発電機取付ボルト 1.84／2.03 2.77 

コンテナ取付ボルト 1.51／2.91 4.21 

高圧発電機車（タイプⅠ） 
発電機／内燃機関取付ボルト 1.10／3.70 1.20 

コンテナ取付ボルト 1.10／3.70 1.20 

高圧発電機車（タイプⅡ） 
発電機／内燃機関取付ボルト 0.64／1.79 1.32 

コンテナ取付ボルト 2.95／3.47 3.87 

移動式代替熱交換設備 

熱交換器取付ボルト 1.16／1.24 1.97 

ポンプ取付ボルト 2.71／4.54 1.86 

コンテナ取付ボルト 0.92／1.82 1.32 
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表 8－24 直接支持構造物及び間接支持構造物の設計用加速度(2/2) 

（×9.8m/s2） 

設備名称 評価部位 

設計用加速度 

水平 

（走行軸方向／走行軸直角方向） 
鉛直 

大型送水ポンプ車（原子炉補機代替冷却系用） 

ポンプ取付ボルト 0.91／1.02 1.37 

内燃機関取付ボルト 1.47／2.61 1.54 

コンテナ取付ボルト 0.65／2.61 1.54 

大型送水ポンプ車（原子炉建物放水設備用） 

ポンプ取付ボルト 0.91／1.02 1.37 

内燃機関取付ボルト 1.47／2.61 1.54 

コンテナ取付ボルト 0.65／2.61 1.54 

可搬式窒素供給装置 

窒素ガス発生装置取付ボルト 1.24／2.06 1.19 

空気圧縮機取付ボルト 1.27／1.44 1.47 

昇圧機取付ボルト 1.68／1.91 1.47 

発電機取付ボルト 1.15／2.12 1.79 

コンテナ取付ボルト 1.26／2.85 2.29 

緊急時対策所用発電機 
発電機／内燃機関取付ボルト 1.15／2.06 1.42 

コンテナ取付ボルト 1.64／2.21 1.92 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 

分析計ラック取付ボルト 0.92／1.46 3.10 

サンプルポンプラック取付ボルト 1.02／1.79 1.52 

チラーユニット取付ボルト 1.56／1.91 2.25 

制御盤取付ボルト 0.93／1.71 2.66 

コンテナ取付ボルト 0.92／1.46 3.10 



76 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
3-
3 
R0
 

表 8－25 傾きによる変位量 

設備名称 保管場所 
ｈ 

（mm） 

θ 

（°） 

Ｘ 

（mm） 

タンクローリ（タイプⅠ）

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

2100 15 544 

タンクローリ（タイプⅡ）

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

2120 10 369 

大量送水車 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

3550 ８ 495 

第２保管エリア 3550 ８ 495 

高圧発電機車（タイプⅠ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

3260 12 678 

高圧発電機車（タイプⅡ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

2940 13 662 

移動式代替熱交換設備 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

4090 13 921 

大型送水ポンプ車（原子炉補

機代替冷却系用） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

3510 12 730 

大型送水ポンプ車（原子炉建

物放水設備用） 

第３保管エリア 

第４保管エリア 
3510 12 730 

可搬式窒素供給装置 
第１保管エリア 

第４保管エリア 
10 657 

緊急時対策所用発電機 
第１保管エリア 

第４保管エリア 
3454 19 1125 

第１ベントフィルタ出口水

素濃度 

第１保管エリア 

第４保管エリア 
3271 12 681 
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9. 評価結果 

車両型設備の基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価結果を以下に示す。 

構造強度評価の結果，発生値は許容応力を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し

て評価部位の健全性が維持されることを確認した。 

転倒評価の結果，保管場所の地表面の最大応答加速度が，加振試験により転倒しないことを確

認した加振台の最大加速度以下であり，転倒しないことを確認した。 

機能維持評価の結果，保管場所の地表面の最大応答加速度が，加振試験により支持機能，移動

機能，動的及び電気的機能を維持できることを確認した加振台の最大加速度以下であり，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対し，機能が維持されることを確認した。 

波及的影響評価の結果，車両型設備の最大変位量については，設定した許容限界(離隔距離)未

満であり，当該設備による波及的影響を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼ

さないことを確認した。 

以上より，車両型設備は地震後において，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，重大事故等に

対処するために必要な機能を維持するとともに当該設備による波及的影響を防止する必要がある

他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

 

9.1 構造強度評価結果 

(1) 直接支持構造物 

車両型設備の直接支持構造物の構造強度評価結果を表 9－1に示す。 

(2) 間接支持構造物 

車両型設備の間接支持構造物の構造強度評価結果を表 9－2に示す。 

 

9.2 転倒評価結果 

車両型設備の転倒評価結果を表 9－3に示す。 

 

9.3 機能維持評価結果 

車両型設備の機能維持評価結果を表 9－3に示す。 

 

9.4 波及的影響評価結果 

(1) 走行軸方向 

車両型設備の波及的影響評価結果(走行軸方向)を表 9－4に示す。 

(2) 走行軸直角方向 

車両型設備の波及的影響評価結果(走行軸直角方向)を表 9－5に示す。 
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表 9－1 直接支持構造物の構造強度評価結果(1/2) 

（単位：MPa） 

設備名称 評価部位 
応力 

分類 
発生値 許容応力 

評価 

結果 

タンクローリ（タイプ

Ⅰ） 

タンク取付ボルト 
引張り 42 172*１ ○ 

せん断 62 148 ○ 

ポンプ取付ボルト 
引張り 2 193*１ ○ 

せん断 ７ 148 ○ 

タンクローリ（タイプ

Ⅱ） 

タンク取付ボルト 
引張り 17 193*１ ○ 

せん断 27 148 ○ 

ポンプ取付ボルト 
引張り 2 193*１ ○ 

せん断 ３ 148 ○ 

大量送水車 

（第１，第３及び第４保

管エリア） 

ポンプ取付ボルト 
引張り ―*２ ―*２ ―*２ 

せん断 82 148 ○ 

発電機取付ボルト 
引張り 66 146*１ ○ 

せん断 43 118 ○ 

大量送水車 

（第２保管エリア） 

ポンプ取付ボルト 
引張り ―*２ ―*２ ―*２ 

せん断 103 148 ○ 

発電機取付ボルト 
引張り 85 152*１ ○ 

せん断 40 118 ○ 

高圧発電機車（タイプ

Ⅰ） 

発電機／内燃機関 

取付ボルト 

引張り 176 488*１ ○ 

せん断 44 375 ○ 

高圧発電機車（タイプ

Ⅱ） 

発電機／内燃機関 

取付ボルト 

引張り 110 193*１ ○ 

せん断 27 148 ○ 

移動式代替熱交換設備 

熱交換器取付ボルト 
引張り 15 193*１ ○ 

せん断 ４ 148 ○ 

ポンプ取付ボルト 
引張り 103 159*１ ○ 

せん断 70 148 ○ 

大型送水ポンプ車（原子

炉補機代替冷却系用） 

ポンプ取付ボルト 
引張り 15 435*１ ○ 

せん断 ４ 335 ○ 

内燃機関取付ボルト 
引張り 30 435*１ ○ 

せん断 15 335 ○ 

注記＊１：fts=Min[1.4･fto-1.6･τb,fto] 

  ＊２：全ての方向の荷重は，ボルトのせん断で受けることとして評価し，引張りには期待し 

ない。 
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表 9－1 直接支持構造物の構造強度評価結果(2/2) 

（単位：MPa） 

設備名称 評価部位 
応力 

分類 
発生値 許容応力 

評価 

結果 

大型送水ポンプ車（原子

炉建物放水設備用） 

ポンプ取付ボルト 
引張り 15 435* ○ 

せん断 ４ 335 ○ 

内燃機関取付ボルト 
引張り 30 435* ○ 

せん断 15 335 ○ 

可搬式窒素供給装置 

窒素ガス発生装置取

付ボルト 

引張り 170 488* ○ 

せん断 118 375 ○ 

空気圧縮機取付ボル

ト 

引張り 25 488* ○ 

せん断 18 375 ○ 

昇圧機取付ボルト 
引張り 24 488* ○ 

せん断 27 375 ○ 

発電機取付ボルト 
引張り 39 488* ○ 

せん断 27 375 ○ 

緊急時対策所用発電機 
発電機／内燃機関 

取付ボルト 

引張り 60 488* ○ 

せん断 43 375 ○ 

第１ベントフィルタ出

口水素濃度 

分析計ラック取付 

ボルト 

引張り 46 184 ○ 

せん断 11 142* ○ 

サンプルポンプラッ

ク取付ボルト 

引張り 19 184 ○ 

せん断 ９ 142* ○ 

チラーユニット取付

ボルト 

引張り 17 184 ○ 

せん断 ９ 142* ○ 

制御盤取付ボルト 
引張り 111 184 ○ 

せん断 25 142* ○ 

注記＊：fts=Min[1.4･fto-1.6･τb,fto] 
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表 9－2 間接支持構造物の構造強度評価結果 

（単位：MPa） 

設備名称 評価部位 
応力 

分類 
発生値 許容応力 

評価 

結果 

大量送水車（第１，第３

及び第４保管エリア） 
コンテナ取付ボルト

引張り 100 598*1 〇 

せん断 135 460 〇 

大量送水車（第２保管エ

リア）
コンテナ取付ボルト

引張り 117 569* 〇 

せん断 168 460 〇 

高圧発電機車（タイプ

Ⅰ） 
コンテナ取付ボルト

引張り 157 193*1 〇 

せん断 39 148 〇 

高圧発電機車（タイプ

Ⅱ） 
コンテナ取付ボルト

引張り 250 299*1 〇 

せん断 57 230 〇 

移動式代替熱交換設備 コンテナ取付ボルト
引張り 225 353*1 〇 

せん断 96 278 〇 

大型送水ポンプ車（原子

炉補機代替冷却系用） 
コンテナ取付ボルト

引張り 107 179*1 〇 

せん断 57 148 〇 

大型送水ポンプ車（原子

炉建物放水設備用） 
コンテナ取付ボルト

引張り 107 179*1 〇 

せん断 57 148 〇 

可搬式窒素供給装置 コンテナ取付ボルト
引張り 276 488*1 〇 

せん断 106 375 〇 

緊急時対策所用発電機 コンテナ取付ボルト
引張り 74 362*1 〇 

せん断 42 278 〇 

第１ベントフィルタ出

口水素濃度 

コンテナ

取付ボルト 

垂直 

ボルト 

引張り 45 193*1 〇 

せん断 22 148 〇 

横付 

ボルト 

引張り ―*2 ―*2 ―*2 

せん断 35*2 148 〇 

注記＊１：fts=Min[1.4･fto-1.6･τb,fto] 

＊２：軸直角方向の荷重は，垂直ボルトのみで評価し，横付ボルトには期待しない。 

1
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表 9－3 転倒評価及び機能維持評価結果(1/3) 

（×9.8m/s2） 

設備名称 保管場所 方向 
保管場所の最大 

応答加速度*１ 

加振台の最大 

加速度*２ 

転倒 

評価結果 

機能維持 

評価結果*３ 

タンクローリ（タイプⅠ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

水平 1.04 1.15 〇 〇 

鉛直 0.77 1.35 〇 〇 

タンクローリ（タイプⅡ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

水平 1.04 1.56 〇 〇 

鉛直 0.77 1.03 〇 〇 

大量送水車 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

水平 1.04 1.42 〇 〇 

鉛直 0.77 0.94 〇 〇 

第２保管エリア 
水平 1.24 1.49 〇 〇 

鉛直 1.09 1.12 〇 〇 

注記＊１：地震応答解析により求めた地表面の最大応答加速度 

  ＊２：加振試験により計測された加振台の最大加速度 

＊３：加振試験後の支持機能，移動機能及び表 6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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表 9－3 転倒評価及び機能維持評価結果(2/3) 

（×9.8m/s2） 

設備名称 保管場所 方向 
保管場所の最大 

応答加速度*１ 

加振台の最大 

加速度*２ 

転倒 

評価結果 

機能維持 

評価結果*３ 

高圧発電機車（タイプⅠ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

水平 1.04 1.49 ○ ○ 

鉛直 0.77 1.09 ○ ○ 

高圧発電機車（タイプⅡ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

水平 1.04 1.49 ○ ○ 

鉛直 0.77 1.09 ○ ○ 

移動式代替熱交換設備 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

水平 1.04 1.51 ○ ○ 

鉛直 0.77 0.95 ○ ○ 

大型送水ポンプ車（原子炉補機代替

冷却系用） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

水平 1.04 1.50 ○ ○ 

鉛直 0.77 1.05 ○ ○ 

大型送水ポンプ車（原子炉建物放水

設備用） 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

水平 0.76 1.50 ○ ○ 

鉛直 0.48 1.05 ○ ○ 

注記＊１：地震応答解析により求めた地表面の最大応答加速度 

  ＊２：加振試験により計測された加振台の最大加速度 

＊３：加振試験後の支持機能，移動機能及び表 6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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表 9－3 転倒評価及び機能維持評価結果(3/3) 

（×9.8m/s2） 

設備名称 保管場所 方向 
保管場所の最大 

応答加速度*１ 

加振台の最大 

加速度*２ 

転倒 

評価結果 

機能維持 

評価結果*３ 

可搬式窒素供給装置 
第１保管エリア 

第４保管エリア 

水平 1.04 1.48 ○ ○ 

鉛直 0.77 1.05 ○ ○ 

緊急時対策所用発電機 
第１保管エリア 

第４保管エリア 

水平 1.04 1.52 ○ ○ 

鉛直 0.77 1.02 ○ ○ 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 
第１保管エリア 

第４保管エリア 

水平 1.04 1.48 ○ ○ 

鉛直 0.77 1.05 ○ ○ 

注記＊１：地震応答解析により求めた地表面の最大応答加速度 

  ＊２：加振試験により計測された加振台の最大加速度 

＊３：加振試験後の支持機能，移動機能及び表 6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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表 9－4 波及的影響評価結果(走行軸方向) 

（単位：mm） 

設備名称 保管場所 
車両の最大変位量

（走行軸方向） 

許容限界* 

（走行軸方向） 

評価 

結果 

タンクローリ 

（タイプⅠ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

2580 2600 〇 

タンクローリ 

（タイプⅡ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

2390 2400 〇 

大量送水車 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

410 500 〇 

第２保管エリア 410 500 〇 

高圧発電機車 

（タイプⅠ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

230 300 〇 

高圧発電機車 

（タイプⅡ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

60 100 〇 

移動式代替熱交換設

備 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

510 600 〇 

大型送水ポンプ車（原

子炉補機代替冷却系

用） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

190 200 〇 

大型送水ポンプ車（原

子炉建物放水設備用） 

第３保管エリア 

第４保管エリア 
190 200 〇 

可搬式窒素供給装置 
第１保管エリア 

第４保管エリア 
0 100 〇 

緊急時対策所用発電

機 

第１保管エリア 

第４保管エリア 
1570 1600 〇 

第１ベントフィルタ

出口水素濃度 

第１保管エリア 

第４保管エリア 
270 300 〇 

注記＊：加振試験にて確認した最大変位量を基に定めた１台当たりの離隔距離  



 

85 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
3-
3 
R0
E 

 

 
表 9－5 波及的影響評価結果(走行軸直角方向) 

（単位：mm） 

設備名称 保管場所 
車両の最大変位量

（走行軸直角方向） 

許容限界* 

（走行軸直角方向） 

評価 

結果 

タンクローリ 

（タイプⅠ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

1224 1300 〇 

タンクローリ 

（タイプⅡ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

1469 1500 〇 

大量送水車 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

965 1000 〇 

第２保管エリア 1205 1300 〇 

高圧発電機車 

（タイプⅠ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

738 800 〇 

高圧発電機車 

（タイプⅡ） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

892 900 〇 

移動式代替熱交換設

備 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

1921 2000 〇 

大型送水ポンプ車（原

子炉補機代替冷却系

用） 

第１保管エリア 

第３保管エリア 

第４保管エリア 

730 800 〇 

大型送水ポンプ車（原

子炉建物放水設備用） 

第３保管エリア 

第４保管エリア 
730 800 〇 

可搬式窒素供給装置 
第１保管エリア 

第４保管エリア 
857 900 〇 

緊急時対策所用発電

機 

第１保管エリア 

第４保管エリア 
2015 2100 〇 

第１ベントフィルタ

出口水素濃度 

第１保管エリア 

第４保管エリア 
951 1000 〇 

注記＊：加振試験にて確認した最大変位量を基に定めた１台当たりの離隔距離 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-別添3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算の方針」（以下「別添3-

1」という。）の「2.2(2) ボンベ設備」にて設定している構造強度評価の方針に基づき，逃が

し安全弁用窒素ガスボンベラック（以下「ボンベラック」という。）が設計用地震力に対して

十分な構造強度を有するとともに，当該設備による波及的影響を防止する必要がある他の設備

に対して波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

ボンベラックは，重大事故等対処設備においては重大事故防止設備のうち可搬型のものに分

類される。以下，可搬型重大事故等対処設備としての構造強度評価及び波及的影響評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ボンベラックの構造計画を表2－1から表2－3に示す。 
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表2－1 構造計画 

 
 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

ボンベラックは，溶接に

て組み立てたフレームに

ボンベ（7本）を固定す

る構造である。 

ボンベラックは，壁面

に設定したアンカプレ

ートに溶接にて固定す

る。 

 

 

ボンベ

ボンベラック

約
13

10

約2060 約400

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

 

 

ボンベラック（その1）          （単位：mm） 

2
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表2－2 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

ボンベラックは，溶接に

て組み立てたフレームに

ボンベ（6本）を固定す

る構造である。 

ボンベラックは，壁面

に設定したアンカプレ

ートに溶接にて固定す

る。 

 

ボンベ

ボンベラック

約
1
3
10

約400約1800

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

 

 

ボンベラック（その2）          （単位：mm） 

3
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表2－3 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

ボンベラックは，溶接に

て組み立てたフレームに

ボンベ（2本）を固定す

る構造である。 

ボンベラックは，壁面

に設定したアンカプレ

ートに溶接にて固定す

る。 

 

 

約760

アンカプレート

約400

ボンベ

約
13

10

溶接部

溶接部溶接部

溶接部

ボンベラック

アンカプレートアンカプレート

アンカプレート 溶接部
 

 

ボンベラック（その3）          （単位：mm） 
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2.2 評価方針 

ボンベラックの応力評価は，別添3-1の「2.2 評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すボンベラックの部位を踏まえ「3. 

評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周

期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，

ボンベラックの波及的影響評価は，別添3-1の「2.2(2) ボンベ設備」にて設定した波及的影

響評価の方針に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，当該設備による波及的影響を

防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを，「5. 波及的影響評

価」に示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

ボンベラックの耐震評価フローを図2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ボンベラックの耐震評価フロー 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

固有値解析 

解析モデル設定 

構造強度評価 波及的影響評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｗ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｅ１ 

Ｅ２ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｗ 

Ｆｗ１ 

Ｆｗ２ 

Ｆｗ３ 

ƒｓ 

ƒｔ 

g 

ｈ 

Ｌｗ 

１

２

３

ｍ

ｎ 

ｎｖｗ１ 

 

ｎＨｗ１ 

 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｔ 

ν 

溶接部の有効断面積（1箇所当たり） 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボンベラックの縦弾性係数 

ボンベラックの縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

取付面に対し前後方向に作用する最大せん断力 

取付面に対し平行方向に作用するせん断力 

取付面に対し前後方向に作用するせん断力（正面方向転倒） 

取付面に対し前後方向に作用するせん断力（側面方向転倒） 

溶接部の許容せん断応力 

ボンベラックの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

溶接長（1箇所当たり） 

重心と下側溶接部間の距離 

上側溶接部と下側溶接部中心間の距離 

左側溶接部と右側溶接部中心間の距離 

ボンベ設備の質量 

溶接箇所数 

鉛直方向地震により取付面に対し前後方向のせん断力を受けると

して期待する溶接箇所数 

水平方向地震により取付面に対し前後方向のせん断力を受けると

して期待する溶接箇所数 

溶接部の脚長 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

温度条件 

ポアソン比 

mm2 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

m/s
2
 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

― 

― 

 

― 

 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

℃ 

― 

＊
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記号 記号の説明 単位 

σ 

σａ 

σｂ 

σｘ 

σｙ 

σｓ 

τ 

τｗ 

τｗ３ 

τｗ４ 

τｘｙ 

はり要素の組合せ応力 

はり要素の軸応力 

はり要素の曲げ応力 

シェル要素のＸ方向応力 

シェル要素のＹ方向応力 

シェル要素の組合せ応力 

はり要素のせん断応力 

溶接部に生じる最大せん断応力 

取付面に対し平行方向に作用するせん断応力 

取付面に対し前後方向に作用するせん断応力 

シェル要素のせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表2－4に示すとおりとする。 

 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

ボンベラックの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなるボンベラック最弱部及びアンカプレートへの溶接部について実施す

る。ボンベラックの耐震評価部位については，表2－1から表2－3の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，ボンベラックに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとし，強度評

価において組み合わせるものとする。なお，溶接部においては，作用する応力の算出にお

いて組み合わせるものとする。 

(2) 拘束条件として，ボンベラックは，溶接によりＸ,Ｙ,Ｚの3方向を固定（完全拘束）とし

て設定する。 

(3) ボンベ本体は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して転倒しないことを目的としたボン

ベラックに，プレート及びボルトにて固定され収納されている。ここで，ボンベ本体は高

圧ガス適用品であり，一般的な圧力容器に比べ，高い耐圧強度を有することから，はるか

に剛性が高いものであるが，解析上，断面性状を考慮したはり要素としてモデル化する。 

(4) 各ボンベから配管への接続管は，接続を容易にするため可とう性をもつ形状としている

こと，地震時にはボンベと配管の相対変位は微小であることから，地震時の変位を十分吸

収できるものとする。 

(5) ボンベラックを構成する鋼材をシェル要素及びはり要素としてモデル化した3次元ＦＥＭ

モデルによる固有値解析を実施する。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ボンベラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

ボンベラックの許容応力は，別添3-1の「3.2 許容限界」に基づき表4－2に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ボンベラックの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表4－3に示す。 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-別添3-4-1 R0 

 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

制御用 

空気設備 

逃がし安全弁用 

窒素ガス 

ボンベラック 

可搬／防止 ―＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

表4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外（ボンベラック）） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外（溶接部）） 

一次応力 一次応力 

組合せ せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・f ｔ 1.5・f ｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

ボンベラック 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

STKR400 周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

溶接部 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 ― 

245 

400 ― 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
235 
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4.3 解析モデル及び諸元 

ボンベラックの解析モデルを図4－1から図4－3に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【ボンベラックの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) ボンベラックを構成する鋼材をシェル要素及びはり要素でモデル化したＦＥＭモデルを

用いる。 

(2) 拘束条件として，ボンベラックは，溶接によりＸ,Ｙ,Ｚの3方向を固定（完全拘束）とし

て設定する。 

(3) ボンベ及びボンベラックの質量は，密度にて与えるものとする。 

(4) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，固有値，ボンベラックの応力を求める。な

お，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プ

ログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

固定板

固定ボルト

ボンベ

ボンベラック

上部押さえ

Ｚ

ＹＸ

：溶接部（完全拘束）
 

 

図4－1 解析モデル（ボンベラック（その1）） 
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固定板

固定ボルト

ボンベ

ボンベラック

上部押さえ

Ｚ

ＹＸ ：溶接部（完全拘束）
 

 

図4－2 解析モデル（ボンベラック（その2）） 
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固定板

固定ボルト

ボンベ

Ｚ

ＹＸ

：溶接部（完全拘束）

ボンベラック

上部押さえ

 
 

図4－3 解析モデル（ボンベラック（その3）） 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表4－4に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛構造であること

を確認した。 

 

表 4－4 固有値解析結果 

機器名称 モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 
Ｘ方向 Ｙ方向 

ボンベラック 

（その 1） 
1次 鉛直 0.043 ― ― ― 

ボンベラック 

（その 2） 
1次 鉛直 0.042 ― ― ― 

ボンベラック 

（その 3） 
1次 鉛直 0.035 ― ― ― 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表4－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

 

表 4－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ボンベラック 

（その 1） 

原子炉建物 

EL 23.8 

(EL 30.5＊1) 

0.05

以下 
0.043 

― ― ＣＨ＝3.61＊2 ＣＶ＝2.23＊2 
ボンベラック 

（その 2） 

0.05

以下 
0.042 

ボンベラック 

（その 3） 

0.05

以下 
0.035 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

 ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

  4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 ボンベラック（はり要素）の応力 

ボンベラックの応力は，自重，鉛直方向地震及び水平方向地震（Ｘ,Ｙ）を考慮し，

シェル要素及びはり要素による解析結果を用いる。ここで，はり要素の組合せ応力

の算出式は下記による。 

 

応力の種類 単位 応力算出式 

組合せ応力 MPa (σａ＋σｂ)2＋3・τ2 

 

4.6.1.2 ボンベラック（シェル要素）の応力 

ボンベラックの応力は，自重，鉛直方向地震及び水平方向地震（Ｘ,Ｙ）を考慮し，

シェル要素及びはり要素による解析結果を用いる。ここで，シェル要素の組合せ応

力の算出式は下記による。 

 

応力の種類 単位 応力算出式 

組合せ応力 MPa σｘ２＋σｙ2－σｘ・σｙ＋3・τｘｙ2 

 

4.6.1.3 溶接部の応力 

(1) ボンベラック取付面に対し平行方向に作用するせん断応力 

ボンベラック取付面に対し平行方向に作用するせん断力は全溶接部で受けるもの

として計算する。 

 

Ｆｗ1＝ （ｍ・ＣＨ・g）2＋（ｍ・（1＋ＣＶ）・g）2  ········  （4.6.1.3.1） 

 

ボンベラック取付面に対し平行方向に作用するせん断応力（τｗ３） 

 
Ｆｗ1 

τｗ３＝          ····································  （4.6.1.3.2） 
ｎ・Ａｗ 

 

ここで，せん断を受ける溶接部の有効断面積Ａｗは， 

 

Ａｗ＝（Ｓ／ 2）×Ｌｗ  ···································  （4.6.1.3.3） 
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(2) ボンベラック取付面に対し前後方向に作用するせん断応力 

        溶接部に対する力は最も厳しい条件として，図 4－4から図 4－5で最外列の溶接

部を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の溶接部で受けるものとして計算

する。 

 

計算モデル図 4－4に示す正面方向転倒の場合のせん断力（Ｆｗ２） 

 
ｍ・（1＋ＣＶ）・ｈ・g   ｍ・ＣＨ・ｈ・g  

Ｆｗ２＝            ＋          ·······  （4.6.1.3.4） 
ｎｖｗ１・２          ｎＨｗ1・３ 

 

計算モデル図4－5に示す側面方向転倒の場合のせん断力（Ｆｗ３） 

 
ｍ・（1＋ＣＶ）・ｈ・g＋ｍ・ＣＨ・１・g 

Ｆｗ３＝                         ···  （4.6.1.3.5） 
ｎｖｗ１・２ 

 

ボンベラック取付面に対し前後方向に作用するせん断力 

 

Ｆｗ＝Ｍａｘ（Ｆｗ２，Ｆｗ３） ······························  （4.6.1.3.6） 

 

ボンベラック取付面に対し前後方向に作用するせん断応力（τｗ４） 

 
Ｆｗ 

τｗ４＝      ········································  （4.6.1.3.7） 
Ａｗ 

 

(3) 溶接部の応力 

 

τｗ＝Ｍａｘ（τｗ３，τｗ４） ······························  （4.6.1.3.8） 
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せん断を受ける
溶接列

１

２

転倒支点

壁

ｈ

転倒方向

３

ｍ・(１＋ＣＶ)・g

ｍ・ＣＨ・g

溶接部

転倒支点となる
溶接列

：重心位置

 
 

 

図4－4 計算モデル（正面方向転倒） 
 
 

ｈ

１

２

３

転倒支点となる
溶接列

壁

転倒方向

ｍ・ＣＨ・g

ｍ・(１＋ＣＶ)・g

せん断を受ける
溶接列

溶接部

：重心位置

 
 
 

図4－5 計算モデル（側面方向転倒） 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（ボンベラック）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【ボンベラ

ックの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 ボンベラックの応力評価 

4.6.1.1項及び4.6.1.2項で求めた各応力が許容応力以下であること。ただし，許容組

合せ応力はƒｔ以下であること。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重 

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

 
     ・1.5 

 

・1.5 

 

4.8.2 溶接部の応力評価 

4.6.1.3項で求めた溶接部のせん断応力が許容応力ƒｓ以下であること。ただし，ƒｓは

下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重 

との組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｓ 

 

           ・1.5 

 

・1.5 

 

Ｆ ＊
 

1.5 

Ｆ 

1.5 

Ｆ 

1.5･ 3 

Ｆ ＊
 

1.5･ 3 
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5. 波及的影響評価 

5.1  波及的影響評価方法 

   ボンベラックは，別添3-1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，当該設備に

よる波及的影響を防止する必要がある他の設備への波及的影響評価を実施する。 

ボンベラックの波及的影響評価は，「3. 評価部位」に示す評価部位が，「4.2 荷重の組

合せ及び許容応力」に示す荷重の組合せに対し，許容応力を満足することを，「4.5 設計用

地震力」に示す設計用地震力及び「4.6 計算方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

6. 評価結果 

6.1  重大事故等対処設備としての評価結果 

ボンベラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，波及的影響を防

止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

また，ボンベラックの最大応力発生箇所を図6－1から図6－3に示す。 

 

(2) 波及的影響評価結果 

波及的影響評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【ボンベラック（その1）の耐震性についての計算結果】 

 1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ボンベラック 

（その1） 
可搬／防止 

原子炉建物 

EL 23.8 

(EL 30.5＊1) 

0.05以下 0.043 ― ― ＣＨ＝3.61＊2 ＣＶ＝2.23＊2 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

ｍ 

(kg)

ｈ

(mm)

１
(mm) 

２
(mm) 

３
(mm) 

Ａｗ 

(mm2) 

Ｅ１ 

(MPa) 

Ｅ２ 

(MPa) 
ν ｎ ｎｖｗ１ ｎＨｗ１ 

892 182 395 695 1560 763.7 
2.01×

105 

2.02×

105 
0.3 6 3 2 

 

 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ボンベラック 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 

STKR400 245 400 ― 280 

溶接部 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 

＊
 

2
4 
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1.3 計算数値 

1.3.1  溶接部に作用する力                （単位：N） 

部材 

Ｆｗ３ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― 8.449×103 

 

1.4 結論 

1.4.1  固有周期           （単位：s） 

方向 固有周期 

水平方向 0.05以下 

鉛直方向 0.043 

 

1.4.2  応力及び波及的影響評価                                                                                        （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 評価 

結果 算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ボンベラック SS400 組合せ ― ― σｓ ＝ 40 ƒｔ ＝ 280 〇 

溶接部 SS400 せん断 ― ― τｗ ＝ 11 ƒｓ ＝ 161 〇 

すべて許容応力以下である。 

  

2
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ボンベ

ボンベラック

溶接部

溶接部

溶接部 溶接部 溶接部

１

２

３ ｈ

溶接部 溶接部

：重心位置

 

 

ボンベラック（その1） 

 

：最大応力発生箇所

 
図6－1 ボンベラック（その1）の最大応力発生箇所 
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【ボンベラック（その2）の耐震性についての計算結果】 

 2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ボンベラック 

（その2） 
可搬／防止 

原子炉建物 

EL 23.8 

(EL 30.5＊1) 

0.05以下 0.042 ― ― ＣＨ＝3.61＊2 ＣＶ＝2.23＊2 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

ｍ 

(kg)

ｈ

(mm)

１
(mm) 

２
(mm) 

３
(mm) 

Ａｗ 

(mm2) 

Ｅ１ 

(MPa) 

Ｅ２ 

(MPa) 
ν ｎ ｎｖｗ１ ｎＨｗ１ 

779 181 391 695 1200 763.7 
2.01×

105 

2.02×

105 
0.3 6 3 2 

 

 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ボンベラック 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 

STKR400 245 400 ― 280 

溶接部 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 

＊
 

2
7 
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2.3 計算数値 

2.3.1  溶接部に作用する力                （単位：N） 

部材 

Ｆｗ３ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― 7.314×103 

 

2.4 結論 

2.4.1  固有周期           （単位：s） 

方向 固有周期 

水平方向 0.05以下 

鉛直方向 0.042 

 

2.4.2  応力及び波及的影響評価                                                                                        （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 評価 

結果 算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ボンベラック SS400 組合せ ― ― σｓ ＝ 39 ƒｔ ＝ 280 〇 

溶接部 SS400 せん断 ― ― τｗ ＝ 10 ƒｓ ＝ 161 〇 

すべて許容応力以下である。 

2
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ボンベ

溶接部

溶接部溶接部 溶接部

１

ｈ

２

３

溶接部

溶接部溶接部 ボンベラック

：重心位置

 

ボンベラック（その2） 

 

：最大応力発生箇所

 
図6－2 ボンベラック（その2）の最大応力発生箇所 
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【ボンベラック（その3）の耐震性についての計算結果】 

 3. 重大事故等対処設備 

3.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ボンベラック 

（その3） 
可搬／防止 

原子炉建物 

EL 23.8 

(EL 30.5＊1) 

0.05以下 0.035 ― ― ＣＨ＝3.61＊2 ＣＶ＝2.23＊2 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

3.2 機器要目 

ｍ 

(kg)

ｈ

(mm)

１
(mm) 

２
(mm) 

３
(mm) 

Ａｗ 

(mm2) 

Ｅ１ 

(MPa) 

Ｅ２ 

(MPa) 
ν ｎ ｎｖｗ１ ｎＨｗ１ 

328 178 317 605 760 763.7 
2.01×

105 

2.02×

105 
0.3 4 2 2 

 

 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ボンベラック 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 

STKR400 245 400 ― 280 

溶接部 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
235 400 ― 280 

＊
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3.3 計算数値 

3.3.1  溶接部に作用する力                （単位：N） 

部材 

Ｆｗ３ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― 4.571×103 

 

3.4 結論 

3.4.1  固有周期           （単位：s） 

方向 固有周期 

水平方向 0.05以下 

鉛直方向 0.035 

 

3.4.2  応力及び波及的影響評価                                                                                        （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 評価 

結果 算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ボンベラック SS400 組合せ ― ― σｓ ＝ 29 ƒｔ ＝ 280 〇 

溶接部 SS400 せん断 ― ― τｗ ＝ 6 ƒｓ ＝ 161 〇 

すべて許容応力以下である。 

  

3
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溶接部

溶接部溶接部

溶接部

ボンベラック

溶接部

１

ｈ

２

３

：重心位置

ボンベ

 

ボンベラック（その3） 

 

：最大応力発生箇所

 
図6－3 ボンベラック（その3）の最大応力発生箇所 
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Ⅵ-2-別添3-4-2 中央制御室待避室正圧化装置 空気ボンベラックの 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-別添3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算の方針」（以下「別添3-

1」という。）の「2.2(2) ボンベ設備」にて設定している構造強度評価の方針に基づき，中央

制御室待避室正圧化装置 空気ボンベラック（以下「ボンベラック」という。）が設計用地震

力に対して十分な構造強度を有するとともに，当該設備による波及的影響を防止する必要があ

る他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

ボンベラックは，重大事故等対処設備においては重大事故緩和設備のうち可搬型のものに分

類される。以下，可搬型重大事故等対処設備としての構造強度評価及び波及的影響評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ボンベラックの構造計画を表2－1から表2－3に示す。 
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表2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

ボンベラックは，溶接に

て組み立てたフレームに

ボンベ（10本）を固定す

る構造である。 

 

ボンベラックは，壁面

に設定したアンカプレ

ートに溶接にて固定す

る。 

 

ボンベ

ボンベラック

約
14

75

約1650
約700

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

溶接部

アンカプレート
溶接部

アンカプレート

 

ボンベラック（その1）         （単位：mm） 

2 
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表2－2 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

ボンベラックは，溶接に

て組み立てたフレームに

ボンベ（10本）を固定す

る構造である。 

ボンベラックは，壁面

に設定したアンカプレ

ートに溶接にて固定す

る。 

 

ボンベ

ボンベラック

約
14

75

約1650 約800

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

アンカプレート 溶接部

溶接部

アンカプレート

溶接部

アンカプレート

溶接部

溶接部

 

ボンベラック（その2）         （単位：mm） 

3 
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表2－3 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

ボンベラックは，溶接に

て組み立てたフレームに

ボンベ（5本）を固定す

る構造である。 

ボンベラックは，床面

に設定したアンカプレ

ートに溶接にて固定す

る。 

 

 

 

 

ボンベ

溶接部

アンカプレート

約
1
4
00

約1520 約600

ボンベラック

溶接部

アンカプレート

溶接部

 
 

 

 

ボンベラック（その3，その4）      （単位：mm） 

4 



 

5 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
3-

4-
2 
R0
 

2.2 評価方針 

ボンベラックの応力評価は，別添3-1の「2.2 評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すボンベラックの部位を踏まえ「3. 

評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周

期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，

ボンベラックの波及的影響評価は，別添3-1の「2.2(2) ボンベ設備」にて設定した波及的影

響評価の方針に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，当該設備による波及的影響を

防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを，「5. 波及的影響評

価」に示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

ボンベラックの耐震評価フローを図2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ボンベラックの耐震評価フロー 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

固有値解析 

解析モデル設定 

構造強度評価 波及的影響評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 



 

7 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
3-

4-
2 
R0
 

2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＡＨＷ 

ＡＶＷ 

ＡＷ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｅ１ 

Ｅ２ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｗ 

ＦＨＷ 

ＦＶＷ 

Ｆｗ１ 

Ｆｗ２ 

Ｆｗ３ 

ƒｓ 

ƒｔ 

g 

ｈ 

Ｌｗ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

ｍ 

ｎ 

ｎｖｗ 

ｎｖｗ１ 

 

ｎＨｗ１ 

 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

水平方向せん断力を受ける溶接部の有効断面積（全箇所当たり） 

鉛直方向せん断力を受ける溶接部の有効断面積（1箇所当たり） 

溶接部の有効断面積（1箇所当たり） 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボンベラックの縦弾性係数 

ボンベラックの縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

取付面に対し前後方向に作用する最大せん断力 

溶接部に作用する水平方向せん断力 

溶接部に作用する鉛直方向せん断力 

取付面に対し平行方向に作用するせん断力 

取付面に対し前後方向に作用するせん断力（正面方向転倒） 

取付面に対し前後方向に作用するせん断力（側面方向転倒） 

溶接部の許容せん断応力 

ボンベラックの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

溶接長（1箇所当たり） 

重心と溶接部間の水平方向距離＊ 

重心と溶接部間の水平方向距離＊ 

重心と下側溶接部間の距離 

上側溶接部と下側溶接部中心間の距離 

左側溶接部と右側溶接部中心間の距離 

ボンベ設備の質量 

溶接箇所数 

評価上鉛直方向せん断力を受けるとして期待する溶接箇所数 

鉛直方向地震により取付面に対し前後方向のせん断力を受けると

して期待する溶接箇所数 

水平方向地震により取付面に対し前後方向のせん断力を受けると

して期待する溶接箇所数 

溶接部の脚長 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

m/s
2
 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

― 

― 

― 

 

― 

 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｔ 

ν 

σ 

σａ 

σｂ 

σｘ 

σｙ 

σｓ 

τ 

τｗ 

τｗ１ 

τｗ２ 

τｗ３ 

τｗ４ 

τｘｙ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

温度条件 

ポアソン比 

はり要素の組合せ応力 

はり要素の軸応力 

はり要素の曲げ応力 

シェル要素のＸ方向応力 

シェル要素のＹ方向応力 

シェル要素の組合せ応力 

はり要素のせん断応力 

溶接部に生じる最大せん断応力 

溶接部に生じる水平方向せん断応力 

溶接部に生じる鉛直方向せん断応力 

取付面に対し平行方向に作用するせん断応力 

取付面に対し前後方向に作用するせん断応力 

シェル要素のせん断応力 

MPa 

 

℃ 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊：１≦２ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表2－4に示すとおりとする。 

 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 



 

10 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
3-

4-
2 
R0
 

3. 評価部位 

ボンベラックの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなるボンベラック最弱部及びアンカプレートへの溶接部について実施す

る。ボンベラックの耐震評価部位については，表2－1から表2－3の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，ボンベラックに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとし，強度評

価において組み合わせるものとする。なお，溶接部においては，作用する応力の算出にお

いて組み合わせるものとする。 

(2) 拘束条件として，ボンベラックは，溶接によりＸ,Ｙ,Ｚの3方向を固定（完全拘束）とし

て設定する。 

(3) ボンベ本体は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して転倒しないことを目的としたボン

ベラックに，プレート及びボルトにて固定され収納されている。ここで，ボンベ本体は高

圧ガス適用品であり，一般的な圧力容器に比べ，高い耐圧強度を有することから，はるか

に剛性が高いものであるが，解析上，断面性状を考慮したはり要素としてモデル化する。 

(4) 各ボンベから配管への接続管は，接続を容易にするため可とう性をもつ形状としている

こと，地震時にはボンベと配管の相対変位は微小であることから，地震時の変位を十分吸

収できるものとする。 

(5) ボンベラックを構成する鋼材をシェル要素及びはり要素としてモデル化した3次元ＦＥＭ

モデルによる固有値解析を実施する。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ボンベラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

ボンベラックの許容応力は，別添3-1の「3.2 許容限界」に基づき表4－2に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ボンベラックの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表4－3に示す。 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-別添3-4-2 R0 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理

施設 
換気設備 

中央制御室待避室

正圧化装置 空気

ボンベラック 

可搬／緩和 ―＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

表4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外（ボンベラック）） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外（溶接部）） 

一次応力 一次応力 

組合せ せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・f ｔ 1.5・f ｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 
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S2 補 Ⅵ-2-別添3-4-2 R0 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

ボンベラック 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

STKR400 周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

溶接部 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 
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4.3 解析モデル及び諸元 

ボンベラックの解析モデルを図4－1から図4－3に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【ボンベラックの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) ボンベラックを構成する鋼材をシェル要素及びはり要素でモデル化したＦＥＭモデルを

用いる。 

(2) 拘束条件として，ボンベラックは，溶接によりＸ,Ｙ,Ｚの3方向を固定（完全拘束）とし

て設定する。 

(3) ボンベ及びボンベラックの質量は，密度にて与えるものとする。 

(4) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，固有値，ボンベラックの応力を求める。な

お，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プ

ログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

ボンベ

固定ボルト

固定板 ボンベラック

Ｚ

ＹＸ ：溶接部（完全拘束）
 

 

図4－1 解析モデル（ボンベラック（その1））
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ボンベ

固定ボルト

固定板
ボンベラック

Ｚ

ＹＸ

：溶接部（完全拘束）
 

 

図4－2 解析モデル（ボンベラック（その2）） 
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ボンベ

固定ボルト

固定板

上部押さえ

ボンベラック

Ｚ

ＹＸ

：溶接部（完全拘束）
 

 

図4－3 解析モデル（ボンベラック（その3，その4）） 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表4－4に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛構造であること

を確認した。 

 

表 4－4 固有値解析結果 

機器名称 モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 
Ｘ方向 Ｙ方向 

ボンベラック 

（その 1） 
1次 鉛直 0.041 ― ― ― 

ボンベラック 

（その 2） 
1次 鉛直 0.043 ― ― ― 

ボンベラック 

（その 3，その 4） 
1次 水平 0.046 ― ― ― 

 



 

18 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
3-

4-
2 
R0
 

4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表4－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

 

表 4－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ボンベラック 

（その 1） 

廃棄物処理建物 

EL 16.9 

(EL 22.1＊1) 

0.05

以下 
0.041 

― ― 

ＣＨ＝1.58＊2 ＣＶ＝1.34＊2 

ボンベラック 

（その 2） 

廃棄物処理建物 

EL 16.93 

(EL 22.1＊1) 

0.05

以下 
0.043 

ボンベラック 

（その 3） 

廃棄物処理建物 

EL 16.9＊1 

0.046 
0.05

以下 

ＣＨ＝1.55＊2 ＣＶ＝1.19＊2 

ボンベラック 

（その 4） 

廃棄物処理建物 

EL 25.3 

(EL 26.7＊1) 

ＣＨ＝1.76＊2 ＣＶ＝1.40＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

 ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

 4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 ボンベラック（はり要素）の応力 

ボンベラックの応力は，自重，鉛直方向地震及び水平方向地震（Ｘ,Ｙ）を考慮し，

シェル要素及びはり要素による解析結果を用いる。ここで，はり要素の組合せ応力の

算出式は下記による。 

 

応力の種類 単位 応力算出式 

組合せ応力 MPa (σａ＋σｂ)2＋3・τ2 

 

4.6.1.2 ボンベラック（シェル要素）の応力 

ボンベラックの応力は，自重，鉛直方向地震及び水平方向地震（Ｘ,Ｙ）を考慮し，

シェル要素及びはり要素による解析結果を用いる。ここで，シェル要素の組合せ応力

の算出式は下記による。 

 

応力の種類 単位 応力算出式 

組合せ応力 MPa σｘ２＋σｙ2－σｘ・σｙ＋3・τｘｙ2 

 

4.6.1.3 ボンベラック（床固定型） 溶接部の応力 

(1) 水平方向せん断応力 

溶接部に対する水平方向せん断力は全溶接部で受けるものとして計算する。 

水平方向せん断力（ＦＨＷ） 

 

ＦＨＷ＝ＣＨ・ｍ・g ·······································  （4.6.1.3.1） 

 

水平方向せん断応力（τＷ1） 

 
ＦＨＷ 

τｗ１＝        ········································  （4.6.1.3.2） 
ＡＨＷ 
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(2) 鉛直方向せん断応力 

溶接部に対する力は最も厳しい条件として，図4－4から図4－7で最外列の溶接部

を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の溶接部で受けるものとして計算す

る。 

鉛直方向せん断力（ＦＶＷ） 

計算モデル図4－4及び図4－6の場合のせん断力 

 
ｍ・g・ＣＨ・ｈ － ｍ・g・（1－ＣＶ）・１ 

ＦＶＷ＝                      ·········  （4.6.1.3.3） 
ｎｖｗ・（１＋２） 
 

計算モデル図4－5及び図4－7の場合のせん断力 

 
ｍ・g・ＣＨ・ｈ － ｍ・g・（1－ＣＶ）・２ 

ＦＶＷ＝                      ·········  （4.6.1.3.4） 
ｎｖｗ・（１＋２） 
 

鉛直方向せん断応力（τＷ2） 

 
ＦＶＷ 

τｗ２＝        ········································  （4.6.1.3.5） 
ＡＶＷ 

ここで，せん断を受ける溶接部の有効断面積ＡＨＷ，ＡＶＷは， 

 

ＡＨＷ＝（Ｓ／ 2）×Ｌｗ  ··································  （4.6.1.3.6） 

 

ＡＶＷ＝（Ｓ／ 2）×Ｌｗ  ··································  （4.6.1.3.7） 

 

(3) 溶接部の応力 

 

τｗ＝Ｍａｘ（τｗ１，τｗ２） ······························  （4.6.1.3.8） 
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１ ２

転倒支点となる
溶接列

：重心位置

ｈ

(1－ＣＶ)・ｍ・g

ＣＨ・ｍ・g

転倒方向

１ ２
せん断を受ける
溶接列

Ａ

Ａ～Ａ矢視図

転倒支点

Ａ

溶接部

（１≦２）
 

図4－4 計算モデル（短辺方向転倒－1 （1－ＣＶ）≧0の場合） 

 

 

 

１ ２

せん断を受ける
溶接列

：重心位置

ｈ

(ＣＶ－1)・ｍ・g

ＣＨ・ｍ・g

転倒方向

１ ２
転倒支点となる
溶接列

Ａ

Ａ～Ａ矢視図

転倒支点

Ａ

溶接部

（１≦２）
 

図4－5 計算モデル（短辺方向転倒－2 （1－ＣＶ）＜0の場合） 
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転倒支点となる
溶接列

せん断を受ける
溶接列

１ ２

(1－ＣＶ)・ｍ・g

ＣＨ・ｍ・g

ｈ

１ ２
：重心位置

転倒方向

Ａ～Ａ矢視図

Ａ Ａ

溶接部

（１≦２）
転倒支点

 

図4－6 計算モデル（長辺方向転倒－1 （1－ＣＶ）≧0の場合） 

 

 

 

せん断を受ける
溶接列

転倒支点となる
溶接列

１ ２

(ＣＶ－1)・ｍ・g

ＣＨ・ｍ・g

ｈ

１ ２
：重心位置

転倒方向

Ａ～Ａ矢視図

Ａ Ａ

溶接部

（１≦２）

転倒支点

 

図4－7 計算モデル（長辺方向転倒－2 （1－ＣＶ）＜0の場合） 
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4.6.1.4 ボンベラック（壁固定型） 溶接部の応力 

(1) ボンベラック取付面に対し平行方向に作用するせん断応力 

ボンベラック取付面に対し平行方向に作用するせん断力は全溶接部で受けるもの

として計算する。 

 

Ｆｗ1＝ （ｍ・ＣＨ・g）2＋（ｍ・（1＋ＣＶ）・g）2  ········  （4.6.1.4.1） 

 

ボンベラック取付面に対し平行方向に作用するせん断応力（τｗ３） 

 
Ｆｗ1 

τｗ３＝          ····································  （4.6.1.4.2） 
ｎ・Ａｗ 

 

ここで，せん断を受ける溶接部の有効断面積Ａｗは， 

 

Ａｗ＝（Ｓ／ 2）×Ｌｗ  ···································  （4.6.1.4.3） 

 

(2) ボンベラック取付面に対し前後方向に作用するせん断応力 

       溶接部に対する力は最も厳しい条件として，図 4－8から図 4－11で最外列の溶接

部を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の溶接部で受けるものとして計算

する。 

 

計算モデル図 4－8及び図 4－10に示す正面方向転倒の場合のせん断力（Ｆｗ２） 

 
ｍ・（1＋ＣＶ）・ｈ・g  ｍ・ＣＨ・ｈ・g 

Ｆｗ２＝            ＋          ·······  （4.6.1.4.4） 
ｎｖｗ１・４          ｎＨｗ1・５ 

 

計算モデル図4－9及び図4－11に示す側面方向転倒の場合のせん断力（Ｆｗ３） 

 
ｍ・（1＋ＣＶ）・ｈ・g＋ｍ・ＣＨ・３・g 

Ｆｗ３＝                         ···  （4.6.1.4.5） 
ｎｖｗ１・４ 

 

ボンベラック取付面に対し前後方向に作用するせん断力 

 

Ｆｗ＝Ｍａｘ（Ｆｗ２，Ｆｗ３） ······························  （4.6.1.4.6） 

 

ボンベラック取付面に対し前後方向に作用するせん断応力（τｗ４） 

 
Ｆｗ 

τｗ４＝      ········································  （4.6.1.4.7） 
Ａｗ 



 

24 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
3-

4-
2 
R0
 

 

(3) 溶接部の応力 

 

τｗ＝Ｍａｘ（τｗ３，τｗ４） ······························  （4.6.1.4.8） 
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転倒支点

転倒支点となる
溶接列

３

４

ｍ・(1+ＣＶ)・g

ｍ・ＣＨ・g

壁

ｈ

転倒方向

５

：重心位置

せん断を受ける
溶接列

溶接部

 
図4－8 計算モデル（正面方向転倒） 

 

：重心位置

転倒方向

ｍ・ＣＨ・g

ｍ・(1+ＣＶ)・g

ｈ

３

４

５
せん断を受ける
溶接列

転倒支点となる
溶接列

溶接部

壁

 
図4－9 計算モデル（側面方向転倒） 
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３

４

ｍ・(1+ＣＶ)・g

転倒支点

壁

ｈ

転倒方向

５
せん断を受ける
溶接列

転倒支点となる
溶接列

：重心位置

ｍ・ＣＨ・g

溶接部

Ａ～Ａ矢視図

Ａ Ａ

 
図4－10 計算モデル（正面方向転倒） 

 

壁

：重心位置

転倒方向

ｍ・ＣＨ・g

ｍ・(1+ＣＶ)・g

ｈ

３

４

５

転倒支点となる
溶接列

せん断を受ける
溶接列

溶接部

 
図4－11 計算モデル（側面方向転倒） 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（ボンベラック）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【ボンベラ

ックの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 ボンベラックの応力評価 

4.6.1.1項及び4.6.1.2項で求めた各応力が許容応力以下であること。ただし，許容組

合せ応力はƒｔ以下であること。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重 

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

 
     ・1.5 

 

・1.5 

 

4.8.2 溶接部の応力評価 

4.6.1.3項及び4.6.1.4項で求めた溶接部のせん断応力が許容応力ƒｓ以下であること。

ただし，ƒｓは下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重 

との組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｓ 

 

           ・1.5 

 

・1.5 

 

Ｆ ＊
 

1.5 

Ｆ 

1.5 

Ｆ 

1.5･ 3 

Ｆ ＊
 

1.5･ 3 
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5. 波及的影響評価 

5.1  波及的影響評価方法 

   ボンベラックは，別添3-1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，当該設備に

よる波及的影響を防止する必要がある他の設備への波及的影響評価を実施する。 

ボンベラックの波及的影響評価は，「3. 評価部位」に示す評価部位が，「4.2 荷重の組

合せ及び許容応力」に示す荷重の組合せに対し，許容応力を満足することを，「4.5 設計用

地震力」に示す設計用地震力及び「4.6 計算方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

6. 評価結果 

6.1  重大事故等対処設備としての評価結果 

ボンベラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，波及的影響を防

止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

また，ボンベラックの最大応力発生箇所を図6－1から図6－4に示す。 

 

(2) 波及的影響評価結果 

波及的影響評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【ボンベラック（その1）の耐震性についての計算結果】 

 1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ボンベラック 

（その1） 
可搬/緩和 

廃棄物処理建物 

EL 16.9 

(EL 22.1＊1) 

0.05以下 0.041 ― ― ＣＨ＝1.58＊2 ＣＶ＝1.34＊2 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

 

1.2 機器要目 

ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

３ 
(mm) 

４ 
(mm) 

５ 
(mm) 

Ａｗ 

(mm2) 

Ｅ１ 

(MPa) 

Ｅ２ 

(MPa) 
ν ｎ ｎｖｗ１ ｎＨｗ１ 

1388 335 382 1125 1150 763.7 
2.04×

105 

2.02×

105 
0.3 14 3 6 

 

 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ボンベラック 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 

溶接部 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1  溶接部に作用する力                （単位：N） 

部材 

Ｆｗ３ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― 5.596×103 

 
1.4 結論 

1.4.1  固有周期           （単位：s） 

方向 固有周期 

水平方向 0.05以下 

鉛直方向 0.041 

 

1.4.2  応力及び波及的影響評価                                                                                        （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 評価 

結果 算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ボンベラック SS400 組合せ ― ― σｓ ＝ 41 ƒｔ ＝ 280 〇 

溶接部 SS400 せん断 ― ― τｗ ＝ 8 ƒｓ ＝ 161 〇 

すべて許容応力以下である。 

30
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ボンベ

ボンベラック

溶接部溶接部 溶接部溶接部

５

３

４

ｈ溶接部
溶接部

溶接部

：重心位置

溶接部

 

ボンベラック（その1） 

 

：最大応力発生箇所

 

図6－1 ボンベラック（その1）の最大応力発生箇所 
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【ボンベラック（その2）の耐震性についての計算結果】 

 2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ボンベラック 

（その2） 
可搬/緩和 

廃棄物処理建物 

EL 16.93 

(EL 22.1＊1) 

0.05以下 0.043 ― ― ＣＨ＝1.58＊2 ＣＶ＝1.34＊2 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

 

2.2 機器要目 

ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

３ 
(mm) 

４ 
(mm) 

５ 
(mm) 

Ａｗ 

(mm2) 

Ｅ１ 

(MPa) 

Ｅ２ 

(MPa) 
ν ｎ ｎｖｗ１ ｎＨｗ１ 

1501 409 423 1200 1250 
1.061×

103 

2.04×

105 

2.02×

105 
0.3 12 6 2 

 

 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ボンベラック 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 

STKR400 245 400 ― 280 

溶接部 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1  溶接部に作用する力                （単位：N） 

部材 

Ｆｗ２ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― 5.762×103 

 
2.4 結論 

2.4.1  固有周期           （単位：s） 

方向 固有周期 

水平方向 0.05以下 

鉛直方向 0.043 

 

2.4.2  応力及び波及的影響評価                                                                                        （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 評価 

結果 算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ボンベラック SS400 組合せ ― ― σｓ ＝ 41 ƒｔ ＝ 280 〇 

溶接部 SS400 せん断 ― ― τｗ ＝ 6 ƒｓ ＝ 161 〇 

すべて許容応力以下である。 

33
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溶接部
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溶接部

溶接部

 

ボンベラック（その2） 

 

：最大応力発生箇所
 

図6－2 ボンベラック（その2）の最大応力発生箇所 
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【ボンベラック（その3）の耐震性についての計算結果】 

 3. 重大事故等対処設備 

3.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ボンベラック 

（その3） 
可搬/緩和 

廃棄物処理建物 

EL 16.9＊1 
0.046 0.05以下 ― ― ＣＨ＝1.55＊2 ＣＶ＝1.19＊2 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

 

3.2 機器要目 

ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

 １＊ 

(mm) 
 ２＊ 

(mm) 

ＡＶＷ＊ 

(mm2) 

Ｅ１ 

(MPa) 

Ｅ２ 

(MPa) 
ν ｎ ｎｖｗ１

＊ 

802 738 

760 760 763.7 
2.04×

105 

2.02×

105 
0.3 4 

2 

275 325 424.3 2 

注記＊：機器要目における上段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

ボンベラック 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 ― 短辺 

STKR400 245 400 ― 280 ― 短辺 

溶接部 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 ― 短辺 

＊
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3.3 計算数値 

3.3.1  溶接部に作用する力                （単位：N） 

部材 

Ｆｖｗ[短辺方向] 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― 7.902×103 

 
3.4 結論 

3.4.1  固有周期           （単位：s） 

方向 固有周期 

水平方向 0.046 

鉛直方向 0.05以下 

 

3.4.2  応力及び波及的影響評価                                                                                        （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 評価 

結果 算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ボンベラック SS400 組合せ ― ― σｓ ＝ 35 ƒｔ ＝ 280 〇 

溶接部 SS400 せん断 ― ― τｗ ＝ 19 ƒｓ ＝ 161 〇 

すべて許容応力以下である。 
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図6－3 ボンベラック（その3）の最大応力発生箇所 
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【ボンベラック（その4）の耐震性についての計算結果】 

 4. 重大事故等対処設備 

4.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ボンベラック 

（その4） 
可搬/緩和 

廃棄物処理建物 

EL 25.3 

(EL 26.7＊1) 

0.046 0.05以下 ― ― ＣＨ＝1.76＊2 ＣＶ＝1.40＊2 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

 

4.2 機器要目 

ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

 １＊ 

(mm) 
 ２＊ 

(mm) 

ＡＶＷ＊ 

(mm2) 

Ｅ１ 

(MPa) 

Ｅ２ 

(MPa) 
ν ｎ ｎｖｗ１

＊ 

802 738 

760 760 763.7 
2.04×

105 

2.02×

105 
0.3 4 

2 

275 325 424.3 2 

注記＊：機器要目における上段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

ボンベラック 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 ― 短辺 

STKR400 245 400 ― 280 ― 短辺 

溶接部 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
245 400 ― 280 ― 短辺 

＊
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4.3 計算数値 

4.3.1  溶接部に作用する力                （単位：N） 

部材 

Ｆｖｗ[短辺方向] 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― 9.365×103 

 
4.4 結論 

4.4.1  固有周期           （単位：s） 

方向 固有周期 

水平方向 0.046 

鉛直方向 0.05以下 

 

4.4.2  応力及び波及的影響評価                                                                                        （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 評価 

結果 算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ボンベラック SS400 組合せ ― ― σｓ ＝ 40 ƒｔ ＝ 280 〇 

溶接部 SS400 せん断 ― ― τｗ ＝ 22 ƒｓ ＝ 161 〇 

すべて許容応力以下である。 
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ボンベ

溶接部

ボンベラック

溶接部

溶接部

１ ２
ｈ ｈ

：重心位置

１ ２

（１≦２）

 

ボンベラック（その4） 

 

：最大応力発生箇所
 

図6－4 ボンベラック（その4）の最大応力発生箇所 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-別添 3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算の方針」（以下「別添 3-

1」という。）の「2.2(3) 可搬型空気浄化設備」にて設定している構造強度評価及び機能維持評

価の方針に基づき，可搬型空気浄化設備が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機

能及び電気的機能を維持できること，また当該設備による波及的影響を防止する必要がある他の

設備に対して波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

可搬型空気浄化設備は，重大事故等対処設備においては重大事故緩和設備のうち可搬型のもの

に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価，動的機能維持評価，電気的機

能維持評価及び波及的影響を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

可搬型空気浄化設備の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画（1/2） 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

緊急時対策所空気浄化フ

ィルタユニット及びこれ

を支持する固縛装置（機

器固縛金具，アイプレー

ト及びシャックル）によ

り構成する。 

緊急時対策所空気浄化

フィルタユニットは機

器本体と設置用フレー

ムの間を固縛装置（機

器固縛金具，アイプレ

ート及びシャックル）

にて固縛する。 

（地面） 

（単位：mm） 

機器固縛金具 

緊急時対策所空気浄化フィルタユニット 

設置用フレーム 

アイプレート

シャックル

アイプレート溶接部
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表 2－1 構造計画（2/2） 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

緊急時対策所空気浄化送

風機（原動機及び送風

機）及びこれを支持する

固縛装置（機器固縛金

具，アイプレート及びシ

ャックル）により構成す

る。 

緊急時対策所空気浄化

送風機は機器本体と設

置用フレームの間を固

縛装置（機器固縛金

具，アイプレート及び

シャックル）にて固縛

する。 

原動機は送風機に原動

機取付ボルトで固定

し，送風機は送風機取

付ボルトで緊急時対策

所空気浄化送風機に固

定する。 

緊急時対策所空気浄化送風機 

シャックルアイプレート溶接部

（単位：mm） 

（地面） 

設置用フレーム 

機器固縛金具 

送風機取付ボルト 原動機取付ボルト 

アイプレート

(高
さ
) 

(吐
出
口
径
) 

(縦) (横) 

(吐出口径) 
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2.2 評価方針 

可搬型空気浄化設備の応力評価は，別添 3-1の「2.2 評価方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す可搬型空気浄化設備の部位を踏

まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づ

く設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法

にて確認することで実施する。また，可搬型空気浄化設備の機能維持評価及び波及的影響評価

は，別添 3-1の「2.2(3) 可搬型空気浄化設備」にて設定した動的機能維持評価の方針，電気

的機能維持評価の方針及び波及的影響評価の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認

済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認し，波及的影響評価に

ついては基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，当該設備による波及的影響を防止する必要があ

る他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを，「7. 波及的影響評価」に示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「8. 評価結果」に示す。 

可搬型空気浄化設備の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 可搬型空気浄化設備の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

設計用地震力 

地震時における荷重及び応力 

構造強度評価 波及的影響評価 機能維持評価 

地震応答解析 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ

Ａｂ１

Ａｂ２

ＡＬ

Ａｓ

ａＰ 

Ｂｓ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

ｄ１ 

ｄ２ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

ƒｓ 

ƒｓｂ 

ƒｔ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ

g 

ｈ 

Ｈ 

Ｈ１ 

Ｈ２ 

１

２

３

４

Ｌｗ 

Ｌ１ 

Ｌ２ 

Ｌ３ 

Ｌ４ 

Ｍ 

ｍ 

機器固縛金具ボルト部の断面積 

送風機取付ボルト断面積 

原動機取付ボルト断面積 

シャックルの許容荷重

機器固縛金具及びアイプレートの最小断面積 

回転体振動のよる加速度 

アイプレート溶接部断面積

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

機器固縛金具ボルトの呼び径 

送風機取付ボルトの呼び径 

原動機取付ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値 

フレーム又はボルト等の許容引張応力

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

フレーム又はボルト等の許容せん断応力

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

機器固縛金具取付高さ 

機器の重心高さ 

送風機の重心高さ 

原動機の重心高さ 

送風機のボルト間距離 

送風機の転倒支点から重心までの距離 

原動機のボルト間距離 

原動機の転倒支点から重心までの距離 

荷重点からアイプレート固定部までの距離 

転倒支点から重心までの距離（正面方向転倒） 

転倒支点から固縛位置までの距離（正面方向転倒） 

転倒支点から重心までの距離（側面方向転倒） 

転倒支点から固縛位置までの距離（側面方向転倒） 

転倒モーメント 

機器の質量 

mm2

mm2

mm2

N 

mm2 

m/s2 

mm2 

― 

― 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

kg 

＊
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ｍ１ 

ｍ２ 

ｎ１ 

ｎ２ 

Ｎ１ 

Ｎ２ 

Ｓｕ 

Ｓｙ

Ｓｙ(ＲＴ) 

Ｓｙｄ 

Ｓｙｔ 

Ｔ 

ＴＬ 

Ｔｓ 

Ｔｓ１ 

Ｔｓ２ 

Ｗｗ 

ｚＨ 

Ｚ 

π 

σｂ

σｂ１

σｂ２

σｂｔ 

σ１ 

σ２ 

τｂt

τｂ１

τｂ２

τ１ 

τｗ 

ν 

θ 

送風機の質量 

原動機の質量 

送風機取付ボルト評価部位本数 

原動機取付ボルト評価部位本数 

送風器取付ボルト評価部位総本数 

原動機取付ボルト評価部位総本数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表8に定める値 

試験温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に

定める値 

温度条件（雰囲気温度） 

設計・建設規格 SSB-3210に定める荷重試験により支持構造物が

破損するおそれのある荷重 

機器固縛金具に発生する張力 

機器固縛金具に発生する張力（正面方向転倒） 

機器固縛金具に発生する張力（側面方向転倒） 

風による水平荷重 

荷重の作用する機器固縛金具の数 

アイプレート溶接部の断面係数

円周率 

機器固縛金具ボルト部に生じる引張応力 

送風機取付ボルト部に生じる引張応力 

原動機取付ボルト部に生じる引張応力 

機器固縛金具及びアイプレートに生じる引張応力 

アイプレート溶接部に生じる引張応力

アイプレート溶接部に生じる曲げ応力

機器固縛金具及びアイプレートに生じるせん断応力 

送風機取付ボルト部に生じるせん断応力 

原動機取付ボルト部に生じるせん断応力 

アイプレート溶接部に生じるせん断応力

アイプレート溶接部に生じる組合せ応力

ポアソン比 

水平方向の機器固縛金具張角 

kg 

kg 

― 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

℃ 

N 

N 

N 

N 

N 

本 

mm3 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

° 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格  付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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3. 評価部位

可搬型空気浄化設備の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価

上厳しくなる機器固縛金具，アイプレート，アイプレート溶接部，送風機取付ボルト，原動機取

付ボルト及びシャックルについて実施する。可搬型空気浄化設備の耐震評価部位については，表

2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期

4.1 固有値解析方法 

  可搬型空気浄化設備の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 可搬型空気浄化設備は，「4.2 解析モデル及び諸元」に示すはり要素及びシェル要素によ

りモデル化した 3次元 FEMモデルとして考える。 

4.2 解析モデル及び諸元 

緊急時対策所空気浄化フィルタユニット及び緊急時対策所空気浄化送風機の解析モデルを図

4－1及び図 4－2に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の「8.1 

重大事故等対処設備としての評価結果」の【緊急時対策所空気浄化フィルタユニットの耐震性

についての計算結果】及び【緊急時対策所空気浄化送風機の耐震性についての計算結果】のそ

の他の機器要目に示す。 

(1) 総重量は，緊急時対策所空気浄化フィルタユニットが kg 及び緊急時対策所空気浄

化送風機が kgとする。 

(2) 拘束条件は，緊急時対策所空気浄化フィルタユニット及び緊急時対策所空気浄化送風機は

設置用フレームと機器固縛金具を介して，アイプレートで固定することにより，アイプレー

ト部を 3方向(X,Y,Z)固定とする。

(3) 転倒方向は，可搬型空気浄化設備を正面より見て左右に転倒する場合を「正面方向転

倒」，前方に転倒する場合を「側面方向転倒」という。計算書には計算結果の厳しい方（許

容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(5) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2008.0.0」を使用し，固有値及び荷重を

求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5

「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

図 4－1 解析モデル(緊急時対策所空気浄化フィルタユニット) 
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図 4－2 解析モデル(緊急時対策所空気浄化送風機) 
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4.3 固有値解析結果 

(1) 緊急時対策所空気浄化フィルタユニット

固有値解析結果を表 4－1に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛構造であることを

確認した。 

表 4－1 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 0.016 ― ― ― 

(2) 緊急時対策所空気浄化送風機

固有値解析結果を表 4－2に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛構造であることを

確認した。 

表 4－2 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 0.020 ― ― ― 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.2項(1)～(5)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，可搬型空気浄化設備に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 

(2) 風荷重は，可搬型空気浄化設備に対して，水平方向から作用するものとする。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

可搬型空気浄化設備の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

可搬型空気浄化設備の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2

のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

可搬型空気浄化設備の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 5－3に示す。 

5.2.4 風荷重 

風荷重は，風速 30m/sを使用し，可搬型空気浄化設備の形状，風向きを踏まえ，作用す

る風圧力を算出する。風圧力の算出の基準となる基準速度圧を表 5－4に示す。
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理施設 換気設備 
緊急時対策所 

空気浄化送風機 
可搬／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋Ｗｗ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＋Ｗｗ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる）

放射線管理施設 換気設備 
緊急時対策所 

空気浄化フィルタユニット 
可搬／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋Ｗｗ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＋Ｗｗ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる） 

注記＊1：「可搬／緩和」は重大事故緩和設備のうち可搬型のものを示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＋Ｗｗ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる）

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

機器固縛金具 

周囲環境温度 

205 520 205 

アイプレート

205 520 205 

235 400 ― 

アイプレート溶接部

205 520 205 

215 400 ― 

送風機取付ボルト 245 400 ― 

原動機取付ボルト 245 400 ― 

表 5－4 基準速度圧   (単位：N) 

使用する部位 基準速度圧 

緊急時対策所空気浄化送風機 1.012×104 

緊急時対策所空気浄化フィルタユニット 1.009×104 
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5.3 設計用地震力 

(1) 緊急時対策所空気浄化フィルタユニット

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－5に示す。

基準地震動Ｓｓによる地震力は，Ⅵ-2-別添 3-2「可搬型重大事故対処設備の保管場所にお

ける入力地震動」に基づき設定する。 

表 5－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

第１保管エリア 

EL 50.0＊1

第４保管エリア 

EL 8.5＊1

0.016 ― ― ― ＣＨ＝1.88＊2 ＣＶ＝1.38＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

(2) 緊急時対策所空気浄化送風機

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－6に示す。

基準地震動Ｓｓによる地震力は，Ⅵ-2-別添 3-2「可搬型重大事故対処設備の保管場所にお

ける入力地震動」に基づき設定する。 

表 5－6 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

第１保管エリア 

EL 50.0＊1

第４保管エリア 

EL 8.5＊1

0.020 ― ― ― ＣＨ＝1.88＊2 ＣＶ＝1.38＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 機器固縛金具の計算方法 

(1) 緊急時対策所空気浄化フィルタユニット

地震及び風荷重Ｗｗを受けた際に生じる機器の転倒モーメントによって生じ

る張力ＴＳ１及びＴＳ２は，下式により計算する。 

ＴＳ１＝
ｍ∙ 2∙g∙ＣＨ∙Ｈ+Ｗｗ∙Ｈ-ｍ∙Ｌ１∙g∙(1-ＣＶ)

ｚＨ∙(ｈ∙cosθ+Ｌ２∙sinθ)
･･････ (5.4.1.1.1) 

ＴＳ２＝
ｍ∙ 2∙g∙ＣＨ∙Ｈ+Ｗｗ∙Ｈ-ｍ∙Ｌ３∙g∙(1-ＣＶ)

ｚＨ∙(ｈ∙cosθ+Ｌ４∙sinθ)
･･････ (5.4.1.1.2) 

評価にはＴＳ１とＴＳ２を比較し数値が大きいものをＴＳとして使用する。 

図 5－1 計算モデル（緊急時対策所空気浄化フィルタユニットの機器固縛金具） 

機器固縛金具のボルト部に対する引張応力σｂは，下式により計算する。 

σｂ＝
ＴＳ

Ａｂ
････････････････････････････････････････････ (5.4.1.1.3) 

ここで，機器固縛金具のボルト部の断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2 ････････････････････････････････････････ (5.4.1.1.4)

ｍgＣＶ 

ｍ 2gＣH 

ｍg 

Ｌ１ 
Ｌ２ 

Ｗｗ

ＴＳ１ 

θ 

Ｍ ｈ
 

Ｈ
 

ｍgＣＶ 

ｍ 2gＣH 

ｍg 

Ｌ３ 
Ｌ４ 

Ｗｗ 

ＴＳ２ 

θ 

Ｍ ｈ
 

Ｈ
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また，機器固縛金具部の最小断面積Ａｓより，引張応力σｂｔ及びせん断応力τ

ｂｔは，下式により計算する。 

引張応力 

σｂｔ＝
ＴＳ

Ａｓ
･･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.1.5) 

せん断応力 

τｂｔ＝
ＴＳ

Ａｓ
･･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.1.6) 

(2) 緊急時対策所空気浄化送風機

地震及び風荷重Ｗｗを受けた際に生じる機器の転倒モーメントによって生じ

る張力Ｔｓ１及びＴｓ２は，下式により計算する。 

ＴＳ１＝
ｍ∙( 2∙g∙ＣＨ+ａＰ)∙Ｈ+Ｗｗ∙Ｈ-ｍ∙Ｌ１∙(g∙(1-ＣＶ)-ａＰ)

ｚＨ∙(ｈ∙cosθ+Ｌ２∙sinθ)

････ (5.4.1.1.7) 

ＴＳ２＝
ｍ∙( 2∙g∙ＣＨ+ａＰ)∙Ｈ+Ｗｗ∙Ｈ-ｍ∙Ｌ３∙(g∙(1-ＣＶ)-ａＰ)

ｚＨ∙(ｈ∙cosθ+Ｌ４∙sinθ)

････ (5.4.1.1.8) 

評価にはＴＳ１とＴＳ２を比較し数値が大きいものをＴＳとして使用する。 

図 5－2 計算モデル（緊急時対策所空気浄化送風機の機器固縛金具） 

機器固縛金具のボルト部に対する引張応力σｂは，下式により計算する。 

σｂ＝
ＴＳ

Ａｂ
･･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.1.9) 

ｍ(gＣＶ+ａＰ) 

ｍ( 2gＣＨ+ａＰ) 

ｍg 

Ｌ１ 
Ｌ２ 

Ｗｗ 

ＴＳ１ 

θ 

Ｍ ｈ
 

Ｈ
 

ｍ(gＣＶ+ａＰ) 

ｍ( 2gＣＨ+ａＰ) 

ｍg 

Ｌ３ 
Ｌ４ 

Ｗｗ 

ＴＳ２ 

θ 

Ｍ ｈ
 

Ｈ
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ここで，機器固縛金具のボルト部の断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2 ･･････････････････････････････････････ (5.4.1.1.10)

また，機器固縛金具部の最小断面積Ａｓより，引張応力σｂｔ及びせん断応力 

τｂｔは，下式により計算する。 

引張応力 

σｂｔ＝
ＴＳ

Ａｓ
･････････････････････････････････････････ (5.4.1.1.11) 

せん断応力 

τｂｔ＝
ＴＳ

Ａｓ
･････････････････････････････････････････ (5.4.1.1.12) 

5.4.1.2 アイプレート及びアイプレート溶接部の計算方法 

(1) アイプレート

地震及び風荷重Ｗｗを受けた際に生じる機器の転倒モーメントによって，アイ

プレートに生じる引張応力σｂｔ及びせん断応力τｂｔを以下のとおり計算する。 

アイプレートの最小断面積Ａｓより，引張応力σｂｔ及びせん断応力τｂｔは，

下式により計算する。 

引張応力 

σｂｔ＝
ＴＳ

Ａｓ
･･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.2.1) 

せん断応力 

τｂｔ＝
ＴＳ

Ａｓ
･･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.2.2) 

(2) アイプレート溶接部

地震及び風荷重Ｗｗを受けた際に生じる機器の転倒モーメントによって，ア

イプレート（溶接部）に生じる組合せ応力τｗを以下のとおり計算する。

アイプレート（溶接部）のせん断面積Ｂｓより，引張応力σ１及びせん断応力

τ１は，下式により計算する。 

引張応力 

σ１＝
ＴＳ

Ｂｓ
･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.2.3) 

せん断応力 

τ１＝
ＴＳ

Ｂｓ
･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.2.4) 
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アイプレート（溶接部）の荷重点からアイプレート固定部までの距離Ｌｗ及

び断面係数Ｚより，曲げ応力σ２は，下式により計算する。 

曲げ応力 

σ２＝
ＴＳ∙Ｌｗ

Ｚ
  ･････････････････････････････････････ (5.4.1.2.5) 

アイプレート（溶接部）に生じる組合せ応力τｗは，下式により計算する。

τｗ＝ (σ１+σ２)２+τ１
２ ･･･････････････････････････ (5.4.1.2.6)

5.4.1.3 送風機取付ボルトの計算方法 

地震を受けた際に機器に生じる転倒モーメントによって，送風機取付ボルト（1

本当り）に生じる引張応力σｂ１及びせん断応力τｂ１は，下式により計算する。 

引張応力 

σｂ１＝
ｍ１∙( 2∙g∙ＣＨ+ａＰ)∙Ｈ１-ｍ１∙(g∙(1-ＣＶ)-ａＰ)∙ℓ２

ｎ１∙Ａｂ１∙ℓ１

････ (5.4.1.3.1) 

ここで，送風機取付ボルトの軸断面積Ａｂ１は次式により求める。 

Ａｂ１＝ 
π

4
・ｄ１

2 ･････････････････････････････････････ (5.4.1.3.2)

せん断応力 

τｂ１＝
ｍ１∙( 2∙g∙ＣＨ+ａＰ)

Ｎ１∙Ａｂ１
･･･････････････････････････ (5.4.1.3.3) 

図 5－3 計算モデル(送風機取付ボルト) 

重心 

送風機取付ボルト 
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5.4.1.4 原動機取付ボルトの計算方法 

地震を受けた際に機器に生じる転倒モーメントによって，原動機取付ボルト（1

本当り）に生じる引張応力σｂ２及びせん断応力τｂ２は，下式により計算する。 

引張応力 

σｂ２＝
ｍ２∙( 2∙g∙ＣＨ+ａＰ)∙Ｈ２-ｍ２∙(g∙(1-ＣＶ)-ａＰ)∙ℓ４

ｎ２∙Ａｂ２∙ℓ３

････ (5.4.1.4.1) 

ここで，原動機取付ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

Ａｂ２＝ 
π

4
・ｄ２

2 ･････････････････････････････････････ (5.4.1.4.2)

せん断応力 

τｂ２＝
ｍ２∙( 2∙g∙ＣＨ+ａＰ)

Ｎ２∙Ａｂ２
･･････････････････････････ (5.4.1.4.3) 

図 5－4 計算モデル(原動機取付ボルト) 

5.4.1.5 シャックルの計算方法 

シャックル（SP-28）は荷重試験結果から破断荷重は500＊〔kN〕でありシャック

ル（材質： ，周囲温度： ℃）の許容荷重ＡＬは以下のとおり算出され，

シャックルにかかる荷重より許容荷重ＡＬが大きいことを確認する。

許容荷重

ＡＬ＝
0.6∙ＴＬ∙0.9∙Ｓｙｄ

Ｓｙｔ
･･････････････････････････････････ (5.4.1.5.1) 

注記＊：SP-28の荷重試験結果から当荷重試験機の最大可能荷重500〔kN〕に達

しても破断が生じなかったため，破断荷重は保守的評価として500〔kN〕

とする。 

原動機取付ボルト 

重心 
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5.5 計算条件 

5.5.1 応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の「8.1 重大事故等対処設備としての評価結

果」の【緊急時対策所空気浄化フィルタユニットの耐震性についての計算結果】及び【緊

急時対策所空気浄化送風機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 機器固縛金具の応力評価 

(1) 機器固縛金具ボルト部

5.4.1.1項で求めたボルトの引張応力σｂが下表で定めた許容引張応力 ƒｔｏ以下であ

ること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ 

2
・1.5

(2) 機器固縛金具

5.4.1.1項で求めた引張応力σｂｔ及びせん断応力τｂｔが下表で定めた許容引張応力ƒ

ｔ及び許容せん断応力ƒｓ以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

 Ｆ 

1.5
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
 

＊
 

＊
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5.6.2 アイプレート及びアイプレート溶接部の応力評価 

5.4.1.2項で求めたアイプレートの引張応力σｂｔ，アイプレート溶接部の引張応力σ１，

アイプレートのせん断応力τｂｔ及びアイプレート溶接部のせん断応力τ１が下表で定めた

許容引張応力ƒｔ及び許容せん断応力ƒｓ以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

 Ｆ 

1.5
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

5.6.3 送風機取付ボルト及び原動機取付ボルトの応力評価 

5.4.1.3項及び5.4.1.4項で求めた送風機取付ボルト及び原動機取付ボルトの引張応力 

σｂ1及びσｂ２が下表で定めた許容引張応力ƒｔｓ以下であること。ただし，許容引張応力 

ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ･･･････････････････････ (5.6.3.1) 

せん断応力τｂ１及びτｂ２は，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下

であること。ただし，許容せん断応力ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ

1.5・ 3
・1.5

5.6.4 シャックルの評価 

5.4.1.1項で求めた地震及び風荷重Ｗｗを受けた際に生じる機器の転倒モーメントによ

って生じる張力ＴＳが5.4.1.5項で求めた許容荷重ＡＬ以下であること。 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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6. 機能維持評価

6.1 動的機能維持評価方法 

可搬型空気浄化設備の動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-別添 3-2「可搬型重大事故対処設備の保管場所におけ

る入力地震動」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定

する。可搬型空気浄化設備の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の表 4－

1を適用する。機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

6.2 電気的機能維持評価方法 

可搬型空気浄化設備の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-別添 3-2「可搬型重大事故対処設備の保管場所におけ

る入力地震動」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定

する。可搬型空気浄化設備の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の表 4－

1を適用する。機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

表 6－1 機能確認済加速度  (×9.8m/s2) 

機器名称 形式 方向 機能確認済加速度 

空気浄化送風機 遠心直動型ファン 

水平 2.6 

鉛直 1.0 

空気浄化送風機原動機 横形ころがり軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 

7. 波及的影響評価

7.1 波及的影響評価方法 

可搬型空気浄化設備は，別添3-1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，当該設

備による波及的影響を防止する必要がある他の設備への波及的影響評価を実施する。 

可搬型空気浄化設備の波及的影響評価は，「3. 評価部位」に示す評価部位が，「5.2 荷重

の組合せ及び許容応力」に示す荷重の組合せに対し，許容応力を満足することを，「5.3 設計

用地震力」に示す設計用地震力及び「5.4 計算方法」に示す方法を用いて評価を行う。 
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8. 評価結果

8.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

可搬型空気浄化設備の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能及び

電気的機能を維持できること，また，当該設備による波及的影響を防止する必要がある他の設

備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 動的機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

(3) 電気的機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

(4) 波及的影響評価結果

波及的影響評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【緊急時対策所空気浄化フィルタユニットの耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

緊急時対策所空気浄化 

フィルタユニット
可搬／緩和 

第１保管エリア 

EL 50.0 

第４保管エリア 

EL 8.5 

0.016 ― ― ― ＣＨ＝1.88＊ ＣＶ＝1.38＊ 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

Ｈ 

(mm) 

Ｗｗ 

(N) 

Ｌｗ1
*

(mm) 

Ｌｗ２
*

(mm) 

Ｌｗ３
*

(mm) 

Ｌ１

(mm) 

Ｌ２

(mm) 

ｚＨ

(－) 

ｈ 

(mm) 

θ 

(°) 

機器固縛金具 

ボルト部 
901 1.009×104 91 100 100 426 970 1470 76 

注記＊：Ｌｗ１はアイプレート（機器側 溶接部），Ｌｗ２はアイプレート当板（機器側 溶接部），Ｌｗ３はアイプレート（設置用フレーム側 溶接部） 

部材 
ＴＳ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

機器固縛金具 

ボルト部 
4.634×104 205 520 205 ― 205 

＊
 

＊
 

ｍgＣＶ 

ｍ 2gＣＨ 

ｍg 

Ｌ１ 
Ｌ２ 

Ｗｗ 

ＴＳ１ 

θ 

Ｍ ｈ
 

Ｈ
 

ｍgＣＶ 

ｍ 2gＣＨ 

ｍg 

Ｌ３ 
Ｌ４ 

Ｗｗ 

ＴＳ２ 

θ 

Ｍ ｈ
 

Ｈ
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部材 
ＴＳ 
(N) 

Ａｓ 
(mm2) 

Ｂｓ 
(mm2) 

Ｚ 
(mm3) 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

機器固縛金具 

4.634×104 

896 ― ― 205 520 205 ― 205 

アイプレート(機器側) 1.012×103 ― ― 205 520 205 ― 205 

アイプレート

(機器側 溶接部) 
― 2.514×103 8.799×104 205 520 205 ― 205 

アイプレート当板

(機器側 溶接部)
― 4.737×103 3.244×105 205 520 205 ― 205 

アイプレート

(設置用フレーム側) 
1.364×103 ― ― 

235 

(16mm＜厚さ≦40mm) 

400 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
― ― 280 

アイプレート

(設置用フレーム側 溶接部) 
― 1.926×103 5.848×104 

215 

(40mm＜厚さ) 

400 

(40mm＜厚さ) 
― ― 258 

アイプレート

(設置用フレーム側 狭隘部) 
1.364×103 ― ― 

235 

(16mm＜厚さ≦40mm) 

400 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
― ― 280 

アイプレート

(設置用フレーム側 狭隘部 溶接部) 
― 

1.467×103 
― 

215 

(40mm＜厚さ) 

400 

(40mm＜厚さ) 
― ― 258 

1.489×103 

部材 
ＴＬ 
(kN) 

Ｓｙｄ

(MPa) 
Ｓｙｔ

(MPa) 

シャックル 500 205 205 

＊
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1.3 結論 

1.3.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 0.016 

鉛直方向 － 

1.3.2 応力及び波及的影響評価  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

機器固縛金具ボルト部 引張り ― ― σｂ＝103 ƒｔｏ＝153 

機器固縛金具 
引張り ― ― σｂｔ＝52 ƒｔ＝204 

せん断 ― ― τｂｔ＝52 ƒｓ＝117 

アイプレート(機器側)
引張り ― ― σｂｔ＝46 ƒｔ＝204 

せん断 ― ― τｂｔ＝46 ƒｓ＝117 

アイプレート(機器側 溶接部) 組合せ ― ― τｗ＝70 ƒｓ＝117 

アイプレート当板(機器側 溶接部) 組合せ ― ― τｗ＝27 ƒｓ＝117 

アイプレート(設置用フレーム側)
引張り ― ― σｂｔ＝34 ƒｔ＝279 

せん断 ― ― τｂｔ＝34 ƒｓ＝160 

アイプレート(設置用フレーム側 溶接部) 組合せ ― ― τｗ＝108 ƒｓ＝148 

アイプレート(設置用フレーム側 狭隘部)
引張り ― ― σｂｔ＝34 ƒｔ＝279 

せん断 ― ― τｂｔ＝34 ƒｓ＝160 

アイプレート(設置用フレーム側 狭隘部 溶接部) 組合せ ― ― τｗ＝32 ƒｓ＝148 

シャックル 耐力荷重 ― ― ＴＳ＝46342＊ ＡＬ＝270000＊ 

すべて許容応力以下である。   注記＊：単位(N) 
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1.4 その他の機器要目 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν ― 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 
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【緊急時対策所空気浄化送風機の耐震性についての計算結果】  

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

緊急時対策所空気浄化 

送風機 
可搬／緩和 

第１保管エリア 

EL 50.0 

第４保管エリア 

EL 8.5 

0.020 ― ― ― ＣＨ＝1.88＊ ＣＶ＝1.38＊ 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ａＰ

(m/s2) 
Ｈ 
(mm) 

Ｗｗ

(N) 
Ｌｗ1

*

(mm) 
Ｌｗ２

*

(mm) 
Ｌｗ３

*

(mm) 
Ｌ１

(mm) 
Ｌ２

(mm) 
ｚＨ

(－) 
ｈ 
(mm) 

θ 
(°) 

機器固縛金具 

ボルト部 
5.69 1037 1.012×104 38 50 100 784 1509 804 68 

注記＊：Ｌｗ１はアイプレート（機器側 溶接部），Ｌｗ２はアイプレート当板（機器側 溶接部），Ｌｗ３はアイプレート（設置用フレーム側 溶接部） 

部材 
ＴＳ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

機器固縛金具 

ボルト部 
3.982×104 205 520 205 ― 205 

＊
 

＊
 

ｍ(gＣＶ+ａＰ) 

ｍ( 2gＣＨ+ａＰ) 

ｍg 

Ｌ１ 
Ｌ２ 

Ｗｗ 

ＴＳ１ 

θ 

Ｍ ｈ
 

Ｈ
 

ｍ(gＣＶ+ａＰ) 

ｍ( 2gＣＨ+ａＰ) 

ｍg 

Ｌ３ 
Ｌ４ 

Ｗｗ 

ＴＳ２ 

θ 

Ｍ ｈ
 

Ｈ
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部材 
ＴＳ 
(N) 

Ａｓ 
(mm2) 

Ｂｓ 
(mm2) 

Ｚ 
(mm3) 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

機器固縛金具 

3.982×104 

896 ― ― 205 520 205 ― 205 

アイプレート(機器側) 1.254×103 ― ― 205 520 205 ― 205 

アイプレート

(機器側 溶接部) 
― 2.408×103 7.257×104 205 520 205 ― 205 

アイプレート当板

(機器側 溶接部)
― 1.932×103 8.134×105 205 520 205 ― 205 

アイプレート

(設置用フレーム側) 
1.364×103 ― ― 

235 

(16mm＜厚さ≦40mm) 

400 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
― ― 280 

アイプレート

(設置用フレーム側 溶接部) 
― 1.926×103 5.848×104 

215 

(40mm＜厚さ) 

400 

(40mm＜厚さ) 
― ― 258 

アイプレート

(設置用フレーム側 狭隘部) 
1.364×103 ― ― 

235 

(16mm＜厚さ≦40mm) 

400 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
― ― 280 

アイプレート

(設置用フレーム側 狭隘部 溶接部) 
― 

1.097×103 
― 

215 

(40mm＜厚さ) 

400 

(40mm＜厚さ) 
― ― 258 

1.489×103 

部材 
ＴＬ 
(kN) 

Ｓｙｄ

(MPa) 
Ｓｙｔ

(MPa) 

シャックル 500 205 205 

＊
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S2 補 Ⅵ-2-別添 3-5 R0 

部材 
ｍ１ 
(kg) 

ａＰ

(m/s2) 
Ｈ１ 
(mm) 

ℓ１
(mm) 

ℓ２
(mm) 

ｎ１

(－) 
Ｎ１

(－) 
ｄ１ 
(mm) 

Ａｂ１ 
(mm2) 

送風機 

取付ボルト 
5.69 504 760 537 

部材 
Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

送風機 

取付ボルト 

245 

(厚さ≦16mm) 

400 

(厚さ≦16mm) 
― ― 280 

部材 
ｍ２ 
(kg) 

ａＰ

(m/s2) 
Ｈ２ 
(mm) 

ℓ３
(mm) 

ℓ４
(mm) 

ｎ２

(－) 
Ｎ２

(－) 
ｄ２ 
(mm) 

Ａｂ２ 
(mm2) 

原動機 

取付ボルト 
5.69 132 140 126.2 

部材 
Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

原動機 

取付ボルト 

245 

(厚さ≦16mm) 

400 

(厚さ≦16mm) 
― ― 280 

＊
 

重心 

送風機取付ボルト 

原動機取付ボルト 

重心 

＊
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S2 補 Ⅵ-2-別添 3-5 R0 

2.3 結論 

2.3.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 0.020 

鉛直方向 － 

2.3.2 応力及び波及的影響評価     (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

機器固縛金具ボルト部 引張り ― ― σｂ＝89 ƒｔｏ＝153 

機器固縛金具 
引張り ― ― σｂｔ＝45 ƒｔ＝204 

せん断 ― ― τｂｔ＝45 ƒｓ＝117 

アイプレート(機器側)
引張り ― ― σｂｔ＝32 ƒｔ＝204 

せん断 ― ― τｂｔ＝32 ƒｓ＝117 

アイプレート(機器側 溶接部) 組合せ ― ― τｗ＝42 ƒｓ＝117 

アイプレート当板(機器側 溶接部) 組合せ ― ― τｗ＝51 ƒｓ＝117 

アイプレート(設置用フレーム側)
引張り ― ― σｂｔ＝30 ƒｔ＝279 

せん断 ― ― τｂｔ＝30 ƒｓ＝160 

アイプレート(設置用フレーム側 溶接部) 組合せ ― ― τｗ＝93 ƒｓ＝148 

アイプレート(設置用フレーム側 狭隘部)
引張り ― ― σｂｔ＝30 ƒｔ＝279 

せん断 ― ― τｂｔ＝30 ƒｓ＝160 

アイプレート(設置用フレーム側 狭隘部 溶接部) 組合せ ― ― τｗ＝37 ƒｓ＝148 

シャックル 耐力荷重 ― ― ＴＳ＝39825＊1 ＡＬ＝270000＊1 

送風機取付ボルト 
引張り ― ― σｂ１＝36 ƒｔｓ＝210＊2 

せん断 ― ― τｂ１＝14 ƒｓｂ＝160 

原動機取付ボルト 
引張り ― ― σｂ２＝24 ƒｔｓ＝210＊2 

せん断 ― ― τｂ２＝10 ƒｓｂ＝160 

すべて許容応力以下である。   注記＊1：単位(N) 

＊2：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]
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S2 補 Ⅵ-2-別添 3-5 R0E 

2.3.3 動的機能維持の評価結果および電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

空気浄化送風機 
水平方向 1.04 2.6 

鉛直方向 0.77 1.0 

空気浄化送風機原動機 
水平方向 1.04 4.7 

鉛直方向 0.77 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

2.4 その他の機器要目 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν ― 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 
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Ⅵ-2-別添 3-6 可搬重大事故対処設備のうちその他設備の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算の方針」(以下「別添 3-1」

という。)に示すとおり，可搬型重大事故等対処設備のうちその他設備が地震後において，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対し，十分な機能維持を有するとともに，当該設備による波及的影響

を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。そ

の耐震評価は，加振試験，転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評価により行う。なお，加振

試験結果に基づき行う転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評価により，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対し，主要な構造部材に該当するスリング等が支持機能を喪失しないことを確認す

る。 

 

2. 基本方針 

別添 3-1の「2. 耐震評価の基本方針」に示す構造計画のとおり，その他設備の「2.1 配

置」及び「2.2 構造概要」を示す。 

 

2.1 配置 

その他設備は，別添 3-1の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとおり，表 2－1に示

す保管場所に保管する。 

 

表 2－1 設備リスト（1/2） 

設備名称 保管場所 保管状態 

可搬式エリア放射線モニタ 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 

可搬式モニタリングポスト 

第 1保管エリア 

EL 50.0m 
コンテナ内拘束保管 

第 4保管エリア 

EL 8.5m 

ＧＭ汚染サーベイメータ 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 

ＮａＩシンチレーションサー

ベイメータ 

緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 

α・β線サーベイメータ 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 

電離箱サーベイメータ 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池 
廃棄物処理建物 

EL 16.9m 
本体拘束保管 
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表 2－1 設備リスト（2/2） 

設備名称 保管場所 保管状態 

有線式通信設備 
廃棄物処理建物 

EL 16.9m 
ラック固縛保管 

可搬型計測器 
廃棄物処理建物 

EL 16.9m 
ラック固縛保管 

可搬型計測器（予備） 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
ラック固縛保管 

可搬式ダスト・よう素サンプ

ラ 

緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 

可搬式気象観測装置 

第 1保管エリア 

EL 50.0m 
コンテナ内拘束保管 

第 4保管エリア 

EL 8.5m 

小型船舶 

第 1保管エリア 

EL 50.0m 
架台拘束保管 

第 4保管エリア 

EL 8.5m 
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2.2 構造概要 

その他設備の構造は，別添 3-1の「2.1 評価対象設備」に示す収納箱拘束保管，コンテナ内

拘束保管，架台拘束保管，本体拘束保管及びラック固縛保管の構造計画としており，その他設備

の代表の構造計画を表 2－2～表 2－6に，保管状態図を図 2－1～図 2－5に示す。 

 

表 2－2 その他設備の構造計画（収納箱拘束保管） 

設備名称 

計画の概要 

（ＧＭ汚染サーベイメータの例） 説明図 

主体構造 支持構造 

ＧＭ汚染サー

ベイメータ＊ 

ＧＭ汚染サーベイメータ及び

これを収納する収納箱で構成

する。 

緩衝材を内装した収納箱にＧ

Ｍ汚染サーベイメータを収納

し，スリングを用いて固縛す

る。スリングは床にボルトで固

定する。 

図 2－1 

注記＊：その他の設備は，表 2－1参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ＧＭ汚染サーベイメータの保管状態図 

 

  

（ａ）収納箱固縛状態図 （ｂ）機器収納状態図 

上段：電離箱サーベイメータ 

   α・β線サーベイメータ 

下段：ＮａＩシンチレーション 

サーベイメータ 

   ＧＭ汚染サーベイメータ 

収納箱（内部二段構造） 

緩衝材 

ボルトで固定 

電離箱 

α・β 

ＮａＩ 

ＧＭ 

スリング 

α・β 

電離箱 
ＮａＩ ＮａＩ 

ＧＭ ＧＭ 

電離箱 
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表 2－3 その他設備の構造計画（コンテナ内拘束保管） 

設備名称 

計画の概要 

（可搬式モニタリングポストの例） 説明図 

主体構造 支持構造 

可搬式モニタ

リングポスト＊ 

可搬式モニタリングポスト及

びこれを収納するコンテナで

構成する。 

可搬式モニタリングポストは，

コンテナ内にその保管箱をス

リングで固縛する。スリングは

コンテナにボルトで固定する。

コンテナは，地表面にボルトで

固定して保管する。 

図 2－2 

注記＊：その他の設備は，表 2－1参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 可搬式モニタリングポストの保管状態図 

  

充電式電池（24 個収納） 

スリング 

ボルトで固定（スリング） 

コンテナ 

スリング 

ボルトで固定（スリング） 

可搬式モニタリングポスト（６個固縛） 

可搬式モニタリングポスト固縛図 

ボルトで固定（コンテナ） 
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表 2－4 その他設備の構造計画（架台拘束保管） 

設備名称 

計画の概要 

（小型船舶の例） 説明図 

主体構造 支持構造 

小型船舶 
小型船舶及び専用架台で構成

する。 

小型船舶はスリングで専用架

台に固縛し，スリングは地表面

にボルトで固定する。専用架台

は地表面にボルトで固定する。 

図 2－3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 小型船舶の保管状態図 

  

小型船舶 

ボルトで固定 
（スリング） 

 スリング 専用架台 
ボルトで固定 
（専用架台） 
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表 2－5 その他設備の構造計画（本体拘束保管） 

設備名称 

計画の概要 

（主蒸気逃がし安全弁用蓄電池の例） 説明図 

主体構造 支持構造 

主蒸気逃がし安全

弁用蓄電池 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池

で構成する。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池

は，固定金具に取付ボルトで固

定し，固定金具は床に基礎ボル

トで固定する。 

図 2－4 

 

 

 

図2－4 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池の保管状態図 
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表 2－6 その他設備の構造計画（ラック固縛保管） 

設備名称 

計画の概要 

（有線式通信設備の例） 説明図 

主体構造 支持構造 

有線式通信設

備＊ 

有線式通信設備及びそれを収

納する計装ラックで構成す

る。 

有線式通信設備は，計装ラック

にラッシングベルトで固縛し，

計装ラックはチャンネルベー

スにラック取付ボルトで固定

する。チャンネルベースは，床

に基礎ボルトで固定する。 

図 2－5 

注記＊：その他の設備は，表 2－1参照。 

 

図 2－5 有線式通信設備の保管状態図 

  

 
 

9
5
5
m

m
 

 

側面 

500mm 

ラッシングベルト 

計装ラック 

有線式通信機設備

 

床 

（長辺方向） 
チャンネルベース 

 

（短辺方向） 

正面 

900mm 900mm 

ラッシングベルト 

基礎ボルト 

ラック取付ボルト 
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2.3 評価方針 

その他設備の評価方針を以下に示し，評価方法の一覧を表 2－7 に，耐震評価フローを図 2－

6に示す。 

 

(1) 転倒評価 

その他設備は，別添 3-1の「2.2(4) その他設備」にて設定した転倒評価の方針に従

い，転倒評価を実施する。 

その他設備の転倒評価は，「4. 転倒評価」に示す方法により，「3. 加振試験」におけ

る加振試験にて，試験後に転倒していないことを確認し，保管場所における設置床又は地

表面の最大応答加速度と，加振試験により転倒しないことを確認した加振台の最大加速度

との比較を行い，許容限界を満足することを確認する。確認結果を「8. 評価結果」に示

す。 

 

(2) 機能維持評価 

その他設備は，別添 3-1の「2.2(4) その他設備」にて設定した機能維持評価の方針に

従い，動的及び電気的機能並びに支持機能維持評価を実施する。 

その他設備の機能維持評価は，「5. 機能維持評価」に示す方法により，「3. 加振試

験」における加振試験にて，保管場所における設置床又は地表面の最大応答加速度と，試

験後に計測機能，給電機能等の動的及び電気的機能並びに支持機能を維持できることを確

認した加振台の最大加速度との比較を行い，許容限界を満足することを確認する。確認結

果を「8. 評価結果」に示す。 

 

(3) 波及的影響評価 

その他設備は，別添 3-1の「2.2(4) その他設備」にて設定した波及的影響評価の方針

に従い，波及的影響評価を実施する。 

その他設備の波及的影響評価は，「6. 波及的影響評価」に示す方法により，「3. 加振

試験」における加振試験にて，保管場所における設置床又は地表面の最大応答加速度と，

スリング等が健全であり転倒しないことを確認した加振台の最大加速度との比較を行い，

許容限界を満足することを確認する。確認結果を「8. 評価結果」に示す。 
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図 2－6 その他設備の耐震評価フロー 

転倒評価 機能維持評価

・動的及び電気的機能

・支持機能

波及的影響評価

加振試験

入力地震動の算定

基準地震動Ｓｓ
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表 2－7 その他設備の評価方法（1/2） 

設備名称 保管状態 転倒評価 機能維持評価 波及的影響評価 加振方向 

可搬式エリア放射線モニタ 収納箱拘束保管 加振試験 加振試験 加振試験 
「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 

可搬式モニタリングポスト 
コンテナ内拘束

保管 
加振試験 加振試験 加振試験 

「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 

ＧＭ汚染サーベイメータ 収納箱拘束保管 加振試験 加振試験 加振試験 
「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 

ＮａＩシンチレーションサーベ

イメータ 
収納箱拘束保管 加振試験 加振試験 加振試験 

「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 

α・β線サーベイメータ 収納箱拘束保管 加振試験 加振試験 加振試験 
「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 

電離箱サーベイメータ 収納箱拘束保管 加振試験 加振試験 加振試験 
「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池 本体拘束保管 加振試験 加振試験 加振試験 
「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 

有線式通信設備 ラック固縛保管 加振試験 加振試験 加振試験 
「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 

可搬型計測器 ラック固縛保管 加振試験 加振試験 加振試験 「水平単独 2方向及び鉛直単独」 

可搬型計測器（予備） ラック固縛保管 加振試験 加振試験 加振試験 「水平単独 2方向及び鉛直単独」 
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表 2－7 その他設備の評価方法（2/2） 

設備名称 保管状態 転倒評価 機能維持評価 波及的影響評価 加振方向 

可搬式ダスト・よう素サンプラ 収納箱拘束保管 加振試験 加振試験 加振試験 
「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 

可搬式気象観測装置 
コンテナ内拘束

保管 
加振試験 加振試験 加振試験 

「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 

小型船舶 架台拘束保管 加振試験 加振試験 加振試験 
「水平(前後方向)＋水平(左右方

向)＋鉛直」 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987 ((社)日本電気協会) 

(2)原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版((社)日本電気協会) 

 

3. 加振試験 

3.1 基本方針 

別添 3-1の「4.4(1) 加振試験」にて設定した基本方針に従い，加振試験を実施する。 

加振試験は，以下の「3.2 入力地震動」に示す入力地震動を用いて，「3.3 試験方法」に示

す方法により，「4. 転倒評価」，「5. 機能維持評価」及び「6. 波及的影響評価」に用いる

加振台の最大加速度を求める。 

 

3.2 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」及びⅥ-2-別添 3-2「可搬型

重大事故等対処設備の保管場所における入力地震動」に示す，各保管場所の基準地震動Ｓｓに基

づき作成する設計用床応答スペクトルをおおむね上回るよう作成したランダム波又は各保管場

所の最大応答加速度(ZPA)を上回る加速度の正弦波とする。 

加振試験の入力地震動のうちランダム波は，保管場所における入力地震動を各対象設備の固

有周期帯において上回り，かつ周期全体としておおむね上回るように設定する。 

 

3.3 試験方法 

その他設備を実際の保管状態を模擬した状態で加振台に設置し，「3.2 入力地震動」に示すラ

ンダム波又は正弦波を入力地震動として加振試験を行い，スリング等が健全であり加振試験後

に転倒していないこと，加振台の最大加速度を確認する。 

・加振波:「3.2 入力地震動」にて設定したランダム波又は正弦波 

・加振方向: 

【ランダム波】 

「水平(前後方向)＋鉛直」及び「水平(左右方向)＋鉛直」又は「水平(前後方

向)+水平(左右方向)＋鉛直」 

加振波の最大加速度と加振台の制限加速度の関係上，2軸加振及び3軸加振の使

い分けを行うこととし，各対象設備の加振方向については，表2-7に示す。 

【正弦波】 

「水平単独2方向及び鉛直単独」 

 

3.4 試験結果 

加振試験により得られた結果を表 3－1に示す。 
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表 3－1 加振試験結果（1/2） 

設備名称 保管場所 保管状態 転倒の有無 

加振台の最大加速度 

（×9.8m/s2） 

水平 鉛直 

可搬式エリア放射線モニタ 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 無 2.6 2.2 

可搬式モニタリングポスト 

第 1保管エリア 

EL 50.0m 
コンテナ内拘束保管 無 2.0 1.9 

第 4保管エリア 

EL 8.5m 

ＧＭ汚染サーベイメータ 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 無 2.4 2.1 

ＮａＩシンチレーションサーベ

イメータ 

緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 無 2.4 2.1 

α・β線サーベイメータ 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 無 2.4 2.1 

電離箱サーベイメータ 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 無 2.4 2.1 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池 
廃棄物処理建物 

EL 16.9m 
本体拘束保管 無 3.7 1.6 

有線式通信設備 
廃棄物処理建物 

EL 16.9m 
ラック固縛保管 無 2.6 2.6 
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表 3－1 加振試験結果（2/2） 

設備名称 保管場所 保管状態 転倒の有無 

加振台の最大加速度 

（×9.8m/s2） 

水平 鉛直 

可搬型計測器 
廃棄物処理建物 

EL 16.9m 
ラック固縛保管 無 4.8 2.8 

可搬型計測器（予備） 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
ラック固縛保管 無 4.8 2.8 

可搬式ダスト・よう素サンプラ 
緊急時対策所 

EL 50.25m 
収納箱拘束保管 無 2.4 2.3 

可搬式気象観測装置 

第 1保管エリア 

EL 50.0m 
コンテナ内拘束保管 無 2.1 2.0 

第 4保管エリア 

EL 8.5m 

小型船舶 

第 1保管エリア 

EL 50.0m 
架台拘束保管 無 1.9 1.5 

第 4保管エリア 

EL 8.5m 
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4. 転倒評価 

4.1 基本方針 

その他設備は，別添 3-1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，転倒評価を実施

する。 

その他設備の転倒評価は，「4.2 評価部位」に示す評価部位が，「4.3 許容限界」に示す許容

限界を満足することを，「4.4 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

4.2 評価部位 

転倒評価の評価部位は，別添 3-1の「3.2 許容限界」にて設定したとおり，地震後に転倒し

ていないことが要求されるその他設備全体とする。 

 

4.3 許容限界 

許容限界は，「4.2 評価部位」にて設定した評価部位の保管場所における設置床又は地表面の

最大応答加速度が，加振試験によりスリング等が健全であり転倒しないことを確認した加振台

の最大加速度以下であることとする。 

 

4.4 評価方法 

その他設備の転倒評価は，別添 3-1の「4.4(2) 転倒評価」にて設定した評価方法に従い，保

管場所における設置床又は地表面の最大応答加速度と，「3. 加振試験」における加振試験にて

転倒しないことを確認した加振台の最大加速度との比較を行い，水平方向と鉛直方向の比較結

果がそれぞれ許容限界以下であることを確認する。 

 

5. 機能維持評価 

5.1 基本方針 

その他設備は，別添 3-1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，機能維持評価を

実施する。 

その他設備の機能維持評価は，「5.2 評価部位」に示す評価部位が，「5.3 許容限界」に示す

許容限界を満足することを，「5.4 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

5.2 評価部位 

機能維持評価の評価部位は，別添 3-1の「2.2 評価方針」に示す確認方法を踏まえて，地震

後に計測機能，給電機能等の動的及び電気的機能並びにスリング等の支持機能を維持できるこ

とが要求される機器全体とする。 

 

5.3 許容限界  

許容限界は，「5.2 評価部位」にて設定した評価部位の保管場所における設置床又は地表面の

最大応答加速度が，加振試験により動的及び電気的機能並びに支持機能が維持されることを確

認した加振台の最大加速度以下であることとする。 
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5.4 評価方法 

その他設備の機能維持評価は，別添 3-1の「4.4(3) 機能維持評価」にて設定した評価方法に

従い，保管場所における設置床又は地表面の最大応答加速度と，「3. 加振試験」における加振

試験にて得られた，表 5－1に示す機能維持確認項目を確認した加振台の最大加速度との比較を

行い，水平方向と鉛直方向の比較結果がそれぞれ許容限界以下であることを確認する。 

 

表 5－1 その他設備の機能維持確認項目 

設備名称 機能維持確認項目 

可搬式エリア放射線モニタ 放射線量の計測が可能なこと 

可搬式モニタリングポスト 放射線量の計測が可能なこと 

ＧＭ汚染サーベイメータ 放射性物質濃度の計測が可能なこと 

ＮａＩシンチレーションサーベイメー

タ 
放射性物質濃度の計測が可能なこと 

α・β線サーベイメータ 放射性物質濃度の計測が可能なこと 

電離箱サーベイメータ 放射性物質濃度の計測が可能なこと 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池 負荷に給電が可能なこと 

有線式通信設備 発信・着信ができ，通話が可能なこと 

可搬型計測器 電力供給ができ，出力を計測できること 

可搬型計測器（予備） 電力供給ができ，出力を計測できること 

可搬式ダスト・よう素サンプラ 空気中の放射性物質の採取が可能なこと 

可搬式気象観測装置 気象条件の計測が可能なこと 

小型船舶 水上での走行が可能なこと 

 

6. 波及的影響評価 

6.1 基本方針 

その他設備は，別添 3-1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，当該設備による

波及的影響を防止する必要がある他の設備への波及的影響評価を実施する。 

その他設備の波及的影響評価は，「6.2 評価部位」に示す評価部位が「6.3 許容限界」に示

す許容限界を満足することを，「6.4 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

6.2 評価部位 

波及的影響評価の評価部位は，別添 3-1の「3.2 許容限界」にて設定したとおり，その他設

備全体とする。 

 

6.3 許容限界 

許容限界は，「6.2 評価部位」にて設定した評価部位の保管場所における設置床又は地表面の

最大応答加速度が，加振試験によりスリング等の支持機能が維持されることを確認した加振台
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の最大加速度以下であることとする。 

 

6.4 評価方法 

その他設備の波及的影響評価は，別添 3-1の「4.4(4) 波及的影響評価」にて設定した評価方

法に従い，保管場所における設置床又は地表面の最大応答加速度と，「3. 加振試験」における

加振試験にてスリング等の支持機能が維持されることを確認した加振台の最大加速度との比較

を行い，水平方向と鉛直方向の比較結果がそれぞれ許容限界以下であることを確認する。 

 

7. 評価条件 

7.1 転倒評価 

その他設備の転倒評価は，「4. 転倒評価」に示す評価方法に従い，保管場所における設置床

又は地表面の最大応答加速度が，加振試験によりスリング等が健全であり転倒しないことを確

認した加振台の最大加速度以下であることにより確認するものであり，転倒しないことを確認

するために個別に設定する評価条件はない。 

比較対象となる保管場所における設置床又は地表面の最大応答加速度は，評価結果と併せて

表 8－1に示す。 

 

7.2 機能維持評価 

その他設備の機能維持評価は，「5. 機能維持評価」に示す評価方法に従い，保管場所におけ

る設置床又は地表面の最大応答加速度が，加振試験により計測機能，給電機能等の動的及び電気

的機能並びにスリング等の支持機能を維持できることを確認した加振台の最大加速度以下であ

ることにより確認するものであり，機能維持を確認するために個別に設定する評価条件はない。 

比較対象となる保管場所における設置床又は地表面の最大応答加速度は，評価結果と併せて

表 8－1に示す。 

 

8. 評価結果 

その他設備の基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価結果を以下に示す。 

転倒評価の結果，保管場所における設置床又は地表面の最大応答加速度が，加振試験により転

倒しないことを確認した加振台の最大加速度以下であり，転倒しないことを確認した。また，加

振試験後にスリング等が健全であることを確認した。 

機能維持評価の結果，保管場所における設置床又は地表面の最大応答加速度が，加振試験によ

り動的及び電気的機能並びに支持機能を維持できることを確認した加振台の最大加速度以下であ

り，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，機能が維持されることを確認した。 

波及的影響評価の結果，保管場所における設置床又は地表面の最大応答加速度が，加振試験に

よりスリング等の支持機能を維持できることを確認した加振台の最大加速度以下であり，当該設

備による波及的影響を防止する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認

した。 

以上より，その他設備は地震後において，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，重大事故等に
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対処するために必要な機能を維持するとともに波及的影響を防止する必要がある他の設備に対し

て波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

 

8.1 転倒評価 

その他設備の転倒評価結果を表 8－1に示す。 

 

8.2 機能維持評価 

その他設備の機能維持評価結果を表 8－1に示す。 

 

8.3 波及的影響評価 

その他設備の波及的影響評価結果を表 8－1に示す。 
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表 8－1 転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評価結果（1/3） 

設備名称 保管場所 方向 
保管場所の最大 

応答加速度*1 

加振台の 

最大加速度*2 

転倒 

評価結果 

機能維持 

評価結果*3 

波及的影響 

評価結果 

可搬式エリア放射線

モニタ 

緊急時対策所 

EL 50.25m 

水平 1.22 2.6 ○ ○ ○ 

鉛直 0.81 2.2 ○ ○ ○ 

可搬式モニタリング

ポスト 

第 1保管エリア 

EL 50.0m 

水平 1.56 2.0 ○ ○ ○ 

鉛直 1.08 1.9 ○ ○ ○ 

第 4保管エリア 

EL 8.5m 

水平 0.76 2.0 ○ ○ ○ 

鉛直 0.48 1.9 ○ ○ ○ 

ＧＭ汚染サーベイメ

ータ 

緊急時対策所 

EL 50.25m 

水平 1.22 2.4 ○ ○ ○ 

鉛直 0.81 2.1 ○ ○ ○ 

ＮａＩシンチレーシ

ョンサーベイメータ 

緊急時対策所 

EL 50.25m 

水平 1.22 2.4 ○ ○ ○ 

鉛直 0.81 2.1 ○ ○ ○ 

α・β線サーベイメ

ータ 

緊急時対策所 

EL 50.25m 

水平 1.22 2.4 ○ ○ ○ 

鉛直 0.81 2.1 ○ ○ ○ 

注記＊1：地震応答解析により求めた設置床又は地表面の最大応答加速度 

  ＊2：加振試験により計測された加振台の最大加速度 

  ＊3：加振試験後の動的及び電気的機能維持並びに支持機能の確認を含む。 

（凡例）○：各項目の評価の結果，良であることを確認した。 
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表 8－1 転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評価結果（2/3） 

設備名称 保管場所 方向 
保管場所の最大 

応答加速度*1 

加振台の 

最大加速度*2 

転倒 

評価結果 

機能維持 

評価結果*3 

波及的影響 

評価結果 

電離箱サーベイメー

タ 

緊急時対策所 

EL 50.25m 

水平 1.22 2.4 ○ ○ ○ 

鉛直 0.81 2.1 ○ ○ ○ 

主蒸気逃がし安全弁

用蓄電池 

廃棄物処理建物 

EL 16.9m 

水平 1.07 3.7 ○ ○ ○ 

垂直 0.81 1.6 ○ ○ ○ 

有線式通信設備 
廃棄物処理建物 

EL 16.9m 

水平 1.07 2.6 ○ ○ ○ 

鉛直 0.81 2.6 ○ ○ ○ 

可搬型計測器 
廃棄物処理建物 

EL 16.9m 

水平 1.07 4.8 ○ ○ ○ 

鉛直 0.81 2.8 ○ ○ ○ 

可搬型計測器（予備） 
緊急時対策所 

EL 50.25m 

水平 1.22 4.8 ○ ○ ○ 

鉛直 0.81 2.8 ○ ○ ○ 

注記＊1：地震応答解析により求めた設置床又は地表面の最大応答加速度 

  ＊2：加振試験により計測された加振台の最大加速度 

  ＊3：加振試験後の動的及び電気的機能維持並びに支持機能の確認を含む。 

（凡例）○：各項目の評価の結果，良であることを確認した。 
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S2 補 Ⅵ-2-別添 3-6 R0E 

表 8－1 転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評価結果（3/3） 

設備名称 保管場所 方向 
保管場所の最大 

応答加速度*1 

加振台の 

最大加速度*2 

転倒 

評価結果 

機能維持 

評価結果*3 

波及的影響 

評価結果 

可搬式ダスト・よう

素サンプラ 

緊急時対策所 

EL 50.25m 

水平 1.22 2.4 ○ ○ ○ 

鉛直 0.81 2.3 ○ ○ ○ 

可搬式気象観測装置 

第 1保管エリア 

EL 50.0m 

水平 1.56 2.1 ○ ○ ○ 

鉛直 1.08 2.0 ○ ○ ○ 

第 4保管エリア 

EL 8.5m 

水平 0.76 2.1 ○ ○ ○ 

鉛直 0.48 2.0 ○ ○ ○ 

小型船舶 

第 1保管エリア 

EL 50.0m 

水平 1.56 1.9 ○ ○ ○ 

鉛直 1.08 1.5 ○ ○ ○ 

第 4保管エリア 

EL 8.5m 

水平 0.76 1.9 ○ ○ ○ 

鉛直 0.48 1.5 ○ ○ ○ 

注記＊1：地震応答解析により求めた設置床又は地表面の最大応答加速度 

  ＊2：加振試験により計測された加振台の最大加速度 

  ＊3：加振試験後の動的及び電気的機能維持並びに支持機能の確認を含む。 

（凡例）○：各項目の評価の結果，良であることを確認した。 
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Ⅵ-2-別添 3-7 可搬型重大事故等対処施設の水平２方向及び鉛直方向 

地震力の組合せに関する影響評価結果 
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1. 概要 

本資料は，「Ⅵ-2-別添 3-1 可搬型重大事故等対処施設の耐震計算の方針」に基づき，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対する機能を保持できることを確認した可搬型重大事故等対処設備に対

し，水平２方向及び鉛直方向の組合せによる地震力が与える影響について説明するものである。

なお，耐震設計上の重大事故等対処施設の設備の分類に該当しない設備である可搬型重大事故等

対処設備は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の

解釈」別記 2において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価を要求されていない

が，確認を行うものである。 

 

2. 基本方針 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，「Ⅵ-2-1-8 水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針を踏まえ

て，可搬型重大事故等対処設備としての構造上及び保管方法の特徴を踏まえた抽出を行い，設備

が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

3. 評価方法 

「Ⅵ-2-1-8 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 各施設

における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」を踏まえて，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対して，耐震評価を実施する設備のうち，従来の設計手法における水平１

方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算に対して，設備の構造特性から水平２方向及び

鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性があるものを評価対象設備として抽出し，設備が有

する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

影響評価フローを図 3－1に示す。 

 

(1) 評価対象となる設備の整理 

可搬型重大事故等対処設備のうち，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して構造強度又は機能

維持を確認する設備を評価対象とする。（図 3－1①） 

 

(2) 構造上及び保管方法の特徴による抽出 

可搬型重大事故等対処設備としての構造上及び保管方法の特徴から，水平２方向の地震力が

重畳する観点にて検討を行い，水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備を抽出する。

なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上及び保管方法の観点から発生応力への影響に着

目し，その増分が 1割程度以下となる設備を分類しているが，水平１方向地震力による裕度（許

容応力／発生応力）が 1.1未満の設備については，個別に検討を行うこととする。（図 3－1②） 

 

(3) 発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平２方向の地震力が各方向

1:1で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平１方向及び鉛直方向地震
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力の組合せによる設計に対して，水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した発生値の増分を用

いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。（図 3－1③） 

 

(4) 水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

(3)の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備が有する耐震性への影響を確認す

る。（図 3－1④） 
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4.3 項 

4.1(2)項 

4.1(1)項 

4.2 項 

NO 

NO 

NO 

YES 

YES 

YES 

②構造上及び保管方法の特徴 

を踏まえ，水平２方向及び鉛

直方向地震力の影響の可能

性がある設備 

④水平２方向及び鉛直方向地震 

力の影響評価（水平２方向及び

鉛直方向地震力に対し，耐震性

を有していることへの影響が

あるか） 

③水平２方向及び鉛直方向地震

力を考慮した発生値が従来の

発生値と比べて影響があるか 

①評価対象となる設備の整理 

水平２方向及び鉛直方向地震力を 

考慮した発生荷重等を用いた検討 

従来の設計手法に加えて更なる設計

上の配慮が必要な設備 

従来の設計手法で水平２方向及

び鉛直方向地震力は対応可能 

建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討

による機器・配管系への影響の検討結果 

図 3－1 水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した影響評価フロー 
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4. 評価結果 

4.1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

評価対象設備を表 4－1に示す。評価対象設備の各評価部位及び応力分類に対し，構造上及び

保管方法の特徴から，水平２方向の地震力による影響を以下の項目により検討し，影響の可能

性がある設備を抽出した。 

 

(1) 水平２方向の地震力が重畳する観点 

評価対象設備は，水平１方向の地震力に加えて，更に水平直交方向に地震力が重畳した場

合，水平２方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要とな

る可能性があるものを抽出した。抽出結果を表 4－2に示す。 

なお，評価対象設備の抽出に当たって，耐震性への影響が軽微とした設備の理由を以下に

示す。 

 

a. 構造強度評価対象設備 

構造強度評価対象設備において，耐震性への影響が軽微と分類した設備はなし。 

 

b. 機能維持評価対象設備 

(a) 収納箱 

収納箱に保管している設備は，収納箱内で緩衝材によって保護されており，X，Yの 2

方向入力に対して，応答増加は生じないものと考えられることから，水平２方向の入力

の影響は軽微である。 

 

(b) その他 

水平２方向及び鉛直方向地震力を同時に入力した加振試験結果に基づき機能維持評価

を行い，健全性を確認していることから，水平２方向入力の影響は考慮済みである。 

 

(2) 水平１方向及び鉛直方向地震力に対する水平２方向及び鉛直方向地震力の増分の観点 

(1)にて影響の可能性がある設備について，水平２方向の地震力が各方向 1:1で入力された

場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平１方向及び鉛直方向地震力の設計手法に

よる発生値と比較し，その増分により影響の程度を確認し，耐震性への影響が懸念される設

備を抽出した。抽出結果を表 4－2に示す。 

なお，評価対象設備の抽出に当たって，耐震性への影響が軽微とした設備の理由を以下に

示す。 

 

a. 構造強度評価対象設備 

(a) 車両型設備 

車両型設備に積載したポンプ，発電機，内燃機関等は，矩形構造の横型回転機器等で

あり応答軸（強軸・弱軸）が明確である。水平２方向の地震力が発生した場合，その応
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答はそれぞれの応答軸方向に分解され，実質的には弱軸方向に１方向入力した応答レベ

ルと同等となることから，耐震性への影響の懸念はないと整理した。 

 

(b) ボンベ設備 

ボンベ設備は，矩形構造の架構設備であり，応答軸（強軸・弱軸）が明確である。水

平２方向の地震力が発生した場合，その応答はそれぞれの応答軸方向に分解され，実質

的には弱軸方向に１方向入力した応答レベルと同等となることから，耐震性への影響の

懸念はないと整理した。 

 

(c) 緊急時対策所空気浄化設備 

緊急時対策所空気浄化設備は，矩形構造の架構設備であり，応答軸（強軸・弱軸）が

明確である。水平２方向の地震力が発生した場合，その応答はそれぞれの応答軸方向に

分解され，実質的には弱軸方向に１方向入力した応答レベルと同等となることから，耐

震性への影響の懸念はないと整理した。 

 

b. 機能維持評価対象設備 

(a) 緊急時対策所空気浄化設備 

緊急時対策所空気浄化設備は，矩形構造の架構設備であり，応答軸（強軸・弱軸）が

明確である。水平２方向の地震力が発生した場合，その応答はそれぞれの応答軸方向に

分解され，実質的には弱軸方向に１方向入力した応答レベルと同等となることから，耐

震性への影響の懸念はないと整理した。 

 

(b) その他設備（ラック固縛保管） 

その他設備（ラック固縛保管）は，応答軸（強軸・弱軸）が明確である。水平２方向

の地震力が発生した場合，その応答はそれぞれの応答軸方向に分解され，実質的には弱

軸方向に１方向入力した応答レベルと同等となることから，耐震性への影響の懸念はな

いと整理した。 

 

4.2 建物・構築物及び土木構造物の検討による機器・配管系への影響の検討結果 

建物・構築物及び土木構造物の検討において，可搬型重大事故等対処設備への影響が懸念さ

れるものは抽出されなかった。 

 

4.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

表 4－2において，水平２方向の地震力による影響の可能性があるとして抽出された設備はな

いため，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価を行う設備はない。 

 

4.4 まとめ 

可搬型重大事故等対処設備について，水平２方向及び鉛直方向地震力の影響を受ける可能性
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添
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R0
 

がある設備（部位）について，従来の設計手法における保守性も考慮した上で抽出し，従来の

水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して影響を確認した結果，設備が有す

る耐震性に影響のないことを確認したため，従来の設計手法に加えて更なる設計上の配慮が必

要な設備はない。 
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表4－1 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価対象設備（1/2） 

別添番号 設備名称 
構造強度 

評価 

機能維持 

評価 
部位＊ 

別添 3-3 

大量送水車 ○ ○ 各部位 

タンクローリ（タイプⅠ） ○ ○ 各部位 

タンクローリ（タイプⅡ） ○ ○ 各部位 

高圧発電機車（タイプⅠ） ○ ○ 各部位 

高圧発電機車（タイプⅡ） ○ ○ 各部位 

移動式代替熱交換設備 ○ ○ 各部位 

大型送水ポンプ車（原子炉補機代替冷却系

用） 
○ ○ 各部位 

大型送水ポンプ車（原子炉建物放水設備

用） 
○ ○ 各部位 

可搬式窒素供給装置 ○ ○ 各部位 

緊急時対策所用発電機 ○ ○ 各部位 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 ○ ○ 各部位 

別添 3-4-1 逃がし安全弁用窒素ガスボンベ ○ ― 各部位 

別添 3-4-2 
中央制御室待避室正圧化装置（空気ボン

ベ） 
○ ― 各部位 

別添 3-5 
緊急時対策所空気浄化フィルタユニット ○ ○ 各部位 

緊急時対策所空気浄化送風機 ○ ○ 各部位 

注記＊：部位については，別添 3-3，別添 3-4-1～2，別添 3-5及び別添 3-6に示す耐震評価部位の

とおり。 
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表4－1 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価対象設備（2/2） 

別添番号 設備名称 
構造強度 

評価 

機能維持 

評価 
部位＊ 

別添 3-6 

可搬式エリア放射線モニタ ― ○ 各部位 

可搬式モニタリングポスト ― ○ 各部位 

ＧＭ汚染サーベイメータ ― ○ 各部位 

ＮａＩシンチレーションサーベイメータ ― ○ 各部位 

α・β線サーベイメータ ― ○ 各部位 

電離箱サーベイメータ ― ○ 各部位 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池 ― ○ 各部位 

有線式通信設備 ― ○ 各部位 

可搬型計測器 ― ○ 各部位 

可搬型計測器（予備） ― ○ 各部位 

可搬式ダスト・よう素サンプラ ― ○ 各部位 

可搬式気象観測装置 ― ○ 各部位 

小型船舶 ― ○ 各部位 

注記＊：部位については，別添 3-3，別添 3-4-1～2，別添 3-5及び別添 3-6に示す耐震評価部位の

とおり。 
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S2 補 Ⅵ-2-別添 3-7 R0 

表 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（1/10） 

 

 

 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1項(1) 

水平２方向の地震力が 

重畳する観点 

4.1項(2) 

水平１方向及び鉛直方向地震

力に対する水平２方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

（影響軽微の理由） 

大量送水車 ○ △ 4.1 項(2)a.「(a) 車両型設備」の理由

（車両型設備に積載したポンプ，発電機，

内燃機関等は，矩形構造の横型回転機器

等であり応答軸（強軸・弱軸）が明確で

ある。水平２方向の地震力が発生した場

合，その応答はそれぞれの応答軸方向に

分解され，実質的には弱軸方向に１方向

入力した応答レベルと同等となることか

ら，耐震性への影響の懸念はないと整理

した。）による。 

タンクローリ（タイプⅠ） ○ △ 

タンクローリ（タイプⅡ） ○ △ 

高圧発電機車（タイプⅠ） ○ △ 

高圧発電機車（タイプⅡ） ○ △ 

移動式代替熱交換設備 ○ △ 

大型送水ポンプ車（原子炉補機代替

冷却系用） 
○ △ 

大型送水ポンプ車（原子炉建物放水

設備用） 
○ △ 

可搬式窒素供給装置 ○ △ 

緊急時対策所用発電機 ○ △ 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 ○ △ 

 

  

（凡例） 

〇 : 影響の可能性あり  △ : 影響軽微  ― : 該当なし (1) 構造強度評価（1/3） 
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表 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（2/10） 

 

 

 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1項(1) 

水平２方向の地震力が 

重畳する観点 

4.1項(2) 

水平１方向及び鉛直方向地震

力に対する水平２方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

（影響軽微の理由） 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベ ○ △ 

4.1 項(2)a.「(b) ボンベ設備」の理由

（ボンベ設備は，矩形構造の架構設備で

あり，応答軸（強軸・弱軸）が明確であ

る。水平２方向の地震力が発生した場合，

その応答はそれぞれの応答軸方向に分解

され，実質的には弱軸方向に１方向入力

した応答レベルと同等となることから，

耐震性への影響の懸念はないと整理し

た。）による。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気

ボンベ） 
○ △ 

 

  

（凡例） 

〇 : 影響の可能性あり  △ : 影響軽微  ― : 該当なし (1) 構造強度評価（2/3） 
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表 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（3/10） 

 

 

 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1項(1) 

水平２方向の地震力が 

重畳する観点 

4.1項(2) 

水平１方向及び鉛直方向地震

力に対する水平２方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

（影響軽微の理由） 

緊急時対策所空気浄化フィルタユ

ニット 
○ △ 

4.1 項(2)a.「(c) 緊急時対策所空気浄

化設備」の理由（緊急時対策所空気浄化

設備は，矩形構造の架構設備であり，応

答軸（強軸・弱軸）が明確である。水平

２方向の地震力が発生した場合，その応

答はそれぞれの応答軸方向に分解され，

実質的には弱軸方向に１方向入力した応

答レベルと同等となることから，耐震性

への影響の懸念はないと整理した。）によ

る。 

緊急時対策所空気浄化送風機 ○ △ 

  

（凡例） 

〇 : 影響の可能性あり  △ : 影響軽微  ― : 該当なし (1) 構造強度評価（3/3） 
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表 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（4/10） 

 

 

 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1項(1) 

水平２方向の地震力が 

重畳する観点 

4.1項(2) 

水平１方向及び鉛直方向地震

力に対する水平２方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

（影響軽微の理由） 

大量送水車 △ ― 4.1 項(1)b.「(b) その他」の理由（水

平２方向及び鉛直方向地震力を同時に入

力した加振試験結果に基づき機能維持評

価を行い，健全性を確認していることか

ら，水平２方向入力の影響は考慮済みで

ある。）による。 

タンクローリ（タイプⅠ） △ ― 

タンクローリ（タイプⅡ） △ ― 

高圧発電機車（タイプⅠ） △ ― 

高圧発電機車（タイプⅡ） △ ― 

移動式代替熱交換設備 △ ― 

大型送水ポンプ車（原子炉補機代替

冷却系用） 
△ ― 

大型送水ポンプ車（原子炉建物放水

設備用） 
△ ― 

可搬式窒素供給装置 △ ― 

緊急時対策所用発電機 △ ― 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 △ ― 

 

  

（凡例） 

〇 : 影響の可能性あり  △ : 影響軽微  ― : 該当なし (2) 機能維持評価（1/7） 
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表 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（5/10） 

 

 

 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1項(1) 

水平２方向の地震力が 

重畳する観点 

4.1項(2) 

水平１方向及び鉛直方向地震

力に対する水平２方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

（影響軽微の理由） 

緊急時対策所空気浄化フィルタユ

ニット 
○ △ 

4.1項(2)b.「(a) 緊急時対策所空気浄

化設備」の理由（緊急時対策所空気浄化

設備は，矩形構造の架構設備であり，応

答軸（強軸・弱軸）が明確である。水平

２方向の地震力が発生した場合，その応

答はそれぞれの応答軸方向に分解され，

実質的には弱軸方向に１方向入力した応

答レベルと同等となることから，耐震性

への影響の懸念はないと整理した。）に

よる。 

緊急時対策所空気浄化送風機 ○ △ 

  

（凡例） 

〇 : 影響の可能性あり  △ : 影響軽微  ― : 該当なし (2) 機能維持評価（2/7） 
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表 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（6/10） 

 

 

 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1項(1) 

水平２方向の地震力が 

重畳する観点 

4.1項(2) 

水平１方向及び鉛直方向地震

力に対する水平２方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

（影響軽微の理由） 

可搬式エリア放射線モニタ △ ― 4.1 項(1)b.「(a) 収納箱」の理由（収

納箱に保管している設備は，収納箱内で

緩衝材によって保護されており，X，Yの

２方向入力に対して，応答増加は生じな

いものと考えられることから，水平２方

向の入力の影響は軽微である。）による。 

ＧＭ汚染サーベイメータ △ ― 

ＮａＩシンチレーションサーベイ

メータ 
△ ― 

α・β線サーベイメータ △ ― 

電離箱サーベイメータ △ ― 

可搬式ダスト・よう素サンプラ △ ― 

  

（凡例） 

〇 : 影響の可能性あり  △ : 影響軽微  ― : 該当なし (2) 機能維持評価（3/7） 
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表 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（7/10） 

 

 

 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1項(1) 

水平２方向の地震力が 

重畳する観点 

4.1項(2) 

水平１方向及び鉛直方向地震

力に対する水平２方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

（影響軽微の理由） 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池 △ ― 

4.1項(1)b.「(b) その他」の理由（水

平２方向及び鉛直方向地震力を同時に入

力した加振試験結果に基づき機能維持評

価を行い，健全性を確認していることか

ら，水平２方向入力の影響は考慮済みで

ある。）による。 

  

（凡例） 

〇 : 影響の可能性あり  △ : 影響軽微  ― : 該当なし (2) 機能維持評価（4/7） 
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表 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（8/10） 

 

 

 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1項(1) 

水平２方向の地震力が 

重畳する観点 

4.1項(2) 

水平１方向及び鉛直方向地震

力に対する水平２方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

（影響軽微の理由） 

有線式通信設備 △ ― 

4.1項(1)b.「(b) その他」の理由（水

平２方向及び鉛直方向地震力を同時に入

力した加振試験結果に基づき機能維持評

価を行い，健全性を確認していることか

ら，水平２方向入力の影響は考慮済みで

ある。）による。 

  

（凡例） 

〇 : 影響の可能性あり  △ : 影響軽微  ― : 該当なし (2) 機能維持評価（5/7） 
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表 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（9/10） 

 

 

 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1項(1) 

水平２方向の地震力が 

重畳する観点 

4.1項(2) 

水平１方向及び鉛直方向地震

力に対する水平２方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

（影響軽微の理由） 

可搬型計測器 ○ △ 

4.1 項(2)b.「(b) その他設備（ラック

固縛保管）」の理由（その他設備（ラック

固縛保管）は，応答軸（強軸・弱軸）が

明確である。水平２方向の地震力が発生

した場合，その応答はそれぞれの応答軸

方向に分解され，実質的には弱軸方向に

１方向入力した応答レベルと同等となる

ことから，耐震性への影響の懸念はない

と整理した。）による。 

可搬型計測器（予備） ○ △ 

 

（凡例） 

〇 : 影響の可能性あり  △ : 影響軽微  ― : 該当なし (2) 機能維持評価（6/7） 
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表 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（10/10） 

 

 

 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1項(1) 

水平２方向の地震力が 

重畳する観点 

4.1項(2) 

水平１方向及び鉛直方向地震

力に対する水平２方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

（影響軽微の理由） 

可搬式気象観測装置 △ ― 
4.1項(1)b.「(b) その他」の理由（水

平２方向及び鉛直方向地震力を同時に入

力した加振試験結果に基づき機能維持評

価を行い，健全性を確認していることか

ら，水平２方向入力の影響は考慮済みで

ある。）による。 

可搬式モニタリングポスト △ ― 

小型船舶 △ ― 

 

（凡例） 

〇 : 影響の可能性あり  △ : 影響軽微  ― : 該当なし (2) 機能維持評価（7/7） 
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Ⅵ-3-3-2 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の強度に関する 

説明書 
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Ⅵ-3-3-2-2 使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-2-2-1 燃料プール冷却系の強度計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
2
-
2
-
1
 
R
0
 



Ⅵ-3-3-2-2-1-4 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2　管の応力計算書
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 FPC-R-1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 66 1.37 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 FPC-R-2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 66 1.37 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 FPC-R-3 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 66 1.37 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 FPC-R-4 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 66 1.37 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 FPC-R-5 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 66 1.37 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 静水頭 66 静水頭 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 66 1.37 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 FPC-R-11 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 66 1.37 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 FPC-R-10

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2 R0



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 FPC-R-12 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.37 66 1.37 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2 R0



重大事故等対処設備
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全8モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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燃料プール冷却系概略系統図

A-燃料プール

冷却ポンプ

B-燃料プール

冷却ポンプ

燃料プール

残留熱除去系より

M

M
M

FPC-R-11 FPC-R-12

残留熱除去系へ

スキマサージタンクより

燃料プール冷却系

ろ過脱塩装置

ろ過脱塩器より

燃料プール冷却系

ろ過脱塩装置ろ過脱塩器へ

FPC-R-10

FPC-R-12FPC-R-1

F
PC
-
R-
2

F
PC
-
R-
3

A-燃料プール冷却系

熱交換器

B-燃料プール冷却系

熱交換器

F
PC
-
R-
4

FPC-R-12

FPC-R-12

FPC-R-12

FPC-R-12
FPC-R-5

M

散水管

[注]太線範囲の管クラス：SA2

3

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2(重) R0



 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であって

　解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥瞰図 FPC-R-10(SA)(1/3)

5

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 FPC-R-10(SA)(2/3)

6

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 FPC-R-10(SA)(3/3)

7

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FPC-R-10

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

  1    37～38,37～62 静水頭  66  318.5  10.3 STPT42

  2    38～39 静水頭  66  318.5  10.3 SUS304TP

  3    63～76 1.37  66  318.5  10.3 STPT42

   77～80,81～89

   75～92,93～101

  5    90～91N,102～103N 1.37  66  216.3   8.2 STPT42

 267.4   9.3 STPT42

3. 計算条件

 3.1　計算条件

  4 1.37  66
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　FPC-R-10

質量 対応する評価点

  85F,86F,97F,98F

  91N,103N
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71273550
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　FPC-R-10

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   62～63    80～81,92～93

10

S
2
 
補

 
Ⅵ
-
3
-
3
-
2
-
2
-
1
-
4
-
2
(
重

)
 
R
0

71273550
長方形

71273550
長方形



　弁部の寸法

鳥  瞰  図　FPC-R-10

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

62～63 80～81

92～93
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長方形

71273550
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　FPC-R-10

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

49

 **   49 **

55

64

78   

78

82

 **   82 **

     91N

94

 **   94 **

    103N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT42  66 ― ― ― 103

SUS304TP  66 ― ― ― 126

材    料
 許容応力(MPa)
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材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT42  66 ― ― ― 103

SUS304TP  66 ― ― ― 126

材    料
 許容応力(MPa)
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4. 評価結果

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

 FPC-R-10   75 Ｓｐｒｍ
＊1  28 154

 FPC-R-10   75 Ｓｐｒｍ
＊2  29 185

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
5

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2(重) R0



  　評価結果

　　下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

告示第５０１号第56条第1号の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.2・Ｓｈ

 FPC-R-10 103N Ｓｐｒｍ
＊1  23 103

 FPC-R-10 103N Ｓｐｒｍ
＊2  23 123

注記＊1：告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。なお，保守的な評価とな

る告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を記載してもよいものとする。

　　＊2：告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
6

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2(重) R0



5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格    9  21 189 9.00 ―    9  23 226 9.82 ―

告示第５０１号    2  14 126 9.00 ―    2  14 151 10.78 ―

設計・建設規格    6  11 189 17.18 ―    6  12 226 18.83 ―

告示第５０１号   1A  11 126 11.45 ―   1A  11 151 13.72 ―

設計・建設規格    6  11 189 17.18 ―    6  12 226 18.83 ―

告示第５０１号   1A  11 126 11.45 ―   1A  11 151 13.72 ―

設計・建設規格    2  29 189 6.51 ―    2  30 226 7.53 ―

告示第５０１号   1A  23 126 5.47 ―   1A  23 151 6.56 ―

設計・建設規格    2  29 189 6.51 ―    2  30 226 7.53 ―

告示第５０１号   1A  23 126 5.47 ―   1A  23 151 6.56 ―

設計・建設規格   75  28 154 5.50 ―   75  29 185 6.37 ―

告示第５０１号 103N  23 103 4.47 〇 103N  23 123 5.34 〇

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

4 FPC-R-4

5 FPC-R-5

6 FPC-R-10

3 FPC-R-3

評価点 裕度 代表

1 FPC-R-1

No.
配管

モデル
適用規格

一次応力(1)＊1
一次応力(2)

＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2 FPC-R-2

評価点 裕度 代表

1
7

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   36  22 154 7.00 ―   36  24 185 7.70 ―

告示第５０１号  161  20 103 5.15 ―  161  20 123 6.15 ―

設計・建設規格  131  28 189 6.75 ―  131  29 226 7.79 ―

告示第５０１号 133A  21 126 6.00 ― 133A  21 151 7.19 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

8 FPC-R-12

評価点 裕度 代表評価点 裕度 代表

7 FPC-R-11

No.
配管

モデル
適用規格

一次応力(1)
＊1

1
8

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-1-4-2(重) R0E



Ⅵ-3-3-2-2-2 燃料プールスプレイ系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-2-2-2-3 管の強度計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
2
-
2
-
2
-
3
 
R
0
 



Ⅵ-3-3-2-2-2-3-2　管の応力計算書
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 SFPS-R-1 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.45 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 SFPS-R-2 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.45 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 SFPS-R-3 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.45 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 SFPS-R-4 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.45 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 SFPS-R-5 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.45 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 SFPS-R-6 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.45 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 SFPS-R-7 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.45 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 SFPS-R-8 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.45 66 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件

 

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-2-3-2 R0                                                              



　　　重大事故等対処設備
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1.　概要

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

 (1)　管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全8モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

　アンカ

　　[管クラス]

DB1 　クラス１管

DB2 　クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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燃料プールスプレイ系概略系統図

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

屋外 原子炉建物

SFPS-R-4

S
FP
S
-R
-1

S
FP
S
-R
-2

SFPS-R-3

SFPS-R-8

SFPS-R-7 SFPS-R-6

SFPS-R-6SFPS-R-5

燃料プールスプレイ系

(常設スプレイヘッダ)

接続口(南)

燃料プール

燃料プールスプレイ系

(常設スプレイヘッダ)

接続口(西)

燃料プールスプレイ管

3

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-2-3-2(重) R0



 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であって

　解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥瞰図 SFPS-R-5(SA)(1/3)

5

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-2-3-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 SFPS-R-5(SA)(2/3)

6

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-2-3-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 SFPS-R-5(SA)(3/3)

7

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-2-3-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　SFPS-R-5

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

  1    1F～1 2.45  66  165.2   7.1 SUS304TP

  2     2～6,7～119A 2.45  66  114.3   6.0 SUS304TP

3. 計算条件

 3.1　計算条件
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　SFPS-R-5

質量 対応する評価点

   1F

9
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71273550
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　SFPS-R-5

質量 対応する評価点

    6～7

10
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　SFPS-R-5

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

6～7

11
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　SFPS-R-5

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

5

11

14

    1901

27

    3201

35

41

47

52

57

62

69

76

87

93

     101

     107

     111

     117

    119A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS304TP  66 ― ― ― 126

材    料
 許容応力(MPa)
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4. 評価結果

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

 SFPS-R-5    4 Ｓｐｒｍ
＊1  46 189

 SFPS-R-5    4 Ｓｐｒｍ
＊2  47 226

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
4

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-2-3-2(重) R0



5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格    4 32 189 5.90 ―    4 34 226 6.64 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   33 18 189 10.50 ―   33 19 226 11.89 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   26 28 189 6.75 ―   26 30 226 7.53 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   45 24 189 7.87 ―   45 25 226 9.04 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格    4 46 189 4.10 ○    4 47 226 4.80 ○

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   85 32 189 5.90 ―   85 35 226 6.45 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

4  SFPS-R-4

5  SFPS-R-5

6  SFPS-R-6

3  SFPS-R-3

評価点 裕度 代表

1  SFPS-R-1

No.
配管

モデル
適用規格

一次応力(1)＊1
一次応力(2)

＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2  SFPS-R-2

評価点 裕度 代表

1
5

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-2-3-2(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   1A 27 189 7.00 ―   1A 28 226 8.07 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格  243 31 189 6.09 ―  243 33 226 6.84 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

8  SFPS-R-8

評価点 裕度 代表評価点 裕度 代表

7  SFPS-R-7

No.
配管

モデル
適用規格

一次応力(1)
＊1

1
6

S2 補 Ⅵ-3-3-2-2-2-3-2(重) R0E



Ⅵ-3-3-3 原子炉冷却系統施設の強度に関する説明書 
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Ⅵ-3-3-3-1 原子炉冷却材再循環設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-1-1 原子炉再循環系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-1-1-1 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2　管の応力計算書
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 PLR-PD-1 既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 有 10.40 302 10.40 304 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 有 8.62 302 8.98 304 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 有 10.40 302 10.40 304 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 

 PLR-PD-2

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

 

S2 補 Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2 R0                                                              



　　　重大事故等対処設備
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1.　概要

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

 (1)　管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全2モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

　アンカ

　　[管クラス]

DB1 　クラス１管

DB2 　クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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原子炉再循環系概略系統図

原子炉圧力容器

N2FN2A

N2GN2B

N2HN2C

N2JN2D

N2KN2E

N1BN1A
AV222-3A

MV222-6

AV222-3B

A-原子炉

再循環ポンプ

B-原子炉

再循環ポンプ

原子炉浄化系へ 原子炉浄化系へ

原子炉格納容器 原子炉建物

残留熱

除去系へ

残留熱

除去系より
残留熱

除去系より

X-32A

X-33

X-32B

PLR-PD-2 PLR-PD-1

＊＊

＊

注記＊：本範囲は残留熱除去系の申請範囲であるが,解析モデル上,本系統に含める。

A

M

M M M M

A

[注] 太線範囲の管クラス：DB1/SA2

3

 

S2 補 Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2(重) R0                                                            



 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であって

　解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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PLR-PD-2(SA)(1/5)鳥瞰図

5

S2 補 Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2(重) R0

71273550
多角形



PLR-PD-2(SA)(2/5)鳥瞰図

6

S2 補 Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2(重) R0

71273550
多角形



PLR-PD-2(SA)(3/5)鳥瞰図

7

S2 補 Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2(重) R0

71273550
多角形



PLR-PD-2(SA)(4/5)鳥瞰図

8

S2 補 Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2(重) R0

71273550
多角形



PLR-PD-2(SA)(5/5)鳥瞰図

9

S2 補 Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　PLR-PD-2

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

  1    1N～2 8.98 304  523.0  33.7 SUSF316

  2     2～8 8.98 304  508.0  26.2 SUSF316

  3     8～9 8.98 304  570.0  57.2 SUSF316

  4    61～62,66～67 10.40 304  550.0  51.5 SUSF316

  5    62～66 10.40 304  508.0  30.5 SUSF316

   67～68,106～140

  114～150,126～160

  134～170,61～201

   68～71N,140～143N

  150～153N,160～163N

  170～173N,201～208

  8    67～100,67～120 10.40 304  422.0  34.8 SUSF316

  100～105,107～113

  115～116,120～125

  127～133,135～136

  105～107,113～115

  125～127,133～135

 11   209～215,216～222 10.40 304  267.4  18.2 STS42

 12     9～301 8.98 304  457.2  29.4 SUSF316

3. 計算条件

 3.1　計算条件

  6 10.40 304  267.4  18.2 SUSF316

  7 10.40 304  267.4  18.2 SUS316TP

SUSF316

 10 10.40 304  450.0  48.8 SUSF316

  9 10.40 304  406.4  27.0
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　PLR-PD-2

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

 13   301～307 8.98 304  457.2  29.4 SUS316TP

 14   308～319 8.98 304  457.2  29.4 STS42

計算条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　PLR-PD-2

質量 対応する評価点

   1N～2

    2～5001,64～66

 5001～8,62～64

    8～9

   61～62

   66～67

 6700～71N,1400～143N,1500～153N,1600～163N,1700～173N

  202～208

   67～100,67～120

  100～105,107～113,115～116,120～125,127～133

  135～136

  105～107,113～115,125～127,133～135

   61～202,209～215,216～222

    9～307,308～3101,3111～314,315～319

 3101～3111,314～315
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　PLR-PD-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  208～209   215～216

  307～308   319～320,320～324

  319,324   320

  321   323
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　PLR-PD-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

208～209 215～216

307～308 319～320

320～321 321～322

322～323 320～324
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　PLR-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

N1

5   

 **    7 **

 **   63 **

 **   63 **

    N101

     101   

 **  103 **

 ** 1031 **

 **  111 **

 ** 1111 **

 ** 1201 **

 ** 1201 **

     121   

 **  123 **

 **  123 **

     130

 **  131 **

    N201

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　PLR-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

    N301

    N401

    N501

 **  210 **

 **  210 **

     211

     213   

     219

    226A

     309   

 **  309 **

     310

 **  311 **

 **  316 **

     316

     322

     322

    328A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUSF316 304 118 130 ― ―

SUS316TP 304 118 130 ― ―

STS42 304 122 182 ― ―

材    料
 許容応力(MPa)
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材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUSF316 304 118 ― ― ―

SUS316TP 304 118 ― ― ―

STS42 304 122 ― ― ―

材    料
 許容応力(MPa)

18

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
3
-
3
-
3
-
1
-
1
-
1
-
2
(
重
)
 
R
0



4. 評価結果

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管であってクラス１管

設計・建設規格　PPB-3562の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ Min(3・Ｓｍ，2・Ｓｙ)

 PLR-PD-2 173N Ｓｐｒｍ   61 260

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
9

S2 補 Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2(重) R0



　　評価結果

　　下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管であってクラス１管

告示第５０１号第46条第3号の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ 3Ｓｍ

 PLR-PD-2 173N Ｓｐｒｍ   61 354

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

2
0

S2 補 Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2(重) R0



5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス１管)

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa)

設計・建設規格 153N   60 260 4.33 ―

告示第５０１号 153N   60 354 5.90 ―

設計・建設規格 173N   61 260 4.26 ○

告示第５０１号 173N   61 354 5.80 ―

適用規格

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

一次応力

評価点 裕度 代表

1 PLR-PD-1

2 PLR-PD-2

No.
配管

モデル

2
1

S2 補 Ⅵ-3-3-3-1-1-1-2(重) R0E



Ⅵ-3-3-3-4 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-4-1 高圧炉心スプレイ系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-4-1-6 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-4-1-6-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物

の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づ

いて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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S2 補 Ⅵ-3-3-3-4-1-6-1 R0

・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 1.37 100 1.37 110 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

2 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 1.37 100 1.37 110 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

3 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 1.37 100 1.37 110 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

4 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.427 104 0.853 178 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

5 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.427 104 0.853 178 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

6 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.427 104 0.853 178 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

7 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 12.20 100 12.20 110 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

8 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 12.20 100 12.20 110 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

T1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 1.37 100 1.37 110 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

T2 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 12.20 100 12.20 110 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格



S2 補 Ⅵ-3-3-3-4-1-6-1 R0

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

その他1 既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 有
* 8.62 302 8.98 304 有

* S55告示 既工認 ― SA-2

注記＊：既工認において評価を実施しており，かつ評価条件に変更はないことから，評価結果については昭和60年4月27日付け59資庁第17250号にて認可された工事計画の添付書類

Ⅳ-2-1-6-1-1「管の基本板厚計算書」による。

同等性
評価区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

2 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

3 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

4 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

5 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

6 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

7 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

8 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

T1 管の穴と補強計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

T2 管の穴と補強計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格
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Ⅳ

S2 補 Ⅵ-3-3-3-4-1-6-1 R0



S2 補 Ⅵ-3-3-3-4-1-6-1 R0

2. 管の強度計算書（重大事故等クラス２管）

設計・建設規格　PPC-3411　準用

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材 料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 1.37   110  517.60 14.30 SM41C W 2 100    1.00 3.53 C 3.80 

2 1.37   110  508.00 9.50 SM41C W 2 100    1.00 3.46 C 3.80 

3 1.37   110  508.00 9.50 STPT42 S 2 103    1.00 12.5 % 8.31 3.36 C 3.80 

4 0.853  178  508.00 15.10 STS42 S 2 103    1.00 12.5 % 13.21 2.10 C 3.80 

5 0.853  178  508.00 9.50 STPT42 S 2 103    1.00 12.5 % 8.31 2.10 C 3.80 

2

6 0.853  178  508.00 9.50 SM41C W 2 100    1.00 2.16 C 3.80 

7 12.20   110  355.60 35.70 STS42 S 2 103    1.00 12.5 % 31.23 20.11 A 20.11 

8 12.20   110  267.40 28.60 STS42 S 2 103    1.00 12.5 % 25.02 15.12 A 15.12 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。

10043166
長方形

10043166
長方形



3. 管の穴と補強計算書（重大事故等クラス２管）

設計・建設規格　PPC-3420　準用

   ＮＯ． T1     Ａｒ （mm
2
） 1.666×10

3

  形    式 A Ａ０ （mm
2
） 2.919×10

3

  最高使用圧力 Ｐ  （MPa） 1.37 Ａ１ （mm
2
） 2.214×10

3

　最高使用温度 （℃） 110 Ａ２ （mm
2
） 624.0

　主管と管台の角度 α  （°） Ａ３ （mm
2
） 81.00

Ａ４ （mm
2
）

　主管材料 SM41C

Ｓｒ （MPa） 100 　　評価：　Ａ０　＞　Ａｒ

Ｄｏｒ （mm） 517.60 　　よって十分である。

Ｄｉｒ （mm）

ｔｒｏ （mm） 14.30 ｄｆｒＤ （mm）

Ｑｒ ＬＡＤ （mm）

ｔｒ （mm） ＬＮＤ （mm）

ｔｒｒ （mm） 3.53 ＡｒＤ （mm
2
） 1.111×10

3

　η 1.00 Ａ０Ｄ （mm
2
） 2.750×10

3

Ａ１Ｄ （mm
2
） 2.045×10

3

　管台材料 SM41C Ａ２Ｄ （mm
2
） 624.0

Ｓｂ （MPa） 100 Ａ３Ｄ （mm
2
） 81.00

Ｄｏｂ （mm） 466.80 Ａ４Ｄ （mm
2
）

Ｄｉｂ （mm）

ｔｂｎ （mm） 14.30 　　評価：　Ａ０Ｄ　≧　ＡｒＤ

Ｑｂ 　　よって十分である。

ｔｂ （mm） Ｗ （N） -6.562×10
4

ｔｂｒ （mm） 3.05 Ｆ１

Ｆ２

　強め材材料 Ｆ３

Ｓｅ （MPa） ＳＷ１ （MPa）

Ｄｏｅ （mm） ＳＷ２ （MPa）

ｔｅ （mm） ＳＷ３ （MPa）

Ｗｅ１ （N）

  穴の径　ｄ （mm） Ｗｅ２ （N）

Ｋ Ｗｅ３ （N）

ｄｆｒ （mm） Ｗｅ４ （N）

ＬＡ （mm） Ｗｅ５ （N）

ＬＮ （mm） Ｗｅｂｐ１ （N）

Ｌ１ （mm） Ｗｅｂｐ２ （N）

Ｌ２ （mm） Ｗｅｂｐ３ （N）

　　評価：Ｗ≦0

　　よって溶接部の強度計算は必要ない。

　　以上より十分である。

注記＊：ＬＡは構造上取り得る範囲とした。
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  管の穴と補強計算書（重大事故等クラス２管）

　　補強を要しない穴の最大径

　　設計・建設規格　PPC-3422　準用

   ＮＯ． T2

  形    式 A

  最高使用圧力  Ｐ （MPa） 12.20

　最高使用温度 （℃） 110

　主管と管台の角度  α （°）

　材　　料 STS42

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 103

主 　外　　径  Ｄｏｒ （mm） 355.60

　内　　径  Ｄｉｒ （mm） 293.14

　公称厚さ  ｔｒｏ （mm） 35.70

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %

　最小厚さ  ｔｒ （mm） 31.23

　継手効率 　η 1.00

管 　材　　料 SFVC2B

　外　　径  Ｄｏｂ （mm） 142.10

　内　　径  Ｄｉｂ （mm）

台 　公称厚さ  ｔｂｎ （mm） 27.40

  穴の径  ｄ （mm）

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 73.29

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 61.00

　Ｋ 0.7410

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 114.48

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 114.48

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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5 

4. フランジの強度計算書

（高圧炉心スプレイ系ストレーナ取付部ティー側フランジ：ＮＯ．Ｆ１）

ティー側フランジの強度計算はⅥ-3-3-3-4-1-3「ストレーナ部ティーの応力計算書」で説明す

るため，ここでは記載を省略する。 
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Ⅵ-3-3-3-4-2 低圧炉心スプレイ系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-4-2-6 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-4-2-6-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物

の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づ

いて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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S2 補 Ⅵ-3-3-3-4-2-6-1 R0

・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.427 104 0.853 178 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

2 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.427 104 0.853 178 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

3 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.427 104 0.853 178 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

4 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 1.37 100 1.37 116 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

5 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 1.37 100 1.37 116 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

6 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 1.37 100 1.37 116 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

7 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 4.41 100 4.41 116 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

8 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 4.41 100 4.41 116 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

9 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 4.41 100 4.41 116 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

10 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 4.41 100 4.41 116 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分



S2 補 Ⅵ-3-3-3-4-2-6-1 R0

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

T1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 1.37 100 1.37 116 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

T2 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 4.41 100 4.41 116 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

その他1 既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 有
* 8.62 302 8.98 304 有

* S55告示 既工認 ― SA-2

注記＊：既工認において評価を実施しており，かつ評価条件に変更はないことから，評価結果については昭和60年4月27日付け59資庁第17250号にて認可された工事計画の添付書類

　　　　Ⅳ-2-1-7-1-1「管の基本板厚計算書」による。

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

2 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

3 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

4 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

5 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

6 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

7 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

8 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

9 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

10 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

T1 管の穴と補強計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

T2 管の穴と補強計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格
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S2 補 Ⅵ-3-3-3-4-2-6-1 R0

Ⅳ



S2 補 Ⅵ-3-3-3-4-2-6-1 R0

2. 管の強度計算書（重大事故等クラス２管）

設計・建設規格　PPC-3411　準用

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材 料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 0.853  178  508.00 15.10 STS42 S 2 103    1.00 12.5 % 13.21 2.10 C 3.80 

2 0.853  178  508.00 9.50 STPT42 S 2 103    1.00 12.5 % 8.31 2.10 C 3.80 

3 0.853  178  508.00 9.50 SM41C W 2 100    1.00 2.16 C 3.80 

4 1.37   116  508.00 9.50 SM41C W 2 100    1.00 3.46 C 3.80 

5 1.37   116  508.00 9.50 STPT42 S 2 103    1.00 12.5 % 8.31 3.36 C 3.80 

2

6 1.37   116  517.60 14.30 SM41C W 2 100    1.00 3.53 C 3.80 

7 4.41   116  355.60 19.00 STS42 S 2 103    1.00 12.5 % 16.62 7.49 A 7.49 

8 4.41   116  318.50 17.40 STS42 S 2 103    1.00 12.5 % 15.22 6.71 A 6.71 

9 4.41   116  318.50 14.30 STS42 S 2 103    1.00 12.5 % 12.51 6.71 A 6.71 

10 4.41   116  267.40 15.10 STS42 S 2 103    1.00 12.5 % 13.21 5.63 A 5.63 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。

10043166
長方形

10043166
長方形



3. 管の穴と補強計算書（重大事故等クラス２管）

設計・建設規格　PPC-3420　準用

   ＮＯ． T1     Ａｒ （mm
2
） 1.666×10

3

  形    式 A Ａ０ （mm
2
） 2.919×10

3

  最高使用圧力 Ｐ  （MPa） 1.37 Ａ１ （mm
2
） 2.214×10

3

　最高使用温度 （℃） 116 Ａ２ （mm
2
） 624.0

　主管と管台の角度 α  （°） Ａ３ （mm
2
） 81.00

Ａ４ （mm
2
）

　主管材料 SM41C

Ｓｒ （MPa） 100 　　評価：　Ａ０　＞　Ａｒ

Ｄｏｒ （mm） 517.60 　　よって十分である。

Ｄｉｒ （mm）

ｔｒｏ （mm） 14.30 ｄｆｒＤ （mm）

Ｑｒ ＬＡＤ （mm）

ｔｒ （mm） ＬＮＤ （mm）

ｔｒｒ （mm） 3.53 ＡｒＤ （mm
2
） 1.111×10

3

　η 1.00 Ａ０Ｄ （mm
2
） 2.750×10

3

Ａ１Ｄ （mm
2
） 2.045×10

3

　管台材料 SM41C Ａ２Ｄ （mm
2
） 624.0

Ｓｂ （MPa） 100 Ａ３Ｄ （mm
2
） 81.00

Ｄｏｂ （mm） 466.80 Ａ４Ｄ （mm
2
）

Ｄｉｂ （mm）

ｔｂｎ （mm） 14.30 　　評価：　Ａ０Ｄ　≧　ＡｒＤ

Ｑｂ 　　よって十分である。

ｔｂ （mm） Ｗ （N） -6.562×10
4

ｔｂｒ （mm） 3.05 Ｆ１

Ｆ２

　強め材材料 Ｆ３

Ｓｅ （MPa） ＳＷ１ （MPa）

Ｄｏｅ （mm） ＳＷ２ （MPa）

ｔｅ （mm） ＳＷ３ （MPa）

Ｗｅ１ （N）

  穴の径　ｄ （mm） Ｗｅ２ （N）

Ｋ Ｗｅ３ （N）

ｄｆｒ （mm） Ｗｅ４ （N）

ＬＡ （mm） Ｗｅ５ （N）

ＬＮ （mm） Ｗｅｂｐ１ （N）

Ｌ１ （mm） Ｗｅｂｐ２ （N）

Ｌ２ （mm） Ｗｅｂｐ３ （N）

　　評価：Ｗ≦0

　　よって溶接部の強度計算は必要ない。

　　以上より十分である。

注記＊：ＬＡは構造上取り得る範囲とした。
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  管の穴と補強計算書（重大事故等クラス２管）

　　設計・建設規格　PPC-3420　準用

   ＮＯ． T2     Ａｒ （mm
2
） 720.1

  形    式 A Ａ０ （mm
2
） 1.633×10

3

  最高使用圧力 Ｐ  （MPa） 4.41 Ａ１ （mm
2
） 581.7

　最高使用温度 （℃） 116 Ａ２ （mm
2
） 970.2

　主管と管台の角度 α  （°） Ａ３ （mm
2
） 81.00

Ａ４ （mm
2
）

　主管材料 STS42

Ｓｒ （MPa） 103 　　評価：　Ａ０　＞　Ａｒ

Ｄｏｒ （mm） 318.50 　　よって十分である。

Ｄｉｒ （mm） 293.48

ｔｒｏ （mm） 14.30 ｄｆｒＤ （mm） 146.74

Ｑｒ 12.5 % ＬＡＤ （mm）

ｔｒ （mm） 12.51 ＬＮＤ （mm）

ｔｒｒ （mm） 6.71 ＡｒＤ （mm
2
）

　η 1.00 Ａ０Ｄ （mm
2
）

Ａ１Ｄ （mm
2
）

　管台材料 SFVC2B Ａ２Ｄ （mm
2
）

Ｓｂ （MPa） 120 Ａ３Ｄ （mm
2
）

Ｄｏｂ （mm） 135.10 Ａ４Ｄ （mm
2
）

Ｄｉｂ （mm）

ｔｂｎ （mm） 19.00 　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒＤ

Ｑｂ 　　よって大穴の補強計算は必要ない。

ｔｂ （mm） Ｗ （N） 9.401×10
3

ｔｂｒ （mm） 1.89 Ｆ１ 0.46

Ｆ２

　強め材材料 Ｆ３ 0.56

Ｓｅ （MPa） ＳＷ１ （MPa） 47

Ｄｏｅ （mm） ＳＷ２ （MPa）

ｔｅ （mm） ＳＷ３ （MPa） 57

Ｗｅ１ （N） 8.977×10
4

  穴の径　ｄ （mm） Ｗｅ２ （N） 1.563×10
5

Ｋ 0.5989 Ｗｅ３ （N） 1.563×10
5

ｄｆｒ （mm） 94.11 Ｗｅ４ （N）

ＬＡ （mm） Ｗｅ５ （N）

ＬＮ （mm） Ｗｅｂｐ１ （N） 1.563×10
5

Ｌ１ （mm） Ｗｅｂｐ２ （N） 2.460×10
5

Ｌ２ （mm） Ｗｅｂｐ３ （N）

　　評価：Ｗ≦Ｗｅｂｐ１

Ｗ≦Ｗｅｂｐ２

　　以上より十分である。

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
3
-
4
-
2
-
6
-
1
 
R0

4

10043166
長方形

10043166
長方形

10043166
長方形

10043166
長方形

10043166
長方形



5 

4. フランジの強度計算書

（低圧炉心スプレイ系ストレーナ取付部ティー側フランジ：ＮＯ．Ｆ１）

ティー側フランジの強度計算はⅥ-3-3-3-4-2-3「ストレーナ部ティーの応力計算書」で説明す

るため，ここでは記載を省略する。 
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Ⅵ-3-3-3-4-3 高圧原子炉代替注水系の強度計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
3
-
4
-
3
 
R
0
 



 

Ⅵ-3-3-3-4-3-2 弁の強度計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-10「重大事故等クラス

２弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 
既設 
or 

新設 

施設時の 
技術基準 
に対象と 
する施設 
の規定が 
あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 
おける 

評価結果 
の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 
区分 

評価 
クラス 

クラス 
アップ 
の有無 

施設時 
機器 

クラス 

ＤＢ 
クラス 

ＳＡ 
クラス 

条件 
アップ 
の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

MV2B1-4 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 11.30 302 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

S2 補 Ⅵ-3-3-3-4-3-2 R0 

 



  

目  次 

 

1. 重大事故等クラス２弁  ························································  1 

1.1 設計仕様  ··································································  2 

1.2 強度計算書  ································································  3 

 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
3
-3
-
3
-
4
-
3
-2
 
R
0 

  



                    1  

1. 重大事故等クラス２弁 
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1.1　設計仕様

系　統　：　高圧原子炉代替注水系

止め弁 100

（A）

MV2B1-4

機器の区分 重大事故等クラス２弁

呼び径 材料
弁番号 種類

弁箱 弁ふた ボルト
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4
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2
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0

2

70572338
長方形



1.2　強度計算書

系　統　： 高圧原子炉代替注水系 MV2B1-4 1

　設計条件 ネック部の厚さ

　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　　ｄｎ (mm)

　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　　ｄｎ/ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　　ℓ (mm)

　弁箱材料 　　ｔｍ1 (mm)

　弁ふた材料 　　ｔｍ2 (mm)

　　Ｐ1 (MPa) 　　ｔｍａ1 (mm)

　　Ｐ2 (MPa) 　　ｔｍａ2 (mm)

　　ｄｍ (mm)

　　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　　ｔ2 (mm)

　　ｔ (mm) よって十分である。

　　ｔａｂ (mm)

　　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

11.30

302

― 

― 

― 

11.7 ―

9.95 ―

14.95 ―

9.5 ―

12.8 ―

10.4 ―

弁番号 シート
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Ⅵ-3-3-3-5 原子炉冷却材補給設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-5-1 原子炉隔離時冷却系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-5-1-2 弁の強度計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-10「重大事故等クラス

２弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 
既設 
or 

新設 

施設時の 
技術基準 
に対象と 
する施設 
の規定が 
あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 
おける 

評価結果 
の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 
区分 

評価 
クラス 

クラス 
アップ 
の有無 

施設時 
機器 
クラス 

ＤＢ 
クラス 

ＳＡ 
クラス 

条件 
アップ 
の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

MV221-1 既設 有 有 Non Non SA-2 有 ― ― 1.37 66 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

MV221-2 既設 有 有 Non Non SA-2 有 ― ― 11.30 302 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

MV221-3 既設 有 有 Non Non SA-2 有 ― ― 1.37 200 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

MV221-6 既設 有 有 Non Non SA-2 有 ― ― 11.30 200 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

MV221-7 既設 有 有 Non Non SA-2 有 ― ― 11.30 100 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

MV221-22 既設 有 有 Non Non SA-2 有 ― ― 8.98 304 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

MV221-34 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 8.98 304 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

V221-575 既設 有 有 Non Non SA-2 有 ― ― 0.10 120 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

V221-577 既設 有 有 Non Non SA-2 有 ― ― 0.10 120 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

S2 補 Ⅵ-3-3-3-5-1-2 R0 
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1.1　設計仕様

系　統　：　原子炉隔離時冷却系

止め弁 150

止め弁 100

止め弁 150

止め弁 50

止め弁 50

止め弁 100

止め弁 100

止め弁 20

止め弁 20

MV221-2

MV221-3

（A）

MV221-1

機器の区分 重大事故等クラス２弁

呼び径 材料
弁番号 種類

弁箱 弁ふた ボルト

MV221-6

MV221-7

MV221-22

MV221-34

 注記＊：当該弁は同一型番の弁となる（ウツエバルブ 型番E135555AP）。

V221-575* S28C S28C

V221-577* S28C S28C
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長方形

70572338
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1.2　強度計算書

系　統　： 原子炉隔離時冷却系 MV221-1 1

　設計条件 ネック部の厚さ

　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　ｄｎ (mm)

　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　ｄｎ/ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　ℓ (mm)

　弁箱材料 　ｔｍ1 (mm)

　弁ふた材料 　ｔｍ2 (mm)

　Ｐ1 (MPa) 　ｔｍａ1 (mm)

　Ｐ2 (MPa) 　ｔｍａ2 (mm)

　ｄｍ (mm)

　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ1　≧　ｔｍ1

　ｔ2 (mm) ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　ｔ (mm) よって十分である。

　ｔａｂ (mm)

　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

―

―

7.1 ―

―

66

7.1 ―

6.1 ―

―

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

1.37

弁番号 シート
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70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形



系　統　： 原子炉隔離時冷却系 MV221-1 2

フランジ及びフランジボルトの応力解析　告示第５０１号

　設計条件 モーメントの計算

　ＰFD (MPa) 2.44 　ＨD (N) 6.467 × 10 4

　Ｐeq (MPa) 1.07 　ｈD (mm) 38.0 

　Ｔm (℃) 66 　ＭD (N･mm) 2.457 × 10 6

　Ｍｅ (N･mm) 　ＨG (N) 7.654 × 10 4

　Ｆｅ (N) 　ｈG (mm) 35.2 

フランジの形式 JIS B8265図2(b)(7) 　ＭG (N･mm) 2.692 × 10 6

フランジ 　ＨT (N) 2.335 × 10 4

　材料 　ｈT (mm) 42.8 

　　σfa (MPa) 　ＭT (N･mm) 1.000 × 10 6

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 120 　Ｍo (N･mm) 6.149 × 10 6

　　σfb (MPa) 　Ｍg (N･mm) 1.195 × 10 7

最高使用温度(使用状態) 113 フランジの厚さと係数

　Ａ (mm) 　ｔ (mm)

　Ｂ (mm) 　Ｋ 1.74 

　Ｃ (mm) 　ｈｏ (mm)

　ｇ0 (mm) 　ｆ 1.00 

　ｇ1 (mm) 　Ｆ 0.802 

　ｈ (mm) 　Ｖ 0.249 

　ボルト 　ｅ (mm-1) 0.01478

　材料 　ｄ (mm3) 224499 

　　σa (MPa) 　Ｌ 1.34 

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 173 　Ｔ 1.61 

　　σb (MPa) 　Ｕ 4.02 

最高使用温度(使用状態) 173 　Ｙ 3.66 

　ｎ 　Ｚ 1.98 

　ｄｂ (mm) 　応力の計算

　ガスケット 　σHo (MPa) 40 

　材料 　σRo (MPa) 26 

　ガスケット厚さ (mm) 　σTo (MPa) 19 

　Ｇ (mm) 　σHg (MPa) 69 

　ｍ 　σRg (MPa) 51 

　ｙ (N/mm2) 　σTg (MPa) 36 

　ｂｏ (mm)

　ｂ (mm) 応力の評価　： σHo　≦　１．５・σfb

　Ｎ (mm) σRo　≦　１．５・σfb

　Gs (mm) σTo　≦　１．５・σfb

　ボルトの計算

　Ｈ (N) 8.802 × 10 4 σHg　≦　１．５・σfa

　Ｈｐ (N) 7.654 × 10 4 σRg　≦　１．５・σfa

　Ｗm1 (N) 1.646 × 10 5 σTg　≦　１．５・σfa

　Ｗm2 (N) 2.015 × 10 5

　Ａm1 (mm2) 953.5 よって十分である。

　Ａm2 (mm2) 1.168 × 10 3

　Ａm (mm2) 1.168 × 10 3

　Ａb (mm2)

　Ｗo (N) 1.646 × 10 5

　Ｗg (N) 3.398 × 10 5

評価　： Ａm　＜　Ａb

よって十分である。

弁番号 シート
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70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形



系　統　： 原子炉隔離時冷却系 MV221-2 1

　設計条件 ネック部の厚さ

　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　　ｄｎ (mm)

　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　　ｄｎ/ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　　ℓ (mm)

　弁箱材料 　　ｔｍ1 (mm)

　弁ふた材料 　　ｔｍ2 (mm)

　　Ｐ1 (MPa) 　　ｔｍａ1 (mm)

　　Ｐ2 (MPa) 　　ｔｍａ2 (mm)

　　ｄｍ (mm)

　　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　　ｔ2 (mm)

　　ｔ (mm) よって十分である。

　　ｔａｂ (mm)

　　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

―

設計・建設規格 告示第５０１号

14.95 ―

8.9 ―

設計・建設規格 告示第５０１号

11.30

302

12.0 ―

9.8

9.95 ― ― 

― 

― 

10.7 ―

弁番号 シート

S
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補
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5

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形



系　統　： 原子炉隔離時冷却系 MV221-3 1

　設計条件 ネック部の厚さ

　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　ｄｎ (mm)

　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　ｄｎ/ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　ℓ (mm)

　弁箱材料 　ｔｍ1 (mm)

　弁ふた材料 　ｔｍ2 (mm)

　Ｐ1 (MPa) 　ｔｍａ1 (mm)

　Ｐ2 (MPa) 　ｔｍａ2 (mm)

　ｄｍ (mm)

　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ1　≧　ｔｍ1

　ｔ2 (mm) ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　ｔ (mm) よって十分である。

　ｔａｂ (mm)

　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

―

―

7.1 ―

―

200

7.1 ―

6.1 ―

―

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

1.37

弁番号 シート
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70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形



系　統　： 原子炉隔離時冷却系 MV221-3 2

フランジ及びフランジボルトの応力解析

　設計条件 モーメントの計算

　ＰFD (MPa) 2.42 　ＨD (N) 6.418 × 10 4

　Ｐeq (MPa) 1.05 　ｈD (mm) 38.0 

　Ｔm (℃) 200 　ＭD (N･mm) 2.439 × 10 6

　Ｍｅ (N･mm) 　ＨG (N) 7.597 × 10 4

　Ｆｅ (N) 　ｈG (mm) 35.2 

フランジの形式 JIS B8265図2(b)(7) 　ＭG (N･mm) 2.672 × 10 6

フランジ 　ＨT (N) 2.317 × 10 4

　材料 　ｈT (mm) 42.8 

　　σfa (MPa) 　ＭT (N･mm) 9.927 × 10 5

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 120 　Ｍo (N･mm) 6.103 × 10 6

　　σfb (MPa) 　Ｍg (N･mm) 1.197 × 10 7

最高使用温度(使用状態) 120 フランジの厚さと係数

　Ａ (mm) 　ｔ (mm)

　Ｂ (mm) 　Ｋ 1.74 

　Ｃ (mm) 　ｈｏ (mm)

　ｇ0 (mm) 　ｆ 1.00 

　ｇ1 (mm) 　Ｆ 0.802 

　ｈ (mm) 　Ｖ 0.249 

　ボルト 　ｅ (mm-1) 0.01478

　材料 　ｄ (mm3) 224499 

　　σa (MPa) 　Ｌ 1.19 

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 173 　Ｔ 1.61 

　　σb (MPa) 　Ｕ 4.02 

最高使用温度(使用状態) 173 　Ｙ 3.66 

　ｎ 　Ｚ 1.98 

　ｄｂ (mm) 　応力の計算

　ガスケット 　σHo (MPa) 44 

　材料 　σRo (MPa) 36 

　ガスケット厚さ (mm) 　σTo (MPa) 19 

　Ｇ (mm) 　σHg (MPa) 78 

　ｍ 　σRg (MPa) 69 

　ｙ (N/mm2) 　σTg (MPa) 38 

　ｂｏ (mm)

　ｂ (mm) 応力の評価　： σHo　≦　１．５・σfb

　Ｎ (mm) σRo　≦　１．５・σfb

　Gs (mm) σTo　≦　１．５・σfb

　ボルトの計算

　Ｈ (N) 8.735 × 10 4 σHg　≦　１．５・σfa

　Ｈｐ (N) 7.597 × 10 4 σRg　≦　１．５・σfa

　Ｗm1 (N) 1.633 × 10 5 σTg　≦　１．５・σfa

　Ｗm2 (N) 2.014 × 10 5

　Ａm1 (mm2) 944.1 よって十分である。

　Ａm2 (mm2) 1.164 × 10 3

　Ａm (mm2) 1.164 × 10 3

　Ａb (mm2)

　Ｗo (N) 1.633 × 10 5

　Ｗg (N) 3.403 × 10 5

評価　： Ａm　＜　Ａb

よって十分である。

弁番号 シート
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70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形



系　統　： 原子炉隔離時冷却系 MV221-6 1

　設計条件 ネック部の厚さ

　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　　ｄｎ (mm)

　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　　ｄｎ/ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　　ℓ (mm)

　弁箱材料 　　ｔｍ1 (mm)

　弁ふた材料 　　ｔｍ2 (mm)

　　Ｐ1 (MPa) 　　ｔｍａ1 (mm)

　　Ｐ2 (MPa) 　　ｔｍａ2 (mm)

　　ｄｍ (mm)

　　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　　ｔ2 (mm)

　　ｔ (mm) よって十分である。

　　ｔａｂ (mm)

　　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

5.7 ―

7.5 ―

7.3 ―

7.92 ― ― 

11.88 ―

7.5 ―

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

11.30

200

― 

― 

弁番号 シート
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長方形

70572338
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70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
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系　統　： 原子炉隔離時冷却系 MV221-7 1

　設計条件 ネック部の厚さ

　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　　ｄｎ (mm)

　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　　ｄｎ/ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　　ℓ (mm)

　弁箱材料 　　ｔｍ1 (mm)

　弁ふた材料 　　ｔｍ2 (mm)

　　Ｐ1 (MPa) 　　ｔｍａ1 (mm)

　　Ｐ2 (MPa) 　　ｔｍａ2 (mm)

　　ｄｍ (mm)

　　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　　ｔ2 (mm)

　　ｔ (mm) よって十分である。

　　ｔａｂ (mm)

　　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

5.7 ―

7.5 ―

6.5 ―

9.41 ― ― 

14.11 ―

6.7 ―

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

11.30

100

― 

― 

弁番号 シート

S
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補

Ⅵ
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70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形



系　統　： 原子炉隔離時冷却系 MV221-22 1

　設計条件 ネック部の厚さ

　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　　ｄｎ (mm)

　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　　ｄｎ/ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　　ℓ (mm)

　弁箱材料 　　ｔｍ1 (mm)

　弁ふた材料 　　ｔｍ2 (mm)

　　Ｐ1 (MPa) 　　ｔｍａ1 (mm)

　　Ｐ2 (MPa) 　　ｔｍａ2 (mm)

　　ｄｍ (mm)

　　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　　ｔ2 (mm)

　　ｔ (mm) よって十分である。

　　ｔａｂ (mm)

　　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

9.4 ―

9.5 ―

9.5 ―

6.63 ― ― 

9.94 ―

10.6 ―

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

8.98

304

― 

― 

弁番号 シート
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70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形



系　統　： 原子炉隔離時冷却系 MV221-34 1

　設計条件 ネック部の厚さ

　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　　ｄｎ (mm)

　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　　ｄｎ/ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　　ℓ (mm)

　弁箱材料 　　ｔｍ1 (mm)

　弁ふた材料 　　ｔｍ2 (mm)

　　Ｐ1 (MPa) 　　ｔｍａ1 (mm)

　　Ｐ2 (MPa) 　　ｔｍａ2 (mm)

　　ｄｍ (mm)

　　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　　ｔ2 (mm)

　　ｔ (mm) よって十分である。

　　ｔａｂ (mm)

　　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

9.4 ―

9.5 ―

9.5 ―

6.63 ― ― 

9.94 ―

10.6 ―

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

8.98

304

― 

― 

弁番号 シート

S
2
 
補

Ⅵ
-3
-
3
-3
-
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-1
-
2
 R
0

11

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形

70572338
長方形



系　統　： 原子炉隔離時冷却系 1

　設計条件 ネック部の厚さ

　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　　ｄｎ (mm)

　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　　ｄｎ/ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　　ℓ (mm)

　弁箱材料 　　ｔｍ1 (mm)

　弁ふた材料 　　ｔｍ2 (mm)

　　Ｐ1 (MPa) 　　ｔｍａ1 (mm)

　　Ｐ2 (MPa) 　　ｔｍａ2 (mm)

　　ｄｍ (mm)

　　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　　ｔ2 (mm)

　　ｔ (mm) よって十分である。

　　ｔａｂ (mm)

　　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

0.10

120

― 

S28C ― 

S28C 4.2 ―

MV221-575
MV221-577

― ―

3.0 ―

3.0 ―

― ― ― 

2.00 ―

弁番号 シート

弁番号 シート名称又 シート

S
2
 
補

Ⅵ
-3
-
3
-3
-
5
-1
-
2
 R
0

12

10044319
長方形

10044319
長方形

10044319
長方形

10044319
長方形
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Ⅵ-3-3-3-5-1-3-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物

の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づ

いて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 8.62 302 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

1 新設 ― ― ― DB-2 SA-2 ― 8.62 302 8.62 302 ― ― 設計・建設規格 ―
DB-2
SA-2

2 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.98 184 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

3 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.427 104 0.853 104 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

4 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 0.427 104 0.853 104 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

5 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 1.37 66 1.37 100 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

6 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 1.37 66 1.37 100 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

6 新設 ― ― ― DB-2 SA-2 ― 1.37 66 1.37 100 ― ― 設計・建設規格 ―
DB-2
SA-2

7 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 11.30 66 11.30 100 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

8 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 11.30 66 11.30 100 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分



S2 補 Ⅵ-3-3-3-5-1-3-1 R0

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

その他1 既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 有
* 8.62 302 8.98 304 有

* S55告示 既工認 ― SA-2

その他2 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 有 S55告示 既工認 ― SA-2

その他3 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 0.98 184 0.98 184 有 S55告示 既工認 ― SA-2

注記＊：既工認において評価を実施しており，かつ評価条件に変更はないことから，評価結果については昭和60年4月27日付け59資庁第17250号にて認可された工事計画の添付書類

　　　　Ⅳ-2-1-5-1-1「管の基本板厚計算書」による。

同等性
評価区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

1 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

2 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

3 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

4 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

5 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

6 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

6 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

7 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

8 管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格
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S2 補 Ⅵ-3-3-3-5-1-3-1 R0

2.  管の強度計算書（重大事故等クラス２管）

　　設計・建設規格　PPC-3411　準用

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 8.62    302   114.30 11.10 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  9.71 4.63 A 4.63 

2 0.98    184   267.40 9.30 STPT410 S 2 103     1.00  12.5 %  8.13 1.27 C 3.80 

3 0.853   104   165.20 7.10 STS42 S 2 103     1.00  12.5 %  6.21 0.69 C 3.80 

4 0.853   104   165.20 7.10 STPT42 S 2 103     1.00  12.5 %  6.21 0.69 C 3.80 

5 1.37    100   165.20 7.10 STPT42 S 2 103     1.00  12.5 %  6.21 1.10 C 3.80 

2

6 1.37    100   165.20 7.10 SUS304TP S 2 122     1.00  12.5 %  6.21 0.93 A 0.93 

7 11.30    100   114.30 11.10 STPT42 S 2 103     1.00  12.5 %  9.71 6.01 A 6.01 

8 11.30    100   114.30 11.10 SUS304TP S 2 122     1.00  12.5 %  9.71 5.11 A 5.11 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



3 

3. フランジの強度計算書 

  （原子炉隔離時冷却系ストレーナ取付部ティー側フランジ：ＮＯ．Ｆ１） 

ティー側フランジの強度計算はⅥ-3-3-3-4-4-2「ストレーナ部ティーの応力計算書」で説明す

るため，ここでは記載を省略する。 
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Ⅵ-3-3-3-6 原子炉補機冷却設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-6-1 原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-6-1-4　原子炉補機冷却系サージタンクの強度計算書
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」，Ⅵ-3-2-7「重大事故等クラス２容器

の強度計算方法」及びⅥ-3-2-11「重大事故等クラス２支持構造物（容器）の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義した

ものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 
クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

原子炉補機冷却系 

サージタンク 
既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 静水頭 66 静水頭 66 ― S55告示 

設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 
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1.  計算条件

 1.1  計算部位

      概要図に強度計算箇所を示す。

 1.2  設計条件

    液体の比重 1.00

図1－1  概要図

    最高使用圧力（MPa）
    最高使用温度（℃）

静水頭
66
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図中の番号は次頁以降の

計算項目番号を示す。

 1



2. 強度計算

 2.1　開放タンクの胴の厚さの計算

設計・建設規格 PVC-3920

胴板名称 (1) 胴板

材料 SM41A

水頭 Ｈ （m） 2.9500

最高使用温度 （℃） 66     

胴の内径 Ｄｉ （m） 2.50  

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 100     

継手効率 η 0.70  

継手の種類

放射線検査の有無 無し

必要厚さ ｔ１ （mm） 3.00  

必要厚さ ｔ２ （mm） 0.52  

必要厚さ ｔ３ （mm） 
ｔ１，ｔ２，ｔ３の大きい値 ｔ （mm） 3.00  

呼び厚さ ｔｓｏ （mm） 9.00  

最小厚さ ｔｓ （mm）

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。

突合せ両側溶接
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2.2　開放タンクの底板の厚さの計算

（イ）設計・建設規格 PVC-3960

底板の形状

底板名称 (1) 鏡板

鏡板の外径 Ｄｏｃ （mm） 2518.00

鏡板の中央部における内面の半径Ｒ （mm） 2500.00

鏡板のすみの丸みの内半径 ｒ （mm） 250.00

3・ｔｃｏ （mm） 27.00

0.06・Ｄｏｃ （mm） 151.08

評価：Ｄｏｃ≧Ｒ，ｒ≧3・ｔｃｏ，ｒ≧0.06・Ｄｏｃ，ｒ≧50mm，よってさら形鏡板である。

（ロ）設計・建設規格 PVC-3970

底板の厚さ

底板名称 (1) 鏡板

材料 SM41A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.03

最高使用温度 （℃） 66   

胴の内径 Ｄi （mm） 2500.00

さら形鏡板の形状による係数 Ｗ 1.54

許容引張応力 Ｓ （MPa） 100   

継手効率 η 1.00

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.37

必要厚さ ｔ２ （mm） 0.56

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 0.56

呼び厚さ ｔｃｏ （mm） 9.00

最小厚さ ｔｃ （mm）

評価：ｔｃ≧ｔ，よって十分である。

継手無し
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2.3　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3980

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 2.9500

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.1510

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.03  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 7.10  

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(1) 流体出口

STPT42-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3980

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 2.9500

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0781

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.01  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50  

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(2) オーバフロー

STPT42-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3980

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 2.9500

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0495

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.01  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.40  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.40  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50  

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(3) レベルゲージ

STPT42-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3980

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 2.9500

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0250

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.01  

必要厚さ ｔ２ （mm） 1.70  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 1.70  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 4.50  

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(4) レベルスイッチ

STPT42-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3980

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 2.9500

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.1999

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.03  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 8.20  

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(5) 連絡管

STPT410-S

継手無し
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2.4　開放タンクの補強を要しない穴の最大径の計算

 　　設計・建設規格 PVC-3940(2)

胴板名称 (1) 胴板

評価：補強の計算を要する85mmを超える穴の名称 オーバフロー(2.5(1))

連絡管(2.5(2))
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   　開放タンクの補強を要しない穴の最大径の計算

 　　設計・建設規格 PVC-3940(2)使用

底板名称 (2) 鏡板

評価：補強の計算を要する85mmを超える穴の名称 流体出口(2.5(3))
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2.5　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3950

参照附図　ＷＥＬＤ－８ 

部材名称 (1) オーバフロー

胴板材料 SM41A

管台材料 STPT42-S

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.03

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 103   

穴の径 ｄ （mm） 89.10

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 2500.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 0.37

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 32.23

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 89.10

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 89.10

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 178.20

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 89.10

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。
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部材名称 (1) オーバフロー

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 833.33

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

以上より十分である。
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   　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3950

参照附図　ＷＥＬＤ－８ 

部材名称 (2) 連絡管

胴板材料 SM41A

管台材料 STPT410-S

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.03

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 103   

穴の径 ｄ （mm） 216.30

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 2500.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 0.37

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm
2
） 78.23

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 216.30

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 216.30

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 432.60

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 216.30

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm
2
）

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm
2
）

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm
2
）

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm
2
）

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。
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部材名称 (2) 連絡管

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 833.33

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

以上より十分である。
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　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3240使用

参照附図　ＷＥＬＤ－３８ 

部材名称 (3) 流体出口

鏡板材料 SM41A

管台材料 STPT42-S

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.03

最高使用温度 （℃） 66   

鏡板の許容引張応力 Ｓｃ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 103   

穴の径 ｄ （mm） 165.20

鏡板の最小厚さ ｔｃ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

鏡板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

鏡板の中央部における内半径 Ｒ （mm） 2500.00

鏡板の計算上必要な厚さ ｔｃｒ （mm） 0.37

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 59.74

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 165.20

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 165.20

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 330.40

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 165.20

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

鏡板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。
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部材名称 (3) 流体出口

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 833.33

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

以上より十分である。
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2.6 支持構造物の強度計算書 

(1) 一次圧縮応力評価

種類 脚本数 材料 
最高使用温度 

（℃） 

Ｆ値 

（MPa） 

鉛直荷重 

ＦＣ（N） 

断面積 

Ａ（mm
2
） 

一次圧縮応力 

σc（MPa） 

許容圧縮応力 

ｆc（MPa） 
評価 

スカート支持

たて置円筒形容器 
― 

SM41A 

（厚さ≦16mm） 
100 

σcはｆc以下である

ので，支持構造物の強

度は十分である。 

70728139
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ｍ0 ＝  kg 

Ｄi＝φ2500 ｔ＝9.0 

0° 180° 

180° 

0° 

270° 90° 

270° 90° 

スカート内点検穴Ｎ６貫通穴 

Ｎ７貫通穴 

Ｎ２枝管貫通穴 

スカート内点検穴

180° 

スカート内点検穴 Ｎ７貫通穴 Ｎ６貫通穴 Ｎ２枝管貫通穴 

Ｄ1,Ｄ2＝700 Ｄ3＝130 Ｄ4＝160 Ｄ5＝240 

（単位：mm） 

原子炉補機冷却系サージタンク 支持構造物の強度計算説明図 

スカートの穴径に関する情報

（代表として，原子炉補機冷却系サージタンクＡの穴配置を示す。） 

70728139
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2.7 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価 

胴板（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ３１０６ SM41A（SM400A）（板厚 16mm 以下））及び鏡

板（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ３１０６ SM41A（SM400A）（板厚 16mm 以下））の評価結果 

（比較材料：ＪＩＳ Ｇ ３１０６ SM400B（板厚 16mm 以下）） 

胴板及び鏡板に使用しているSM41A（SM400A）は，材料の許容引張応力が設計・建設規格に

記載されていないことから，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載されている材料と機

械的強度及び化学成分を比較し，同等であることを示す。 

 

(1) 機械的強度 

 引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 
400N/mm2 

～ 
510N/mm2 

245N/mm2以上 

引張強さ及び降伏点は同等である。 

比較材料 
400N/mm2 

～ 
510N/mm2 

245N/mm2以上 

 

(2) 化学的成分 

 
化学成分(％) 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用 

材料 

0.23 

以下 
― 

2.5×C 

以上＊ 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

材料 

0.20 

以下 

0.35 

以下 

0.60～ 

1.40 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

結果 

C，Si，Mnの成分規定に差異があるが，以下により，本機器の環境下での使用は問題

ないと考える。 

C ：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的

強度は同等であること。また，溶接性に影響を与える成分であるが，溶接規格に

規定されている炭素量0.35％以下であることから，溶接性に影響はないこと。ま

た，じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破

壊じん性試験が要求されない範囲であること。 

Si：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的

強度は同等であること。 

Mn：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的

強度は同等であること。また，じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設

規格クラス２の規定でも破壊じん性試験が要求されない範囲であること。 

  注記＊：Cの値は，溶鋼分析値を適用する。 
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(3) 評価結果 

(1)，(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等である 

ことを確認したため，本設備において，SM41A（SM400A）（板厚16mm以下）を重大事故等ク

ラス２材料として使用することに問題ないと考える。 



Ⅵ-3-3-3-6-2 高圧炉心スプレイ補機冷却系及び高圧炉心スプレイ 

補機海水系の強度計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
3
-
6
-
2
 
R
0
 



Ⅵ-3-3-3-6-2-4　高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンクの強度計算書
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S2 補 Ⅵ-3-3-3-6-2-4 R0 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」，Ⅵ-3-2-7「重大事故等クラス２容器

の強度計算方法」及びⅥ-3-2-11「重大事故等クラス２支持構造物（容器）の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義した

ものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 
クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

高圧炉心スプレイ補機冷却系 

サージタンク 
既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 静水頭 66 静水頭 66 ― S55告示 

設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 
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1.  計算条件

 1.1  計算部位

      概要図に強度計算箇所を示す。

 1.2  設計条件

    液体の比重 1.00

図1－1  概要図

    最高使用圧力（MPa）
    最高使用温度（℃）

静水頭
66
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図中の番号は次頁以降の

計算項目番号を示す。

 1



2. 強度計算

 2.1　開放タンクの胴の厚さの計算

設計・建設規格 PVC-3920

胴板名称 (1) 胴板

材料 SM41A

水頭 Ｈ （m） 1.9500

最高使用温度 （℃） 66     

胴の内径 Ｄｉ （m） 1.50  

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 100     

継手効率 η 0.70  

継手の種類

放射線検査の有無 無し

必要厚さ ｔ１ （mm） 3.00  

必要厚さ ｔ２ （mm） 0.21  

必要厚さ ｔ３ （mm） 
ｔ１，ｔ２，ｔ３の大きい値 ｔ （mm） 3.00  

呼び厚さ ｔｓｏ （mm） 9.00  

最小厚さ ｔｓ （mm）

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。

突合せ両側溶接
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2.2　開放タンクの底板の厚さの計算

（イ）設計・建設規格 PVC-3960

底板の形状

底板名称 (1) 鏡板

鏡板の外径 Ｄｏｃ （mm） 1518.00

鏡板の中央部における内面の半径Ｒ （mm） 1500.00

鏡板のすみの丸みの内半径 ｒ （mm） 150.00

3・ｔｃｏ （mm） 27.00

0.06・Ｄｏｃ （mm） 91.08

評価：Ｄｏｃ≧Ｒ，ｒ≧3・ｔｃｏ，ｒ≧0.06・Ｄｏｃ，ｒ≧50mm，よってさら形鏡板である。

（ロ）設計・建設規格 PVC-3970

底板の厚さ

底板名称 (1) 鏡板

材料 SM41A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.02

最高使用温度 （℃） 66   

胴の内径 Ｄi （mm） 1500.00

さら形鏡板の形状による係数 Ｗ 1.54

許容引張応力 Ｓ （MPa） 100   

継手効率 η 1.00

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.15

必要厚さ ｔ２ （mm） 0.22

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 0.22

呼び厚さ ｔｃｏ （mm） 9.00

最小厚さ ｔｃ （mm）

評価：ｔｃ≧ｔ，よって十分である。

継手無し
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2.3　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3980

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 1.9500

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.1023

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.01  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 6.00  

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(1) 流体出口

STPT42-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3980

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 1.9500

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0781

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.01  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50  

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(2) オーバフロー

STPT42-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3980

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 1.9500

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0495

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.01  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.40  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.40  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50  

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(3) レベルゲージ

STPT42-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3980

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 1.9500

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0495

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 
必要厚さ ｔ１ （mm） 0.01  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.40  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.40  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50  

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(4) レベルゲージ

STPT42-S

継手無し
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2.4　開放タンクの補強を要しない穴の最大径の計算

 　　設計・建設規格 PVC-3940(2)

胴板名称 (1) 胴板

評価：補強の計算を要する85mmを超える穴の名称 オーバフロー(2.5(1))
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   　開放タンクの補強を要しない穴の最大径の計算

 　　設計・建設規格 PVC-3940(2)使用

底板名称 (2) 鏡板

評価：補強の計算を要する85mmを超える穴の名称 流体出口(2.5(2))
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2.5　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3950

参照附図　ＷＥＬＤ－８ 

部材名称 (1) オーバフロー

胴板材料 SM41A

管台材料 STPT42-S

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.02

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 103   

穴の径 ｄ （mm） 89.10

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 1500.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 0.15

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm
2
） 12.78

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 89.10

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 89.10

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 178.20

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 89.10

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm
2
）

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm
2
）

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm
2
）

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm
2
）

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。
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部材名称 (1) オーバフロー

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 500.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

以上より十分である。
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　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3240使用

参照附図　ＷＥＬＤ－３８ 

部材名称 (2) 流体出口

鏡板材料 SM41A

管台材料 STPT42-S

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.02

最高使用温度 （℃） 66   

鏡板の許容引張応力 Ｓｃ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 103   

穴の径 ｄ （mm） 114.30

鏡板の最小厚さ ｔｃ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

鏡板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

鏡板の中央部における内半径 Ｒ （mm） 1500.00

鏡板の計算上必要な厚さ ｔｃｒ （mm） 0.15

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 16.39

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 114.30

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 114.30

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 228.60

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 114.30

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

鏡板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。
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部材名称 (2) 流体出口

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 500.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

以上より十分である。
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2.6 支持構造物の強度計算書 

(1) 一次圧縮応力評価

種類 脚本数 材料 
最高使用温度 

（℃） 

Ｆ値 

（MPa） 

鉛直荷重 

ＦＣ（N） 

断面積 

Ａ（mm
2
） 

一次圧縮応力 

σc（MPa） 

許容圧縮応力 

ｆc（MPa） 
評価 

スカート支持

たて置円筒形容器 
― 

SM41A 

（厚さ≦16mm） 
50 

σcはｆc以下である

ので，支持構造物の強

度は十分である。 

70728139
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0° 

180° 

0° 

270° 90° 

Ｄ1＝700 Ｄ2＝160 Ｄ3＝240 

ｍ0 ＝ kg 

Ｄi＝φ1500 ｔ＝9.0 

180° 

Ｎ２枝管貫通穴 

270° 90° 180° 

スカート内点検穴Ｎ７貫通穴 Ｎ２枝管貫通穴 

（単位：mm） 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク 支持構造物の強度計算説明図 

スカートの穴径に関する情報

スカート内点検穴 Ｎ７貫通穴 

70728139
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2.7 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価 

胴板（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ３１０６ SM41A（SM400A）（板厚 16mm 以下））及び鏡

板（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ３１０６ SM41A（SM400A）（板厚 16mm 以下））の評価結果 

（比較材料：ＪＩＳ Ｇ ３１０６ SM400B（板厚 16mm 以下）） 

胴板及び鏡板に使用しているSM41A（SM400A）は，材料の許容引張応力が設計・建設規格に

記載されていないことから，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載されている材料と機

械的強度及び化学成分を比較し，同等であることを示す。 

(1) 機械的強度

引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 
400N/mm2 

～ 
510N/mm2 

245N/mm2以上 

引張強さ及び降伏点は同等である。 

比較材料 
400N/mm2 

～ 
510N/mm2 

245N/mm2以上 

(2) 化学的成分

化学成分(％) 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用 

材料 

0.23 

以下 
― 

2.5×C 

以上＊ 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

材料 

0.20 

以下 

0.35 

以下 

0.60～ 

1.40 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

結果 

C，Si，Mnの成分規定に差異があるが，以下により，本機器の環境下での使用は問題

ないと考える。 

C ：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的

強度は同等であること。また，溶接性に影響を与える成分であるが，溶接規格に

規定されている炭素量0.35％以下であることから，溶接性に影響はないこと。ま

た，じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破

壊じん性試験が要求されない範囲であること。 

Si：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的

強度は同等であること。 

Mn：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的

強度は同等であること。また，じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設

規格クラス２の規定でも破壊じん性試験が要求されない範囲であること。 

注記＊：Cの値は，溶鋼分析値を適用する。 
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(3) 評価結果 

(1)，(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等である 

ことを確認したため，本設備において，SM41A（SM400A）（板厚16mm以下）を重大事故等ク

ラス２材料として使用することに問題ないと考える。 



Ⅵ-3-3-3-7 原子炉冷却材浄化設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-7-1 原子炉浄化系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-7-1-1 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2　管の応力計算書
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-2「クラス１機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-1-5「重大事故

　等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」並びに

　Ⅵ-3-2-2「クラス１管の強度計算方法」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算

　方法」に基づいて計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。

　　なお，本系統の重大事故等クラス２管は，解析モデル上，給水系に含むことから，計算

　結果は，Ⅵ-3-3-3-2-2-1-2「管の応力計算書」に示す。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 CUW-PD-1 既設 有 無 DB-1 DB-1 ― 無 8.62 302 ― ― ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― DB-1

 

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

 

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2 R0                                                              



　　　設計基準対象施設
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1.　概要

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-2「クラス１機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-2「クラス１

　管の強度計算方法」に基づき，管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

 (1)　管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における 大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全1モデルのうち，各応力区分における 大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が 小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

　アンカ

　　[管クラス]

DB1 　クラス１管

DB2 　クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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原子炉浄化系概略系統図

原子炉

圧力容器

原子炉格納容器 原子炉建物

原子炉浄化

補助ポンプC
UW
-
PD
-1

X-50

N15

CUW-PD-1

原子炉再循環系より

原子炉浄化系

再生熱交換器より

原子炉浄化系再生熱交換器及び

原子炉浄化系補助熱交換器へ

原子炉

圧力容器へ

原子炉隔離時冷却系より

M M

M
MV213-3

M
MV213-4

M

M

M

原子炉再循環系より

M

[注] 太線範囲の管クラス：DB1

高圧原子炉代替注水系より

給水系より

M3

 

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2(設) R0                                                            



 2.2　鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であって

　解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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CUW-PD-1(DB)(1/6)鳥瞰図

5

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2(設) R0

71273550
多角形



CUW-PD-1(DB)(2/6)鳥瞰図

6

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2(設) R0

71273550
多角形



CUW-PD-1(DB)(3/6)鳥瞰図

7

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2(設) R0

71273550
多角形



CUW-PD-1(DB)(4/6)鳥瞰図

8

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2(設) R0

71273550
多角形



CUW-PD-1(DB)(5/6)鳥瞰図

9

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2(設) R0

71273550
多角形



CUW-PD-1(DB)(6/6)鳥瞰図

1
0

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2(設) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　CUW-PD-1

管
番
号

対応する評価点

高
使用
圧力
(MPa)

高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

  1   313～407,408～324 8.62 302   89.1   7.6 SUS316TP

3. 計算条件

 3.1　計算条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　CUW-PD-1

質量 対応する評価点

  313～4020,4060～407,408～324

 4020～4060
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71273550
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　CUW-PD-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  407～4071,4071～408   407,408

 4071  4072

 4074
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　CUW-PD-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

407～4071 4071～4072

4072～4073 4073～4074

4071～408
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　CUW-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     402

 **  403 **

 **  406 **

 ** 4073 **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の 高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS316TP 302 118 130 ― ―

材    料
 許容応力(MPa)
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材料及び許容応力

使用する材料の 高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS316TP 302 118 ― ― ―

材    料
 許容応力(MPa)
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4. 評価結果

下表に示すごとく 大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス１管

設計・建設規格　PPB-3500の規定に基づく評価

鳥  瞰  図　CUW-PD-1

許容応力 一次＋二次 熱膨張 熱を除いた 許容  温度差の 許容 疲労累積

1.5Ｓｍ 応  　 力 応　力 一次＋二次 応力  変動範囲 温度差 係　　数

Min(2.25･Ｓｍ，1.8･Ｓｙ) 応　　力

Ｓｐｒｍ Min(3･Ｓｍ，2･Ｓｙ) Ｓｎ Ｓｅ Ｓｎ' 3Ｓｍ ΔＴ Ｕ

(Ａ，Ｂ)  402 SUP.PT   Ｓｐｒｍ(1)   45 177 ― ― ― ― ― ― ―

(Ａ，Ｂ)  409 BUTT WELD Ｓｎ ― ―     81 ― ― 354 ― ― ―

(Ａ，Ｂ) ― ― Ｓｅ ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(Ａ，Ｂ) ― ― Ｓｎ' ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(Ａ，Ｂ)  401 BUTT WELD Ｕ ― ― ― ― ― ― ― ― 0.0006

Ｃ  402 SUP.PT   Ｓｐｒｍ(2)   48 234 ― ― ― ― ― ― ―

Ｄ  402 SUP.PT   Ｓｐｒｍ(3)   45 260 ― ― ― ― ― ― ―

熱応力評価
疲労評価

(MPa) (MPa) (℃)

一次＋二次応力評価

一次
応力

供用

状態

大

応力

評価点

配管

要素

名称

大応力

区分

一次応力評価

1
8

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2(設) R0



  　評価結果

　　下表に示すごとく 大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス１管

告示第５０１号第46条から第48条までの規定に基づく評価

鳥  瞰  図　CUW-PD-1

許容応力 一次＋二次 熱膨張 熱を除いた 許容 疲労累積

1.5Ｓｍ 応  　 力 応　力 一次＋二次 応力 係　　数

2.25・Ｓｍ 応　　力

Ｓｐｒｍ 3・Ｓｍ Ｓｎ Ｓｅ Ｓｎ' 3Ｓｍ Ｕ

ⅠＡ，ⅡＡ  402 SUP.PT   Ｓｐｒｍ(イ)   45 177 ― ― ― ― ―

ⅠＡ，ⅡＡ  409 BUTT WELD Ｓｎ ― ―    351 ― ― 354 ―

ⅠＡ，ⅡＡ ― ― Ｓｅ ― ― ― ― ― ― ―

ⅠＡ，ⅡＡ ― ― Ｓｎ' ― ― ― ― ― ― ―

ⅠＡ，ⅡＡ  401 BUTT WELD Ｕ ― ― ― ― ― ― 0.0009

ⅢＡ  402 SUP.PT   Ｓｐｒｍ(ロ)   48 265 ― ― ― ― ―

ⅣＡ  402 SUP.PT   Ｓｐｒｍ(ハ)   45 354 ― ― ― ― ―

疲労評価
(MPa) (MPa)

一次
応力

許容
応力
状態

大

応力

評価点

配管

要素

名称

大応力

区分

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
9

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2(設) R0



5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの 大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度 小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス１管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格  402   45 177 3.93 ○  409     81 354 4.37 ―  401 0.0006 ―

告示第５０１号  402   45 177 3.93 ―  409    351 354 1.00 ○  401 0.0009 ○

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格  402   48 234 4.87 ○  402   45 260 5.77 ○

告示第５０１号  402   48 265 5.52 ―  402   45 354 7.86 ―

適用規格

供用状態Ａ，Ｂ
許容応力状態ⅠＡ，ⅡＡ

裕度 代表

供用状態Ｃ
許容応力状態ⅢＡ

供用状態Ｄ
許容応力状態ⅣＡ

一次応力 一次応力

評価点 裕度 代表 評価点

疲労評価

評価点
疲労
累積
係数

代表

No.
配管

モデル

設計条件

一次応力 一次＋二次応力(Ｓｎ)

評価点 裕度 代表 評価点 裕度 代表

適用規格

1 CUW-PD-1

No.
配管

モデル

1 CUW-PD-12
0

S2 補 Ⅵ-3-3-3-7-1-1-2(設) R0E



Ⅵ-3-3-4 計測制御系統施設の強度に関する説明書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
4
 
R
0
 



Ⅵ-3-3-4-2 制御棒駆動水圧設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-2-1 制御棒駆動水圧系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-2-1-3 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-2-1-3-2　管の応力計算書
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 CRD-PD-1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 CRD-PD-2 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 CRD-PD-3 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 CRD-PD-4 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 CRD-PD-5 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 CRD-PD-6 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 13.80 66 13.80 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 

条件アップするか

ＳＡ条件

 CRD-R-1

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器

クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or

新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 13.80 66 13.80 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 13.80 66 13.80 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 13.80 66 13.80 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 13.80 66 13.80 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器

クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件

 CRD-R-5

 CRD-R-4

 CRD-R-3

 CRD-R-2

施設時の
適用規格

配管モデル
既設
or

新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 13.80 66 13.80 200 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 13.80 66 13.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 

条件アップするか

ＳＡ条件

 CRD-R-6

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器

クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or

新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか
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　　　重大事故等対処設備
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1.　概要

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

 (1)　管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全12モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

　アンカ

　　[管クラス]

DB1 　クラス１管

DB2 　クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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制御棒駆動水圧系概略系統図

CRD-R-2

CRD-R-4

CRD-R-6

CRD-PD-2

CRD-PD-4

CRD-PD-6

原子炉建物原子炉格納容器

CRD-R-1

CRD-R-3

CRD-R-5

制御棒

駆動機構

ハウジング

水圧制御ユニット

CRD-PD-1

CRD-PD-3

CRD-PD-5

DB2/SA2

X-21

X-20

DB2/SA2

SA2 DB2/
SA2

DB2/
SA2 SA2

AV212-126

AV212-127

3
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 2.2　鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であって

　解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥瞰図 CRD-PD-2(SA)(1/2)

5
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鳥瞰図 CRD-PD-2(SA)(2/2)

6
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71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　CRD-PD-2

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

  1     3～38 13.80  66   42.7   4.9 SUS316LTP

  2    39～44N 13.80  66   27.2   3.9 SUS316LTP

3. 計算条件

 3.1　計算条件
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　CRD-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1N

4

8

 **    8 **

13

16

19

    2401

26

31

 **   31 **

 **   31 **

     44N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS316LTP  66 ― ― ― 108

材    料
 許容応力(MPa)
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材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS316LTP  66 ― ― ― 111

材    料
 許容応力(MPa)
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4.　評価結果

　　下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管又は重大事故等クラス２管であってクラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

 CRD-PD-2   32 Ｓｐｒｍ
＊1  51 162

 CRD-PD-2   32 Ｓｐｒｍ
＊2  55 194

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区　     分

一次応力評価(MPa)

1
1
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  　評価結果

　　下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管又は重大事故等クラス２管であってクラス２管

告示第５０１号第56条第1号の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.2・Ｓｈ

 CRD-PD-2    8 Ｓｐｒｍ
＊1  45 111

 CRD-PD-2    8 Ｓｐｒｍ
＊2  45 133

注記＊1：告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。なお，保守的な評価とな

る告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を記載してもよいものとする。

　　＊2：告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
2

S2 補 Ⅵ-3-3-4-2-1-3-2(重) R0



5.　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管又は重大事故等クラス２管であってクラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   32 46 162 3.52 ―   32 50 194 3.88 ―

告示第５０１号    8 44 111 2.52 ―    8 44 133 3.02 ―

設計・建設規格   32 51 162 3.17 ―   32 55 194 3.52 ―

告示第５０１号    8 45 111 2.46 ○    8 45 133 2.95 ○

設計・建設規格   31 47 162 3.44 ―   31 51 194 3.80 ―

告示第５０１号    7 42 111 2.64 ―    7 42 133 3.16 ―

設計・建設規格   31 52 162 3.11 ―   31 56 194 3.46 ―

告示第５０１号    7 44 111 2.52 ―    7 44 133 3.02 ―

設計・建設規格   32 45 162 3.60 ―   32 48 194 4.04 ―

告示第５０１号    8 42 111 2.64 ―    8 42 133 3.16 ―

設計・建設規格   32 50 162 3.24 ―   32 55 194 3.52 ―

告示第５０１号    8 44 111 2.52 ―    8 44 133 3.02 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

4  CRD-PD-4

5  CRD-PD-5

6  CRD-PD-6

3  CRD-PD-3

評価点 裕度 代表

1  CRD-PD-1

No.
配管

モデル
適用規格

一次応力(1)＊1
一次応力(2)

＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2  CRD-PD-2

評価点 裕度 代表

1
3
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    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管又は重大事故等クラス２管であってクラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格    7 50 160 3.20 ―    7 54 192 3.55 ―

告示第５０１号   34 41 107 2.60 ―   34 41 128 3.12 ―

設計・建設規格   34 57 160 2.80 ―   34 61 192 3.14 ―

告示第５０１号   34 43 107 2.48 ―   34 43 128 2.97 ―

設計・建設規格  52N 52 189 3.63 ―  52N 56 226 4.03 ―

告示第５０１号  52N 40 126 3.15 ―  52N 40 151 3.77 ―

設計・建設規格   29 52 160 3.07 ―   29 56 192 3.42 ―

告示第５０１号   10 39 107 2.74 ―   10 39 128 3.28 ―

設計・建設規格   32 48 160 3.33 ―   32 51 192 3.76 ―

告示第５０１号   10 37 107 2.89 ―   10 37 128 3.45 ―

設計・建設規格   33 53 160 3.01 ―   33 58 192 3.31 ―

告示第５０１号   34 42 107 2.54 ―   34 42 128 3.04 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

8  CRD-R-2

評価点 裕度 代表

9  CRD-R-3

評価点 裕度 代表

7  CRD-R-1

No.
配管

モデル
適用規格

一次応力(1)
＊1

10  CRD-R-4

11  CRD-R-5

12  CRD-R-6

1
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Ⅵ-3-3-4-3 ほう酸水注入設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-3-1 ほう酸水注入系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-3-1-3 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-3-1-3-2　管の応力計算書
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。

 S
2
 
補
 
Ⅵ
-
3
-
3
-
4
-
3
-
1
-
3
-
2
 
R
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 SLC-PD-1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 SLC-R-1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 静水頭 66 静水頭 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 0.93 66 0.93 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 11.80 66 11.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 SLC-R-3 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 11.80 66 11.80 66 ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― SA-2

 

 SLC-R-2

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
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　　　重大事故等対処設備
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1.　概要

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

 (1)　管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全4モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

　アンカ

　　[管クラス]

DB1 　クラス１管

DB2 　クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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原子炉

圧力容器

ほう酸水注入系概略系統図

ほう酸水

貯蔵タンク

ほう酸水注入系
テストタンク

補給水系より

SLC-R-2SLC-R-1SLC-PD-1

SLC-R-2

SLC-R-2

S
LC
-
R-
3

S
LC
-
PD
-1

A-ほう酸水

注入ポンプ

SLC-R-2

B-ほう酸水

注入ポンプ

M

M M

M

[注]太線範囲の管クラス  DB2/SA2

原子炉格納容器 原子炉建物

N11

X-22

3

 

S2 補 Ⅵ-3-3-4-3-1-3-2(重) R0                                                            



 2.2　鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であって

　解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

4

 S
2
 
補
 
Ⅵ
-
3
-
3
-
4
-
3
-
1
-
3
-
2
(
重
)
 
R
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



SLC-R-2(SA)(1/4)鳥瞰図

5

S2 補 Ⅵ-3-3-4-3-1-3-2(重) R0

71273550
多角形



SLC-R-2(SA)(2/4)鳥瞰図

6

S2 補 Ⅵ-3-3-4-3-1-3-2(重) R0

71273550
多角形



SLC-R-2(SA)(3/4)鳥瞰図
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S2 補 Ⅵ-3-3-4-3-1-3-2(重) R0

71273550
多角形



SLC-R-2(SA)(4/4)鳥瞰図
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S2 補 Ⅵ-3-3-4-3-1-3-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　SLC-R-2

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

   1N～9,10～37

   38～46N,27～49

   24～56

  2    52～53N,59～60N 静水頭  66   89.1   5.5 SUS304TP

   83～85W,86W～87W

  88W～93W,124W～129W

 130W～131W,132W～134

   83～151N,134～153N

   91～170A,126～179A

  4   94W～115A,106～123W 8.62 302   48.6   5.1 SUS304TP

3. 計算条件

 3.1　計算条件

  1 0.93  66   89.1   5.5 SUS304TP

  3 11.80  66   48.6   5.1 SUS304TP
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　SLC-R-2

質量 対応する評価点

   52～53N,59～60N
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　SLC-R-2

質量 対応する評価点

   1N,46N

 151N,153N
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　SLC-R-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    9～10,37～38    49,52,56,59

   50,57    51,58

 5101,5801   85W～86W,131W～132W

  87W～88W,129W～130W  123W,124W,93W,94W

 1231,9301  1230,9311

 1233,9303
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　SLC-R-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

9～10 37～38

49～50 50～51

51～5102 5102～5101

50～52 56～57

57～58 58～5802

5802～5801 57～59

85W～86W 87W～88W

93W～9301 9301～9311

9311～9302 9302～9303

9301～94W 123W～1231

1231～1230 1230～1232

1232～1233 1231～124W

129W～130W 131W～132W
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　SLC-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1N

13

22

22

31

34

     46N

48   

    5102

    5102

     53N

55   

    5802

    5802

     60N

89

    9302

    9302

    9701

     102

     104

    1081

    115A

     120

 **  122 **

    1232

    1241

     128

    151N

    153N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥　瞰　図　SLC-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

    170A

    179A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

　　　使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS304TP  66 ― ― ― 126

SUS304TP 302 ― ― ― 110

材    料
 許容応力(MPa)
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    　材料及び許容応力

　　　使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　告示第５０１号に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS304TP  66 ― ― ― 126

SUS304TP 302 ― ― ― 110

材    料
 許容応力(MPa)
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4.　評価結果

　　下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管であってクラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

 SLC-R-2  93W Ｓｐｒｍ
＊1  81 189

 SLC-R-2  93W Ｓｐｒｍ
＊2  86 226

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区　     分

一次応力評価(MPa)

1
8
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  　評価結果

　　下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管であってクラス２管

告示第５０１号第56条第1号の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.2・Ｓｈ

 SLC-R-2  93W Ｓｐｒｍ
＊1  64 126

 SLC-R-2  93W Ｓｐｒｍ
＊2  64 151

注記＊1：告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。なお，保守的な評価とな

　　　　 る告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を記載してもよいものとする。

　　＊2：告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区　     分

一次応力評価(MPa)

1
9
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5.　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格  58W 45 141 3.13 ―  58W 48 169 3.52 ―

告示第５０１号  58W 32 94 2.93 ―  58W 32 112 3.50 ―

設計・建設規格  12W 38 165 4.34 ―  12W 41 198 4.82 ―

告示第５０１号   15 35 110 3.14 ―   15 35 132 3.77 ―

設計・建設規格  93W 81 189 2.33 ―  93W 86 226 2.62 ―

告示第５０１号  93W 64 126 1.96 ○  93W 64 151 2.35 ○

設計・建設規格   11 48 189 3.93 ―   11 52 226 4.34 ―

告示第５０１号   10 36 126 3.50 ―   10 36 151 4.19 ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

4  SLC-R-3

3  SLC-R-2

評価点 裕度 代表

1  SLC-PD-1

No.
配管

モデル
適用規格

一次応力(1)
＊1

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2  SLC-R-1

評価点 裕度 代表

2
0
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Ⅵ-3-3-6 放射線管理施設の強度に関する説明書 
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Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 ダクトの強度計算書 



 

 

 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-3

-6
-1
-1
-2
-1
 R
0
 

まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

強度計算の基本方針」並びにⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づい

て計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表 

 (1) 中央制御室空調換気系ダクト（主配管） 

管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス クラス

アップ

の有無 

施設時

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

1 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

2 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

3 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

4 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

5 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

6 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

7 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

8 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

9 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

10 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 
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管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス クラス

アップ

の有無 

施設時

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

11 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

12 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

13 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

14 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

15 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

16 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

17 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

18 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

19 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

20 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 
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管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス クラス

アップ

の有無 

施設時

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

21 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

22 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

23 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

24 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

25 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

26 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

27 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

28 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

29 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

30 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 
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管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス クラス

アップ

の有無 

施設時

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

31 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

32 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

33 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

34 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

35 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

36 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

37 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

38 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

39 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

40 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 
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管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラスクラス

アップ

の有無

施設時

機器 

クラス

ＤＢ 

クラス

ＳＡ 

クラス

条件 

アップ

の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

41 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

42 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

43 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

44 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

45 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

46 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

47 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

48 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

49 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

50 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 
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管No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス クラス

アップ

の有無 

施設時

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

51 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

52 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

53 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

0.001 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

54 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

55 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

56 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.003 

（差圧） 
40 

0.003 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 
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(2) 中央制御室空調換気系ダクトのうち排気ダクト（中央制御室バウンダリを構成するダクト）

No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラスクラス

アップ

の有無

施設時

機器 

クラス

ＤＢ 

クラス

ＳＡ 

クラス

条件 

アップ

の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

1 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

（差圧） 
40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

2 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

3 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

4 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

5 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 

6 既設 無 ― Non Non SA-2 ― 
0.001 

（差圧） 
40 

（差圧） 
40 ― ― 同等性 a.(a) SA-2 
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1. 概要 

本書は，重大事故等クラス２管が十分な強度を有することを確認するための方法とし

て適用する「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む））

＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007」（日本機械学会 2007年 9月）

（以下「設計・建設規格」という）の規定に基づく強度計算方法について説明するもの

である。 

重大事故等クラス２管の強度計算方法及び計算式については，設計・建設規格クラス

２管の規定に基づくものとする。 

設計・建設規格クラス２管の規定によらない場合の評価方法として，機械工学便覧の規

定を用いる。ただし，設計・建設規格に計算式の規定がない応力計算については，「日本

産業規格」（以下「ＪＩＳ」という）を準用する。 

設計・建設規格の計算式による評価を実施するが，応力解析による評価を用いる場合

は，一次応力強さを設計応力強さ以下とすることで，設備の全体的な変形が弾性域内で

あることを確認する。 
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2. 中央制御室空調換気系ダクトの強度計算方法

中央制御室空調換気系のうち，円形ダクト，矩形ダクトの強度評価式はクラス２管に

は定められていないことから，設計・建設規格を準用した評価式，又は設計・建設規格

に規定されていない評価式を用いた強度計算方法並びに計算式について説明する。 

2.1 記号の定義 

ダクトの厚さ計算，フランジの応力計算，ダクトの応力計算に用いる記号について

は，次のとおりである。 

(1) ダクトの厚さ計算に使用するもの

a. 円形のダクト

記号 単位 定義 

ダ
ク
ト
の
厚
さ
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

Ｂ ― 設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1～図 20により求めた値 

Ｄ０ mm ダクト外径 

Ｐｅ MPa 外面に受ける最高の圧力 

ｔ mm ダクトの計算上必要な厚さ 
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b. 矩形のダクト 

  記号 単位 定義 

ダ
ク
ト
の
厚
さ
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

ａ mm ダクト長辺寸法 

ｃ mm ダクト接続材・補強材の接続ピッチ 

Ｄｐ kg/mm2 単位面積当たりのダクト鋼板の質量 

Ｅ MPa ヤング率 

ɡ m/s2 重力加速度（=9.80665） 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｓ MPa 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 5 に規定する材料の許容引張応力＊ 

ｔ mm ダクトの計算上必要な厚さ 

ν ― ポアソン比 

δｍａｘ mm 面外荷重によるダクト板の最大変位量 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part5に規定がない場合は，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 

    1/4Ｓｕの小さい方の値とし，Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳに記載の値とする。 
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(2) フランジの応力計算に使用するもの 

a. 円形のダクト 

  記号 単位 定義 

ダ
ク
ト
の
フ
ラ
ン
ジ
・
ボ
ル
ト
の
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

Ａｂ mm2 ボルト総有効断面積 

Ｂ mm フランジ内径（図 2－1による。） 

Ｃ mm ボルト穴中心円直径（図 2－1による。） 

Ｇ mm ガスケット反力円直径 

Ｇ0 mm 
ガスケット外径又はフランジ外径のいずれか小さい方の値 

（図 2－1による。） 

Ｈ N 内圧力によってフランジに加わる全荷重 

ＨＤ N 内圧力によってフランジ内径面に加わる荷重（図 2－1による。） 

ＨＰ N 気密を十分に保つためのガスケット圧縮力（図 2－1による。） 

ＨＲ N 平衡反力（図 2－1による。） 

ＨＴ N 
内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジ内径面に加わる荷

重との差（図 2－1による。） 

Ｍ N･mm フランジ部に作用するモーメント 

Ｍ０ N･mm 使用状態でフランジに作用する全モーメント 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｐｅｑ MPa 
管の自重及びその他機械的荷重によりフランジ部に作用する曲げモー

メントを圧力に換算した等価圧力 

ＰＦＤ MPa フランジ応力算定用圧力 

Ｗｍ N 使用状態のボルト荷重（図 2－1による。） 

ｂ” mm 使用状態におけるガスケット座有効幅  2ｂ”＝ 5 

ｄｂ mm ボルトねじ部の谷径と軸部の径の最小部の小さい方の径 

ｄｈ mm ボルト穴直径 

ｈＤ mm ボルト穴中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離（図 2－1による。） 

ｈＰ mm ボルト穴中心円からＨＰ作用点までの半径方向の距離（図 2－1による。） 

ｈＲ mm ボルト穴中心円からＨＲ作用点までの半径方向の距離（図 2－1による。） 

ｈＴ mm ボルト穴中心円からＨＴ作用点までの半径方向の距離（図 2－1による。） 

ｍ ― ガスケット係数 

ｎ 本 ボルト本数 

ｔ mm フランジ厚さ（図 2－1による。） 

σｂ MPa 
使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7） 

σｆ MPa 
使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5） 

σｍａｘ MPa 使用状態でフランジに作用する発生応力 

σ'ｍａｘ MPa 使用状態でボルトに作用する発生応力 
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b. 矩形のダクト 

  記号 単位 定義 

ダ
ク
ト
の
フ
ラ
ン
ジ
・
ボ
ル
ト
の
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

Ａｂ mm2 ボルト総有効断面積 

Ｂ１ mm フランジ内面幅（長辺側）（図 2－2による。） 

Ｂ２ mm フランジ内面幅（短辺側）（図 2－2による。） 

Ｃ１ mm ボルト穴間の距離（長辺側）（図 2－2による。） 

Ｃ２ mm ボルト穴間の距離（短辺側）（図 2－2による。） 

Ｇ０ mm 
ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか

小さい方の値（図 2－2による。） 

Ｇ１ mm ガスケット反力距離（長辺側） 

Ｇ２ mm ガスケット反力距離（短辺側） 

Ｈ N 内圧力によってフランジに加わる全荷重 

ＨＤ N 内圧力によってフランジ内面に加わる荷重（図 2－2による。） 

ＨＰ N 気密を十分に保つためのガスケット圧縮力（図 2－2による。） 

ＨＲ N 平衡反力（図 2－2による。） 

ＨＴ N 
内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジ内面に加わる荷重と

の差（図 2－2による。） 

Ｍ N･mm フランジ部に作用するモーメント 

Ｍ０ N･mm 使用状態でフランジに作用する全モーメント 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｐｅｑ MPa 
管の自重及びその他機械的荷重によりフランジ部に作用する曲げモーメ

ントを圧力に換算した等価圧力 

ＰＦＤ MPa フランジ応力算定用圧力 

Ｗｍ N 使用状態のボルト荷重（図 2－2による。） 

ｂ” mm 使用状態におけるガスケット座有効幅  2ｂ”＝ 5 

ｄｂ mm ボルトねじ部の谷径と軸部の径の最小部の小さい方の径 

ｄｈ mm ボルト穴直径 

ｈＤ mm ボルト穴中心からＨＤ作用点までの距離（図 2－2による。） 

ｈＰ mm ボルト穴中心からＨＰ作用点までの距離（図 2－2による。） 

ｈＲ mm ボルト穴中心からＨＲ作用点までの距離（図 2－2による。） 

ｈＴ mm ボルト穴中心からＨＴ作用点までの距離（図 2－2による。） 

ｍ ― ガスケット係数 

ｎ 本 ボルト本数 

ｔ mm フランジ厚さ（図 2－2による。） 

σｂ MPa 
使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 7） 

σｆ MPa 
使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5） 

σｍａｘ MPa 使用状態でフランジに作用する発生応力 

σ'ｍａｘ MPa 使用状態でボルトに作用する発生応力 
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図 2－1 フランジの寸法（円形ダクト） 

 

 

 

 

 

図 2－2 フランジの寸法（矩形ダクト） 
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(3) ダクトの応力計算に使用するもの 

a. 円形のダクト 

  記号 単位 定義 

ダ
ク
ト
の
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

Ｂ１ 

Ｂ２ 
― 設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数 

Ｄ０ mm ダクト外径 

Ｍａ N・mm 
ダクトの機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）により 

生じるモーメント 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｓｈ MPa 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 5 に規定する材料の許容引張応力＊ 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

ｔ mm ダクトの厚さ 

Ｚ mm3 ダクトの断面係数 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part5に規定がない場合は，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 

    1/4Ｓｕの小さい方の値とし，Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳに記載の値とする。 

 

b. 矩形のダクト 

  記号 単位 定義 

ダ
ク
ト
の
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

ａ mm  ダクト長辺寸法 

ｃ mm ダクト接続材・補強材の接続ピッチ 

Ｄｐ kg/mm2 単位面積当たりのダクト鋼板の質量 

Ｅ MPa ヤング率 

ɡ m/s2 重力加速度（=9.80665） 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｓｈ MPa 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 5 に規定する材料の許容引張応力＊ 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

ｔ mm ダクトの厚さ 

ν ― ポアソン比 

δｍａｘ mm 面外荷重によるダクト板の最大変位量 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part5に規定がない場合は，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 

    1/4Ｓｕの小さい方の値とし，Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳに記載の値とする。 
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2.2 強度計算方法 

ここでは中央制御室空調換気系を構成する円形ダクト及び矩形ダクトの計算方法並

びに計算式を示す。 

材料の許容応力は，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5，表 7 に応じた値

を用いる。 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5，表 7記載の温度の中間の値の場合は

比例法を用いて計算し，小数点第 1位以下を切り捨てた値を用いるものとする。 

強度計算は設計・建設規格又は機械工学便覧に基づき，適切な裕度を持った許容値

を使用して実施することから，強度計算に用いる寸法は公称値を使用する。 

 

(1) 応力の制限（設計・建設規格 PPC-3111 準用） 

ダクトの耐圧設計は設計・建設規格 PPC-3400の規定にしたがって行う。 

 

(2) ダクトの厚さの計算（設計・建設規格 PPC-3411 準用及び機械工学便覧（設計・

建設規格 PPC-3411参考）） 

ダクトの厚さは，次の計算式により求められる計算上必要な厚さ以上であることを

確認する。 

 

a. 円形のダクト 

円形のダクトは薄肉円筒構造であり，設計・建設規格 PPC-3411 に規定されて

いる下式を用いて，計算上必要な厚さを求める。なお，ダクトの外面に圧力を受

けるものにあっては，外面圧に対する厚さ計算を行う。 

 

区分 適用規格番号 計算式 

外圧を受けるダクト 
設計・建設規格 

PPC-3411(2)準用 

 

 

 

 

 

 

 

  

t = 
3・Pe・D0

4・B
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b. 矩形のダクト 

矩形のダクトの任意のダクト板面に着目すると，ダクト板面は両サイドを他の 2

つの側面のダクト板で，軸方向（流れ方向）を接続部材（及び補強部材）で支持さ

れた長方形の板と見なすことができる。ここで，両サイドの 2つの側面のダクト板

は支持しているダクト板面（評価対象面）に作用する圧力及び自重（面外荷重）を

面内で受けている。また，接続部材（及び補強部材）は支持しているダクト板面（評

価対象面）に取り付けられており，本部位は評価対象面本体よりも面外荷重に対す

る剛性が増強されている。したがって，評価対象面は，面外に等分布荷重を受ける

4辺単純支持の長方形板と見なせ，長方形板の大たわみ式（出典：機械工学便覧）

を用いて，計算上必要な厚さを求めることができる。（図 2－3参照） 

 

図 2－3 板材の面外荷重に対する評価モデル 

 

区分 適用規格番号 計算式 

 

機械工学便覧 

設計・建設規格 

PPC-3411(1) 

参考 

 

 

 

…（2．1） 
矩形の

ダクト 

 

 
 …（2．2） 

 

（2.1）式及び（2.2）式を解いて，両式を満足するδｍａｘ及び tを求める。このと

きのｔを長方形のダクトの計算上必要な厚さと定義する。なお，縦弾性係数は原子力

設備の技術基準別表第 11の値を用いて算出し，ポアソン比を 0.3として計算を行う。 

 

 

256(1−ν2)

π6Et4  (P + ɡ Dp) = 
4

3
( 

1

a2 +
1

c2 )
2 δmax

t
  

+ ( 
4ν

a2c2 + (3 − ν2) ( 
1

a4 +
1

c4  )) ( 
δmax

t
 )

3
 

 S
 
= 

π2 E δmax

8(1−ν2)
( 

(2−ν2)δmax+4t

a2 +
ν(δmax+4t)

c2  ) 
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(3) フランジ（設計・建設規格 PPC-3414準用） 

a. 円形のダクト 

円形のアングルフランジ構造であり，ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器

の構造－一般事項」に規定するルーズ形フランジと断面形状が類似しており，同

様な寸法の取り方が可能であるため，図 2－4「フランジ型式」に示すルーズ形フ

ランジと見なして，設計・建設規格 PPC-3414(2)にしたがい，ＪＩＳ Ｂ ８

２６５（2003）「圧力容器の構造－一般事項」に規定するフランジの応力計算に

準じて応力を評価し，必要な強度を有することを確認する。 

 

 

図 2－4 フランジ型式 （円形アングルフランジ） 
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項目 計算式 

計
算
上
必
要
な
ボ
ル
ト
荷
重 

使用状態におけるガスケット座有効幅  

ガスケット反力円直径  

管の自重及びその他機械的荷重により 

フランジ部に作用する曲げモーメント 

を圧力に換算した等価圧力 

 

フランジ応力算定用圧力  

内圧力によってフランジに 

加わる全荷重 

 

気密を十分に保つための 

ガスケット圧縮力 
 

平衡反力 
 

使用状態のボルト荷重  

ボ
ル
ト
の
発
生
応
力 

ボルト総有効断面積 
 

使用状態でボルトに作用 

する発生応力 

 

評  価 σ’ｍａｘがσｂ以下となることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

b" =
5

2
 

G = C－(dh＋2･b”) 

H = 
𝜋

4
･(C－dh)2・PFD 

HP = 2･π･b”･G・m・PFD 

HR = 
HD・hD＋HT・hT＋HP・hP

hR
 

Peq = 
16・M

π･G3
 

PFD =P＋Peq 

Wm = H＋HP＋HR 

Ab = n 
𝜋

4
  db

2 

σ′max = 
Wm

Ab
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項目 計算式 

フ
ラ
ン
ジ
に
作
用
す
る
モ
ー
メ
ン
ト 

内圧力によってフランジ内径 

面に加わる荷重 

 

内圧力によってフランジに 

加わる全荷重とフランジ内径 

面に加わる荷重との差 

 

ボルト穴中心円からＨＤ作用 

点までの半径方向の距離 

 

ボルト穴中心円からＨＰ作用 

点までの半径方向の距離 

 

ボルト穴中心円からＨＲ作用 

点までの半径方向の距離 

 

ボルト穴中心円からＨＴ作用 

点までの半径方向の距離 

 

使用状態でフランジに作用 

する全モーメント 

 

フ
ラ
ン
ジ
に
生
じ
る
応
力 

使用状態でフランジに作用 

する発生応力 

 

評  価 σｍａｘが 1.5σｆ以下となることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

  

σmax = 
6 ･M0

t2(π･C−n･dh)
 

HD = 
𝜋

4
･B2・PFD 

HT = H－HD 

hD = 
C−B

2
 

hP = 
dh＋2･b"

2
 

hR = 
G0−(C＋dh)

4
＋

dh

2
 

hT = 
(C＋dh＋2･b")−B

4
 

M0 = HR・hR 
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b. 矩形のダクト 

矩形のアングルフランジ構造であり，ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器

の構造－一般事項」に規定するルーズ形フランジと断面形状が類似しており，矩形

と円形の形状の違いを考慮することにより，同様な寸法の取り方が可能であるため，

図 2－5「フランジ型式」に示すルーズ形フランジに準じた形状にモデル化し，ＪＩ

Ｓ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造－一般事項」に規定するフランジの応力

計算に準じて応力を評価し，必要な強度を有することを確認する。 

なお，フランジについては，図 2－5「フランジ型式」に示す断面形状が等ボルト

間隔で直線上に配列されているものとして，フランジに作用する曲げ応力を評価し，

必要な強度を有することを確認する。 

 

 

 

図 2－5 フランジ型式 （矩形アングルフランジ） 
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項目 計算式 

計
算
上
必
要
な
ボ
ル
ト
荷
重 

使用状態におけるガスケット座有効幅  

ガスケット反力距離（長辺側）  

ガスケット反力距離（短辺側）  

管の自重及びその他機械的荷重により

フランジ部に作用する曲げモーメント

を圧力に換算した等価圧力 

 

フランジ応力算定用圧力  

内圧力によってフランジに 

加わる全荷重 
 

内圧力によってフランジ内面 

に加わる荷重 
 

気密を十分に保つための 

ガスケット圧縮力 

 

平衡反力  

内圧力によってフランジに加わる全荷

重とフランジ内面に加わる荷重との差 
 

ボルト穴中心からＨＤ作用点 

までの距離 

 

ボルト穴中心からＨＰ作用点 

までの距離 

 

ボルト穴中心からＨＲ作用点 

までの距離 

 

ボルト穴中心からＨＴ作用点 

までの距離 

 

使用状態のボルト荷重  

ボ
ル
ト
の
発
生
応
力 

ボルト総有効断面積 
 

使用状態でボルトに作用する発生応力 
 

評  価 σ’ｍａｘがσｂ以下となることを確認する。 

b" =
5

2
 

G1 = C1－(dh＋2･b”) 

G2 = C2－(dh＋2･b”) 

H = (C1－dh)･(C2－dh)･PFD 

HD = B1･B2･PFD 

HP = 4･(G1＋G2)･b”･m･PFD 

HR = 
HD・hD＋HT・hT＋HP・hP

hR
 

HT = H－HD 

hD = 
C1−B1

2
 

hP = 
dh＋2･b"

2
 

hR = 
G0−(C1＋dh)

4
＋

dh

2
 

hT = 
(C1＋dh＋2･b")−B1

4
 

Peq = 
16・M

 π･G2
3 

PFD =P＋Peq 

Wm = H＋HP＋HR 

σ′max = 
Wm

Ab
 

Ab = n 
𝜋

4
 db

2 
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項目 計算式 

す
る
モ
ー
メ
ン
ト 

フ
ラ
ン
ジ
に
作
用 

使用状態でフランジに作用 

する全モーメント 
 

生
じ
る
応
力 

フ
ラ
ン
ジ
に 

使用状態でフランジに作用 

する発生応力 

 

評  価 σｍａｘが 1.5σｆ以下となることを確認する。 

 

M0 = HR・hR 

σmax = 
6 ･M0

t2･(2･(C1+C2)−n･dh)
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(4) 応力計算（設計・建設規格 PPC-3500，3700及び 3800準用） 

縦弾性係数は原子力設備の技術基準 別表第 11の値を用いて算出し，ポアソン比

を 0.3として以下の応力計算を行う。 

a. 一次応力（設計・建設規格 PPC-3510準用） 

(a) 円形のダクト 

円形のダクトは薄肉円筒構造であり，一次応力は，設計・建設規格 PPC-3520

に規定されている次の計算式により求められる値が，最高使用温度における材

料の許容応力を超えないことを確認する。機械的荷重（短期的）を生じる逃が

し弁等が設置されていないため，設計・建設規格 PPC-3520(2)による応力計算

は行わない。 

 

適用規格番号 計算式 許容応力 

設計・建設規格 

PPC-3520(1) b準用 

管台及び突合せ溶接式ティー以外の管 

 

 

1.5Ｓｈ 

 

(b) 矩形のダクト 

矩形のダクトの任意のダクト板面に着目すると，ダクト板面は両サイドを他

の 2 つの側面のダクト板で，軸方向（流れ方向）を接続部材（及び補強部材）

で支持された長方形の板と見なすことができる。したがって，次の計算式（等

分布荷重を受ける 4辺単純支持の長方形板の大たわみ式（出典：機械工学便覧；

前述する 2.2 (2) b.項（厚さ計算）の式と同一））により求められる応力値が，

最高使用温度における材料の許容応力を超えないことを確認する。 

 

適用規格番号 計算式 許容応力 

機械工学便覧 

設計・建設規格 

PPC-3520(1) b 

参考 

 

 

 

…（2．3） 1.5Ｓｈ 
 

 
…（2．4） 

（2.3）式及び（2.4）式を解いて，両式を満足するδｍａｘ及びＳｐｒｍを求める。

このときのＳｐｒｍを矩形の一次応力と定義する。 

 

Sprm = 
B1・P・D0

2・ t
＋

B2・Ma

Z
 

256(1−ν2)

π6Et4  (P + ɡDp) = 
4

3
( 

1

a2 +
1

c2 )
2 δmax

t
  

+ ( 
4ν

a2c2 + (3 − ν2) ( 
1

a4 +
1

c4  )) ( 
δmax

t
 )

3

 

 Sprm 
= 

π2 E δmax

8(1−ν2)
( 

(2−ν2)δmax+4t

a2 +

ν(δmax+4t)

c2  ) 
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3. 換気設備の重大事故等クラス２管の使用材料の評価結果

3.1 評価対象材料及び仕様 

番号 使用箇所 

使用条件 

使用材料 

規格 

比較材料 

規格 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

ＳＡクラス ＳＡクラス 

Non 

（施設時） 
SA-2 

Non 

（施設時） 
SA-2 

1 

ダクト 

±0.003 ±0.003 40 40 

SPGC 

ＪＩＳ 

Ｇ ３３０２ 

― 

2 ±0.003 ±0.003 40 40 

SGCC 

ＪＩＳ 

Ｇ ３３０２ 

― 

3 ±0.001 ±0.001 40 40 

SS41 

ＪＩＳ 

Ｇ ３１０１ 

SM400B 

ＪＩＳ 

Ｇ ３１０６ 

4 ±0.003 ±0.003 40 40 

SS400 

ＪＩＳ 

Ｇ ３１０１ 

SM400B 

ＪＩＳ 

Ｇ ３１０６ 

5 

排気ダクト 

±0.001 40 40 

SPGC 

ＪＩＳ 

Ｇ ３３０２ 

― 

6 ±0.001 40 40 

SS400 

ＪＩＳ 

Ｇ ３１０１ 

SM400B 

ＪＩＳ 

Ｇ ３１０６ 
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3.2 評価結果（番号 1，番号 2，番号 5の評価結果） 

ダクトの使用材料は，設計・建設規格のクラス２管に使用可能な材料として規定され

ていないものの，以下のとおり，求められる機能を考慮し，使用条件に対して適切な

材料である。 

換気設備の重大事故等対処設備のうちダクトは，施設時クラス（Nonクラス）を重大

事故等クラス２管にクラスアップする機器である。 

ダクト鋼板面は，重大事故等対処設備として，中央制御室空調換気系の流路を構成す

るための仕切板としての機能が求められ，最高使用圧力は－0.003 MPaから 0.003 MPa

と微圧であり，最高使用温度も 40℃であり，ダクトに使用可能な材料である。 

重大事故等対処設備（重大事故等クラス２管）としてのダクトは，施設時（Nonクラ

ス）と同じ機能を要求され，施設時（Non クラス）の最高使用圧力及び最高使用温度と

同じ又はそれ以下であることから，使用条件に対して適切な材料である。 
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3.3 評価結果（番号 3，番号 4，番号 6の評価結果） 

ダクト（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ３１０１ SS41，SS400（板厚16mm以下））の評 

価結果 

（比較材料：ＪＩＳ Ｇ ３１０６ SM400B） 

ダクトに使用しているSS41，SS400は，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載

されていないことから，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載されている材料

と機械的強度及び化学成分を比較し，同等であることを示す。 

 

(1) 機械的強度 

 引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 400N/mm2～510N/mm2 245N/mm2以上＊ 
引張強さ及び降伏点は同等である。 

比較材料 400N/mm2～510N/mm2 245N/mm2以上＊ 

注記＊：鋼板の厚さが16mm以下の場合の値 

 

(2) 化学的成分 

 
化学成分(％) 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用 

材料 
― ― ― 

0.050 

以下 

0.050 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

材料 

0.20＊ 

以下 

0.35 

以下 

0.60～ 

1.40 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

結果 

C，Si，Mn，P，Sの成分規定に差異があるが，以下により，本設備の環境下での使用は

問題ないと考える。 

C ：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的強

度は同等であること。また，じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規

格クラス２の規定でも破壊じん性試験が要求されない範囲であること。 

Si：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的強

度は同等以上であること。 

Mn：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的強

度は同等以上であること。また，じん性に影響を与える成分であるが，設計・建

設規格クラス２の規定でも破壊じん性試験が要求されない範囲であること。 

P ：じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊じ

ん性試験が要求されない範囲であること。 

S ：じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊じ

ん性試験が要求されない範囲であること。 

  注記＊：鋼板の厚さが 50mm以下の場合の値 
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 (3) 評価結果 

(1)，(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等

であることを確認したため，本設備において，SS41，SS400（板厚16mm以下）を重大

事故等クラス２材料として使用することに問題ないと考える。 

 

 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 
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4. 評価結果

4.1 中央制御室空調換気系ダクトの強度計算 

  FORMAT-Ⅰ ダクトの厚さ計算結果（ダクト） 

(1/1)円形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設 換気設備 中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

(口径×板厚×長さ) 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 
外径 

(mm) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

4 φ900×3.2×  0.001 40 SS400 906.4 0.47 
3.2 

5 φ900×3.2×  0.003 40 SS400 906.4 0.85 
3.2 

6 φ900×0.8×  0.003 40 SGCC 901.6 0.67 
0.8 

7 φ900×1.0×  0.003 40 SGCC 902 0.60 
1.0 

11 φ900×0.8× 0.003 40 SGCC 901.6 0.67 
0.8 

12 φ900×1.0×  0.003 40 SPGC 902 0.59 
1.0 

15 φ1040×1.0× 0.003 40 SPGC 1042 0.53 
1.0 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

22
 

  FORMAT-Ⅱ ダクトの厚さ計算結果（ダクト） 

(1/9)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設 換気設備 中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 

許容引張応力＊

Ｓ 

(MPa) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

1 5100×1400×3.2×  0.001 40 SS400 100 0.27 
3.2 

2 1400×800×3.2×  0.001 40 SS400 100 0.08 
3.2 

3 800×800×3.2×  0.001 40 SS400 100 0.16 
3.2 

8 1100×1000×0.8× 0.003 40 SGCC 67 0.52 
0.8 

9 1000×900×0.8×  0.003 40 SGCC 67 0.59 
0.8 

10 1100×1000×0.8×  0.003 40 SGCC 67 0.62 
0.8 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 
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  FORMAT-Ⅱ ダクトの厚さ計算結果（ダクト） 

(2/9)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設 換気設備 中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 

許容引張応力＊

Ｓ 

(MPa) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

13 3000×800×1.2× 0.003 40 SPGC 67 0.79 
1.2 

14 900×900×1.0× 0.003 40 SPGC 67 0.36 
1.0 

16 918×827×0.8× 0.001 40 SGCC 67 0.30 
0.8 

17 1200×700×0.8× 0.001 40 SGCC 67 0.33 
0.8 

18 1200×700×0.8× 0.001 40 SPGC 67 0.33 
0.8 

19 1000×900×0.8× 0.001 40 SGCC 67 0.30 
0.8 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 
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  FORMAT-Ⅱ ダクトの厚さ計算結果（ダクト） 

(3/9)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設 換気設備 中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 

許容引張応力＊

Ｓ 

(MPa) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

20 1000×900×0.8×  0.001 40 SPGC 67 0.30 
0.8 

21 1200×700×1.0× 0.001 40 SPGC 67 0.35 
1.0 

22 1800×1300×1.0×  0.003 40 SGCC 67 0.73 
1.0 

23 1800×1300×1.0×  0.003 40 SPGC 67 0.72 
1.0 

24 1800×1300×1.2×  0.003 40 SGCC 67 0.57 
1.2 

25 2100×1000×1.2× 0.003 40 SGCC 67 0.57 
1.2 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

2
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  FORMAT-Ⅱ ダクトの厚さ計算結果（ダクト） 

(4/9)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設 換気設備 中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 

許容引張応力＊

Ｓ 

(MPa) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

26 3000×1000×1.2× 0.003 40 SGCC 67 0.51 
1.2 

27 3800×1000×1.2× 0.003 40 SGCC 67 0.46 
1.2 

28 2000×1000×1.2× 0.003 40 SGCC 67 0.57 
1.2 

29 2600×1000×1.2× 0.003 40 SGCC 67 0.52 
1.2 

30 3250×1000×1.2× 0.003 40 SGCC 67 0.46 
1.2 

31 1600×1100×1.2× 0.001 40 SPGC 67 0.37 
1.2 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

2
6 

  FORMAT-Ⅱ ダクトの厚さ計算結果（ダクト） 

(5/9)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設 換気設備 中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 

許容引張応力＊

Ｓ 

(MPa) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

32 1500×1500×1.2×  0.001 40 SPGC 67 0.36 
1.2 

33 1500×1500×1.0×  0.001 40 SPGC 67 0.36 
1.0 

34 1500×900×1.0× 0.001 40 SPGC 67 0.36 
1.0 

35 1500×1100×1.0×  0.001 40 SPGC 67 0.36 
1.0 

36 1600×1600×1.0×  0.001 40 SPGC 67 0.35 
1.0 

37 1200×1200×1.0×  0.001 40 SPGC 67 0.35 
1.0 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

2
7 

  FORMAT-Ⅱ ダクトの厚さ計算結果（ダクト） 

(6/9)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設 換気設備 中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 

許容引張応力＊

Ｓ 

(MPa) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

38 1200×1200×0.8× 0.001 40 SPGC 67 0.33 
0.8 

39 1206×1206×2.3× 0.001 40 SS400 100 0.03 
2.3 

40 1100×700×0.8× 0.001 40 SPGC 67 0.32 
0.8 

41 1100×700×3.2× 0.001 40 SS400 100 0.11 
3.2 

42 1100×700×2.3× 0.001 40 SS41 100 0.17 
2.3 

43 1100×700×2.3× 0.001 40 SS41 100 0.17 
2.3 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

2
8 

  FORMAT-Ⅱ ダクトの厚さ計算結果（ダクト） 

(7/9)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設 換気設備 中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 

許容引張応力＊

Ｓ 

(MPa) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

44 1100×700×0.8× 0.001 40 SPGC 67 0.32 
0.8 

45 1300×900×2.3× 0.001 40 SS41 100 0.15 
2.3 

46 1300×900×3.2× 0.001 40 SS400 100 0.09 
3.2 

47 1300×900×1.0× 0.001 40 SGCC 67 0.36 
1.0 

48 1500×1500×1.0× 0.001 40 SGCC 67 0.36 
1.0 

49 1300×1300×1.0× 0.001 40 SGCC 67 0.36 
1.0 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

2
9 

  FORMAT-Ⅱ ダクトの厚さ計算結果（ダクト） 

(8/9)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設 換気設備 中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 

許容引張応力＊

Ｓ 

(MPa) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

50 1300×1300×1.0× 0.001 40 SPGC 67 0.36 
1.0 

51 1306×1306×2.3× 0.001 40 SS400 100 0.04 
2.3 

52 1800×1000×1.0× 0.001 40 SPGC 67 0.33 
1.0 

53 1800×1300×1.0× 0.001 40 SPGC 67 0.33 
1.0 

54 1800×1300×1.0× 0.003 40 SGCC 67 0.73 
1.0 

55 1000×900×1.0× 0.003 40 SGCC 67 0.61 
1.0 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 
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  FORMAT-Ⅱ ダクトの厚さ計算結果（ダクト） 

(9/9)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設 換気設備 中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 

許容引張応力＊

Ｓ 

(MPa) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

56 1000×900×0.8×  0.003 40 SGCC 67 0.59 
0.8 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 
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  FORMAT-Ⅲ ダクトの応力計算結果（ダクト） 

     (1/1)円形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設   換気設備   中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

(口径×板厚) 

(mm) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

一次応力 

合計応力 

(MPa) 

許容応力＊ 

(MPa) 

4 φ900×3.2 906.4 3.2 SS400 0.001 40 13 150 

5 φ900×3.2 906.4 3.2 SS400 0.003 40 12 150 

6 φ900×0.8 901.6 0.8 SGCC 0.003 40 9 100 

7 φ900×1.0 902 1.0 SGCC 0.003 40 9 100 

11 φ900×0.8 901.6 0.8 SGCC 0.003 40 20 100 

12 φ900×1.0 902 1.0 SPGC 0.003 40 12 100 

15 φ1040×1.0 1042 1.0 SPGC 0.003 40 11 100 

評価：ダクトの合計応力は，許容応力以下であるので，強度は十分である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

    Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 
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  FORMAT-Ⅳ ダクトの応力計算結果（ダクト） 

     (1/5)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設   換気設備   中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

一次応力 

合計応力 

(MPa) 

許容応力＊ 

(MPa) 

1 5100×1400×3.2×  3.2 SS400 0.001 40 35 150 

2 1400×800×3.2× 3.2 SS400 0.001 40 15 150 

3 800×800×3.2×  3.2 SS400 0.001 40 30 150 

8 1100×1000×0.8×  0.8 SGCC 0.003 40 58 100 

9 1000×900×0.8×  0.8 SGCC 0.003 40 76 100 

10 1100×1000×0.8×  0.8 SGCC 0.003 40 77 100 

13 3000×800×1.2×  1.2 SPGC 0.003 40 84 100 

14 900×900×1.0× 1.0 SPGC 0.003 40 51 100 

16 918×827×0.8×  0.8 SGCC 0.001 40 40 100 

17 1200×700×0.8×  0.8 SGCC 0.001 40 42 100 

評価：ダクトの合計応力は，許容応力以下であるので，強度は十分である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

    Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 
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  FORMAT-Ⅳ ダクトの応力計算結果（ダクト） 

     (2/5)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設   換気設備   中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

一次応力 

合計応力 

(MPa) 

許容応力＊ 

(MPa) 

18 1200×700×0.8×  0.8 SPGC 0.001 40 42 100 

19 1000×900×0.8×  0.8 SGCC 0.001 40 40 100 

20 1000×900×0.8×  0.8 SPGC 0.001 40 40 100 

21 1200×700×1.0×  1.0 SPGC 0.001 40 39 100 

22 1800×1300×1.0×  1.0 SGCC 0.003 40 68 100 

23 1800×1300×1.0×  1.0 SPGC 0.003 40 67 100 

24 1800×1300×1.2×  1.2 SGCC 0.003 40 55 100 

25 2100×1000×1.2×  1.2 SGCC 0.003 40 55 100 

26 3000×1000×1.2×  1.2 SGCC 0.003 40 55 100 

27 3800×1000×1.2×  1.2 SGCC 0.003 40 55 100 

評価：ダクトの合計応力は，許容応力以下であるので，強度は十分である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

    Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 
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  FORMAT-Ⅳ ダクトの応力計算結果（ダクト） 

     (3/5)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設   換気設備   中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

一次応力 

合計応力 

(MPa) 

許容応力＊ 

(MPa) 

28 2000×1000×1.2×  1.2 SGCC 0.003 40 55 100 

29 2600×1000×1.2×  1.2 SGCC 0.003 40 55 100 

30 3250×1000×1.2×  1.2 SGCC 0.003 40 55 100 

31 1600×1100×1.2× 1.2 SPGC 0.001 40 36 100 

32 1500×1500×1.2×  1.2 SPGC 0.001 40 36 100 

33 1500×1500×1.0×  1.0 SPGC 0.001 40 38 100 

34 1500×900×1.0× 1.0 SPGC 0.001 40 38 100 

35 1500×1100×1.0×  1.0 SPGC 0.001 40 38 100 

36 1600×1600×1.0× 1.0 SPGC 0.001 40 38 100 

37 1200×1200×1.0×  1.0 SPGC 0.001 40 39 100 

評価：ダクトの合計応力は，許容応力以下であるので，強度は十分である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

    Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 
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  FORMAT-Ⅳ ダクトの応力計算結果（ダクト） 

     (4/5)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設   換気設備   中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

一次応力 

合計応力 

(MPa) 

許容応力＊ 

(MPa) 

38 1200×1200×0.8×  0.8 SPGC 0.001 40 42 100 

39 1206×1206×2.3×  2.3 SS400 0.001 40 5 150 

40 1100×700×0.8×  0.8 SPGC 0.001 40 41 100 

41 1100×700×3.2×  3.2 SS400 0.001 40 23 150 

42 1100×700×2.3×  2.3 SS41 0.001 40 30 150 

43 1100×700×2.3×  2.3 SS41 0.001 40 30 150 

44 1100×700×0.8×  0.8 SPGC 0.001 40 41 100 

45 1300×900×2.3×  2.3 SS41 0.001 40 27 150 

46 1300×900×3.2×  3.2 SS400 0.001 40 18 150 

47 1300×900×1.0×  1.0 SGCC 0.001 40 39 100 

評価：ダクトの合計応力は，許容応力以下であるので，強度は十分である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

    Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

 

  

3
6 

 

  FORMAT-Ⅳ ダクトの応力計算結果（ダクト） 

     (5/5)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設   換気設備   中央制御室空調換気系 

管 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

一次応力 

合計応力 

(MPa) 

許容応力＊ 

(MPa) 

48 1500×1500×1.0×  1.0 SGCC 0.001 40 38 100 

49 1300×1300×1.0×  1.0 SGCC 0.001 40 39 100 

50 1300×1300×1.0×  1.0 SPGC 0.001 40 39 100 

51 1306×1306×2.3× 2.3 SS400 0.001 40 8 150 

52 1800×1000×1.0×  1.0 SPGC 0.001 40 36 100 

53 1800×1300×1.0×  1.0 SPGC 0.001 40 36 100 

54 1800×1300×1.0×  1.0 SGCC 0.003 40 68 100 

55 1000×900×1.0×  1.0 SGCC 0.003 40 69 100 

56 1000×900×0.8×  0.8 SGCC 0.003 40 76 100 

評価：ダクトの合計応力は，許容応力以下であるので，強度は十分である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

    Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

注記＊：ガスケット外径又はフランジ外径のいずれか小さい方の値 

3
7 

  FORMAT-Ⅴ フランジの強度計算結果（ダクト） 

(1/6)円形のダクト ダクトサイズ：φ900×3.2 フランジサイズ：  

管 No. 4 

フランジ及びボルトの応力

(1)設計条件及び諸元

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

Ｇ０
＊

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1006.4 SS400 100 SS400 54 24 クロロプレンゴム 0.5 2.5 

(2)フランジの応力

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

7.497E＋04 11 150 

(3)ボルトの応力

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

7 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

注記＊：ガスケット外径又はフランジ外径のいずれか小さい方の値 

3
8 

  FORMAT-Ⅴ フランジの強度計算結果（ダクト） 

(2/6)円形のダクト ダクトサイズ：φ900×3.2 フランジサイズ：

管 No. 5 

フランジ及びボルトの応力

(1)設計条件及び諸元

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

Ｇ０
＊

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1006.4 SS400 100 SS400 54 24 クロロプレンゴム 0.5 2.5 

(2)フランジの応力

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.161E＋05 16 150 

(3)ボルトの応力

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

10 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外径又はフランジ外径のいずれか小さい方の値 

  

3
9 

 

  FORMAT-Ⅴ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (3/6)円形のダクト         ダクトサイズ：φ900×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 6 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊
 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1005 SS400 100 SS400 54 24  クロロプレンゴム 0.5 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.875E＋05 53 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

33 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外径又はフランジ外径のいずれか小さい方の値 

  

40
 

 

  FORMAT-Ⅴ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (4/6)円形のダクト         ダクトサイズ：φ900×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 7 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊
 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1005 SS400 100 SS400 54 24 クロロプレンゴム 0.5 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

9.129E＋04 13 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

8 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外径又はフランジ外径のいずれか小さい方の値 

  

41
 

 

  FORMAT-Ⅴ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (5/6)円形のダクト         ダクトサイズ：φ900×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 12 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊
 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1005 SS41 100 SS41 54 24  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

4.565E＋05 63 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

39 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外径又はフランジ外径のいずれか小さい方の値 

  

42
 

 

  FORMAT-Ⅴ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (6/6)円形のダクト         ダクトサイズ：φ1040×1.0         フランジサイズ：

管 No. 15 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊
 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1140 SS41 100 SS41 54 20  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

8.846E＋04 11 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

6 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

  

4
3 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (1/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：5100×1400×3.2         フランジサイズ：  

管 No. 1 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1506.4 SS400 100 SS400 54 32  クロロプレンゴム 0.5 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

5.698E＋05 78 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

37 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

4
4 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (2/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1400×800×3.2         フランジサイズ：

管 No. 2 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1506.4 SS400 100 SS400 54 32  クロロプレンゴム 0.5 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.664E＋05 24 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

17 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

4
5 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (3/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：800×800×3.2         フランジサイズ：  

管 No. 3 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 866.4 SS400 100 SS400 54 36  クロロプレンゴム 0.5 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.950E＋05 16 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

28 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

4
6 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (4/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1100×1000×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 8 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1185 SS400 100 SS400 54 32  クロロプレンゴム 0.5 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.998E＋05 50 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

23 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

4
7 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (5/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1000×900×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 9 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1085 SS400 100 SS400 54 30  クロロプレンゴム 0.5 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.565E＋05 47 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

21 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

4
8 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (6/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1100×1000×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 10 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1185 SS400 100 SS400 54 32 ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.748E＋05 46 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

21 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

4
9 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (7/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：3000×800×1.2         フランジサイズ：  

管 No. 13 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 3135 SS41 100 SS41 54 54  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.390E＋06 56 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

49 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

50
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (8/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：900×900×1.0         フランジサイズ：

管 No. 14 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 965 SS41 100 SS41 54 40  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.768E＋05 55 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

35 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

51
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (9/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：918×827×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 16 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1023 SS400 100 SS400 54 26  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.355E＋05 12 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

12 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

52
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (10/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1200×700×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 17 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1285 SS400 100 SS400 54 30  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.380E＋05 63 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

27 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

5
3 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (11/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1200×700×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 18 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1285 SS41 100 SS41 54 30  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.370E＋05 62 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

28 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

5
4 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (12/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1000×900×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 19 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1085 SS400 100 SS400 54 30 石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.945E＋05 36 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

16 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

5
5 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (13/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1000×900×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 20 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1085 SS41 100 SS41 54 30 石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.018E＋05 37 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

17 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

5
6 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (14/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1200×700×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 21 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1285 SS41 100 SS41 54 30  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

5.696E＋05 104 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

47 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

5
7 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (15/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1800×1300×1.0         フランジサイズ：

管 No. 22 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1905 SS400 100 SS400 54 46  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

6.910E＋05 44 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

31 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

5
8 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (16/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1800×1300×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 22 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1905 SS400 100 SS400 54 41  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

6.910E＋05 44 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

34 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

5
9 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (17/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1800×1300×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 23 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1905 SS41 100 SS41 54 46  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

7.347E＋05 47 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

33 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

60
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (18/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1800×1300×1.2         フランジサイズ：  

管 No. 24 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1935 SS400 100 SS400 54 46  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.411E＋06 41 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

34 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

61
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (19/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：2100×1000×1.2         フランジサイズ：  

管 No. 25 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 2235 SS400 100 SS400 54 46  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.286E＋06 65 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

54 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

62
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (20/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：3000×1000×1.2         フランジサイズ：

管 No. 26 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 3135 SS400 100 SS400 54 58  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.367E＋06 53 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

45 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

6
3 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (21/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：3800×1000×1.2         フランジサイズ：  

管 No. 27 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 3955 SS400 100 SS400 54 68  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.308E＋06 25 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

18 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

6
4 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (22/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：2000×1000×1.2         フランジサイズ：

管 No. 28 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 2135 SS400 100 SS400 54 44  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.128E＋06 63 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

53 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

6
5 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (23/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：2600×1000×1.2         フランジサイズ：  

管 No. 29 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 2735 SS400 100 SS400 54 52  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.166E＋06 54 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

45 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

6
6 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (24/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：3250×1000×1.2         フランジサイズ：

管 No. 30 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 3405 SS400 100 SS400 54 62  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.558E＋06 75 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

52 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

 

6
7 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (25/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1600×1100×1.2         フランジサイズ：

管 No. 31 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1730 SS400 100 SS400 54 44  PTFE ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.350E＋06 47 150 

 

(3)ボルトの応力 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

17 54 

 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

6
8 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (26/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1500×1500×1.2         フランジサイズ：

管 No. 32 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1585 SS41 100 SS41 54 44  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

5.562E＋05 24 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

31 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

6
9 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (27/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1500×1500×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 33 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1585 SS41 100 SS41 54 44  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.166E＋05 14 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

18 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

70
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (28/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1500×900×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 34 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1585 SS41 100 SS41 54 36  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

5.625E＋05 30 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

38 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

71
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (29/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1500×1100×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 35 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1585 SS41 100 SS41 54 38  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

4.426E＋05 22 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

29 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

72
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (30/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1600×1600×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 36 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1685 SS41 100 SS41 54 48  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.113E＋05 13 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

16 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

7
3 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (31/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1200×1200×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 37 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1285 SS41 100 SS41 54 36  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.026E＋05 45 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

21 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

7
4 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (32/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1200×1200×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 38 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1285 
SS41 
SS400 

100 
SS41 
SS400 

54 36  石綿テープ 
ロックウールフェルト 

― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.839E＋05 27 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

13 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

7
5 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (33/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1206×1206×2.3         フランジサイズ：

管 No. 39 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1292 SS400 100 SS400 54 36  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

8.491E＋04 13 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

6 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

7
6 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (34/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1100×700×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 40 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1185 SS41 100 SS41 54 28  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.943E＋05 57 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

26 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

7
7 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (35/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1100×700×3.2         フランジサイズ：  

管 No. 41 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1186.4 SS400 100 SS400 54 28  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.318E＋05 44 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

33 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

7
8 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (36/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1100×700×2.3         フランジサイズ：  

管 No. 42 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1200 SS41 100 SS41 54 40  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.748E＋05 42 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

19 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

7
9 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (37/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1100×700×2.3         フランジサイズ：  

管 No. 43 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1200 SS41 100 SS41 54 40  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.748E＋05 42 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

19 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

80
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (38/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1100×700×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 44 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1185 SS41 100 SS41 54 28  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.943E＋05 57 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

26 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

81
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (39/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1300×900×2.3         フランジサイズ：  

管 No. 45 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1386.4 SS400 100 SS400 54 34  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

8.556E＋04 5 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

7 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

82
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (40/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1300×900×3.2         フランジサイズ：  

管 No. 46 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1406.4 SS400 100 SS400 54 34  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

5.181E＋05 46 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

31 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

83
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (41/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1300×900×1.0         フランジサイズ：

管 No. 47 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1405 SS400 100 SS400 54 34  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

5.846E＋05 52 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

35 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

8
4 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (42/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1500×1500×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 48 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1585 SS400 100 SS400 54 44 ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.166E＋05 14 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

18 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

8
5 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (43/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1300×1300×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 49 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1385 SS400 100 SS400 54 40  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.054E＋05 15 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

19 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

8
6 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (44/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1300×1300×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 50 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1405 SS400 100 SS400 54 40  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.793E＋05 29 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

20 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

8
7 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (45/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1306×1306×2.3         フランジサイズ：  

管 No. 51 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1412 SS400 100 SS400 54 40  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

4.411E＋05 34 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

22 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

8
8 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (46/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1800×1000×1.0         フランジサイズ：

管 No. 52 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1885 SS41 100 SS41 54 42  石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

6.340E＋05 29 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

37 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

8
9 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (47/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1800×1300×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 53 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.001 40 1885 SS41 100 SS41 54 46 石綿テープ ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

4.310E＋05 18 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

23 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

90
 

 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (48/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1800×1300×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 54 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1905 SS400 100 SS400 54 46  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

6.910E＋05 44 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

31 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 
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  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (49/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1800×1300×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 54 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1905 SS400 100 SS400 54 39  ロックウールフェルト ― 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

6.910E＋05 44 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

36 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 
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  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (50/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1000×900×1.0         フランジサイズ：  

管 No. 55 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1085 SS400 100 SS400 54 30  クロロプレンゴム 0.5 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.855E＋05 71 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

32 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 
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  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（ダクト） 

     (51/51)矩形のダクト         ダクトサイズ：1000×900×0.8         フランジサイズ：  

管 No. 56 

フランジ及びボルトの応力 

(1)設計条件及び諸元 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

 

 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

0.003 40 1085 SS400 100 SS400 54 30  クロロプレンゴム 0.5 2.5 

 

(2)フランジの応力 

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力 

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

2.565E＋05 47 150 

 

(3)ボルトの応力 

 

 

 

 

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

21 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に 

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

9
4 

4.2 中央制御室空調換気系ダクトのうち排気ダクトの強度計算 

  FORMAT-Ⅰ ダクトの厚さ計算結果（排気ダクト） 

(1/1)円形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設   換気設備 中央制御室空調換気系 

No. 

ダクトサイズ 

(口径×板厚×長さ) 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 
外径 

(mm) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

1 φ900×0.8× 40 SPGC 901.6 0.47 
0.8 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 
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  FORMAT-Ⅱ ダクトの厚さ計算結果（排気ダクト） 

 (1/1)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設   換気設備 中央制御室空調換気系 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

材料 

許容引張応力＊

Ｓ 

(MPa) 

計算上 

必要な厚さ 

ｔ 

(mm) 

ダクト厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

2 800×800×0.8×  40 SPGC 67 0.07 
0.8 

3 805×805×3.2×  40 SS400 100 0.01 
3.2 

4 800×800×2.3×  40 SS400 100 0.03 
2.3 

5 800×800×1.2×  40 SPGC 67 0.09 
1.2 

6 2800×1550×1.2×  40 SPGC 67 0.17 
1.2 

評価：上記のダクトの最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

 

  

9
6 

 

 

  FORMAT-Ⅲ ダクトの応力計算結果（排気ダクト） 

     (1/1)円形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設   換気設備   中央制御室空調換気系 

No. 

ダクトサイズ 

(口径×板厚) 

(mm) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

一次応力 

合計応力 

(MPa) 

許容応力＊ 

(MPa) 

1 φ900×0.8 901.6 0.8 SPGC 40 12 100 

評価：ダクトの合計応力は，許容応力以下であるので，強度は十分である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

    Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 

 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 
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  FORMAT-Ⅳ ダクトの応力計算結果（排気ダクト） 

 (1/1)矩形のダクト 

  設備区分   放射線管理施設   換気設備 中央制御室空調換気系 

No. 

ダクトサイズ 

（長辺×短辺×板厚×長さ） 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

一次応力 

合計応力 

(MPa) 

許容応力＊ 

(MPa) 

2 800×800×0.8× 0.8 SPGC 40 18 100 

3 805×805×3.2× 3.2 SS400 40 14 150 

4 800×800×2.3× 2.3 SS400 40 12 150 

5 800×800×1.2× 1.2 SPGC 40 19 100 

6 2800×1550×1.2× 1.2 SPGC 40 23 100 

評価：ダクトの合計応力は，許容応力以下であるので，強度は十分である。 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表にＳ値の記載がないため，Ｓ値は 5/8Ｓｙと 1/4Ｓｕの小さい方の値とする。 

Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳ Ｇ ３３０２「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」に記載の常温における値 



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

注記＊：ガスケット外径又はフランジ外径のいずれか小さい方の値 
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  FORMAT-Ⅴ フランジの強度計算結果（排気ダクト） 

(1/1)円形のダクト ダクトサイズ：φ900×0.8 フランジサイズ：

No. 1 

フランジ及びボルトの応力

(1)設計条件及び諸元

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

Ｇ０
＊

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

40 965 SS41 100 SS41 54 29 クロロプレンゴム 0.5 2.5 

(2)フランジの応力

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.982E＋05 50 150 

(3)ボルトの応力

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

35 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 
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  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（排気ダクト） 

(1/5)矩形のダクト ダクトサイズ：800×800×0.8 フランジサイズ：

No. 2 

フランジ及びボルトの応力

(1)設計条件及び諸元

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

40 865 SS41 100 SS41 54 36 クロロプレンゴム 0.5 2.5 

(2)フランジの応力

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.356E＋05 31 150 

(3)ボルトの応力

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

19 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 
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  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（排気ダクト） 

(2/5)矩形のダクト ダクトサイズ：805×805×3.2 フランジサイズ：  

No. 3 

フランジ及びボルトの応力

(1)設計条件及び諸元

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

40 865 SS400 100 SS400 54 36 ロックウールフェルト ― 2.5 

(2)フランジの応力

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.768E＋05 35 150 

(3)ボルトの応力

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

25 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 

101 

  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（排気ダクト） 

(3/5)矩形のダクト ダクトサイズ：800×800×2.3 フランジサイズ：

No. 4 

フランジ及びボルトの応力

(1)設計条件及び諸元

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

40 865 SS400 100 SS400 54 36 ロックウールフェルト ― 2.5 

(2)フランジの応力

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

6.817E＋04 16 150 

(3)ボルトの応力

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

10 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 
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  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（排気ダクト） 

(4/5)矩形のダクト ダクトサイズ：800×800×1.2 フランジサイズ：  

No. 5 

フランジ及びボルトの応力

(1)設計条件及び諸元

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

40 865 SS41 100 SS41 54 36 石綿テープ ― 2.5 

(2)フランジの応力

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

3.090E＋05 69 150 

(3)ボルトの応力

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

44 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。



 S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-1-2-1 R0E 

注記＊：ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれか小さい方の値 
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  FORMAT-Ⅵ フランジの強度計算結果（排気ダクト） 

(5/5)矩形のダクト ダクトサイズ：2800×1550×1.2 フランジサイズ：

No. 6 

フランジ及びボルトの応力

(1)設計条件及び諸元

最高使用 

圧力 

(MPa) 

最高使用 

温度 

(℃) 

Ｇ０
＊ 

(mm) 

フランジ ボルト ガスケット 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｆ(MPa) 

材料 

最高使用温度 

における 

許容引張応力 

σｂ(MPa) 

本数 

ｎ 

ボルトの 

谷径 

ｄｂ 

(mm) 

材料 

ガスケット 

係数 

ｍ 

有効幅 

ｂ” 

(mm) 

40 2905 SS41 100 SS41 54 62 石綿テープ ― 2.5 

(2)フランジの応力

フランジに作用するモーメント フランジに生じる応力

Ｍ０ (N・mm) 
計算応力 

σｍａｘ (MPa) 

許容応力 

1.5σｆ (MPa) 

1.014E＋06 48 150 

(3)ボルトの応力

ボルトに生じる平均引張応力 

計算応力 

σ’ｍａｘ (MPa) 

許容応力 

σｂ (MPa) 

23 54 

評価 
フランジに生じる応力及びボルトに生じる応力は，設計・建設規格 PPC-3414に

規定される許容応力以下であるので強度は十分である。



Ⅵ-3-3-6-1-2 中央制御室空気供給系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-6-1-2-2 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2　管の応力計算書
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 MCRS-W-1SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 19.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 MCRS-W-2SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 19.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 MCRS-W-3SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 19.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 MCRS-W-4SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 19.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 19.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 MCRS-W-6SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 MCRS-W-7SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 

 MCRS-W-5SP

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2 R0                                                                 



・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 MCRS-C-1SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 MCRS-C-2SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 MCRS-C-3SP 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 

同等性
評価
区分

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無

条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2 R0                                                                 



　　　重大事故等対処設備
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1.　概要

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

 (1)　管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全10モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。

　　

1

 S
2
 
補
 
Ⅵ

-
3
-
3
-
6
-
1
-
2
-
2
-
2
(
重
)
 
R
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

　アンカ

　　[管クラス]

DB1 　クラス１管

DB2 　クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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空気ボンベ連結管接続口

中央制御室待避室正圧化装置

空気ボンベラック

中央制御室空気供給系概略系統図（その１）

中央制御室空気供給系

概略系統図（その５）へ

M
CR
S
-W
-
1S
P

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

3

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0                                                             

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0                                                             



空気ボンベ連結管接続口

中央制御室待避室正圧化装置

空気ボンベラック

中央制御室空気供給系概略系統図（その２）

中央制御室空気供給系

概略系統図（その５）へ

M
CR
S
-W
-
1S
P

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

4

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0                                                             

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0                                                             



空気ボンベ連結管接続口

中央制御室待避室正圧化装置

空気ボンベラック

中央制御室空気供給系概略系統図（その３）

中央制御室空気供給系

概略系統図（その５）へ

M
CR
S
-W
-
3S
P

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

5

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0                                                             

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0                                                             



空気ボンベ連結管接続口

中央制御室待避室正圧化装置

空気ボンベラック

中央制御室空気供給系概略系統図（その４）

中央制御室空気供給系

概略系統図（その５）へ

M
CR
S
-W
-
3S
P

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

6

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0                                                             

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0                                                             



空気ボンベ連結管接続口

中央制御室待避室正圧化装置

空気ボンベラック

M
C
R
S
-
W
-2
SP

M
C
R
S
-
W
-4
SP

M
C
R
S
-
W
-3
SP

MCRS-W-1SPMCRS-W-2SP

中央制御室空気供給系

概略系統図（その３）

中央制御室待避室正圧化装置

空気ボンベラックより

中央制御室空気供給系

概略系統図（その４）

中央制御室待避室正圧化装置

空気ボンベラックより

中央制御室空気供給系

概略系統図（その２）

中央制御室待避室正圧化装置

空気ボンベラックより

中央制御室空気供給系

概略系統図（その１）

中央制御室待避室正圧化装置

空気ボンベラックより

M
C
R
S
-
W
-4
SP

M
C
R
S
-
W
-5
SP

中央制御室空気供給系概略系統図（その５）

F

MCRS-C-1SP

MCRS-C-2SPMCRS-W-6SP

MCRS-W-7SP

中央制御室待避室内開放

MCRS-C-3SP

廃棄物処理建物 制御室建物

廃棄物処理

建物内開放

M
C
R
S
-
W
-4
SP

廃棄物処理

建物内開放

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

7

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0                                                             

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0                                                             



 2.2　鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であって

　解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥瞰図 MCRS-W-5SP(SA)(1/3)

9

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 MCRS-W-5SP(SA)(2/3)

1
0

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 MCRS-W-5SP(SA)(3/3)

1
1

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　MCRS-W-5SP

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

    1～14,15～20

    9～70,71～76

   24～33,37～41

   42～63,80～89

   93～97,98～47

3. 計算条件

 3.1　計算条件

  1 19.60  40 SUS304TP

  27.2   2.9 SUS304TP  2 0.60  40

  27.2   3.9

12
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　MCRS-W-5SP

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   14～15    70～71

   20,24,76,80    21,77

   23,79    33,37,89,93

   34,90    36,92

   41～42,97～98

13
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71273550
長方形

71273550
長方形



　弁部の寸法

鳥  瞰  図　MCRS-W-5SP

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

14～15 20～21

21～22 22～23

21～24 33～34

34～35 35～36

34～37 41～42

70～71 76～77

77～78 78～79

77～80 89～90

90～91 91～92

90～93 97～98
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MCRS-W-5SP

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1

7

16

19

22

25

32

35

38

49

56

63

72

75

78

81

88

91

94

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)

15
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS304TP  40 ― ― ― 129

材    料
 許容応力(MPa)

16

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
3
-
3
-
6
-
1
-
2
-
2
-
2
(
重
)
 
R
0



4. 評価結果

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

 MCRS-W-5SP   20 Ｓｐｒｍ
＊1  67 193

 MCRS-W-5SP   20 Ｓｐｒｍ
＊2  70 232

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区 分

一次応力評価(MPa)

1
7

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0



5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格  251 52 193 3.71 ―  251 57 232 4.07 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   23 43 193 4.48 ―   23 47 232 4.93 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   150 58 193 3.32 ―  150 61 232 3.80 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   88 52 193 3.71 ―   88 57 232 4.07 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   20 67 193 2.88 ○   20 70 232 3.31 ○

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   17 12 193 16.08 ―   17 12 232 19.33 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

4  MCRS-W-4SP

5  MCRS-W-5SP

6  MCRS-W-6SP

3  MCRS-W-3SP

評価点 裕度 代表

1  MCRS-W-1SP

No.
配管

モデル
適用規格

一次応力(1)＊1
一次応力(2)

＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2  MCRS-W-2SP

評価点 裕度 代表

1
8

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0



    代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

    代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   41 9 193 21.44 ―   41 9 232 25.77 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   23 13 193 14.84 ―   23 13 232 17.84 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   29 9 193 21.44 ―   29 9 232 25.77 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   22 13 193 14.84 ―   22 13 232 17.84 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

8  MCRS-C-1SP

評価点 裕度 代表裕度 代表

7  MCRS-W-7SP

No.
配管

モデル
適用規格

一次応力(1)
＊1

10  MCRS-C-3SP

9  MCRS-C-2SP

評価点

1
9

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-2(重) R0E



 

 

 

 

 

Ⅵ-3-3-6-1-2-2-3 管（可搬）の強度計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-6「重大事故等クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-

13「重大事故等クラス３機器の強度評価方法」に基づいて計算を行う。 
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1. 管の強度計算書 

  設計・建設規格で考慮されている裕度を参考にした，実条件を踏まえた耐圧試験結果 

 継手類耐圧試験結果（重大事故等クラス３管） 

名称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 
耐圧試験倍率 耐圧試験結果 評価 

空気供給装置連結管 19.60 24.50 ＊ 1.25 良 適合 

注記＊：気圧による。 

1 

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-2-2-3 R0E 
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Ⅵ-3-3-6-1-3 緊急時対策所換気空調系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-6-1-3-2 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-6-1-3-2-2　管の応力計算書
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まえがき

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

　計算を行う。

　　評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

　語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

 EMR HVAC-E-A1 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.60 40 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 EMR HVAC-E-H2 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 0.0063 50 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2

 

配管モデル
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

クラスアップするか 条件アップするか

ＳＡ条件
施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価
区分

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件

既工認
におけ
る評価
結果の
有無
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　　　重大事故等対処設備
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1.　概要

　　本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

　強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

　管の応力計算を実施した結果を示したものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

 (1)　管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全2モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果についても記載する。
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2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち本系統の管であって計算書作成対象範囲外の管

　及び他系統の管であって系統の概略を示すために表記

　する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

　アンカ

　　[管クラス]

DB1 　クラス１管

DB2 　クラス２管

SA2 　重大事故等クラス２管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管
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緊急時対策所換気空調系概略系統図

緊急時対策所内開放

大気開放

大気開放

緊急時対策所内開放

屋外 緊急時対策所

緊急時対策本部

建物加圧空気配管接続口

建物加圧空気配管接続口

建物ダクト接続口

建物ダクト接続口

EMR HVAC-E-A1

EMR HVAC-E-H2 [注] 太線範囲の管クラス：SA2

3

 

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-3-2-2(重) R0                                                                 



 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」，重大

　事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系

　の管であって計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であって

　解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥瞰図 EMR HVAC-E-A1(SA)(1/3)

5

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-3-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 EMR HVAC-E-A1(SA)(2/3)

6

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-3-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図 EMR HVAC-E-A1(SA)(3/3)

7

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-3-2-2(重) R0

71273550
多角形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　EMR HVAC-E-A1

管
番
号

対応する評価点

最高
使用
圧力
(MPa)

最高
使用
温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料

    1～46,47～86

   43～89,90～92

   51～120,121～123

   92～162,163～164

  123～206,207～208

  165～174,175～179

  180～182,185～189

  190～197,209～219

  220～178

  3   198～199 0.60  40  114.3   6.0 SUS304TP

3. 計算条件

 3.1　計算条件

  1 0.60  40   60.5   3.9 SUS304TP

  2 0.60  40   76.3   5.2 SUS304TP
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　EMR HVAC-E-A1

質量 対応する評価点

    1,86

  182,185

  199
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　EMR HVAC-E-A1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   46～47,89～90   120～121

  162,1621,1623,163,206,2061  2063,207

 1624,2064  1626,2066

  174～175,189～190   219～220

  179～180

10
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　EMR HVAC-E-A1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

46～47 89～90

120～121 162～1621

1621～1622 1622～1623

1621～1624 1624～1625

1625～1626 1621～163

174～175 179～180

189～190 206～2061

2061～2062 2062～2063

2061～2064 2064～2065

2065～2066 2061～207

219～220

11
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥  瞰  図　EMR HVAC-E-A1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

2

8

13

19

23

27

33

38

45

53

55

58

64

70

74

79

85

     157

    1622

    1625

     169

     173

     181

     186

     191

     196

     201

    2062

    2065

     210

     215

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥  瞰  図　EMR HVAC-E-A1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     221

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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 3.2　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

　設計・建設規格に規定の応力計算に用いる許容応力

最高使用温度

(℃) Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS304TP  40 ― ― ― 129

材    料
 許容応力(MPa)
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4.　評価結果

　　下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管

設計・建設規格　PPC-3520の規定に基づく評価

計算応力 許容応力

Ｓｐｒｍ
＊1 1.5・Ｓｈ

Ｓｐｒｍ
＊2 1.8・Ｓｈ

 EMR HVAC-E-A1   46 Ｓｐｒｍ
＊1  12 193

 EMR HVAC-E-A1   46 Ｓｐｒｍ
＊2  13 232

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。

　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図
最 大 応 力

評  価  点

最 大 応 力

区　     分

一次応力評価(MPa)

1
5
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5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

　評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管）

計算
応力

許容
応力

計算
応力

許容
応力

(MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

設計・建設規格   46   12   193 16.08 ○   46   13   232 17.84 ○

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

設計・建設規格   11    6   192 32.00 ―   11    6   230 38.33 ―

告示第５０１号 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)及び告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。

    ＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)及び告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

評価点 裕度 代表

1

No.
配管

モデル
適用規格

一次応力(1)
＊1

 EMR HVAC-E-A1

 EMR HVAC-E-H2

一次応力(2)
＊2

供用状態Ｅ
許容応力状態ＶＡ

2

評価点 裕度 代表

1
6

S2 補 Ⅵ-3-3-6-1-3-2-2(重) R0E
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1. 概要 

本計算書は，ドライウェルの強度計算書である。 

ドライウェルは，設計基準対象施設のドライウェルを重大事故等クラス２容器として兼用す

る機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，ドライウェルの構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，昭和 59年 9月 17日付け

59資庁第 8283号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)，(2)）（以下「既工認」と

いう。）に示す手法に従い構造強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ドライウェルの構造計画を表 2－1に示す。 

 



2
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ドライウェルは EL10100mm

以下においてコンクリートに

埋設されており，原子炉建物

及び原子炉建物基礎スラブと

一体となっている。 

上下部半球胴部円筒形の鋼

製容器（胴部内径 22800mm，

全高 mm）であり，板厚

は ㎜である。 

ドライウェル主フランジは

ドライウェルに取り付けられ

る，板厚 mmの鋼製構造物

である。 

（単位：mm） 

EL10100 

22800 

原子炉建物基礎スラブ 

原子炉建物 
ドライウェル 

Ａ部 

ドライウェル上ふた円筒胴 

ドライウェル 

主フランジ 

Ａ部詳細図 

（ドライウェル主フランジ詳細） 

φ9220 

ボルト 
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2.2 評価方針 

ドライウェルの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及び

Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方

針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定

する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等が許容限界内に収まること

を，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価

結果」に示す。 

ドライウェルの構造強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ドライウェルの構造強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007） 

 

  

ドライウェルの構造強度評価 

計算モデルの設定 

重大事故等による荷重 

理論式による応力計算 

重大事故等時における応力 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ フランジ外径 mm 

Ｂ フランジ内径 mm 

Ｃ ボルト穴中心円直径 mm 

Ⅾ 死荷重  ― 

Ⅾｉ 直径（ｉ＝1，2，3） mm 

ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

Ｇ ガスケット平均直径 mm 

Ｇｉ 内側ガスケット中心直径 mm 

Ｇｏ 外側ガスケット中心直径 mm 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） ―，kPa 

Ｒ ボルト穴中心円からハブとフランジ背面の交点までの 

半径方向の距離 

mm 

Ｒｉ 半径（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

σＨ ハブの軸方向応力 MPa 

σＲ フランジの半径方向応力 MPa 

σＲ’ ボルト穴の中心円におけるフランジの半径方向応力 MPa 

σＴ フランジの周方向応力 MPa 
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3. 評価部位

ドライウェルの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に示す。

Ⅾ１＝9220 Ⅾ２＝22800 Ｒ１＝8673 Ｒ２＝1656 Ｒ３＝790 

Ｒ４＝11400 １＝ ２＝ ３＝ ４＝

５＝ ６＝ ７＝ ｔ１＝ ｔ２＝

ｔ３＝ ｔ４＝ ｔ５＝

（単位：mm） 

図 3－1 ドライウェルの形状及び主要寸法（その 1） 

＊
1 

＊
2 

注記＊1：SGV480相当 

＊2：SPV490相当 
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① ドライウェル主フランジ ②ドライウェル上ふた円筒胴

Ａ＝ Ｂ＝9220 Ｃ＝ Ｄ3＝ Ｇ＝

Ｇｉ＝ Ｇｏ＝ ｇ０＝ Ｒ＝ ｔ６＝

ここに，Ｇ＝(Ｇｉ＋Ｇｏ)／2 Ｒ＝(Ｃ－Ｂ)／2－ｇ０

（単位：mm） 

図 3－1 ドライウェルの形状及び主要寸法（その 2） 

Ａ 

Ｒ 

φＤ3

φＤ3

Ｒ 

Ａ部詳細図 

φＡ 

φＣ 

φＢ 

 ｇ０ 

ｇ０ 

φＡ 

φＣ 

φＢ 

ｔ
６

ｔ
６

Ｂ 

φＧo

 φＧ 
φＧi 

Ｂ部詳細図 

1 

2 
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表 3－1 使用材料表 

 

 

使用部位 使用材料 備考 

ドライウェル 
SGV49 SGV480相当 

SPV50 SPV490相当 

ボルト SNCM439 ― 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) ドライウェルの構造強度評価として，ドライウェルに作用する自重及び圧力荷重を用い

て，参照図書(1)，(2)に示す既工認の手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

ドライウェルの荷重の組合せ及び供用状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

ドライウェルの許容応力はⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス

２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき，表 4－2 及び表 4－3 に示すとおりとす

る。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ドライウェルの使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 4－4に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 供用状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 
ドライウェル 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 

(Ⅴ（Ｓ）-1) 

(Ⅴ（Ｓ）-2) 
重大事故等時＊2 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊2：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表4－2 重大事故等クラス２容器の許容応力 

応力分類 

供用 

状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ 1.5×2/3・Ｓｕ 

注記＊：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

 

表4－3 重大事故等クラス２耐圧部テンションボルトの許容応力 

応力分類 

供用 

状態 

平均引張応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ 

注記＊：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

ドライウェル 

SGV49＊1 
周囲環境

温度 
200 － － 422 － 

SPV50＊2 
周囲環境

温度 
200 － － 545 － 

ボルト SNCM439 
周囲環境

温度 
200 ― ― 865 ― 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：SPV490相当 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。

内圧ＰＳＡ 853 kPa（ＳＡ後） 

温度ＴＳＡ 200 ℃（ＳＡ後） 

(2) 死荷重

a. ドライウェルの自重  N 

b. ウェルディングパッド支持荷重  N 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力評価点 

ドライウェルの応力評価点は，ドライウェルを構成する部材の形状及び荷重伝達経路

を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 4－5 及び図

4－1に示す。 

表 4－5 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ ドライウェル上ふた球形部とナックル部の接合部 

Ｐ２ 円筒部とナックル部の接合部 

Ｐ３ ナックル部と球形部の接合部

Ｐ４ 球形部の板厚変化部 

Ｐ５ 球形部と円筒部の接合部 

Ｐ６ 円筒部 

Ｐ７ 円筒部と球形部の接合部 

Ｐ８ 基部 

Ｐ９ ドライウェル主フランジ 

Ｐ１０ ボルト 
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図 4－1 ドライウェルの応力評価点（その 1） 
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図 4－1 ドライウェルの応力評価点（その 2） 

  

Ｐ１０ 

Ｐ９ 
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4.3.2 応力計算方法 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)，(2)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点Ｐ１～Ｐ８は，既工認の各荷重による応力を比倍（圧力比）し評価する。 

応力評価点Ｐ９，Ｐ１０は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2003)「圧力容器の構造―一般事

項」附属書 3（規定）「圧力容器のボルト締めフランジ」及び附属書 5（規定）「金属面接

触フランジ」に基づいて評価する。 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ドライウェルの重大事故等時の状態を考慮した場合の構造強度評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足している。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 5－1に示す。 
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評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル 

Ｐ１ 
ドライウェル上ふた球形部

とナックル部の接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 223 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ２ 
円筒部とナックル部の 

接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 202 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ３ 
ナックル部と球形部の 

接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 374 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ４ 球形部の板厚変化部 一次膜応力＋一次曲げ応力 144 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ５ 球形部と円筒部の接合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 222 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ６ 円筒部 
一次一般膜応力 289 363 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 289 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ７ 円筒部と球形部の接合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 222 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ８ 基部 一次膜応力＋一次曲げ応力 144 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 

 

  

表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 
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評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル 
Ｐ９ 

ドライ 

ウェル主 

フランジ 

ハブの軸方向応力 σＨ 37 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

ボルト穴の中心円における 

フランジの半径方向応力 
σＲ’ 185 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

フランジの半径方向応力 σＲ 6 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

フランジの周方向応力 σＴ 1 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

組合せ応力 
(σＨ＋σＲ)／2 22 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

(σＨ＋σＴ)／2 19 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ１０ ボルト 平均引張応力 397 576 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 

 

 

 

 

表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 
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6. 参照図書 

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-5-1「ドライウェルの強度計算書」 

(2) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1「原子炉格納容器胴の基本板厚計算書」 
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 Ⅵ-3-3-7-1-7 機器搬入口の強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，機器搬入口の強度計算書である。 

機器搬入口は，設計基準対象施設の機器搬入口を重大事故等クラス２容器として兼用する機

器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，機器搬入口の構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，昭和 59年 9月 17日付け

59資庁第 8283号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」とい

う。）に示す手法に従い構造強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

機器搬入口の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

機器搬入口は，ドライウェル 

に支持される。 

内径 mm，板厚 mm，長

さ ㎜の円筒胴，板厚

mmの鏡板及びフランジで

構成される鋼製構造物であ

る。 

（単位：mm） 

機器搬入口 拡大図 

鏡板 

円筒胴 

フランジ

φ

機器搬入口 

ドライウェル 

ドライウェル 
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2.2 評価方針 

機器搬入口の応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-

3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する

箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等が許容限界内に収まることを，

「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結

果」に示す。 

機器搬入口の構造強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 機器搬入口の構造強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007） 

  

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

計算モデルの設定 

理論式による応力計算 

機器搬入口の構造強度評価 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

ｄ１ 直径 mm 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） ―，kPa 

Ｒｈ 半径 mm 

Ｒｉ 半径 mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3） mm 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

Ｗ 荷重 ― 
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3. 評価部位

機器搬入口の形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に示す。

注記＊：Ｗ（荷重）の作用点を示す。 

①フランジ ②鏡板 ③ブラケット ④スイングボルト

⑤ピン ⑥ブラケット ⑦円筒胴 ⑧補強板

ｄ１＝ ｔ１＝ ｔ２＝ ｔ３＝ １＝

 ２＝ ３＝ ４＝ Ｒｉ＝11400 Ｒｈ＝3600 

（単位：mm） 

図 3－1 機器搬入口の形状及び主要寸法 

① ② ⑧ ⑦⑤ ⑥ ③ ④ 

２

ｔ３ Ｗ 

Ｒｉ 

３

１

ｄ
１
 

ｔ
１
 ｔ２ 

４

＊
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

フランジ SGV49 SGV480相当 

鏡板 SGV49 SGV480相当 

円筒胴 SGV49 SGV480相当 

補強板 SPV50 SPV490相当 

ブラケット SGV49 SGV480相当 

スイングボルト SNCM439 ― 

ピン SNCM439 ― 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 機器搬入口の構造強度評価として，機器搬入口に作用する自重及び圧力荷重を用いて，

参照図書(1)に示す既工認の手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

機器搬入口の荷重の組合せ及び供用状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

機器搬入口の許容応力はⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２

支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき，表 4－2に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

機器搬入口の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 供用状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 
機器搬入口 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 

(Ⅴ（Ｓ）-1) 

(Ⅴ（Ｓ）-2) 
重大事故等時＊2 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊2：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表4－2 重大事故等クラス２容器の許容応力 

応力分類 

供用 

状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ 1.5×2/3・Ｓｕ 

注記＊：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

 

表4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

フランジ，鏡板 

及び円筒胴 
SGV49＊1 

周囲環境

温度 
200 ― ― 422 ― 

補強板 SPV50＊2 
周囲環境

温度 
200 ― ― 545 ― 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：SPV490相当 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。

内圧ＰＳＡ 853 kPa（ＳＡ後） 

温度ＴＳＡ 200 ℃（ＳＡ後） 

(2) 死荷重

a. 機器搬入口の自重  N 

b. ドライウェルの自重

機器搬入口より上部のドライウェルの自重及び付加物の重量を死荷重とする。

4.3 計算方法 

4.3.1 応力評価点 

機器搬入口の応力評価点は，機器搬入口を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考

慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 4－4及び図 4－1

に示す。 

表 4－4 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 鏡板中央部 

Ｐ２ フランジ

Ｐ３＊ ブラケットとフランジとの結合部 

Ｐ４＊ ブラケットと円筒胴との結合部 

Ｐ５＊ ピン取付部 

Ｐ６＊ スイングボルト

Ｐ７＊ ピン 

Ｐ８ 
機器搬入口円筒胴 

（Ｐ８－Ａ～Ｐ８－Ｃ） 

Ｐ９ 
機器搬入口本体と補強板との結合部 

（Ｐ９－Ａ～Ｐ９－Ｃ） 

注記＊：機器搬入口は円筒胴がドライウェル内側に突き出した内開き式 

ハッチであり，Ｐ３～Ｐ７については，内圧による荷重が発生

しないため，評価を行わない。 
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図 4－1 機器搬入口の応力評価点 

  

：応力評価点 

Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

Ａ部詳細 Ｂ－Ｂ矢視 

Ｐ２ 

Ｐ１ 

Ｐ９ 
Ａ 

Ｐ８ 
Ａ 

Ｐ８ 
Ｂ 

Ｐ９ 
Ｂ 

Ｐ８ 
Ｃ 

Ｐ９ 
Ｃ 

Ｐ８ 
Ａ 

Ｐ９ 
Ａ 

Ｐ３ Ｐ６ Ｐ４ Ｐ７ Ｐ５ 

Ｐ９は，補強板側を示す。 
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4.3.2 応力計算方法 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点Ｐ１は，圧力を受ける薄肉球かくの応力算出式を用いて評価する。 

応力評価点Ｐ２は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2003)「圧力容器の構造―一般事項」附属

書 3（規定）「圧力容器のボルト締めフランジ」等を用いて，圧力によりフランジに生じ

る荷重を算出し，この荷重を用いてリングモデルでフランジの評価をする。 

応力評価点Ｐ８及びＰ９は，既工認の各荷重による応力を比倍（圧力比）し評価する。 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

機器搬入口の重大事故等時の状態を考慮した場合の構造強度評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足している。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 5－1に示す。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

機器搬入口 

Ｐ１ 鏡板中央部 

一次一般膜応力 41 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 41 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ２ フランジ 一次膜応力＋一次曲げ応力 54 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

機器搬入口 

Ｐ８－Ａ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 22 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 22 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ８－Ｂ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 22 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 22 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ８－Ｃ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 22 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 22 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ９－Ａ 
機器搬入口本体と 

補強板との結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 291 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ９－Ｂ 
機器搬入口本体と 

補強板との結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 290 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ９－Ｃ 
機器搬入口本体と 

補強板との結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 289 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-5-5「機器搬入口の強度計算書」 
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1. 概要 

本計算書は，逃がし安全弁搬出ハッチの強度計算書である。 

逃がし安全弁搬出ハッチは，設計基準対象施設の逃がし安全弁搬出ハッチを重大事故等クラ

ス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，逃がし安全弁搬出ハッチの構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，昭和 59年 9月 17日付け

59資庁第 8283号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」とい

う。）に示す手法に従い構造強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

逃がし安全弁搬出ハッチの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

逃がし安全弁搬出ハッチは，

ドライウェルに支持される。 

内径 mm，板厚 mm，長

さ ㎜の円筒胴，板厚

mmの鏡板及びフランジで

構成される鋼製構造物であ

る。 

（単位：mm） 

鏡板 

フランジ

￥

円筒胴 

φ

逃がし安全弁搬出ハッチ 

拡大図 

逃がし安全弁搬出ハッチ 

ドライウェル 

ドライウェル 
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2.2 評価方針 

逃がし安全弁搬出ハッチの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説

明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計

算の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」

にて設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等が許容限界内に収

まることを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を

「5. 評価結果」に示す。 

逃がし安全弁搬出ハッチの構造強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 逃がし安全弁搬出ハッチの構造強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007） 

  

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

計算モデルの設定 

理論式による応力計算 

逃がし安全弁搬出ハッチの構造強度評価 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

ｄ１ 直径 mm 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） ―，kPa 

Ｒｈ 半径 mm 

Ｒｉ 半径 mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3） mm 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

Ｗ 荷重 ― 
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3. 評価部位

逃がし安全弁搬出ハッチの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に

示す。 

注記＊：Ｗ（荷重）の作用点を示す。 

① フランジ ② 鏡板 ③ ブラケット ④ ボルト ⑤ 円筒胴 ⑥ 補強板

ｄ１ ＝ ｔ１ ＝ ｔ２ ＝ ｔ３ ＝

 １ ＝  ２ ＝  ３ ＝  4 ＝

Ｒｈ ＝1900 Ｒi ＝11400 

（単位：mm） 

図 3－1 逃がし安全弁搬出ハッチの形状及び主要寸法 

① 

② 

⑤ ③

④ 

⑥ 

２３
ｔ２ 

ｔ
１
 

ｄ
１
 

球Ｒｉ 

１

ｔ３ ４

Ｗ＊ 
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

フランジ SGV49 SGV480相当 

鏡板 SGV49 SGV480相当 

円筒胴 SGV49 SGV480相当 

補強板 SPV50 SPV490相当 

ブラケット SGV49 SGV480相当 

ボルト SNCM439 ― 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 逃がし安全弁搬出ハッチの構造強度評価として，逃がし安全弁搬出ハッチに作用する自

重及び圧力荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

逃がし安全弁搬出ハッチの荷重の組合せ及び供用状態のうち，重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

逃がし安全弁搬出ハッチの許容応力はⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事

故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき，表 4－2 に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

逃がし安全弁搬出ハッチの使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 供用状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

逃がし安全弁 

搬出ハッチ 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 

(Ⅴ（Ｓ）-1) 

(Ⅴ（Ｓ）-2) 
重大事故等時＊2 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊2：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表4－2 重大事故等クラス２容器の許容応力 

応力分類 

供用 

状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ 1.5×2/3・Ｓｕ 

注記＊：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

 

表4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

フランジ，鏡板 

及び円筒胴 
SGV49＊1 

周囲環境

温度 
200 ― ― 422 ― 

補強板 SPV50＊2 
周囲環境

温度 
200 ― ― 545 ― 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：SPV490相当 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。

内圧ＰＳＡ 853 kPa（ＳＡ後） 

温度ＴＳＡ 200 ℃（ＳＡ後） 

(2) 死荷重

a. 逃がし安全弁搬出ハッチの自重  N 

b. ドライウェルの自重

逃がし安全弁搬出ハッチより上部のドライウェルの自重及び付加物の重量を死荷重

とする。 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力評価点 

逃がし安全弁搬出ハッチの応力評価点は，逃がし安全弁搬出ハッチを構成する部材の

形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力

評価点を表 4－4及び図 4－1に示す。 

表 4－4 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 鏡板中央部 

Ｐ２ フランジ

Ｐ３＊ ブラケットとフランジとの結合部 

Ｐ４＊ ブラケットと円筒胴との結合部 

Ｐ５＊ ボルトのねじ部 

Ｐ６ 
逃がし安全弁搬出ハッチ円筒胴 

（Ｐ６－Ａ～Ｐ６－Ｃ） 

Ｐ７ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体と補強板との結合部 

（Ｐ７－Ａ～Ｐ７－Ｃ） 

注記＊：逃がし安全弁搬出ハッチは円筒胴がドライウェル内側に突き出 

した内開き式ハッチであり，Ｐ３～Ｐ５については，内圧によ 

る荷重が発生しないため，評価を行わない。 
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図 4－1 逃がし安全弁搬出ハッチの応力評価点 

  

Ａ－Ａ矢視 
：応力評価点 

Ａ 

Ａ 

Ｐ６ 
Ｃ 

Ｐ７ 
Ｃ 

Ｐ６ 
Ａ 

Ｐ７ 
Ａ 

Ｐ２ 

Ｐ４ Ｐ３ 

Ｐ５ 

Ｐ１ 

Ｐ７ 
Ａ 

Ｐ６ 
Ａ 

Ｐ６ 
Ｂ 

Ｐ７ 
Ｂ 

Ｐ７は，補強板側を示す。 
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4.3.2 応力計算方法 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点Ｐ１は，圧力を受ける薄肉球かくの応力算出式を用いて評価する。 

応力評価点Ｐ２は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2003)「圧力容器の構造―一般事項」附属

書 3（規定）「圧力容器のボルト締めフランジ」等を用いて，圧力によりフランジに生じ

る荷重を算出し，この荷重を用いてリングモデルでフランジの評価をする。 

応力評価点Ｐ６及びＰ７は，既工認の各荷重による応力を比倍（圧力比）し評価する。 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

逃がし安全弁搬出ハッチの重大事故等時の状態を考慮した場合の構造強度評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 5－1に示す。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

逃がし安全弁 

搬出ハッチ 

Ｐ１ 鏡板中央部 

一次一般膜応力 30 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 30 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ２ フランジ 一次膜応力＋一次曲げ応力 33 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

逃がし安全弁 

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
逃がし安全弁 

搬出ハッチ円筒胴 

一次一般膜応力 12 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 12 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ６－Ｂ 
逃がし安全弁 

搬出ハッチ円筒胴 

一次一般膜応力 12 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 12 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ６－Ｃ 
逃がし安全弁 

搬出ハッチ円筒胴 

一次一般膜応力 12 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 12 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ７－Ａ 

逃がし安全弁 

搬出ハッチ本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 153 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ７－Ｂ 

逃がし安全弁 

搬出ハッチ本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 149 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ７－Ｃ 

逃がし安全弁 

搬出ハッチ本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 144 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-5-6「逃がし安全弁搬出ハッチの強度計算書」 
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 Ⅵ-3-3-7-1-11 制御棒駆動機構搬出ハッチの強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，制御棒駆動機構搬出ハッチの強度計算書である。 

制御棒駆動機構搬出ハッチは，設計基準対象施設の制御棒駆動機構搬出ハッチを重大事故等

クラス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，制御棒駆動機構搬出ハッチの構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，昭和 59年 9月 17日付け

59資庁第 8283号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」とい

う。）に示す手法に従い構造強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

制御棒駆動機構搬出ハッチの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

制御棒駆動機構搬出ハッチ

は，ドライウェルに支持され

る。 

内径 mm，板厚 mm，長

さ ㎜の円筒胴，板厚

mmの鏡板及びフランジで

構成される鋼製構造物であ

る。 

（単位：mm） 

制御棒駆動機構搬出ハッチ 拡大図 

（Ａから見る） 

鏡板 

円筒胴 

フランジ

φ

ドライウェル 

制御棒駆動機構搬出ハッチ 

ドライウェル 

Ａ 
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2.2 評価方針 

制御棒駆動機構搬出ハッチの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する

説明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度

計算の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部

位」にて設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等が許容限界内

に収まることを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果

を「5. 評価結果」に示す。 

制御棒駆動機構搬出ハッチの構造強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 制御棒駆動機構搬出ハッチの構造強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007） 

  

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

計算モデルの設定 

理論式による応力計算 

制御棒駆動機構搬出ハッチの構造強度評価 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

ｄ１ 直径 mm 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） ―，kPa 

Ｒｈ 半径 mm 

Ｒｉ 半径 mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3） mm 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

Ｗ 荷重 ― 
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3. 評価部位

制御棒駆動機構搬出ハッチの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1

に示す。 

注記＊：Ｗ（荷重）の作用点を示す。 

①フランジ ②鏡板 ③ブラケット ④ボルト

⑤円筒胴 ⑥補強板

ｄ１＝ ｔ１＝ ｔ２＝ ｔ３＝ １＝

 ２＝ ３＝ ４＝ Ｒｉ＝11400 Ｒｈ＝1400 

（単位：mm） 

図 3－1 制御棒駆動機構搬出ハッチの形状及び主要寸法 

① 

⑤ ③ ④ ⑥ 

② 

ｔ３ ４

Ｒｉ 

１
３２

ｔ２ 

ｄ
１
 

ｔ
１
 

Ｗ＊ 
球Ｒｈ 
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

フランジ SGV49 SGV480相当 

鏡板 SGV49 SGV480相当 

円筒胴 SGV49 SGV480相当 

補強板 SPV50 SPV490相当 

ブラケット SGV49 SGV480相当 

ボルト SNCM439 ― 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 制御棒駆動機構搬出ハッチの構造強度評価として，制御棒駆動機構搬出ハッチに作用す

る自重及び圧力荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い構造強度評価を行

う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

制御棒駆動機構搬出ハッチの荷重の組合せ及び供用状態のうち，重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

制御棒駆動機構搬出ハッチの許容応力はⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大

事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき，表 4－2 及び表 4－3 に示

すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

制御棒駆動機構搬出ハッチの使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 4－4に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 供用状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

制御棒駆動機構 

搬出ハッチ 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 

(Ⅴ（Ｓ）-1) 

(Ⅴ（Ｓ）-2) 
重大事故等時＊2 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊2：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表4－2 重大事故等クラス２容器の許容応力 

応力分類 

供用 

状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ 1.5×2/3・Ｓｕ 

注記＊：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

 

表4－3 重大事故等クラス２耐圧部テンションボルトの許容応力 

応力分類 

供用 

状態 

平均引張応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ 

注記＊：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

フランジ，鏡板， 

円筒胴及びブラケット 
SGV49＊1 

周囲環境

温度 
200 ― ― 422 ― 

補強板 SPV50＊2 
周囲環境

温度 
200 ― ― 545 ― 

ボルト SNCM439 
周囲環境

温度 
200 ― ― 865 ― 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：SPV490相当 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。

内圧ＰＳＡ 853 kPa（ＳＡ後） 

温度ＴＳＡ 200 ℃（ＳＡ後） 

(2) 死荷重

a. 制御棒駆動機構搬出ハッチの自重  N 

b. ドライウェルの自重

制御棒駆動機構搬出ハッチより上部のドライウェルの自重及び付加物の重量を死荷

重とする。 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力評価点 

制御棒駆動機構搬出ハッチの応力評価点は，制御棒駆動機構搬出ハッチを構成する部

材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した

応力評価点を表 4－5及び図 4－1に示す。 

表 4－5 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 鏡板中央部 

Ｐ２ フランジ

Ｐ３ ブラケットとフランジとの結合部 

Ｐ４ ブラケットと円筒胴との結合部 

Ｐ５ ボルト 

Ｐ６ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ円筒胴 

（Ｐ６－Ａ～Ｐ６－Ｃ） 

Ｐ７ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ本体と補強板 

との結合部（Ｐ７－Ａ～Ｐ７－Ｃ） 
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図 4－1 制御棒駆動機構搬出ハッチの応力評価点 

  

：応力評価点 

Ａ 

Ａ－Ａ矢視 

Ａ 

Ｐ６ 
Ａ 

Ｐ７ 
Ａ 

Ｐ３ Ｐ４ 

Ｐ５ 

Ｐ６ 
Ａ 

Ｐ６ 
Ｂ 

Ｐ７ 
Ｂ 

Ｐ２ 

Ｐ１ 

Ｐ７ 
Ａ 

Ｐ６ 
Ｃ 

Ｐ７ 
Ｃ 

Ｐ７は，補強板側を示す。 



 

13 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-3
-
7-
1-
11
 R
0 

 

4.3.2 応力計算方法 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点Ｐ１は，圧力を受ける薄肉球かくの応力算出式を用いて評価する。 

応力評価点Ｐ２は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2003)「圧力容器の構造―一般事項」附属

書 3（規定）「圧力容器のボルト締めフランジ」等を用いて，圧力によりフランジに生じ

る荷重を算出し，この荷重を用いてリングモデルでフランジの評価をする。 

応力評価点Ｐ３～Ｐ５は，Ｐ２評価時に算出した設計ボルト荷重と，各評価断面の断

面性能より評価する。 

応力評価点Ｐ６及びＰ７は，既工認の各荷重による応力を比倍（圧力比）し評価する。 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

制御棒駆動機構搬出ハッチの重大事故等時の状態を考慮した場合の構造強度評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 5－1に示す。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

制御棒駆動機構 

搬出ハッチ 

Ｐ１ 鏡板中央部 
一次一般膜応力 22 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 22 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ２ フランジ 一次膜応力＋一次曲げ応力 177 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ３ 
ブラケットと 

フランジとの結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 121 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ４ 
ブラケットと 

円筒胴との結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 121 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ５ ボルト 平均引張応力 194 576 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

制御棒駆動機構 

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
制御棒駆動機構 

搬出ハッチ円筒胴 

一次一般膜応力 8 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ６－Ｂ 
制御棒駆動機構 

搬出ハッチ円筒胴 

一次一般膜応力 8 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ６－Ｃ 
制御棒駆動機構 

搬出ハッチ円筒胴 

一次一般膜応力 8 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ７－Ａ 

制御棒駆動機構 

搬出ハッチ本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 287 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ７－Ｂ 

制御棒駆動機構 

搬出ハッチ本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 292 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ７－Ｃ 

制御棒駆動機構 

搬出ハッチ本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 288 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-5-7「制御棒駆動機構搬出ハッチの強度計算書」 
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1. 概要 

本計算書は，所員用エアロックの強度計算書である。 

所員用エアロックは，設計基準対象施設の所員用エアロックを重大事故等クラス２容器とし

て兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，所員用エアロックの構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，昭和 59年 9月 17日付け

59資庁第 8283号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」とい

う。）に示す手法に従い構造強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

所員用エアロックの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

所員用エアロックは，ドライ

ウェルに支持される。

内径 mm，板厚 ～

mm，長さ ㎜の円筒胴

及び板厚 mmの扉等で構成

される鋼製構造物である。  

（単位：mm） 

所員用エアロック 拡大図 

円筒胴 

φ

外側扉 

内側扉 

ドライウェル 

所員用エアロック 

ドライウェル 
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2.2 評価方針 

所員用エアロックの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基

本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて

設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等が許容限界内に収まる

ことを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 

評価結果」に示す。 

所員用エアロックの構造強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 所員用エアロックの構造強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007） 

  

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

計算モデルの設定 

理論式による応力計算 

所員用エアロックの構造強度評価 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

ｄ１ 直径 mm 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） ―，kPa 

Ｒｉ 半径 mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

Ｗ 荷重 ― 
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3. 評価部位

所員用エアロックの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に示

す。 

注記＊：Ｗ（荷重）の作用点を示す。 

① 内側扉 ② 外側扉 ③ 内側隔壁 ④ 外側隔壁 ⑤ 円筒胴 ⑥ 補強板

ｄ１ ＝ ｔ１ ＝ ｔ２ ＝

ｔ３ ＝ ｔ４ ＝ ｔ５ ＝

ｔ６ ＝ ｔ７ ＝ ｔ８ ＝

 １ ＝  ２ ＝  ３ ＝

 ４ ＝  ５ ＝  ６ ＝

Ｒｉ ＝11400 

（単位：mm） 

図 3－1 所員用エアロックの形状及び主要寸法 

ｔ
８
 

Ｒｉ 

② ③ 
④ ⑤ ⑥ 

① 

Ｗ＊ 

ｔ４ 

ｔ３ 

４

６

３

５

１２

ｔ６ 

ｔ
５
 

ｔ２ 

ｔ
１
 

ｄ
１
 

ｔ
７
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

内側扉 SGV49 SGV480相当 

外側扉 SGV49 SGV480相当 

内側隔壁 SGV49 SGV480相当 

外側隔壁 SGV49 SGV480相当 

垂直，水平ビーム SGV49 SGV480相当 

円筒胴 SGV49 SGV480相当 

補強板 SPV50 SPV490相当 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 所員用エアロックの構造強度評価として，所員用エアロックに作用する自重及び圧力荷

重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

所員用エアロックの荷重の組合せ及び供用状態のうち，重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

所員用エアロックの許容応力はⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等ク

ラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき，表 4－2に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

所員用エアロックの使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 供用状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

所員用 

エアロック 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 

(Ⅴ（Ｓ）-1) 

(Ⅴ（Ｓ）-2) 
重大事故等時＊2 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊2：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

  



  

 

9 

S2 補 Ⅵ-3-3-7-1-15 R0 

表4－2 重大事故等クラス２容器の許容応力 

応力分類 

供用 

状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ 1.5×2/3・Ｓｕ 

注記＊：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

 

表4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

内側扉，外側扉，内側隔壁，

外側隔壁，垂直ビーム， 

水平ビーム及び円筒胴 

SGV49＊1 
周囲環境

温度 
200 ― ― 422 ― 

補強板 SPV50＊2 
周囲環境

温度 
200 ― ― 545 ― 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：SPV490相当 

 



10 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-3
-7
-1
-1
5 
R0
 

4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。

内圧ＰＳＡ 853 kPa（ＳＡ後） 

温度ＴＳＡ 200 ℃（ＳＡ後） 

(2) 死荷重

a. 所員用エアロックの自重  N 

b. ドライウェルの自重

所員用エアロックより上部のドライウェルの自重及び付加物の重量を死荷重とする。

4.3 計算方法 

4.3.1 応力評価点 

所員用エアロックの応力評価点は，所員用エアロックを構成する部材の形状及び荷重

伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 4－

4及び図 4－1に示す。 

表 4－4 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 内側扉 

Ｐ２ 外側扉 

Ｐ３ 内側隔壁板 

Ｐ４ 内側隔壁垂直ビーム 

Ｐ５ 内側隔壁上部水平ビーム 

Ｐ６ 内側隔壁下部水平ビーム 

Ｐ７ 外側隔壁板 

Ｐ８ 外側隔壁垂直ビーム 

Ｐ９ 外側隔壁上部水平ビーム 

Ｐ１０ 外側隔壁下部水平ビーム 

Ｐ１１ 
所員用エアロック円筒胴 

（Ｐ１１－Ａ～Ｐ１１－Ｃ） 

Ｐ１２ 
所員用エアロック本体と補強板との結合部 

（Ｐ１２－Ａ～Ｐ１２－Ｃ） 
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図 4－1 所員用エアロックの応力評価点 

  

Ａ Ｂ 

Ｂ Ａ 

Ｐ７ 

：応力評価点 

Ａ－Ａ矢視 Ｂ－Ｂ矢視 

Ｐ８ 

Ｐ１２ 

Ｐ１２ 

Ｂ Ｐ１１ 

Ｂ 

Ｐ９ 
Ｐ２ 

Ｐ１２ 

Ｃ 

Ｐ１１ 

Ｃ 

Ｐ１０ 

Ｐ１１ 

Ａ 

Ａ 

Ｐ５ 

Ｐ１ 

Ｐ３ 

Ｐ４ 

Ｐ６ 

Ｐ１１ 
Ａ Ｐ１２ 

Ａ 

Ｐ１２は，補強板側を示す。 
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4.3.2 応力計算方法 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点Ｐ１及びＰ２は，等分布荷重を受ける 4 辺支持の矩形板にモデル化し評価

する。 

応力評価点Ｐ３は，等分布荷重を受ける周辺固定の円板にモデル化し評価する。 

応力評価点Ｐ４～Ｐ６及びＰ８～Ｐ１０は，等分布荷重を受ける両端支持はりにモデ

ル化し評価する。 

応力評価点Ｐ７は，等分布荷重を受ける周辺固定のだ円板にモデル化し評価する。 

応力評価点Ｐ１１及びＰ１２は，既工認の各荷重による応力を比倍（圧力比）し評価

する。 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

所員用エアロックの重大事故等時の状態を考慮した場合の構造強度評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足している。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 5－1に示す。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

所員用 

エアロック 

Ｐ１ 内側扉 一次膜応力＋一次曲げ応力 57 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ２ 外側扉 一次膜応力＋一次曲げ応力 57 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ３ 内側隔壁板 一次膜応力＋一次曲げ応力 164 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ４ 内側隔壁垂直ビーム 一次膜応力＋一次曲げ応力 254 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ５ 内側隔壁上部水平ビーム 一次膜応力＋一次曲げ応力 34 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ６ 内側隔壁下部水平ビーム 一次膜応力＋一次曲げ応力 31 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ７ 外側隔壁板 一次膜応力＋一次曲げ応力 147 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ８ 外側隔壁垂直ビーム 一次膜応力＋一次曲げ応力 311 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ９ 外側隔壁上部水平ビーム 一次膜応力＋一次曲げ応力 41 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ１０ 外側隔壁下部水平ビーム 一次膜応力＋一次曲げ応力 36 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

所員用 

エアロック 

Ｐ１１－Ａ 
所員用エアロック

円筒胴 

一次一般膜応力 65 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 65 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ１１－Ｂ 
所員用エアロック

円筒胴 

一次一般膜応力 65 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 65 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ１１－Ｃ 
所員用エアロック

円筒胴 

一次一般膜応力 65 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 65 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ１２－Ａ 

所員用エアロック

本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 277 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ１２－Ｂ 

所員用エアロック

本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 300 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ１２－Ｃ 

所員用エアロック

本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 289 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-5-4「所員用エアロックの強度計算書」 

 



Ⅵ-3-3-7-2 圧力低減設備その他の安全設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-7-2-2-1-3 サプレッションチェンバスプレイ管の強度計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-3-2-9「重大事

故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表 

機器名称 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 

評価 

区分 

同等性 

評価区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

サプレッション 

チェンバ 

スプレイ管 

既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 3.92 104 3.92 200 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 
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1. 概要 

本計算書は，サプレッションチェンバスプレイ管の強度計算書である。 

サプレッションチェンバスプレイ管は，設計基準対象施設のサプレッションチェンバスプレ

イ管を重大事故等クラス２管として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２管として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，サプレッションチェン

バスプレイ管の構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，昭和 59年 9月 17日付け

59資庁第 8283号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」とい

う。）に示す手法に従い構造強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

サプレッションチェンバスプレイ管の構造計画を表 2－1に示す。 

 



 

 

2
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表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サプレッションチェンバスプ

レイ管は，サプレッションチ

ェンバに支持される。 

サプレッションチェンバスプ

レイ管案内管は，サプレッシ

ョンチェンバ貫通部に支持さ

れる。 

サプレッションチェンバスプ

レイ管は，外径 114.3mm及び

厚さ 6.0mmのパイプで作ら

れ，直径約 37.9mの円環構造

である。 

サプレッションチェンバスプ

レイ管案内管は外径 114.3mm

及び厚さ 6.0mmのパイプで作

られ，サプレッションチェン

バスプレイ管とサプレッショ

ンチェンバ貫通部をつなぐ構

造である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

Ａ Ａ 

Ｂ Ｂ 

Ａ－Ａ矢視図 

Ｂ部詳細図 

管継手 

スプレイ管案内管 

スプレイ管 

サプレッションチェンバスプレイ管 

サプレッションチェンバスプレイ管案内管 

37860 

サプレッションチェンバ 

サプレッションチェンバ貫通部 
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2.2 評価方針 

サプレッションチェンバスプレイ管の応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件

に関する説明書」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」にて設定した荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において重大

事故等時における温度，圧力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

サプレッションチェンバスプレイ管の構造強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 サプレッションチェンバスプレイ管の構造強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55年 10月 30日 通商産業省告示 

第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 

  

解析モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

応力解析による応力計算 

サプレッションチェンバスプレイ管の構造強度評価 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重，直径 ―，mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ｍ 質量 kg/m 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） ―，MPa 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｔ 温度 ℃ 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

ｔ 厚さ mm 

ν ポアソン比 ― 
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3. 評価部位 

サプレッションチェンバスプレイ管の形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位

を表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

図 3－1 サプレッションチェンバスプレイ管の形状及び主要寸法 

 

 

表 3－1 使用材料表 

 

  

使用部位 使用材料 備考 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 

及びスプレイ管案内管 

STS42 STS410相当 

サプレッションチェンバスプレイ管 

Ｄ 

37860 

サプレッションチェンバ 

Ｄ＝114.3 

ｔ＝6.0 

補強リング 

ｔ 

管断面 

断面Ａ－Ａ 

サプレッションチェンバスプレイ管案内管 

Ａ Ａ 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) サプレッションチェンバスプレイ管の構造強度評価として，サプレッションチェンバス

プレイ管に作用する自重及び圧力荷重を用いて，構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

サプレッションチェンバスプレイ管の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷

重の組合せは，組み合わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定す

る。 

 

4.2.2 許容応力 

サプレッションチェンバスプレイ管の許容応力は，Ⅵ-3-2-9「重大事故等クラス２管

の強度計算方法」に基づき表 4－2及び表 4－3に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

サプレッションチェンバスプレイ管の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－4及び表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 

重大事故等 

クラス２管 
Ｄ＋ＰＳＡ 重大事故等時 

 

 

表4－2 許容応力（設計・建設規格 PPC-3520） 

            応力分類 

供用状態   
一次応力 

重大事故等時＊ 1.5・Ｓ 

注記＊：設計・建設規格の設計条件での許容応力を用いる。 

 

 

表4－3 許容応力（告示第５０１号第56条） 

            応力分類 

許容応力状態 
一次応力 

重大事故等時＊ Ｓ 

注記＊：告示第５０１号の設計条件での許容応力を用いる。 

 

  



  

 

8 

S2 補 Ⅵ-3-3-7-2-2-1-3 R0 

表4－4 設計・建設規格に基づく構造強度評価に用いる使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｍ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓ 

（MPa） 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 

及びスプレイ管案内管 

STS42＊ 
周囲環境

温度 
200 ― ― ― 103 

注記＊：STS410相当 

 

表4－5 告示第５０１号に基づく構造強度評価に用いる使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｍ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓ 

（MPa） 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 

及びスプレイ管案内管 

STS42＊ 
周囲環境

温度 
200 ― ― ― 103 

注記＊：STS410相当 

 



9 

S2
 補

 Ⅵ
-
3-
3-

7-
2-

2-
1-

3 
R0
 

4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての設計荷重

重大事故等対処設備としての評価圧力，評価温度及び死荷重は，以下のとおりとする。

a.評価圧力及び評価温度

圧力ＰＳＡ 3.92MPa 

温度ＴＳＡ 200℃ 

b.死荷重

死荷重＊    N/m 

注記＊：管内保有水及びノズルの重量を含めた自重を死荷重とする。 

4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルの概要を以下に示す。 

a. サプレッションチェンバスプレイ管は，3次元はり要素による有限要素解析手法を適用

する。解析モデルを図 4－1に，機器の諸元について表 4－6に示す。

b. 拘束条件は，以下とする。

・補強リングとの取り合いにおける配管サポート部においては，レストレイントを支持条

件（ ）とする。

・スプレイ管案内管と配管貫通部との結合部においては，アンカ部を固定条件（

）とする。 

c. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。
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図 4－1 解析モデル 

 

スプレイ管案内管 

スプレイ管案内管 

拘束記号 

アンカ 

レストレイント 

90° 
180° 

0° 

サプレッションチェンバ貫通部 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 

サプレッションチェンバ 

貫通部 

X-200A 

270° 

X-200B 
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表 4－6 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

質量 ｍ kg/m 

温度条件 Ｔ ℃ 35 

縦弾性係数 Ｅ MPa 202000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 

節点数 ― ― 
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4.4 計算方法 

サプレッションチェンバスプレイ管の応力評価点は，サプレッションチェンバスプレイ管

を構成する各部材において，発生応力が最も大きくなる箇所とする。選定した応力評価点を

表 4－7及び図 4－2に示す。 

各評価点は「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析から得られた荷重を用いて評価する。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

 

表 4－7 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ スプレイ管 

Ｐ２ スプレイ管えび状の管部 

Ｐ３ スプレイ管ティー部 

Ｐ４ スプレイ管案内管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 サプレッションチェンバスプレイ管の応力評価点 

  

P3 

P1 

P4 

拘束記号 

アンカ 

レストレイント 

P2 
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4.5 計算条件 

応力解析に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

 

4.6 応力の評価 

「4.4 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

サプレッションチェンバスプレイ管の重大事故等時の状態を考慮した場合の構造強度評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 5－1及び表 5－2に示す。 
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表 5－1 設計・建設規格に基づく重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ） 

 

  評価対象設備 応力評価点 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッション

チェンバ 

スプレイ管 

Ｐ１ スプレイ管 一次応力 38 154 〇  

Ｐ２ スプレイ管えび状の管部 一次応力 62 154 〇  

Ｐ３ スプレイ管ティー部 一次応力 93 154 〇  

Ｐ４ スプレイ管案内管 一次応力 67 154 〇  
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表 5－2 告示第５０１号に基づく重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ） 

 

  評価対象設備 応力評価点 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッション

チェンバ 

スプレイ管 

Ｐ１ スプレイ管 一次応力 38 103 〇  

Ｐ２ スプレイ管えび状の管部 一次応力 42 103 〇  

Ｐ３ スプレイ管ティー部 一次応力 46 103 〇  

Ｐ４ スプレイ管案内管 一次応力 44 103 〇  
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6. 参照図書 

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-5-19「サプレッションチェンバスプレイ管の強度計算書」 

 



Ⅵ-3-3-7-2-2-4 残留熱代替除去系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-7-2-2-4-2 弁の強度計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-10「重大事故等クラス

２弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 
既設 
or 

新設 

施設時の 
技術基準 
に対象と 
する施設 
の規定が 
あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 
おける 

評価結果 
の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 
区分 

評価 
クラス 

クラス 
アップ 
の有無 

施設時 
機器 

クラス 

ＤＢ 
クラス 

ＳＡ 
クラス 

条件 
アップ 
の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

MV2BB-7 新設 ― ― ― ― SA-2 ― ― ― 2.50 185 ― ― 設計・建設規格 ― SA-2 

S2 補 Ⅵ-3-3-7-2-2-4-2 R0 
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1.1　設計仕様

系　統　：　残留熱代替除去系

止め弁 150

（A）

MV2BB-7

機器の区分 重大事故等クラス２弁

呼び径 材料
弁番号 種類

弁箱 弁ふた ボルト

S
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補

Ⅵ
-3
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3
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-
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-
4
-2

R
0

2

70572338
長方形



1.2　強度計算書

系　統　： 残留熱代替除去系 MV2BB-7 1

　設計条件 ネック部の厚さ

　最高使用圧力Ｐ (MPa) 　ｄｎ (mm)

　最高使用温度Ｔｍ (℃) 　ｄｎ/ｄｍ

　弁箱又は弁ふたの厚さ 　ℓ (mm)

　弁箱材料 　ｔｍ1 (mm)

　弁ふた材料 　ｔｍ2 (mm)

　Ｐ1 (MPa) 　ｔｍａ1 (mm)

　Ｐ2 (MPa) 　ｔｍａ2 (mm)

　ｄｍ (mm)

　ｔ1 (mm) 評価　： ｔｍａ1　≧　ｔｍ1

　ｔ2 (mm) ｔｍａ2　≧　ｔｍ2

　ｔ (mm) よって十分である。

　ｔａｂ (mm)

　ｔａｆ (mm)

評価　： ｔａｂ ≧　ｔ
ｔａｆ ≧　ｔ

よって十分である。

設計・建設規格 告示第５０１号 設計・建設規格 告示第５０１号

2.50

185

7.5 ―

6.4 ―

2.00 ―

5.17 ―

7.1 ―

9.6 ―

7.5 ―

弁番号 シート
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系　統　： 残留熱代替除去系 MV2BB-7 2

フランジ及びフランジボルトの応力解析

　設計条件 モーメントの計算

　ＰFD (MPa) 4.38 　ＨD (N) 1.267 × 10 5

　Ｐeq (MPa) 1.88 　ｈD (mm) 19.5 

　Ｔm (℃) 185 　ＭD (N･mm) 2.470 × 10 6

　Ｍｅ (N･mm) 　ＨG (N) 1.377 × 10 5

　Ｆｅ (N) 　ｈG (mm) 22.7 

フランジの形式 JIS B8265図2(b)(7) 　ＭG (N･mm) 3.122 × 10 6

フランジ 　ＨT (N) 3.168 × 10 4

　材料 　ｈT (mm) 28.3 

　　σfa (MPa) 　ＭT (N･mm) 8.975 × 10 5

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 120 　Ｍo (N･mm) 6.490 × 10 6

　　σfb (MPa) 　Ｍg (N･mm) 1.009 × 10 7

最高使用温度(使用状態) 120 フランジの厚さと係数

　Ａ (mm) 　ｔ (mm)

　Ｂ (mm) 　Ｋ 1.55 

　Ｃ (mm) 　ｈｏ (mm)

　ｇ0 (mm) 　ｆ 1.00 

　ｇ1 (mm) 　Ｆ 0.742 

　ｈ (mm) 　Ｖ 0.171 

　ボルト 　ｅ (mm-1) 0.01340

　材料 　ｄ (mm3) 419184 

　　σa (MPa) 　Ｌ 0.94 

常温(ｶﾞｽｹｯﾄ締付時)(20℃) 173 　Ｔ 1.69 

　　σb (MPa) 　Ｕ 5.04 

最高使用温度(使用状態) 173 　Ｙ 4.59 

　ｎ 　Ｚ 2.42 

　ｄｂ (mm) 　応力の計算

　ガスケット 　σHo (MPa) 46 

　材料 　σRo (MPa) 53 

　ガスケット厚さ (mm) 　σTo (MPa) 16 

　Ｇ (mm) 　σHg (MPa) 58 

　ｍ 　σRg (MPa) 82 

　ｙ (N/mm2) 　σTg (MPa) 25 

　ｂｏ (mm)

　ｂ (mm) 応力の評価　： σHo　≦　１．５・σfb

　Ｎ (mm) σRo　≦　１．５・σfb

　Gs (mm) σTo　≦　１．５・σfb

　ボルトの計算

　Ｈ (N) 1.584 × 10 5 σHg　≦　１．５・σfa

　Ｈｐ (N) 1.377 × 10 5 σRg　≦　１．５・σfa

　Ｗm1 (N) 2.961 × 10 5 σTg　≦　１．５・σfa

　Ｗm2 (N) 2.014 × 10 5

　Ａm1 (mm2) 1.711 × 10 3 よって十分である。

　Ａm2 (mm2) 1.164 × 10 3

　Ａm (mm2) 1.711 × 10 3

　Ａb (mm2)

　Ｗo (N) 2.961 × 10 5

　Ｗg (N) 4.453 × 10 5

評価　： Ａm　＜　Ａb

よって十分である。

弁番号 シート
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Ⅵ-3-3-8 その他発電用原子炉の附属施設の強度に関する説明書 
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Ⅵ-3-3-8-2 火災防護設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-8-2-2　４４ｍ盤消火タンクの強度計算書
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1.  計算条件

 1.1  計算部位

      概要図に強度計算箇所を示す。

 1.2  設計条件

    液体の比重 1.00

図1－1  概要図

    最高使用圧力（MPa）
    最高使用温度（℃）

静水頭
66
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0

図中の番号は次頁以降の

計算項目番号を示す。

 1



2.　強度計算

 2.1　開放タンクの胴の厚さの計算

      設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3920準用）

胴板名称 (1) 胴板

材料 SM400A

水頭 Ｈ （m）  6.6900

最高使用温度 （℃）  66     

胴の内径 Ｄｉ （m）  5.73  

液体の比重 ρ  1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa）  100     

継手効率 η  0.70  

継手の種類    

放射線検査の有無 無し

必要厚さ ｔ１ （mm） 3.00  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.69  

必要厚さ ｔ３ （mm） 4.50  

ｔ１，ｔ２，ｔ３の大きい値 ｔ （mm） 4.50  

呼び厚さ ｔｓｏ （mm） 6.00  

最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60  

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。

突合せ両側溶接
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2.2　開放タンクの底板の厚さの計算

 （イ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3960(1)準用）

       底板の形：平板

 （ロ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3970(1)準用）

底板の厚さ

底板名称 (1) 底板

材料 SM400A

必要厚さ ｔ （mm） 3.00          

呼び厚さ ｔｂｏ （mm） 6.00          

最小厚さ ｔｂ （mm） 4.70          

評価：ｔｂ≧ｔ，よって十分である。
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   　開放タンクの底板の厚さの計算
 （イ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3960(1)準用）
       底板の形：平板

 （ロ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3970(2)準用）

取付け方法及び穴の有無

平板名称 (2) 側マンホール平板

平板の取付け方法 （ｎ）

平板の穴の有無 無し

 （ハ）設計・建設規格 PVD-3310

     （ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3適用）

平板の厚さ

平板名称 (2) 側マンホール平板

平板材料 SS400

ボルト材料 SS400 (直径40mm超えるもの)

ガスケット材料

ガスケット厚さ （mm） 3.0  

ガスケット座面の形状 1a-II

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07 

最高使用温度 （℃） 66    

平板の許容引張応力 Ｓ （MPa） 100    
常温(ガスケット締付時)
(20℃) Ｓａ （MPa） 54    

最高使用温度(使用状態) Ｓｂ （MPa） 54    

ボルト中心円の直径 Ｃ （mm） 730.00 

ボルト呼び M30   

ボルト本数 ｎ 24    

ボルト谷径 ｄｂ （mm） 26.211

実際のボルト総有効断面積 Ａｂ （mm2） 1.295×104

ガスケット接触面の外径 Ｇｓ （mm） 690.00 

ガスケット接触面の幅 Ｎ （mm） 37.50 

ガスケット係数 ｍ 2.00 

最小設計締付圧力 ｙ （N/mm2） 11.0  

ガスケット座の基本幅 ｂｏ （mm） 18.75 

ガスケット座の有効幅 ｂ （mm） 10.91 

平板の径（ガスケット有効径） ｄ＝Ｇ （mm） 668.18 

内圧による全荷重 Ｗ＝Ｈ （N） 2.300×104

使用状態での最小ボルト荷重 Ｗｍ１ （N） 2.902×104

ガスケット締付最小ボルト荷重 Ｗｍ２ （N） 2.520×105

使用状態 Ａｍ１ （mm2） 537.3  

ガスケット締付時 Ａｍ２ （mm2） 4.666×103

いずれか大きい値 Ａｍ （mm2） 4.666×103

使用状態 Ｗｏ （N） 2.902×104

ボルト荷重 ガスケット締付時 Ｗｇ （N） 4.756×105

いずれか大きい値 Ｆ （N） 4.756×105

モーメントアーム ｈｇ （mm） 30.91 

取付け方法による係数 Ｋ 1.16 

必要厚さ ｔ （mm） 18.41 

呼び厚さ ｔｐｏ （mm） 20.00 

最小厚さ ｔｐ （mm） 20.00 

評価：ｔｐ≧ｔ，よって十分である。

ボルトの許容
引張応力

ボルトの所要
総有効断面積

非石綿ジョイントシート
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2.3　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.5842

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 70     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.28  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 12.70  

最小厚さ ｔｎ （mm） 10.63  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(1) 側マンホール

STPY400

継手無し
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注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part 5 表 5(備考)2．ロ．に基づき0.7倍した値を用いた。

*
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0495

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.02  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.40  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.40  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50  

最小厚さ ｔｎ （mm） 4.01  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(2) 受入

STPG370-S

継手無し

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.1432

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.05  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 11.00  

最小厚さ ｔｎ （mm） 8.82  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(3) 流体出口

STPG370-S

継手無し

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0971

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.04  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 8.60  

最小厚さ ｔｎ （mm） 6.72  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(4) テストライン

STPG370-S

継手無し

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0

 8



   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0495

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.02  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.40  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.40  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50  

最小厚さ ｔｎ （mm） 4.01  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(5) ミニマムフロー

STPG370-S

継手無し

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.1432

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.05  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 11.00  

最小厚さ ｔｎ （mm） 8.82  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(6) ドレン

STPG370-S

継手無し

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0623

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.03  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.70  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.70  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 7.00  

最小厚さ ｔｎ （mm） 5.32  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(7) 予備

STPG370-S

継手無し

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0971

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.04  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 8.60  

最小厚さ ｔｎ （mm） 6.72  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(8) オーバーフロー

STPG370-S

継手無し

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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2.4　開放タンクの補強を要しない穴の最大径の計算

 　　設計・建設規格 PVD-3512

胴板名称 (1) 胴板

評価：補強の計算を要する85mmを超える穴の名称 側マンホール(2.5(1))

流体出口(2.5(2))

テストライン(2.5(3))

ドレン(2.5(4))

オーバーフロー(2.5(5))

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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2.5　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用）

参照附図　ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (1) 側マンホール

胴板材料 SM400A

管台材料 STPY400

強め板材料 SM400A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 70   

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100   

穴の径 ｄ （mm） 588.34

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 622.00

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 10.63

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.28

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm
2
）  1.118×10

3

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 588.34

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 588.34

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 1176.68

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 11.50

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 11.50

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 4.70

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 1255.00

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 609.60

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 6.00

溶接寸法 Ｌ２ （mm） 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 0.00

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm
2
）  1.583×10

3

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm
2
） 337.8 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm
2
） 36.00

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm
2
）  2.665×10

3

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm
2
）  4.622×10

3

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

S
2
 
補

Ⅵ
-3
-
3
-
8
-2
-
2
 
R
0

*

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part 5 表 5(備考)2．ロ．に基づき0.7倍した値を用いた。
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部材名称 (1) 側マンホール

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  3.039×105

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -4.131×104

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -4.131×104

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

　　　以上より十分である。

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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   　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用）

参照附図　ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (2) 流体出口

胴板材料 SM400A

管台材料 STPG370-S

強め板材料 SM400A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 93   

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100   

穴の径 ｄ （mm） 147.55

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 177.20

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 8.82

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.06

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 279.8 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 147.55

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 147.55

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 295.10

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 11.50

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 11.50

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 4.70

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 400.00

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 165.20

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 6.00

溶接寸法 Ｌ２ （mm） 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 9.00

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2） 397.9 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2） 376.4 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2） 117.0 

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2） 610.5 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）  1.502×103

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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部材名称 (2) 流体出口

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  1.104×105

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -6.472×103

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -6.472×103

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

　　　以上より十分である。

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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   　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用）

参照附図　ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (3) テストライン

胴板材料 SM400A

管台材料 STPG370-S

強め板材料 SM400A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 93   

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100   

穴の径 ｄ （mm） 100.85

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 126.30

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 6.72

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.04

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 191.4 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 100.85

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 100.85

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 201.70

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 11.50

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 11.50

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 4.70

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 305.00

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 114.30

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 6.00

溶接寸法 Ｌ２ （mm） 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 9.00

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2） 271.7 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2） 286.9 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2） 117.0 

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2） 410.8 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）  1.086×103

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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部材名称 (3) テストライン

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  8.147×104

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -3.422×103

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -3.422×103

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

　　　以上より十分である。

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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   　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用）

参照附図　ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (4) ドレン

胴板材料 SM400A

管台材料 STPG370-S

強め板材料 SM400A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 93   

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100   

穴の径 ｄ （mm） 147.55

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 177.20

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 8.82

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.06

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 279.8 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 147.55

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 147.55

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 295.10

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 11.50

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 11.50

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 4.70

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 400.00

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 165.20

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 6.00

溶接寸法 Ｌ２ （mm） 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 9.00

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2） 397.9 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2） 376.4 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2） 117.0 

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2） 610.5 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）  1.502×103

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0

 20



部材名称 (4) ドレン

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  1.104×105

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -6.472×103

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -6.472×103

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

　　　以上より十分である。

S
2
 補

Ⅵ
-
3-

3
-8

-
2-

2
 R

0
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   　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用）

参照附図　ＷＥＬＤ－１２ 

部材名称 (5) オーバーフロー

胴板材料 SM400A

管台材料 STPG370-S

強め板材料 SM400A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 93   

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100   

穴の径 ｄ （mm） 100.85

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 126.30

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 6.72

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.04

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 191.4 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 100.85

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 100.85

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 201.70

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 11.50

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 4.70

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 305.00

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 114.30

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 6.00

溶接寸法 Ｌ２ （mm） 

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2） 271.7 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2） 143.1 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2） 36.00

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2） 410.8 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2） 861.6 

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。
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部材名称 (5) オーバーフロー

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  5.899×104

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -3.422×103

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -3.422×103

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

　　　以上より十分である。
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Ⅵ-3-3-8-2-3　４５ｍ盤消火タンクの強度計算書
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1. 計算条件

 1.1  計算部位

概要図に強度計算箇所を示す。

 1.2  設計条件

    液体の比重 1.00

図1－1  概要図

    最高使用圧力（MPa）
    最高使用温度（℃）

静水頭
66
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図中の番号は次頁以降の

計算項目番号を示す。
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2. 強度計算

 2.1　開放タンクの胴の厚さの計算

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3920準用）

胴板名称 (1) 胴板

材料 SM400A

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

胴の内径 Ｄｉ （m） 5.73  

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 100     

継手効率 η 0.70  

継手の種類

放射線検査の有無 無し

必要厚さ ｔ１ （mm） 3.00  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.69  

必要厚さ ｔ３ （mm） 4.50  

ｔ１，ｔ２，ｔ３の大きい値 ｔ （mm） 4.50  

呼び厚さ ｔｓｏ （mm） 6.00  

最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60  

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。

突合せ両側溶接
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2.2　開放タンクの底板の厚さの計算

（イ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3960(1)準用）

底板の形：平板

（ロ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3970(1)準用）

底板の厚さ

底板名称 (1) 底板

材料 SM400A

必要厚さ ｔ （mm） 3.00

呼び厚さ ｔｂｏ （mm） 6.00

最小厚さ ｔｂ （mm） 4.70

評価：ｔｂ≧ｔ，よって十分である。
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　開放タンクの底板の厚さの計算
（イ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3960(1)準用）

底板の形：平板

（ロ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3970(2)準用）

取付け方法及び穴の有無

平板名称 (2) 側マンホール平板

平板の取付け方法 （ｎ）

平板の穴の有無 無し

（ハ）設計・建設規格 PVD-3310

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3適用）

平板の厚さ

平板名称 (2) 側マンホール平板

平板材料 SS400

ボルト材料 SS400 (直径40mm超えるもの)

ガスケット材料

ガスケット厚さ （mm） 3.0  

ガスケット座面の形状 1a-II

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07 

最高使用温度 （℃） 66    

平板の許容引張応力 Ｓ （MPa） 100    
常温(ガスケット締付時)
(20℃) Ｓａ （MPa） 54    

最高使用温度(使用状態) Ｓｂ （MPa） 54    

ボルト中心円の直径 Ｃ （mm） 730.00 

ボルト呼び M30   

ボルト本数 ｎ 24    

ボルト谷径 ｄｂ （mm） 26.211

実際のボルト総有効断面積 Ａｂ （mm2） 1.295×104

ガスケット接触面の外径 Ｇｓ （mm） 690.00 

ガスケット接触面の幅 Ｎ （mm） 37.50 

ガスケット係数 ｍ 2.00 

最小設計締付圧力 ｙ （N/mm2） 11.0  

ガスケット座の基本幅 ｂｏ （mm） 18.75 

ガスケット座の有効幅 ｂ （mm） 10.91 

平板の径（ガスケット有効径） ｄ＝Ｇ （mm） 668.18 

内圧による全荷重 Ｗ＝Ｈ （N） 2.300×104

使用状態での最小ボルト荷重 Ｗｍ１ （N） 2.902×104

ガスケット締付最小ボルト荷重 Ｗｍ２ （N） 2.520×105

使用状態 Ａｍ１ （mm2） 537.3  

ガスケット締付時 Ａｍ２ （mm2） 4.666×103

いずれか大きい値 Ａｍ （mm2） 4.666×103

使用状態 Ｗｏ （N） 2.902×104

ボルト荷重 ガスケット締付時 Ｗｇ （N） 4.756×105

いずれか大きい値 Ｆ （N） 4.756×105

モーメントアーム ｈｇ （mm） 30.91 

取付け方法による係数 Ｋ 1.16 

必要厚さ ｔ （mm） 18.41 

呼び厚さ ｔｐｏ （mm） 20.00 

最小厚さ ｔｐ （mm） 20.00 

評価：ｔｐ≧ｔ，よって十分である。

ボルトの許容
引張応力

ボルトの所要
総有効断面積

非石綿ジョイントシート
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2.3　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.5842

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 70  

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.28  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 12.70  

最小厚さ ｔｎ （mm） 10.63  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(1) 側マンホール

STPY400

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0495

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.02  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.40  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.40  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50  

最小厚さ ｔｎ （mm） 4.01  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(2) 受入

STPG370-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.1208

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.05  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 9.50  

最小厚さ ｔｎ （mm） 7.51  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(3) 流体出口

STPG370-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0739

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.03  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 7.60  

最小厚さ ｔｎ （mm） 5.85  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(4) テストライン

STPG370-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0495

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.02  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.40  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.40  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50  

最小厚さ ｔｎ （mm） 4.01  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(5) ミニマムフロー

STPG370-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.1432

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.05  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 11.00  

最小厚さ ｔｎ （mm） 8.82  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(6) ドレン

STPG370-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0623

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.03  

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.70  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.70  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 7.00  

最小厚さ ｔｎ （mm） 5.32  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(7) 予備

STPG370-S

継手無し
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   　開放タンクの管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用）

管台名称

材料

水頭 Ｈ （m） 6.6900

最高使用温度 （℃） 66     

管台の内径 Ｄi （m） 0.0971

液体の比重 ρ 1.00  

許容引張応力 Ｓ （MPa） 93     

継手効率 η 1.00  

継手の種類

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.04  

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50  

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 8.60  

最小厚さ ｔｎ （mm） 6.72  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

(8) オーバーフロー

STPG370-S

継手無し
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2.4　開放タンクの補強を要しない穴の最大径の計算

 　　設計・建設規格 PVD-3512

胴板名称 (1) 胴板

評価：補強の計算を要する85mmを超える穴の名称 側マンホール(2.5(1))

流体出口(2.5(2))

ドレン(2.5(3))

オーバーフロー(2.5(4))
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R
0
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2.5　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用）

参照附図　ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (1) 側マンホール

胴板材料 SM400A

管台材料 STPY400

強め板材料 SM400A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 70   

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100   

穴の径 ｄ （mm） 588.34

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 622.00

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 10.63

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.28

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm
2
）  1.118×10

3

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 588.34

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 588.34

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 1176.68

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 11.50

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 11.50

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 4.70

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 1255.00

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 609.60

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 6.00

溶接寸法 Ｌ２ （mm） 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 0.00

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm
2
）  1.583×10

3

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm
2
） 337.8 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm
2
） 36.00

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm
2
）  2.665×10

3

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm
2
）  4.622×10

3

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

S
2
 
補

Ⅵ
-3
-
3
-
8
-2
-
3
 
R
0

*

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part 5 表 5(備考)2．ロ．に基づき0.7倍した値を用いた。
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部材名称 (1) 側マンホール

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  3.039×10
5

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -4.131×10
4

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -4.131×10
4

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

以上より十分である。

S
2
 
補

Ⅵ
-3
-
3
-
8
-2
-
3
 
R
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   　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用）

参照附図　ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (2) 流体出口

胴板材料 SM400A

管台材料 STPG370-S

強め板材料 SM400A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 93   

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100   

穴の径 ｄ （mm） 124.78

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 151.80

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 7.51

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.05

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm
2
） 236.6 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 124.78

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 124.78

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 249.55

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 11.50

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 11.50

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 4.70

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 400.00

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 139.80

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 6.00

溶接寸法 Ｌ２ （mm） 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 9.00

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm
2
） 336.5 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm
2
） 320.4 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm
2
） 117.0 

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm
2
） 515.8 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm
2
）  1.290×10

3

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

S
2
 
補

Ⅵ
-3
-
3
-
8
-2
-
3
 
R
0
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部材名称 (2) 流体出口

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  9.533×10
4

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -5.104×10
3

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -5.104×10
3

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

以上より十分である。

S
2
 
補

Ⅵ
-3
-
3
-
8
-2
-
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   　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用）

参照附図　ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (3) ドレン

胴板材料 SM400A

管台材料 STPG370-S

強め板材料 SM400A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 93   

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100   

穴の径 ｄ （mm） 147.55

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 177.20

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 8.82

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.06

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm
2
） 279.8 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 147.55

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 147.55

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 295.10

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 11.50

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 11.50

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 4.70

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 400.00

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 165.20

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 6.00

溶接寸法 Ｌ２ （mm） 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 9.00

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm
2
） 397.9 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm
2
） 376.4 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm
2
） 117.0 

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm
2
） 610.5 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm
2
）  1.502×10

3

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

S
2
 
補

Ⅵ
-3
-
3
-
8
-2
-
3
 
R
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部材名称 (3) ドレン

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  1.104×10
5

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -6.472×10
3

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -6.472×10
3

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

　　　以上より十分である。
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補

Ⅵ
-
3
-
3
-
8
-
2
-
3
 
R
0

 19



   　開放タンクの穴の補強計算

     設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用）

参照附図　ＷＥＬＤ－１２ 

部材名称 (4) オーバーフロー

胴板材料 SM400A

管台材料 STPG370-S

強め板材料 SM400A

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07

最高使用温度 （℃） 66   

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100   

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 93   

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100   

穴の径 ｄ （mm） 100.85

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 126.30

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 4.60

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 6.72

胴板の継手効率 η 1.00

係数 Ｆ 1.00

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.04

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm
2
） 191.4 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 100.85

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 100.85

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 201.70

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 11.50

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 4.70

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 305.00

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 114.30

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 6.00

溶接寸法 Ｌ２ （mm） 

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm
2
） 271.7 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm
2
） 143.1 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm
2
） 36.00

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm
2
） 410.8 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm
2
） 861.6 

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

S
2
 
補

Ⅵ
-3
-
3
-
8
-2
-
3
 
R
0
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部材名称 (4) オーバーフロー

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  5.899×10
4

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -3.422×10
3

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -3.422×10
3

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。

　　　以上より十分である。

S
2
 
補

Ⅵ
-
3
-
3
-
8
-
2
-
3
 
R
0
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Ⅵ-3-3-8-2-4 ５０ｍ盤消火タンクの強度計算書 



S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-4 R0 

まえがき 

本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-5「クラス３容器の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義した

ものを使用する。 

・評価条件整理表

機器名 

既設

or 

新設 

施設時の

技術基準

に対象と

する施設 

の規定が

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に

おける 

評価結果

の有無 

施設時の

適用規格 
評価区分 

同等性

評価

区分 

評価

クラス
クラス

アップ

の有無

施設時

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス

ＳＡ 

クラス

条件

アップ

の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力

(MPa) 

温度

(℃) 

圧力

(MPa) 

温度

(℃) 

５０ｍ盤消火タンク 新設 ― ― ― DB-3 ― ― 静水頭 66 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3 
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1. 計算条件

1.1 計算部位 

概要図に強度計算箇所を示す。 

図1－1 概要図 

1.2 設計条件 

最高使用圧力（MPa） 静水頭 
最高使用温度（℃） 66 
液体の比重 1.00 
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2. 強度計算

2.1 開放タンクの胴の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3920準用） 

胴板名称 (1) 胴板

材料 SM400B 

水頭 Ｈ （m） 6.6900 

最高使用温度 （℃） 66

胴の内径 Ｄｉ （m） 5.73 

液体の比重 ρ 1.00 

許容引張応力 Ｓ （MPa） 100 

継手効率 η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 3.00 

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.69 

必要厚さ ｔ３ （mm） 4.50 

ｔ１，ｔ２，ｔ３の大きい値 ｔ （mm） 4.50 

呼び厚さ ｔｓｏ （mm） 6.00 

最小厚さ ｔｓ （mm） 

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。
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2.2 開放タンクの底板の厚さの計算 

（イ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3960(1)準用）

底板の形：平板

（ロ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3970(1)準用）

底板の厚さ 

底板名称 (1) 底板

材料 SM400B 

必要厚さ ｔ （mm） 3.00 

呼び厚さ ｔｂｏ （mm） 6. 00

最小厚さ ｔｂ （mm） 

評価：ｔｂ≧ｔ，よって十分である。
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開放タンクの底板の厚さの計算 
（イ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3960(1)準用）

底板の形：平板

（ロ）設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3970(2)準用）

取付け方法及び穴の有無 

平板名称 (2) 側マンホール平板

平板の取付け方法 （ｎ） 
平板の穴の有無 無し 

（ハ）設計・建設規格 PVD-3310

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3適用）

平板の厚さ 

平板名称 (2) 側マンホール平板

平板材料 SF440A 

ボルト材料 SS400 (直径40mm超えるもの) 

ガスケット材料 非石綿ジョイントシート 

ガスケット厚さ （mm） 3.0 

ガスケット座面の形状 1a-II 

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07 

最高使用温度 （℃） 66

平板の許容引張応力 Ｓ （MPa） 110 

ボルトの許容
引張応力 

常温(ガスケット締付時) 
(20℃) 

Ｓａ （MPa） 54 

最高使用温度(使用状態) Ｓｂ （MPa） 54 

ボルト中心円の直径 Ｃ （mm） 

ボルト呼び 

ボルト本数 ｎ 
ボルト谷径 ｄｂ （mm） 

実際のボルト総有効断面積 Ａｂ （mm2） 

ガスケット接触面の外径 Ｇｓ （mm） 

ガスケット接触面の幅 Ｎ （mm） 

ガスケット係数 ｍ 
最小設計締付圧力 ｙ （N/mm2） 

ガスケット座の基本幅 ｂｏ （mm） 

ガスケット座の有効幅 ｂ （mm） 

平板の径（ガスケット有効径） ｄ＝Ｇ （mm）

内圧による全荷重 Ｗ＝Ｈ （N） 2.300×104 

使用状態での最小ボルト荷重 Ｗｍ１ （N） 2.902×104 

ガスケット締付最小ボルト荷重 Ｗｍ２ （N） 2.520×105 

ボルトの所要
総有効断面積 

使用状態 Ａｍ１ （mm2） 537.3 

ガスケット締付時 Ａｍ２ （mm2） 4.666×103 

いずれか大きい値 Ａｍ （mm2） 4.666×103 

ボルト荷重 

使用状態 Ｗｏ （N） 2.902×104 

ガスケット締付時 Ｗｇ （N） 4.756×105 

いずれか大きい値 Ｆ （N） 4.756×105 

モーメントアーム ｈｇ （mm） 30.91 

取付け方法による係数 Ｋ 
必要厚さ ｔ （mm） 17.55 

呼び厚さ ｔｐｏ （mm） 36.00 

最小厚さ ｔｐ （mm） 
評価：ｔｐ≧ｔ，よって十分である。
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2.3 開放タンクの管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用） 

管台名称 (1) 受入

材料 STPT410-S 

水頭 Ｈ （m） 6.6900 

最高使用温度 （℃） 66

管台の内径 Ｄi （m） 0.0495 

液体の比重 ρ 1.00 

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103 

継手効率 η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.02 

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.40 

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.40 

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50 

最小厚さ ｔｎ （mm） 

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。
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開放タンクの管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用） 

管台名称 (2) 流体出口

材料 STPT410-S 

水頭 Ｈ （m） 6.6900 

最高使用温度 （℃） 66

管台の内径 Ｄi （m） 0.1432 

液体の比重 ρ 1.00 

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103 

継手効率 η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.05 

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50 

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50 

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 11.00 

最小厚さ ｔｎ （mm） 

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。
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開放タンクの管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用） 

管台名称 (3) テストライン

材料 STPT410-S 

水頭 Ｈ （m） 6.6900 

最高使用温度 （℃） 66

管台の内径 Ｄi （m） 0.0971 

液体の比重 ρ 1.00 

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103 

継手効率 η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.03 

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50 

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50 

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 8.60 

最小厚さ ｔｎ （mm） 

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。
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開放タンクの管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用） 

管台名称 (4) ミニマムフロー

材料 STPT410-S 

水頭 Ｈ （m） 6.6900 

最高使用温度 （℃） 66

管台の内径 Ｄi （m） 0.0495 

液体の比重 ρ 1.00 

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103 

継手効率 η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.02 

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.40 

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.40 

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 5.50 

最小厚さ ｔｎ （mm） 

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。
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開放タンクの管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用） 

管台名称 (5) ドレン

材料 STPT410-S 

水頭 Ｈ （m） 6.6900 

最高使用温度 （℃） 66

管台の内径 Ｄi （m） 0.1432 

液体の比重 ρ 1.00 

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103 

継手効率 η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.05 

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50 

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50 

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 11.00 

最小厚さ ｔｎ （mm） 

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。
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開放タンクの管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用） 

管台名称 (6) 予備

材料 STPT410-S 

水頭 Ｈ （m） 6.6900 

最高使用温度 （℃） 66

管台の内径 Ｄi （m） 0.0623 

液体の比重 ρ 1.00 

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103 

継手効率 η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.02 

必要厚さ ｔ２ （mm） 2.70 

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 2.70 

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 7.00 

最小厚さ ｔｎ （mm） 

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。
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開放タンクの管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用） 

管台名称 (7) オーバーフロー

材料 STPT410-S 

水頭 Ｈ （m） 6.6900 

最高使用温度 （℃） 66

管台の内径 Ｄi （m） 0.0971 

液体の比重 ρ 1.00 

許容引張応力 Ｓ （MPa） 103 

継手効率 η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.03 

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50 

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50 

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 8.60 

最小厚さ ｔｎ （mm） 

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。
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開放タンクの管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用） 

管台名称 (8) 側マンホール

材料 SM400B 

水頭 Ｈ （m） 6.6900 

最高使用温度 （℃） 66

管台の内径 Ｄi （m） 0.5856 

液体の比重 ρ 1.00 

許容引張応力 Ｓ （MPa） 100 

継手効率 η 

継手の種類 

放射線検査の有無 

必要厚さ ｔ１ （mm） 0.28 

必要厚さ ｔ２ （mm） 3.50 

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm） 3.50 

呼び厚さ ｔｎｏ （mm） 12.00 

最小厚さ ｔｎ （mm） 

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。
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2.4 開放タンクの補強を要しない穴の最大径の計算

設計・建設規格 PVD-3512 

胴板名称 (1) 胴板

評価：補強の計算を要する85mmを超える穴の名称 流体出口(2.5(1)) 

テストライン(2.5(2))

ドレン(2.5(3)) 

オーバーフロー(2.5(4))

側マンホール(2.5(5))
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2.5 開放タンクの穴の補強計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用） 

参照附図 ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (1) 流体出口

胴板材料 SM400B 

管台材料 STPT410-S 

強め板材料 SM400B 

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07 

最高使用温度 （℃） 66

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100 

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 103 

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100 

穴の径 ｄ （mm） 147.00 

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 

胴板の継手効率 η 

係数 Ｆ 
胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00 

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88 

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.05 

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 276.4 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 147.00 

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 147.00 

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 294.00 

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 12.50 

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 12.50 

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 400.00 

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 165.20 

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 

溶接寸法 Ｌ２ （mm） － 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2） 458.6 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2） 453.8 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2） 117.0 

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2） 579.6 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2） 1.609×103 

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。 
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部材名称 (1) 流体出口
大きい穴の補強 

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00 

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。 

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N） 1.150×105 
溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -1.254×104

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -1.254×104

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。 
以上より十分である。 
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開放タンクの穴の補強計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用） 

参照附図 ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (2) テストライン

胴板材料 SM400B 

管台材料 STPT410-S 

強め板材料 SM400B 

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07 

最高使用温度 （℃） 66

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100 

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 103 

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100 

穴の径 ｄ （mm） 100.30 

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 

胴板の継手効率 η 

係数 Ｆ 
胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00 

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88 

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.04 

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 188.6 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 100.30 

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 100.30 

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 200.60 

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 12.50 

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 12.50 

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 305.00 

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 114.30 

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 

溶接寸法 Ｌ２ （mm） － 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2） 312.9 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2） 349.2 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2） 117.0 

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2） 388.4 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2） 1.167×103 

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。 
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部材名称 (2) テストライン
大きい穴の補強 

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00 

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。 

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N） 8.546×104 
溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -7.541×103

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -7.541×103

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。 
以上より十分である。 
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開放タンクの穴の補強計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用） 

参照附図 ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (3) ドレン

胴板材料 SM400B 

管台材料 STPT410-S 

強め板材料 SM400B 

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07 

最高使用温度 （℃） 66

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100 

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 103 

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100 

穴の径 ｄ （mm） 147.00 

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 

胴板の継手効率 η 
係数 Ｆ 

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00 

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88 

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.05 

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 276.4 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 147.00 

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 147.00 

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 294.00 

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 12.50 

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 12.50 

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 400.00 

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 165.20 

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 

溶接寸法 Ｌ２ （mm） － 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2） 458.6 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2） 453.8 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2） 117.0 

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2） 579.6 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2） 1.609×103 

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。 
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部材名称 (3) ドレン
大きい穴の補強 

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00 

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。 

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N） 1.150×105 
溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -1.254×104

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -1.254×104

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。 
以上より十分である。 
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開放タンクの穴の補強計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用） 

参照附図 ＷＥＬＤ－１８ 
部材名称 (4) オーバーフロー

胴板材料 SM400B 

管台材料 STPT410-S 

強め板材料 SM400B 

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07 

最高使用温度 （℃） 66

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100 

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 103 

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100 

穴の径 ｄ （mm） 100.30 

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 

胴板の継手効率 η 
係数 Ｆ 

胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00 

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88 

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.04 

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 188.6 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 100.30 

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 100.30 

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 200.60 

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 12.50 

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 12.50 

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 305.00 

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 114.30 

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 

溶接寸法 Ｌ２ （mm） － 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2） 312.9 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2） 349.2 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2） 117.0 

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2） 388.4 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2） 1.167×103 

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。 
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部材名称 (4) オーバーフロー
大きい穴の補強 

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00 

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。 

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N） 8.546×104 
溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -7.541×103

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -7.541×103

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。 
以上より十分である。 
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開放タンクの穴の補強計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3950準用） 

参照附図 ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (5) 側マンホール

胴板材料 SM400B 

管台材料 SM400B 

強め板材料 SM400B 

最高使用圧力 Ｐ （MPa） 0.07 

最高使用温度 （℃） 66

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa） 100 

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa） 100 

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa） 100 

穴の径 ｄ （mm） 589.60 

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm） 

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm） 

管台の最小厚さ ｔｎ （mm） 

胴板の継手効率 η 

係数 Ｆ 
胴の内径 Ｄｉ （mm） 5730.00 

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm） 1.88 

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm） 0.20 

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2） 1.109×103 

補強の有効範囲 Ｘ１ （mm） 589.60 

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm） 589.60 

補強の有効範囲 Ｘ （mm） 1179.20 

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm） 12.50 

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm） 12.50 

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm） 

強め板の外径 Ｂｅ （mm） 1255.00 

管台の外径 Ｄｏｎ （mm） 609.60 

溶接寸法 Ｌ１ （mm） 

溶接寸法 Ｌ２ （mm） － 

溶接寸法 Ｌ３ （mm） 

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2） 1.839×103 

管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2） 495.2 

すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2） 117.0 

強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2） 2.563×103 

補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2） 5.015×103 

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。 
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部材名称 (5) 側マンホール
大きい穴の補強 

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00 

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。 

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N） 3.175×105 
溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N） -6.705×104

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N） -6.705×104

評価：Ｗ＜０，よって溶接部の強度計算は必要ない。 
以上より十分である。 
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Ⅵ-3-3-8-2-5-1 管の強度計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-1 R0

・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1～4
E1～E3

新設 ― ― ― DB-3 ― ― 静水頭 66 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

5～8,
11～12,15
E4～E6

新設 ― ― ― DB-3 ― ― 1.20 66 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

9～10,
13～14

既設 有 有 Non DB-3 ― 無 1.20 66 ― ― ― S55告示
設計・建設規格

又は告示
― DB-3

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～8,
11～12,15

管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

9～10,
13～14

管の強度計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

T1 管の穴と補強計算
設計・建設規格

又は告示
同等 設計・建設規格

E1～E6 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-1 R0
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S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-1 R0
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S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-1 R0
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S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-1 R0
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S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-1 R0

2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 静水頭    66   165.20 7.10 STPG370 S 3 12.5 %  6.21 

2 静水頭    66   165.20 7.10 STPT370 S 3 12.5 %  6.21 

3 静水頭    66   139.80 6.60 STPT370 S 3 12.5 %  5.77 

4 静水頭    66   139.80 6.60 STPG370 S 3 12.5 %  5.77 

5 1.20    66   139.80 6.60 STPG370 S 3 93     1.00  12.5 %  5.77 0.90 C 3.80 

6

6 1.20    66   139.80 6.60 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  5.77 0.90 C 3.80 

7 1.20    66   165.20 7.10 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  6.21 1.06 C 3.80 

8 1.20    66   165.20 7.10 STPG370 S 3 93     1.00  12.5 %  6.21 1.06 C 3.80 

9 1.20    66   165.20 7.10 STPG38 S 3 93     1.00  12.5 %  6.21 1.06 C 3.80 

10 1.20    66   165.20 7.10 STPT38 S 3 93     1.00  12.5 %  6.21 1.06 C 3.80 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-1 R0

　  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

11 1.20    66   165.20 7.10 STPT410 S 3 103     1.00  12.5 %  6.21 0.96 C 3.80 

12 1.20    66   89.10 5.50 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  4.81 0.58 C 3.00 

13 1.20    66   89.10 5.50 STPT38 S 3 93     1.00  12.5 %  4.81 0.58 C 3.00 

14 1.20    66   89.10 5.50 STPG38 S 3 93     1.00  12.5 %  4.81 0.58 C 3.00 

15 1.20    66   89.10 5.50 STPG370 S 3 93     1.00  12.5 %  4.81 0.58 C 3.00 

7

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



3.  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            T1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 1.20          

　最高使用温度 （℃） 66             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 STPG38

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 93             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 165.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 152.78          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 7.10          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 6.21          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 STPG38

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 76.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 67.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 5.20          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 67.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 38.20          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 38.20          

　Ｋ  0.1886        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 75.73          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 75.73          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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4.  伸縮継手の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3416

最高使用圧力 最高使用温度 縦弾性係数 全伸縮量 算 継手部応力

ＮＯ. Ｐ 材          料 Ｅ ｔ δ ｂ ｈ ｎ ｃ σ Ｎ Ｎｒ Ｕ

(MPa) （℃） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm） 式 （MPa） ×10
３

×10
３

E1 静水頭    66     SUS304 192000   1.00   1.00   7.50   10.00   34   1 A 98      15130.8 7.0 0.0005 

E2 静水頭    66     SUS304 192000   1.50   1.00   12.00   19.00   22   1 A 69      51663.1 7.0 0.0002 

E3 静水頭    66     SUS304 192000   1.50   2.00   12.00   19.00   22   1 A 137      4684.1 7.0 0.0015 

E4 1.20    66     SUS304 192000   1.50   2.00   12.00   19.00   24   1 A 222      864.8 7.0 0.0081 

E5 1.20    66     SUS304 192000   1.20   1.00   7.50   10.00   44   1 A 133      5196.0 7.0 0.0014 

E6 1.20    66     SUS304 192000   1.20   1.00   7.50   10.00   156   1 A 68      54371.4 7.0 0.0002 

評価：Ｕ≦1，よって十分である。

9

　注：E1，E5，E6の外径は，174.0mm，E2，E3，E4の外径は，163.0mm。
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1～4
E1～E2

新設 ― ― ―
DB-3

―
＊ ― ― 静水頭 66 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

5～8
E3

新設 ― ― ―
DB-3

―
＊ ― ― 1.30 66 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

7～14 新設 ― ― ― ―
＊ ― ― 1.30 66 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

注記＊：ＤＢクラス「―」である管については，ＳＡ設備を防護する設備であり，評価クラス「DB-3」としてクラス３管の評価を行う。

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～14 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

E1～E3 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-3 R0

2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 静水頭    66   165.20 7.10 STPG370 S 3 12.5 %  6.21 

2 静水頭    66   165.20 7.10 STPT370 S 3 12.5 %  6.21 

3 静水頭    66   139.80 6.60 STPT370 S 3 12.5 %  5.77 

4 静水頭    66   139.80 6.60 STPG370 S 3 12.5 %  5.77 

5 1.30    66   139.80 6.60 STPG370 S 3 93     1.00  12.5 %  5.77 0.98 C 3.80 

4

6 1.30    66   139.80 6.60 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  5.77 0.98 C 3.80 

7 1.30    66   114.30 6.00 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  5.25 0.80 C 3.40 

8 1.30    66   114.30 6.00 STPG370 S 3 93     1.00  12.5 %  5.25 0.80 C 3.40 

9 1.30    66   60.50 5.50 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  4.81 0.42 C 2.40 

10 1.30    66   76.30 5.20 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  4.55 0.53 C 2.70 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-3 R0

　  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

11 1.30    66   76.30 5.20 STPG370 S 3 93     1.00  12.5 %  4.55 0.53 C 2.70 

12 1.30    66   60.50 5.50 STPG370 S 3 93     1.00  12.5 %  4.81 0.42 C 2.40 

13 1.30    66   48.60 5.10 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  4.46 0.34 C 2.20 

14 1.30    66   48.60 5.10 STPG370 S 3 93     1.00  12.5 %  4.46 0.34 C 2.20 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。
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3.  伸縮継手の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3416

最高使用圧力 最高使用温度 縦弾性係数 全伸縮量 算 継手部応力

ＮＯ. Ｐ 材          料 Ｅ ｔ δ ｂ ｈ ｎ ｃ σ Ｎ Ｎｒ Ｕ

(MPa) （℃） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm） 式 （MPa） ×10
３

×10
３

E1 静水頭    66     SUS316 192000   1.50   27.00   20.00   45.00   12   1 B 719      14.1 1.0 0.0707 

E2 静水頭    66     SUS304 192000   1.00   1.00   7.50   10.00   80   1 A 42      293615.9 1000.0 0.0034 

E3 1.30    66     SUS304 192000   1.50   1.00   12.00   19.00   36   1 A 146      3749.0 1000.0 0.2668 

評価：Ｕ≦1，よって十分である。

　注：E1の外径は，243.5mm，E2の外径は，174.0mm，E3の外径は，163.0mm。
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３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1～4
E1～E2

新設 ― ― ― DB-3 ― ― 静水頭 66 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

5～6
E3

新設 ― ― ― DB-3 ― ― 1.20 66 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～6 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

E1～E3 伸縮継手の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 静水頭    66   139.80 6.60 STPG370 S 3 12.5 %  5.77 

2 静水頭    66   139.80 6.60 STPT370 S 3 12.5 %  5.77 

3 静水頭    66   114.30 6.00 STPT370 S 3 12.5 %  5.25 

4 静水頭    66   114.30 6.00 STPG370 S 3 12.5 %  5.25 

5 1.20    66   114.30 6.00 STPG370 S 3 93     1.00  12.5 %  5.25 0.74 C 3.40 

2

6 1.20    66   114.30 6.00 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  5.25 0.74 C 3.40 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。
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3. 伸縮継手の強度計算書（クラス３管）

設計・建設規格　PPD-3416

最高使用圧力 最高使用温度 縦弾性係数 全伸縮量 算 継手部応力

ＮＯ. Ｐ 材 料 Ｅ ｔ δ ｂ ｈ ｎ ｃ σ Ｎ Ｎｒ Ｕ

(MPa) （℃） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm） 式 （MPa） ×10
３

×10
３

E1 静水頭 66    SUS316 192000  1.20  18.00  15.00  30.00  12  1 B 814     9.2 1.0 0.1092 

E2 静水頭 66    SUS304 192000  1.50  1.00  12.00  19.00  36  1 A 42     293615.9 1000.0 0.0034 

E3 1.20   66    SUS304 192000  1.00  1.00  7.50  13.00  36  1 A 164     2495.7 1000.0 0.4007 

評価：Ｕ≦1，よって十分である。

　  注：E1の外径は，189.0mm，E2の外径は，163.0mm，E3の外径は，131.0mm
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本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 
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既設
or 
新設 

 
 

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか 

 

クラスアップするか 

 

条件アップするか 

 

 
 

既工認に
おける 
評価結果
の有無 

 

 

 

施設時の
適用規格 

 

 

 

評価
区分 

 

 

 

同等性
評価区分 

 

 

 

評価
クラス 

 

クラス
アップ
の有無 

 

施設時
機器 
クラス 

 

 

ＤＢ 
クラス 

 

 

ＳＡ 
クラス 

 

条件
アップ
の有無 

 

ＤＢ条件 

 

ＳＡ条件 

圧力
(MPa) 

温度
(℃) 

圧力
(MPa) 

温度
(℃) 

1～4 
E1～E2 

 

新設 

 

― 

 

― 

 

― 

 

DB-3 

―＊ 

 

 

― 

 

― 

 

静水頭 

 

66 

 

― 
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― 

 

設計・建設規格 
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新設 
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1.20 

 

66 

 

― 

 

― 
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設計・建設規格 

 

― 

 

DB-3 

注記＊：ＤＢクラス「―」である管については，ＳＡ設備を防護する設備であり，評価クラス「DB-3」としてクラス３管の評価を行う。 
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Ⅵ-3-3-8-2-5-6 管の強度計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1～23 新設 ― ― ―
DB-3

―
＊ ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

1～3,
5～9

新設 ― ― ― DB-3 ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

1～3,
5～9,
22

新設 ― ― ― ―
＊ ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

DB-3 ― 40 ― ― ― ― DB-324～25 新設 ― ― ― ― 4.60 ― 設計・建設規格

注記＊：ＤＢクラス「―」である管については，ＳＡ設備を防護する設備であり，評価クラス「DB-3」としてクラス３管の評価を行う。

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～25 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

設計・建設規格T1～T2

管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格SP1～SP7

管の穴と補強計算 設計・建設規格 ―
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2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 5.20    40   76.30 5.20 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

2 5.20    40   89.10 5.50 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  4.81 1.77 A 1.77 

3 5.20    40   76.30 5.20 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

4 5.20    40   89.10 5.50 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  4.81 1.77 A 1.77 

5 5.20    40   60.50 3.90 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.40 1.20 A 1.20 

2
7

6 5.20    40   42.70 3.60 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.10 0.85 A 0.85 

7 5.20    40   48.60 3.70 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.20 0.97 A 0.97 

8 5.20    40   114.30 6.00 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  5.25 2.27 A 2.27 

9 5.20    40   34.00 3.40 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 2.90 0.68 A 0.68 

10 5.20    40   48.60 3.70 STPG370 S 3 93     1.00  0.50mm 3.20 1.33 C 2.20 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。
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  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材 料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

11 5.20   40  48.60 3.70 STPT370 S 3 93    1.00 12.5 % 3.23 1.33 C 2.20 

12 5.20   40  76.30 5.20 STPT370 S 3 93    1.00 12.5 % 4.55 2.09 C 2.70 

13 5.20   40  76.30 5.20 STPG370 S 3 93    1.00 12.5 % 4.55 2.09 C 2.70 

14 5.20   40  34.00 3.40 STPG370 S 3 93    1.00 0.50mm 2.90 0.93 C 1.70 

2
8

15 5.20   40  27.20 2.90 STPG370 S 3 93    1.00 0.50mm 2.40 0.75 C 1.70 

16 5.20   40  76.30 5.20 S25C S 3 103    1.00 12.5 % 4.55 1.89 C 2.70 

(100㎜＜径≦200㎜)

17 5.20   40  114.30 6.00 STPT370 S 3 93    1.00 12.5 % 5.25 3.13 C 3.40 

18 5.20   40  114.30 6.00 STPG370 S 3 93    1.00 12.5 % 5.25 3.13 C 3.40 

19 5.20   40  89.10 5.50 STPT370 S 3 93    1.00 12.5 % 4.81 2.44 C 3.00 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。

20 5.20   40  89.10 5.50 STPG370 S 3 93    1.00 12.5 % 4.81 2.44 C 3.00 
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  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材 料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

21 5.20   40  114.30 6.00 SUS304 S 3 129    1.00 12.5 % 5.25 2.27 A 2.27 

22 5.20   40  139.80 6.60 SUS304TP S 3 129    1.00 12.5 % 5.77 2.78 A 2.78 

2
9

23 5.20   40  139.80 6.60 SUS304 S 3 129    1.00 12.5 % 5.77 2.78 A 2.78 

24 4.60   40  C1220T S 3 41    1.00 A 0.54 

25 4.60   40  C1220T S 3 41    1.00 A 0.33 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。
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3.  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            T1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 89.10          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 79.48          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 5.50          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 4.81          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 47.00          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 25.40          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 11.00          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 25.40          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 19.87          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 19.87          

　Ｋ  0.4103        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 50.90          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 50.90          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            T2

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 114.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 103.80          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 6.00          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 5.25          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 47.00          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 25.40          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 11.00          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 25.40          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 25.95          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 25.95          

　Ｋ  0.4822        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 54.52          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 54.52          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 76.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 67.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 5.20          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 4.55          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 16.80          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 16.80          

　Ｋ  0.3714        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 48.47          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 48.47          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP2

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 60.50          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 53.70          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.90          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.40          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 13.43          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 13.43          

　Ｋ  0.3941        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 40.21          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 40.21          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP3

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 STPG370

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 93             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 48.60          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 42.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.70          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.20          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 S25C(100㎜＜径≦200㎜)

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 10.55          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 10.55          

　Ｋ  0.4666        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 35.11          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 35.11          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP4

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 STPG370

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 93             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 34.00          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 28.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.40          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 2.90          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 S25C(100㎜＜径≦200㎜)

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 7.05          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 7.05          

　Ｋ  0.3602        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 32.05          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 32.05          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP5

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 STPG370

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 93             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 76.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 67.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 5.20          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 4.55          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 S25C(100㎜＜径≦200㎜)

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 16.80          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 16.80          

　Ｋ  0.5152        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 44.45          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 44.45          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP6

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 48.60          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 42.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.70          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.20          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 10.55          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 10.55          

　Ｋ  0.3364        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 37.76          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 37.76          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP7

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 34.00          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 28.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.40          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 2.90          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 7.05          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 7.05          

　Ｋ  0.2597        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 33.64          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 33.64          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-7 R0

・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1～2,
4～11,
13～16

新設 ― ― ― DB-3 ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

1～3,
11～15

新設 ― ― ―
DB-3

―
＊ ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

1～3,11,
13

新設 ― ― ― ―
＊ ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

注記＊：ＤＢクラス「―」である管については，ＳＡ設備を防護する設備であり，評価クラス「DB-3」としてクラス３管の評価を行う。

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～16 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

T1 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

SP1～SP6 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-7 R0

2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 5.20    40   48.60 3.70 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.20 0.97 A 0.97 

2 5.20    40   34.00 3.40 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 2.90 0.68 A 0.68 

3 5.20    40   42.70 3.60 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.10 0.85 A 0.85 

4 5.20    40   48.60 3.70 STPG370 S 3 93     1.00  0.50mm 3.20 1.33 C 2.20 

5 5.20    40   48.60 3.70 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  3.23 1.33 C 2.20 

1
0

6 5.20    40   76.30 5.20 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  4.55 2.09 C 2.70 

7 5.20    40   76.30 5.20 STPG370 S 3 93     1.00  12.5 %  4.55 2.09 C 2.70 

8 5.20    40   60.50 3.90 STPT370 S 3 93     1.00  12.5 %  3.41 1.66 C 2.40 

9 5.20    40   76.30 5.20 S25C S 3 103     1.00  12.5 %  4.55 1.89 C 2.70 

(100㎜＜径≦200㎜)

10 5.20    40   60.50 3.90 STPG370 S 3 93     1.00  0.50mm 3.40 1.66 C 2.40 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-7 R0

　  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

11 5.20    40   76.30 5.20 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

12 5.20    40   76.30 5.20 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

13 5.20    40   60.50 3.90 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.40 1.20 A 1.20 

14 5.20    40   114.30 6.00 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  5.25 2.27 A 2.27 

15 5.20    40   114.30 6.00 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  5.25 2.27 A 2.27 

1
1

16 5.20    40   89.10 5.50 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  4.81 1.77 A 1.77 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



3.  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            T1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 76.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 67.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 5.20          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 4.55          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 47.00          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 25.40          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 11.00          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 25.40          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 16.80          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 16.80          

　Ｋ  0.3714        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 48.47          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 48.47          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 48.60          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 42.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.70          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.20          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 10.55          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 10.55          

　Ｋ  0.3364        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 37.76          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 37.76          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP2

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 STPG370

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 93             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 48.60          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 42.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.70          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.20          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 S25C(100㎜＜径≦200㎜)

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 10.55          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 10.55          

　Ｋ  0.4666        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 35.11          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 35.11          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP3

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 76.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 67.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 5.20          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 4.55          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 16.80          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 16.80          

　Ｋ  0.3714        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 48.47          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 48.47          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP4

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 114.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 103.80          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 6.00          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 5.25          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 25.95          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 25.95          

　Ｋ  0.4822        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 54.52          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 54.52          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP5

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 60.50          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 53.70          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.90          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.40          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 13.43          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 13.43          

　Ｋ  0.3941        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 40.21          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 40.21          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP6

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 42.70          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 36.50          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.60          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.10          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 9.13          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 9.13          

　Ｋ  0.3051        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 36.34          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 36.34          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1～3 新設 ― ― ― DB-3 ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～3 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

SP1～SP2 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 5.20    40   42.70 3.60 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.10 0.85 A 0.85 

2 5.20    40   48.60 3.70 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.20 0.97 A 0.97 

3 5.20    40   60.50 3.90 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.40 1.20 A 1.20 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。

3



3.  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 42.70          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 36.50          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.60          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.10          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 9.13          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 9.13          

　Ｋ  0.3051        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 36.34          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 36.34          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP2

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 60.50          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 53.70          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.90          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.40          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 13.43          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 13.43          

　Ｋ  0.3941        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 40.21          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 40.21          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1～8 新設 ― ― ― DB-3 ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～8 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

SP1～SP4 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 5.20    40   42.70 3.60 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.10 0.85 A 0.85 

2 5.20    40   34.00 3.40 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 2.90 0.68 A 0.68 

3 5.20    40   76.30 5.20 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

4 5.20    40   114.30 6.00 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  5.25 2.27 A 2.27 

5 5.20    40   76.30 5.20 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

8

6 5.20    40   114.30 6.00 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  5.25 2.27 A 2.27 

7 5.20    40   60.50 3.90 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.40 1.20 A 1.20 

8 5.20    40   48.60 3.70 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.20 0.97 A 0.97 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



3.  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 42.70          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 36.50          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.60          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.10          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 9.13          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 9.13          

　Ｋ  0.3051        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 36.34          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 36.34          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP2

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 76.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 67.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 5.20          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 4.55          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 16.80          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 16.80          

　Ｋ  0.3714        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 48.47          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 48.47          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP3

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 34.00          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 28.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.40          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 2.90          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 7.05          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 7.05          

　Ｋ  0.2597        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 33.64          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 33.64          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP4

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 48.60          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 42.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.70          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.20          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 10.55          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 10.55          

　Ｋ  0.3364        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 37.76          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 37.76          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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Ⅵ-3-3-8-2-5-10 管の強度計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1 新設 ― ― ―
DB-3

―
＊ ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

2 新設 ― ― ― DB-3 ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

注記＊：ＤＢクラス「―」である管については，ＳＡ設備を防護する設備であり，評価クラス「DB-3」としてクラス３管の評価を行う。

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～2 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

SP1 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 5.20    40   42.70 3.60 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.10 0.85 A 0.85 

2 5.20    40   34.00 3.40 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 2.90 0.68 A 0.68 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。

2



3.  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 42.70          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 36.50          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.60          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 3.10          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 9.13          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 9.13          

　Ｋ  0.3051        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 36.34          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 36.34          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 

 

 

 

 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
3
-
8-
2
-
5-
1
1
 R
0
 



S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-11 R0

・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1～7 新設 ― ― ― ―
＊ ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

注記＊：ＤＢクラス「―」である管については，ＳＡ設備を防護する設備であり，評価クラス「DB-3」としてクラス３管の評価を行う。

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～7 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

SP1～SP2 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 5.20    40   34.00 3.40 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 2.90 0.68 A 0.68 

2 5.20    40   76.30 5.20 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

3 5.20    40   89.10 5.50 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  4.81 1.77 A 1.77 

4 5.20    40   76.30 5.20 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

5 5.20    40   89.10 5.50 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  4.81 1.77 A 1.77 

3

6 5.20    40   60.50 3.90 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.40 1.20 A 1.20 

7 5.20    40   42.70 3.60 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.10 0.85 A 0.85 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



3.  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 34.00          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 28.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.40          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 2.90          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 7.05          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 7.05          

　Ｋ  0.2597        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 33.64          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 33.64          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP2

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 76.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 67.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 5.20          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 4.55          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 16.80          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 16.80          

　Ｋ  0.3714        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 48.47          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 48.47          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1～5 新設 ― ― ― ―
＊ ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

注記＊：ＤＢクラス「―」である管については，ＳＡ設備を防護する設備であり，評価クラス「DB-3」としてクラス３管の評価を行う。

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～5 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

SP1 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
8
-
2
-
5
-
1
2
 
R0



 

 

目  次 

 

     1. 概略系統図 ･･････････････････････････････････ 1 

     2. 管の強度計算書 ･･････････････････････････････ 5 

     3. 管の穴と補強計算書 ･･････････････････････････ 6 

 

 

 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
3-
3
-
8-
2
-
5-
1
2
 R
0
 



S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-12 R0

1



2
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4

S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-12 R0



S2 補 Ⅵ-3-3-8-2-5-12 R0

2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 5.20    40   76.30 5.20 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

2 5.20    40   76.30 5.20 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

3 5.20    40   42.70 3.60 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.10 0.85 A 0.85 

4 5.20    40   34.00 3.40 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 2.90 0.68 A 0.68 

5 5.20    40   60.50 3.90 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 3.40 1.20 A 1.20 

5

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



3.  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 76.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 67.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 5.20          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 4.55          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 17.30          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 17.30          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 16.80          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 16.80          

　Ｋ  0.3714        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 48.47          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 48.47          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-6「クラス

３管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び

略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1～5 新設 ― ― ― ―
＊ ― ― 5.20 40 ― ― ― ― 設計・建設規格 ― DB-3

注記＊：ＤＢクラス「―」である管については，ＳＡ設備を防護する設備であり，評価クラス「DB-3」としてクラス３管の評価を行う。

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or
新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器
クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格



・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1～5 管の強度計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

T1 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格

SP1～SP2 管の穴と補強計算 設計・建設規格 ― 設計・建設規格
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2.  管の強度計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3411

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1 5.20    40   76.30 5.20 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

2 5.20    40   89.10 5.50 SUS304TP S 3 129     1.00  12.5 %  4.81 1.77 A 1.77 

3 5.20    40   76.30 5.20 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  4.55 1.52 A 1.52 

4 5.20    40   89.10 5.50 SUS304 S 3 129     1.00  12.5 %  4.81 1.77 A 1.77 

5 5.20    40   34.00 3.40 SUS304TP S 3 129     1.00  0.50mm 2.90 0.68 A 0.68 

2

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。



3.  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            T1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 89.10          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 79.48          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 5.50          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 4.81          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 47.00          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 27.60          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 9.90          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 27.60          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 19.87          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 19.87          

　Ｋ  0.4103        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 50.90          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 50.90          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP1

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 76.30          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 67.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 5.20          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 12.5 %         

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 4.55          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 16.80          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 16.80          

　Ｋ  0.3714        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 48.47          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 48.47          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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　  管の穴と補強計算書（クラス３管）

　　設計・建設規格　PPD-3420, PPD-3422

 　   ＮＯ．            SP2

  形   　 式            A

  最高使用圧力　　　　　 Ｐ （MPa） 5.20          

　最高使用温度 （℃） 40             

　主管と管台の角度　　　 α （°） 90             

　材　　料 SUS304TP

　許容引張応力　　 Ｓｒ （MPa） 129             

主 　外　　径　　　　 Ｄｏｒ （mm） 34.00          

　内　　径　　　　 Ｄｉｒ （mm） 28.20          

　公称厚さ　　　　 ｔｒｏ （mm） 3.40          

管 　厚さの負の許容差 Ｑｒ 0.50mm        

　最小厚さ　　　　 ｔｒ （mm） 2.90          

　継手効率　　　 　η 1.00          

管 　材　　料 SUS304

　外　　径　　　　 Ｄｏｂ （mm） 30.20          

　内　　径　　　　 Ｄｉｂ （mm） 16.20          

台 　公称厚さ　　　　 ｔｂｎ （mm） 7.10          

  穴の径　　　　　　　　 ｄ （mm） 16.20          

　ｄｒ１＝Ｄｉｒ／4 （mm） 7.05          

　61，ｄｒ１　の小さい値 （mm） 7.05          

　Ｋ  0.2597        

　200，ｄｒ２の小さい値 （mm） 33.64          

　補強不要な穴の最大径　 ｄｆｒ （mm） 33.64          

　　評価：　ｄ　≦　ｄｆｒ

　　よって管の穴の補強計算は必要ない。
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